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開会 午前 ９時５８分 

    ◎開会宣告 

〇議  長 ただいまより、本日をもって招集されました平成２８年第１回滝川市議会定例会を開

会いたします。 

 ただいまの出席議員数は、１８名であります。 

 

    ◎開議宣告 

〇議  長 これより本日の会議を開きます。 

 

    ◎日程第１ 会議録署名議員指名 

〇議  長 日程第１、会議録署名議員指名を行います。 

 会議録署名議員は、議長において山口議員、柴田議員を指名いたします。 

 

    ◎日程第２ 会期決定 

〇議  長 日程第２、会期の決定を議題といたします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日から３月１８日までの１７日間といたしたいと思

います。これに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、会期は１７日間と決定いたしました。 

 

    ◎日程第３ 議長報告 

〇議  長 日程第３、議長報告を行います。 

 報告事項はお手元に印刷配付のとおりでありますので、お目通しをお願いいたします。 

 以上で議長報告を終わります。 

 

    ◎日程第４ 行政報告 

〇議  長 日程第４、行政報告を行います。 

 行政報告を求めます。市長。 

〇市  長 おはようございます。３月２日から１８日までの１７日間にわたりまして平成２８年

第１回滝川市議会定例会が招集され、平成２８年度各会計の予算案及び関連議案、平成２７年度の

補正予算案等についてご審議をいただくわけでございますが、ご提案を申し上げます各議案につき

ましては、市政執行方針及び予算大綱等説明のほか、所管から詳しくご説明申し上げますので、十

分ご審議をいただきまして原案にご賛同いただきますよう、冒頭お願いを申し上げます。 

 議長に行政報告の発言の許可をいただきましたので、以下ご報告を申し上げます。平成２７年１
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１月２６日から平成２８年２月１７日までの間の行政報告につきましては、お手元に印刷配付のと

おりでございますので、お目通しをいただき、以下２点について口頭でご報告を申し上げます。 

 １点目ですが、ＪＲ滝川駅キヨスク閉店に関する北海道キヨスク幹部との懇談及びＪＲ滝川駅旅

行センター閉鎖に伴うＪＲ北海道幹部との情報交換についてご報告いたします。本年１月２８日付

の北海道新聞朝刊空知版でＪＲ滝川駅構内のキヨスク閉店の報道を受け、２月２日に北海道キヨス

ク本社を訪問して、栗原社長ほか幹部の方と懇談し、事実関係の確認を含め情報交換を行いました。

懇談の中で栗原社長からは、３月２８日をもってキヨスク滝川店は閉店する。売り上げの減少と販

売員の確保が困難なことがその理由で、代替店舗の導入検討に際しても地元の意向に沿えるよう努

めるとのお言葉をいただきました。これに対し私からは、駅前広場の整備が進められているところ

であり、何とか見直していただきたいが、決定事項ということであれば残念だが、利用者のために

何らかの手だてを考えた上で相談に乗っていただくこともあると思うが、協力をお願いしたいとお

伝えしたところであります。ＪＲ滝川駅の改修工事が１０月末まで予定されておりますが、代替店

舗の必要性などについて検討してまいりたいと考えております。 

 続いて、ＪＲ滝川駅旅行センターツインクルプラザの閉鎖については、２月９日にＪＲ北海道駅

業務部野島部長ほか幹部が来庁し、３月３１日をもって道内２１店舗中、滝川駅を含む６カ所を閉

鎖するとの説明を受けました。さらに野島部長からは、鉄道業務の付加価値として旅行業務を行っ

てきたが、旅行の直販化に加え、インターネット利用による落ち込みの影響が大きく、ＪＲ北海道

として経営資源を集中させていきたいとの話があり、私からはインターネット環境のない高齢者の

方や町内会等の旅行利用に際しては札幌圏等と連携してつないでいただくことなど、住民の利便性

低下にならないようにケアをお願いしたいとお伝えをいたしました。 

 ２点目ですが、横浜商工会議所と滝川商工会議所との連携協力に関する懇談についてご報告いた

します。滝川商工会議所藤井会頭と横浜商工会議所上野会頭とのご縁からお誘いを受け、私として

も地方創生に関連する部分もあることから同行させていただき、２月１０日、横浜市において、藤

井会頭とともに上野会頭ほか横浜商工会議所幹部の方と懇談を行いました。懇談では、両会議所の

連携に向けた意見交換が行われ、まずは物産、観光の交流から始めて、協力関係を築いていくこと

で考えが一致したところです。今後は、会議所間、さらには自治体間でも両市の発展に向けた連携

について随時意見交換を行い、具体的な取り組みがまとまりましたら議会に報告申し上げていきた

いと考えております。 

 以上を申し上げまして行政報告といたします。 

〇議  長 次に、教育行政報告を求めます。教育長。 

〇教 育 長 それでは、私からお手元に配付しております教育行政報告のほか、口頭で２点ご報告

を申し上げます。 

 滝川市Ｂ＆Ｇ海洋センターは、本年１月２６日に東京で開催されましたＢ＆Ｇ全国サミットにお

いて全国最多の１３年連続の特Ａ評価を受けました。平成２７年度は、開館以来過去最高の２万２

９人の利用があり、初の２万人を突破いたしました。利用者増につながった理由としては、旅行代

理店や道央圏の小中学校から多くの人数の受け入れが可能なことや徹底した安全管理から安心して
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活動できる点での評価が高く、そのことが体験学習等の継続的な受け入れにつながっているものと

思われます。 

 次に、昨年１０月２４日から本年１月３１日まで開催いたしました「黒柳朝コレクション展」に

ついてですが、市民会館で展示をしておりましたチョッちゃんアンティークコレクション資料を美

術自然史館に移し、黒柳朝さんが収集したアンティークバッグやドレスデン窯の飾り壷など約２０

０点を展示いたしました。オープニング当日は、朝さんの次女の黒柳眞理さんによるトークショー

やチョッちゃんを読む会の皆さんによる朗読なども行い、市民の皆様とともにチョッちゃんの思い

出を振り返りました。昨年１２月２０日には黒柳徹子さんも美術自然史館を訪れ、再びチョッちゃ

んアンティークコレクションが公開されたことを大変喜んでおられました。 

 以上を申し上げまして口頭での行政報告といたします。 

〇議  長 報告が終わりました。 

 これより口頭による報告事項に対する質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これをもちまして行政報告を終わります。 

 

    ◎日程第５ 平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針        

          議案第 １号 平成２８年度滝川市一般会計予算             

          議案第 ２号 平成２８年度滝川市国民健康保険特別会計予算       

          議案第 ３号 平成２８年度滝川市公営住宅事業特別会計予算       

          議案第 ４号 平成２８年度滝川市介護保険特別会計予算         

          議案第 ５号 平成２８年度滝川市後期高齢者医療特別会計予算      

          議案第 ６号 平成２８年度滝川市土地区画整理事業特別会計予算     

          議案第 ７号 平成２８年度滝川市下水道事業会計予算          

          議案第 ８号 平成２８年度滝川市病院事業会計予算           

          議案第 ９号 平成２８年度滝川市下水道事業会計資本金の額の減少につい 

                 て                           

          議案第１４号 滝川市行政不服審査会条例                

          議案第１６号 滝川市保健福祉部の公の施設の指定管理者の指定に係る管理 

                 期間の特例に関する条例                 

          議案第１７号 滝川市産業振興部の公の施設の指定管理者の指定に係る管理 

                 期間の特例に関する条例                 

          議案第１８号 滝川市地方消費者センターの設置等に関する条例      

          議案第１９号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例  

          議案第２０号 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律 
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                 の施行に伴う関係条例の整備に関する条例         

          議案第２２号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条 

                 例の一部を改正する条例                 

          議案第２３号 滝川市手数料条例の一部を改正する条例          

          議案第２４号 滝川市学校給食共同調理場設置条例の一部を改正する条例  

          議案第２５号 滝川市水泳プール条例の一部を改正する条例        

          議案第２７号 滝川市指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防 

                 サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型 

                 介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方 

                 法に関する条例の一部を改正する条例           

          議案第２８号 滝川市農村環境改善センター条例及び滝川市郷土館条例の一 

                 部を改正する条例                    

          議案第２９号 滝川市営住宅条例及び滝川市特定公共賃貸住宅条例の一部を 

                 改正する条例                      

          議案第３０号 滝川市営住宅改修の促進に関する条例の一部を改正する条例 

          議案第３１号 公の施設の指定管理者の指定について（コミュニティセンタ 

                 ー）                          

          議案第３２号 公の施設の指定管理者の指定について（中地区児童センタ 

                 ー）                          

          議案第３３号 公の施設の指定管理者の指定について（老人福祉センター） 

          議案第３４号 公の施設の指定管理者の指定について（三世代交流センター 

                 北地区分館）                      

          議案第３５号 公の施設の指定管理者の指定について（身体障害者福祉セン 

                 ター等）                        

          議案第３６号 公の施設の指定管理者の指定について（滝川中高年齢労働者 

                 福祉センターサンライフ滝川）              

          議案第３７号 公の施設の指定管理者の指定について（転作研修センター） 

          議案第３８号 公の施設の指定管理者の指定について（総合交流ターミナル 

                 たきかわ）                       

          議案第３９号 公の施設の指定管理者の指定について（ふれ愛の里及び池の 

                 前水上公園の一部）                   

          議案第４０号 公の施設の指定管理者の指定について（コミュニティ防災セ 

                 ンター）                        

〇議  長 日程第５、平成２８年度滝川市各会計予算及び関連議案を一括議題といたしますが、

この場合、件名を省略し、議案番号のみで申し上げます。 

 これより平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針、議案第１号から第８号ま
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での各会計予算、議案第９号、議案第１４号、議案第１６号から第２０号、議案第２２号から第２

５号、議案第２７号から第４０号までの予算関連議案、以上３３件について一括議題といたします。 

 なお、過日の議会運営委員会で確認したとおり、議案第１号から第８号までの各会計予算につき

ましては、後日設置が予定されております予算審査特別委員会で審査を行うことになりますので、

本日は市政執行方針等の説明並びに予算関連議案の説明までといたします。 

 平成２８年度市政執行方針及び予算大綱の説明を求めます。市長。 

〇市  長 平成２８年第１回滝川市議会定例会の開会に当たり、私の市政運営の考え方を市民の

皆様、市議会議員の皆様に申し上げます。 

 昨年は、市長として２期目の当選の栄誉をいただきましたが、１期目の４年間に市民の皆様とと

もに進めてきたまちづくりを、どのように「継」でいくのかの決意をする年であり、同時に滝川市

の未来を創造する年でもありました。 

 国においては、「まち・ひと・しごと創生本部」が組織され、本市においても、将来を展望し、

まちの成長力を確保するために、「滝川市人口ビジョン」と「滝川市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を策定いたしました。 

 また、江部乙地域が「日本で最も美しい村」連合に加盟したほか、老人ホーム緑寿園、駅前広場

の改良工事、国道１２号の道路改良工事が着工となりました。地ビール製造の再開、プレミアム商

品券の発行が市内の経済活性化に効果をもたらし、３カ所の大規模太陽光発電所が稼働したほか４

カ所目が工事に至り、こうした再生可能エネルギーへの取り組みが次世代エネルギーパークの認定

につながりました。 

 一方、厳しい財政状況を鑑み、持続可能な財政基盤を築くため、「滝川市財政健全化計画」を策

定し、地方創生の取り組みとともに計画を推進することといたしました。 

 国においては、「一億総活躍社会」の実現を目指し、新・３本の矢に基づく対策が講じられてい

るところですが、国の動向を注視しながら刻々と変化する社会情勢を捉え、滝川市の展望と課題を

いま一度見詰め直す中で慎重に市政運営に当たってまいります。 

 まず新年度における市政運営の基本的な考え方について申し上げます。 

 これまで、私は各年の展望をあらわす言葉として、「興（おこす）」、「育（いく）」、「動

（どう）」、「継（つぐ）」の一文字をそれぞれ掲げ、市政に取り組んでまいりましたが、本年度

は「気（き）」という字をもって市政を推進してまいりたいと考えております。 

 中心市街地の再生、高齢化社会への対応、子育て支援の充実、教育のマチたきかわの実現、財政

健全化、これら多くの課題に気を引き締め、一気呵成に取り組む思いからであります。 

 平成２８年度は、国際交流の推進などを通じ世界平和への願いを表明する「平和都市宣言」を制

定して次代を担う子供たちへ平和な未来を引き継いでいくことを目指すほか、人口減少対策である

「滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」や「滝川市財政健全化計画」を着実に推進し、まちの

成長と持続可能な財政基盤の確立に向けて取り組みを進めてまいります。 

 次に、新年度における施策基本的な考え方について、次の７つの柱に基づき、施策の概要を申し

上げます。 



- 9 - 

 

 初めに、「元気な産業と活力あるまちづくり」についてです。 

 本市の農業地域としての特性を生かし、農業を起点とした地域産業づくりの取り組みを推進しま

す。 

 冬のしごとづくり事業については、農業分野における通年での就業環境を整えるため、冬期間に

出荷可能な農産物を中心としたセット販売に取り組みます。また、通年栽培可能な農業ハウスの導

入に向け、熱源の確保を目的に稲わらやもみ殻などの農業系バイオマスを活用した再生可能エネル

ギーの導入について検討します。 

 農商工連携事業については、地域農業者と大手バイヤーによる検討会を設置し、売れる野菜づく

りや農業生産から加工・流通・販売まで一貫したサプライチェーン（供給連鎖）の構築に向けた取

り組みを支援するとともに、付加価値の高い農産物の産地形成を図るため、薬用植物などの試験栽

培に取り組みます。 

 地産地消事業については、「滝川地産地消ふるさとづくり協議会」と連携し、地域で生産される

農畜産物や加工品などの消費拡大を促進するほか、特に滝川産米の消費拡大を重点テーマとし、米

の販売事業者や地産地消認定店などとの連携により、販路の拡大などに努めます。 

 ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定に関する今後の動向を注視しながら、意欲ある農業者

が安心して経営に取り組み、確実な再生産が可能となるよう経営安定対策に着実に取り組むととも

に、本市農業が抱える農家戸数の減少や高齢化による担い手不足などの課題に対応し、将来にわた

って持続可能な生産体制を確立するため、引き続き「新規就農者」、「農業後継者」、「農業生産

法人」の育成・確保を施策の柱として推進します。 

 新規就農者の確保については、都市地域からの就農希望者を対象に新たに地域おこし協力隊制度

を活用して農業支援員を募集し、農作業従事や農業研修を行いながら就農を目指す将来の担い手を

育成します。また、引き続き青年就農給付金などの国の制度の活用や市単独の助成を行い、第三者

経営継承（リレー方式）などの多様な受け入れの方策を推進するとともに、関係機関と連携して就

農に向けた支援を行います。 

 滝川農業塾については、これまで３期１４名が受講を修了し、本市農業を担う農業後継者として

活躍していますが、第４期生４名と新たに第５期生を迎えて事業を継続し、関係機関と協力して生

産技術や経営管理技術の習得などの研修メニューの充実を図り、すぐれた農業後継者の育成・確保

に努めます。 

 農地の受け皿や農作業の引き受け、新規就農者の育成や雇用の場として期待される農業生産法人

の育成については、既存農業生産法人の経営安定に向けた取り組みや新たな法人化への取り組みを

支援します。 

 道営土地改良事業については、事業継続中の５地区に加え、新たに東滝川第１西地区で事業に着

工するとともに、西南北部地区、西南中央１地区において計画樹立事業に着手し、農業生産基盤や

基幹農業水利施設の整備を進めます。なお、事業の推進に当たっては、「農業経営高度化促進事業

（促進費）」を活用し、農業者の負担軽減を図ります。また、道営土地改良事業を活用できない地

域で農業者みずからが行う排水対策については、市単独の助成制度「農地排水整備支援事業」によ
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り支援します。 

 本市農業が抱えるさまざまな課題に対応し、農業者個々が課題に応じたメニューを選択できる

「滝川市元気な農業づくり補助金」制度を継続し、農業者等の主体的な取り組みを促進します。 

 農業者グループなどが化学肥料、化学合成農薬を原則５割以上低減する取り組みとあわせ、地球

温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を支援する「環境保全型農業直接支払交付金事

業」に引き続き取り組みます。 

 地域産業の振興については、各種ビジネス情報の提供や事業活動への支援などを通じて地元企業

の事業拡大を促進するとともに、本市が持つ地域資源を活用できる企業への働きかけを行います。

また、滝川市産業活性化協議会の「産業創出促進助成金」制度を活用し、市内事業者による新商品

開発や設備投資など新たな取り組みに対し積極的に支援する中で、元気な地域産業づくりを進めま

す。 

 地域への投資を呼び込むため、広域的な観点により企業誘致に取り組むほか、農商工連携や企業

の農業参入の推進、さらには地元企業とのビジネスマッチングを含め、トップセールスによる積極

的な情報収集や企業訪問活動を行います。 

 ワンストップ型の産業支援相談窓口ＴＡＫＩ―Ｂｉｚ事業については、滝川市産業活性化協議会

の構成団体が連携し、外部専門家の協力を得ながら市内事業者に対する経営相談業務を実施するほ

か、創業希望者などを対象に経営に必要な知識やノウハウを学べる場を提供し起業を促進します。 

 物産振興事業については、地域で生産・加工されている既存商品の磨き上げや新たな商品開発、

販路拡大を推進するため、全国のスーパーマーケットで組織された新日本スーパーマーケット協会

の協力を得ながら、バイヤーなどの専門的な立場の方からアドバイスをいただくなど、商品力・販

売力の向上を目指すほか、同協会の持つ流通・販売に関する専門的なノウハウの習得や新たなネッ

トワークの構築のため、職員の派遣研修を継続します。 

 次に、豊かな資源を生かした魅力あふれるまちづくりについてです。 

 「日本一の菜の花畑」と「防風林に囲まれたリンゴ畑」を地域資源として、江部乙地域がＮＰＯ

法人「日本で最も美しい村」連合に加盟したことに伴い、「日本で最も美しい村」江部乙協議会へ

の支援を通じて、美しい景観や環境、文化を将来にわたって守り、観光的付加価値を高めながら、

地域の魅力向上と活性化を目指します。 

 また、「リンゴ農家」の後継者不足が懸念される中で、大切な地域資源であるリンゴを核とした

６次産業化事業の推進を図るため、地域おこし協力隊制度を活用し、リンゴの栽培技術の継承と加

工品などの商品開発に取り組みます。 

 市外客の誘致を推進するため、首都圏で開催されるメディア向けのプレスリリース（記者発表の

場）を活用し、作付面積日本一の菜の花やグライダーなどの観光資源のＰＲを強化するとともに、

ワイン×ワインフェスティバルなど、空知地域の「食」を絡めた魅力ある観光事業を実施し、一層

の集客を目指します。 

 また、本市の観光資源であるスカイスポーツのネットワークを生かし、富良野市・美瑛町エリア

などとの広範囲な連携により、体験飛行を中心としたルートづくりと積極的な情報発信に努めると
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ともに、「サマースカイフェスタ２０１６」のプログラムを充実させ、滝川市の夏を代表するイベ

ントとして一層の市外客誘致を目指します。 

 観光情報の発信については、地域おこし協力隊制度を活用し、滝川市の新たな魅力の発掘と観光

プログラムの開発を行い、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などインターネッ

トによる情報発信ツールを効果的に活用します。 

 中空知管内の各市町や観光協会、観光関連事業者などと連携し、サイクリング事業の実施や地域

の観光資源を生かした広域観光ツアー誘致に積極的に取り組むとともに、スマートフォンに対応し

た多言語の観光ガイドアプリを活用し、外国人観光客誘致の強化を図ります。 

 また、国内外からの観光客の流れを戦略的に地方に誘引し、観光による地方創生の可能性を見出

すため、観光関連事業者を初めとする地域の多様な関係者と協調しながら、新たな観光地域づくり

のかじ取り役となる観光ＤＭＯ（地域全体の観光マネジメントを一本化する組織）の形成・確立に

向けた検討を行います。 

 次に、機能的な生活基盤の充実したまちづくりについてです。 

 コンパクトで機能的な都市を形成するため、平成２７年度に引き続き土地区画整理事業を推進す

るほか、道路、橋梁、公園などの維持・修繕と長寿命化に取り組みます。 

 「滝川市公共施設マネジメント計画」の推進に向けては、各公共施設のあり方について、地域住

民や施設利用者とともに検討を進めます。また、公共施設のメンテナンスサイクル確立のため、保

全情報の一元化を図るほか、省エネ化などの方策を検討し、公共施設の維持管理の効率化に取り組

みます。 

 泉町土地区画整理事業については、都市内交通の円滑化と土地利用の増進のため、西２号通改良

工事や整地工事を行います。 

 市道の整備については、安全で円滑な道路交通の確保のため、東町３８６号線などの道路改良舗

装工事と、滝の川町東７３６号線などの舗装新設工事を実施します。 

 橋梁の長寿命化については、平成２７年度に引き続き「しれにあ跨線橋」の修繕工事を実施しま

す。 

 都市公園の整備については、「中島せせらぎ公園」ほか３公園の老朽化した遊具等を更新し、利

用者の安全確保に努めます。 

 下水道分流化事業については、河川の水質を保全するため、合流式下水道区域の分流化工事４．

２ヘクタールを実施します。 

 中心市街地の活性化に向けては、再開発事業への支援を引き続き行うほか、商店街などのにぎわ

いを創出する取り組みを推進します。 

 まちづくり会社である株式会社アニム滝川が進める「栄町３―３地区優良建築物等整備事業」に

ついては、平成３０年度の事業完了を目指して平成２８年度に工事着手する予定であることから、

円滑な事業実施に向けて、国の交付金を活用するなど全面的に支援を行います。 

 ＮＰＯ法人空知文化工房が実施する街なか地域交流広場事業については、平成２８年度からのま

ちづくりセンターの指定管理業務の開始にあわせて、利用者サービスの向上と街なかの回遊性を高
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めるための見直しを行い、新たにベルロードの空き店舗に移転して事業を展開する取り組みについ

て支援します。 

 中心市街地賑わい創出支援事業については、新規出店の促進、他地域にない付加価値の創出、新

たな商店街の魅力発信などを推進するため、「店舗リノベーション支援事業」、「若者連携商店街

魅力アップ事業」、「ものづくり（職人）支援事業」によって引き続き支援するほか、あわせて

「まちゼミ事業」などの取り組みについても支援を行います。また、地域おこし協力隊制度を活用

し、商店街の空き店舗を拠点とした“滝川クリエイターズショップ『匠』”において、地域資源を

生かした商品開発や商店街の活性化などに取り組みます。 

 居住環境の充実に向けては、公営住宅の整備のほか、民間住宅の有効活用を推進します。 

 緑町団地９棟５８戸の建てかえ工事については、平成３１年度までの完成を目指し、平成２８年

度に工事に着手します。 

 民間住宅活用の推進については、「滝川市住宅改修支援補助制度」と「滝川市住み替え支援補助

制度」を平成２８年度も継続し、優良な住宅ストックの有効活用や子育て世帯の居住環境の充実を

図ります。 

 次に、誰もが住みよい安全安心なまちづくりについてです。 

 滝川市バリアフリー基本構想に基づき、交通結節点の強化とバリアフリー化推進に向けて北海道

と連携して進める滝川駅前広場整備事業については、関連事業として鈴蘭通線形改良工事やロード

ヒーティング設置工事などを行います。 

 また、大町１丁目通り線については、平成２７年度に引き続き歩道部分の勾配改良や透水性舗装

などの改修工事を実施します。 

 地域福祉の向上に向けては、民間事業者や大学との連携により、介護サービスや認知症対策の充

実を図ります。 

 「第６期滝川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の推進については、高齢者世帯への安

否確認など高齢者の見守り支援に努めるとともに、介護予防・日常生活支援総合事業の多様なサー

ビスの創出に向けて民間事業者などとともに検討を進めます。 

 また、民間事業者による認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム）と小規模多機能型

居宅介護事業所の開設を支援するほか、成年後見制度の相談対応や普及啓発、市民後見人の養成な

どを行う成年後見支援事業を滝川市社会福祉協議会に委託し実施します。 

 認知症対策については、認知症初期集中支援チームにより認知症が疑われる人や家族などを訪問

し早期診断・早期対応に取り組むとともに、認知症に関するサービスなどを提示する「認知症ケア

パス」を作成し普及に努めます。 

 北海道医療大学との連携事業については、包括連携協定に基づき、６５歳大学やコミュニティワ

ーク実習を引き続き実施するほか、転倒予防や認知症対策などの介護予防講座の講師協力により事

業の充実に努めます。 

 老朽化の著しい滝川市中央老人福祉センターについては、市民会議を開催し、高齢者施設や老人

クラブの組織・活動のあり方など、機能移転に向けて検討を進めます。 
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 少子化対策の一環として、不妊・不育治療を受けやすくするため、一般不妊治療・不育治療への

助成を引き続き行うほか、安心・安全な出産を迎えるため、妊婦健康診査に係る助成を継続します。 

 感染症予防対策については、法律で指定される重要疾病に係る各種予防接種を行っていますが、

新たに日本脳炎ワクチンの定期予防接種を開始します。 

 がん検診と要精密検査の受診率向上を図るため、がん検診実態調査を実施し、受診率向上に向け

た対策を検討するほか、健康管理システムを活用して積極的な受診勧奨を行います。 

 生活習慣病の早期発見・予防のため、国民健康保険被保険者を対象に特定健診未受診者勧奨を引

き続き実施するとともに、受信後のフォローアップとして特定保健指導未利用者対策を実施します。 

 市立病院においては、医師確保や医療機器の更新のほか、７対１看護体制の維持に努めるなど、

地域の基幹病院として安心・安全な医療を提供していきます。また、地域包括ケアシステムの構築

に向けて、平成２８年３月から稼働した地域包括ケア病棟の活用を図ります。 

 健全経営を維持するため、総務省の「新公立病院ガイドライン」に基づき、滝川市立病院改革プ

ランを上半期中（９月）に策定し、着実に実行していきます。 

 平成２８年４月の稼働を予定している中空知２次医療圏における自治体病院間の医療連携ネット

ワークを活用し、患者情報の共有を図り、効率的かつ良好な医療提供を行います。 

 災害に強いまちづくりに向けては、広域防災拠点となる消防庁舎の整備や公共施設の耐震化、防

災総合訓練などに取り組みます。 

 広域防災拠点にふさわしい「顔の見える消防庁舎」「市民に開かれた親しみやすい防災拠点」と

して、滝川地区広域消防事務組合消防本部・滝川消防署庁舎の整備を平成２８年度から２カ年計画

により進めます。あわせて、広域消防管内の１１９番通報受信、消防無線を統合するほか、高機能

消防指令センターを整備し、広域消防管内の消防力を向上させるほか、出動の迅速化を図ります。 

 自助・共助・公助による地域防災力の向上を推進するため、市、防災関係機関、地域住民、自主

防災組織が一体となった水害想定の防災総合訓練を行います。また、災害対策本部の災害時におけ

る初動態勢を一層強化するため、道内初となるタイムライン（防災行動計画）を意識した災害対策

本部図上訓練を行います。 

 社会教育施設の整備については、国の緊急防災減災事業を活用し、スポーツセンター第１体育館

の耐震改修工事などを実施します。 

 次に、未来へはばたく子供たちを育むまちづくりについてです。 

 子供一人一人に応じた、きめ細かな指導と見守りの充実のため、市独自に小学校３・４年生で導

入している「滝川市少人数学級実践事業費」を継続します。 

 また、子供の英語力向上を図るため、開西中学校・江部乙中学校に「英語ルーム」を設置すると

ともに、コミュニケーション能力を伸ばす体験活動として「イングリッシュミーティング」を新た

に実施します。 

 國學院大學北海道短期大学部との連携については、包括連携協定に基づき、地方創生に資する人

材還流を促進するため、「國學院大學北海道短期大学部修学奨励金」と「滝川西高等学校進学促進

修学奨励金」の制度を引き続き実施します。 
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 結婚・妊娠・出産・子育てまでの切れ目のない支援や、女性活躍の推進を基本的なコンセプトと

する（仮称）女性活躍推進センターについて、官民連携による施設整備の可能性を探るため、調査

・研究を進めます。 

 花月地域子育て支援センター、一の坂地域子育て支援センターについては、事業内容を含め、利

用者の利便性向上に向けた見直しを行います。 

 また、施設が老朽化し耐震補強が困難な保育所については、今後のあり方を検討し方針を定める

ほか、保育需要への適切な対応に努めます。 

 次に、市民が活躍するまちづくりについてです。 

 農村環境改善センターについては、江部乙地域におけるコミュニティ拠点の形成に向けて、施設

の運営管理を市の直営とし、機能の再点検を行います。 

 市民の健康増進、世代間交流、地域コミュニティの醸成を目的としたまち自慢のパークゴルフ場

については、２９年度のオープンを目指し整備を行います。 

 まちの交流拠点として市民活動を推進するまちづくりセンターについては、民間のすぐれた能力

とノウハウを活用した管理運営を行うため、指定管理者制度を導入します。 

 「未来へつなぐ市民力推進事業」については、若者支援の視点を取り入れ、新たな担い手を発掘

することで地域の活性化を図るため、「市民が活躍するまちづくり活性化事業」に再構築します。 

 消費者行政の推進については、市民の安全・安心の確保を目指し、消費者被害の高度化かつ多様

化に対応した消費生活相談員などの資質・能力向上と継続的な人材確保を図るため、消費者センタ

ーを市の直営とします。 

 次に、効率的な行政運営によるまちづくりについてです。 

 厳しい財政状況が続く中、継続的に財政健全化に取り組むほか、より効率的な行政運営に努めま

す。 

 平成２７年１２月に策定した財政健全化計画に基づき、事務事業や組織・人件費の見直し、歳入

確保対策を着実に進める中で、平成３１年度には財源補填に当たる基金繰り入れを行わないことを

目指し、持続可能な財政運営に向けて取り組みます。 

 社会保障・税番号制度については、平成２９年１月より国の機関間連携が開始されるほか、同年

７月をめどに、地方公共団体などどの連携も開始される予定であることから、住民情報システムな

ど関係システムの改修やテストを実施し、円滑な運用に向けた準備を進めます。また、情報セキュ

リティーについては、標的型メールによる攻撃などの新たな脅威への対策を強化するため、庁内ネ

ットワークの再構築を行います。 

 一般廃棄物最終処分場については、財政負担の軽減にもつながる「嵩上げ」の手法により現在の

施設利用の延命化を図ることとし、一般廃棄物処理基本計画の更新、浸出水処理施設の機能診断な

どの実施に向けて、一般廃棄物最終処分場かさ上げ計画を策定します。 

 ふるさと納税については、平成２７年度からのクレジット納付制度の導入や、地場産品を活用し

た謝礼品の拡充などにより着実に寄附額が増加していることから、寄附者ニーズに対応した特産品

の拡充やＰＲ強化などに取り組み、地場産品の振興と歳入確保対策に努めます。 
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 一部事務組合・広域連合に加え、定住自立圏や地方創生の取り組みなど、広域連携の重要性がま

すます高まっています。 

 定住自立圏については、平成２７年１１月に改訂した「中空知定住自立圏共生ビジョン」に基づ

き、個別の連携事業を進めるとともに、各市町の地方創生の取り組みなどを視野に入れ、「中空知

定住自立圏ビジョン懇談会」などの協議の場を通じて、新たな取り組みの可能性やビジョンの見直

しについて検討を行います。 

 「滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の重点事業である「就業・移住ナビ事業」について

は、中空知圏域において共通の課題となっている雇用のミスマッチなどによる人材不足の解消や、

就業・移住に向けた取り組みを検討します。 

 居住環境や医療・福祉サービス、生涯学習、多世代交流の仕組みなどを充実させ、高齢者等が生

涯安心して健康で自立した生活が送れる「生涯活躍のまち構想」の推進については、地域資源を生

かすとともに広域連携を視野に入れた「生涯活躍のまち滝川市基本計画」策定に取り組みます。 

 中空知衛生施設組合が運営する滝の川斎苑については、老朽化が進んでいることから、改築に向

けた基本計画を策定します。 

 以上、市政運営につきまして、私の所信を申し上げました。 

 市民の皆様、市議会議員の皆様との信頼関係を構築しながら、市民の皆様の思いに応えるまちづ

くりを進めてまいりたいと考えておりますので、ぜひともお力添えをいただきますよう心からお願

い申し上げます。 

 次に、平成２８年度各会計予算案の大綱について、ご説明申し上げます。 

 平成２８年度は、「滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」と「滝川市財政健全化計画」を策

定してから最初の予算となります。将来にわたって持続可能な市政運営を目指し、地方創生と財政

健全化を車の両輪として推進していくため、緊急度・重要度を鑑み、事業の取捨選択と重点化を行

い編成したものです。 

 現年収納率９７．９パーセントを目標とした市税の確保のほか、事務事業の見直し、組織・人件

費の見直し、歳入確保対策など、財政健全化計画の内容を反映し、市政執行方針で申し上げた７つ

の柱に基づき、予算を計上しました。 

 この結果、一般会計２０８億８，０００万円、特別会計１０８億５，１８５万円、下水道事業会

計支出２７億２，６３６万円、病院事業会計支出７５億３，６４６万円となり、各会計の歳出総額

は４１９億９，４６７万円で、平成２７年度６月補正後予算と比較して、１．７パーセントの減、

金額では７億６４６万円の減となりました。 

 次に、会計別の概要を申し上げます。前年度比は平成２７年度６月補正後予算との比較となりま

す。 

 一般会計におきましては、「滝川市財政健全化計画」に基づいて、前年度に対して２，６１５万

円減となる予算としましたが、地域経済の活性化を図るため、スポーツセンター第１体育館耐震改

修事業や栄町３―３地区優良建築物等整備事業補助などの実施、消費税率改定に伴う低所得者対策

の臨時福祉給付金や国の第１号補正による年金生活者等支援臨時福祉給付金を盛り込むことにより、
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予算額２０８億８，０００万円で、前年度比０．１パーセント減となっています。 

 性質別に見ますと、人件費については、組織・人件費の見直しなどにより、予算額３５億８，０

６６万円で、前年度比４．８パーセントの減、物件費は、保育所施設管理委託料などの増により、

予算額２１億６１６万円で、前年度比３パーセントの増、扶助費は、おおむね前年度同額となり、

予算額３６億２，３８５万円で、前年度比０．３パーセントの増、建設事業費は、学校改築事業の

減などにより、予算額１５億４，６１１万円で、前年度比１１．８パーセントの減、公債費は、計

画的な借り入れの成果などにより、予算額２１億３，２９５万円で、前年度比３．７パーセントの

減となっています。 

 次に、国民健康保険特別会計におきましては、後期高齢者支援金の減などにより、予算額５７億

９９８万円で、前年度比１．１パーセント減、公営住宅事業特別会計におきましては、建替事業費

の減などにより、予算額７億６，２１５万円で、前年度比１２．４パーセント減、介護保険特別会

計におきましては、保険事業勘定は、保険給付費の増が見込まれるなどにより、予算額３６億６，

２６３万円で、前年度比４．４パーセント増、介護サービス事業勘定は、介護予防支援事業費の減

などにより、予算額７，８２０万円で、前年度比１３．９パーセント減、介護保険特別会計総体で

は、予算額３７億４，０８３万円で、前年度比３．９パーセント増、後期高齢者医療特別会計にお

きましては、保険料率等の改定などにより、予算額５億５，１８１万円で、前年度比４．１パーセ

ント減、土地区画整理事業特別会計におきましては、西２号通の工事費などの増により、予算額８，

７０８万円、前年度比１２０．２パーセント増、下水道事業会計におきましては、管渠移設工事費

の増などにより、支出額２７億２，６３６万円で、前年度比５．６パーセント増、病院事業会計に

おきましては、建設改良費の減などにより、支出額７５億３，６４６万円で、前年度比９．８パー

セント減となりました。 

 次に、普通建設事業費の全体予算について、各会計ごとにご説明申し上げます。 

 一般会計では、栄町３―３地区優良建築物等整備事業補助金２億２，０００万円、スポーツセン

ター第１体育館耐震改修事業費６億６，６８４万円などを含め、総額で１５億４，６１１万円、公

営住宅事業特別会計では、３億８，２３１万円、土地区画整理事業特別会計では、７，７３８万円、

下水道事業会計では、３億４１万円、病院事業会計では、９，９８５万円、全体で前年度比２１．

９パーセント減の２４億６０５万円を計上いたしました。 

 引き続き、施策の主なものについて、ご説明申し上げます。 

 初めに、「元気な産業と活力あるまちづくり」についてです。 

 持続可能な農業のための生産基盤・体制の確立については、農業生産基盤や基幹農業水利施設の

整備のため、道営土地改良事業負担金６３８万円、道営土地改良事業計画樹立事業負担金３４１万

円を計上しました。 

 力強い産業の育成、雇用の確保については、「リンゴを核とした６次産業化」や「観光振興事

業」などの推進を図るため、「地域おこし協力隊」計９名分３，２８３万円、産業振興・雇用創出

・地域経済活性化の取り組みを支援するため、産業活性化協議会負担金３２０万円を計上しました。 

 次に、「豊かな資源を活かした魅力あふれるまちづくり」についてです。 
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 地域自ら取り組む地域振興事業の推進については、江部乙地域の魅力をより一層向上させる活動

を支援するため、「日本で最も美しい村」江部乙協議会交付金１５０万円を計上しました。 

 集客・交流事業の推進については、より質の高いサービスを利用者に提供するため、滝川ふれ愛

の里整備事業９３５万円を計上しました。 

 次に、「機能的な生活基盤の充実したまちづくり」についてです。 

 コンパクトで機能的な都市の形成については、都市環状軸の形成に向けた都市計画街路３・４・

１５号西２号通の整備を実施するため、泉町土地区画整理事業７，７８５万円、町内会等が管理し

ている街路灯を電気料金の削減効果が大きいＬＥＤ灯への切りかえを促進するため、街路灯設置費

補助金２，１３０万円、市内経済の状況を考慮し、雇用環境を改善するとともにインフラなどの整

備を図るため、公共事業の実施２４億６０５万円を計上しました。 

 にぎわいのある中心市街地の活性化については、栄町３―３地区における民間主導の再開発事業

を支援するため、栄町３―３地区優良建築物等整備事業補助金２億２，０００万円を計上しました。 

 次に、「誰もが住みよい安全安心なまちづくり」についてです。 

 バリアフリー化の推進については、滝川駅前広場の再整備を行い、バリアフリー化を実施するた

め、駅前広場整備事業１億４，６７２万円、市道のバリアフリー化を推進するため、歩道バリアフ

リー化事業２，０００万円を計上しました。 

 地域福祉・自立支援の充実については、民間事業者による認知症対応型共同生活介護事業所等の

開設を支援するため、介護サービス提供基盤地等整備事業費補助金８，０７７万円、平成２６年度

の消費税率改定に伴う低所得者対策の給付措置として、臨時福祉給付金事業３，８５３万円、同じ

く障害・遺族基礎年金受給者の給付措置として、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業２，１４０

万円、成年後見制度の相談対応や普及啓発、市民後見人の養成などを行うため、成年後見支援事業

６６４万円を計上しました。 

 安心して暮らせる保健・医療環境の充実については、平成２８年度から北海道でも実施されるこ

とになった日本脳炎予防接種に積極的に取り組むため、日本脳炎予防接種１，３７２万円、少子化

対策の推進に寄与するため、不妊治療支援事業２００万円、健康管理システムを活用し、さらに一

歩進んだ健診・要精密検査未受診者の受診勧奨を行うため、がん検診総合支援事業１０２万円を計

上しました。 

 災害に強いまちづくりについては、スポーツセンター第１体育館の耐震等改修工事の実施のため、

スポーツセンター第１体育館耐震等改修工事６億６，６８４万円、広域消防事務組合・滝川消防署

庁舎を移転建設するため、消防本部・滝川消防署庁舎建設工事負担金２４５万円、豪雪による市民

生活への影響を最小限に抑えるため、除雪車両購入費２，５２７万円、流雪溝監視システム更新２，

２１６万円を計上しました。 

 次に、「未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり」についてです。 

 滝川市で教育を受けさせたいと思われる環境づくりについては、より安心で快適な学校環境を整

備するため、滝川第二小学校屋内運動場屋根改修事業１，１２０万円、西小学校改修等事業２，６

１８万円、学校給食西小学校共同調理場増築外構整備事業７５０万円、英語での表現力やコミュニ
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ケーション能力を向上させるため、子どもの英語力向上事業４８万円、子供たちの主体的な学習意

欲を喚起し、情報活用力などを育む事業を推進するため、調べる学習コンクール５７万円、就学機

会の拡大とあわせて地域産業を担う人材の定着を目指すため、國學院大學北海道短期大学部修学奨

励金６００万円、滝川西高等学校進学促進修学奨励金１５８万円を計上しました。 

 次に、「市民が活躍するまちづくり」についてです。 

 市民が生きがいを持って活躍する地域づくりについては、市民の健康増進、世代間交流、地域コ

ミュニティの醸成などを推進するため、まち自慢のパークゴルフ場整備事業４，２８８万円、東京

オリンピック・パラリンピック出場選手の合宿誘致に向け、東京オリンピック・パラリンピック合

宿誘致事業７６万円、美術自然史館の企画展示を行うため企画展事業４１４万円を計上しました。 

 市民活動の推進については、豊かな市民生活や活力ある地域社会の実現をより効果的に行うため、

まちづくりセンターの指定管理化１，３５１万円、消費者センターにおける人材確保や研修機会の

確立によりセンターの対応力の向上を図るため、滝川地方消費者センターの機能強化４２０万円、

若者を初めとした新たな担い手がまちづくりに参加しやすくするため、市民が活躍するまちづくり

活性化事業補助金１００万円を計上しました。 

 次に、「効率的な行政運営によるまちづくり」についてです。 

 文化ゾーン検討事業については、文化ゾーンの必要な「機能」に着目し施設整備方針の検討を行

うため、文化ゾーン検討事業９０万円を計上しました。 

 情報セキュリティー強化対策については、標的型メール等による攻撃など新たな脅威に対抗する

ため、情報セキュリティー強化対策費６８３万円を計上しました。 

 社会保障・税番号制度への対応については、社会保障・税番号制度が導入されることに対応する

ため、住民情報システム改修費１，３３３万円、統合宛名システムとの連携構築２５９万円、中間

サーバープラットホーム運用管理負担金２１１万円、障害福祉システム更新費７０２万円、生活保

護システム改修費６５万円、健康管理システム改修費１６２万円を計上しました。 

 一般廃棄物最終処分場かさ上げ整備計画策定については、一般廃棄物最終処分場の延命化を図る

ため、一般廃棄物最終処分場かさ上げ整備計画策定費７１４万円を計上しました。 

 滝の川斎苑改築基本計画策定については、施設の老朽化による改築に向け基本計画を策定するた

め、滝の川斎苑改築基本計画策定負担金３００万円を計上しました。 

 第三セクターの経営健全化については、個別事業の見直しや経費節減などによる経営改善を促進

し、第三セクターの経営を支援するため、滝川振興公社貸付金６億３，３００万円、滝川グリーン

ズ貸付金３，５００万円を計上しました。 

 次に、これらに見合う平成２８年度一般会計歳入の主なものについてです。 

 市税については、個人市民税の給与所得の増加や軽自動車税の重課分を考慮するなどにより前年

比増額で見込んだほか、法人市民税については、税制改正による法人税率の引き下げなどから減額

で見込みました。 

 また、収納率については、現年分９７．９パーセント、滞納繰り越し分１１．６パーセント、合

わせて８８パーセントを確保する予算としたところ、市税全体では、対前年１，４２９万円減の４
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１億８，６７１万円、地方交付税については、普通交付税、特別交付税を合わせて、対前年４，３

１７万円減の７１億５，２０３万円、その他の歳入としまして、国庫支出金２９億７，１６３万円、

道支出金１１億８，６７５万円、市債１６億１，９２３万円を計上しました。 

 基金繰入金については、平成２７年度６月補正後予算と比較し、１億２，２９４万円減の３億８，

４２９万円を計上しております。 

 以上、平成２８年度の各会計予算案の大綱について、申し上げました。 

 厳しい財政運営の中にありますが、予算計上に当たっては、継続事業に一定の配慮を行ったほか、

市民の皆様が元気に安心して暮らせるまちづくりを推進するために十分に配慮したところです。 

 市民の皆様、市議会議員の皆様のご理解とご協力を心からお願い申し上げ、慎重なるご審議と適

切なるご決定をいただきますよう重ねてお願い申し述べます。 

 なお、誤読、数字の読み違いなどがございましたら、お手元にお配りをさせていただいている文

書が正しいものでございますので、ご了承賜りますようお願いを申し上げます。 

〇議  長 次に、教育行政執行方針の説明を求めます。教育長。 

〇教 育 長 平成２８年度の教育行政の基本的な考えと重点施策について申し上げます。 

 今日、我が国は少子高齢社会の到来、人口減少、経済のグローバル化など、社会情勢の急激な変

化に直面しております。このような時代背景にあって、教育を取り巻く環境も大きく変容してきて

おり、本市においても、社会で自立して生きていく上で必要な学力や体力、望ましい生活習慣を身

につけさせることが求められています。 

 また、昨年、新教育委員会制度に基づいた体制に移行し、教育行政における責任体制の明確化、

地域の民意を代表する市長との連携の強化を図ってまいりました。 

 これらのことから、「滝川市教育大綱」、「滝川市教育推進計画」を基本とした教育の原点であ

る知・徳・体のバランスのとれた生きる力を育む学校教育の充実に努めます。 

 社会教育については、誰もが学び、誰もが参加のできる生涯学習社会の実現を目指すとともに、

市民のスポーツ・文化芸術活動を推進してまいります。 

 初めに、「学校教育について」申し上げます。 

 児童生徒の確かな学力とコミュニケーション能力を育むため、基本的な知識や技能の習得と、そ

れらを活用する力を伸ばし、学ぶ意欲の向上を図ります。 

 子供一人一人に応じた、きめ細やかな指導と見守りの充実を図るため、市独自に小学校３・４年

生で導入している「滝川市少人数学級実践事業」を推進するとともに、小中学校に「学びサポータ

ー」を配置して少人数指導や学習課題への支援を行います。 

 家庭学習の習慣化を図るため、滝川第二小学校をモデル校として、「学力・学習意欲向上事業」

を引き続き実施し、放課後学習や中学校との連携を推進します。 

 道徳教育の効果的な指導方法を深めるため、市独自の「道徳教育推進事業」を実施し、教職員が

その研究成果を活用するよう取り組みます。 

 いじめを未然に防止するため、思いやりの心の育成や体験活動の充実を図り、いじめのない学校

づくりに主体的に取り組む児童生徒の活動を支援します。 
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 子供の英語力の向上を図るため、開西中学校・江部乙中学校に「英語ルーム」を設置するととも

に、コミュニケーション能力を伸ばす体験活動として「イングリッシュミーティング」を新たに実

施します。 

 個別の支援を必要とする児童生徒の学校生活の安定のため、「特別支援学級支援員」や「学びサ

ポーター」、「スクールカウンセラー」を配置し、きめ細やかな指導と支援の充実を図ります。 

 児童生徒の不登校など課題の解消のため、「支援専門員」や「スクールソーシャルワーカー」を

配置し、実態把握に努めるとともに、保護者との関係づくりをもとにした相談・支援を積極的に推

進します。 

 幼児教育と小学校教育の円滑な接続と連携を図るため、「市内幼稚園・保育所・小学校連携推進

研修会」や「小学校入学に係る引継ぎ会」など情報交換会を開催します。 

 学校の課題研究の成果と教職員の指導実践の交流を図るため、滝川市教育振興会指定の公開研究

会を、滝川第一小学校、明苑中学校で開催します。 

 学校施設の整備については、滝川第二小学校の屋内運動場の屋根改修工事、西小学校の教室及び

屋内運動場の床改修工事を行います。 

 学校給食施設については、西小学校に整備した共同調理場により、開西中学校との親子方式によ

る給食提供を開始します。 

 小・中学校の適正配置計画については、学校の小規模化が進む中、義務教育の機会均等や教育水

準の維持向上が図られるよう十分な検討を進めてまいります。 

 滝川西高等学校については、学校の特色である「文武両道」を生かすため、学習活動と部活動と

の相乗効果が十分に上がるよう教育活動を推進します。また、生徒同士が互いに学び合うアクティ

ブラーニングの指導方法を取り入れ、授業内容の充実を図ります。 

 英語・国際理解教育については、外国語指導助手（ＡＬＴ）を活用し、生徒のコミュニケーショ

ン能力の向上や語学力の育成を図ります。また、姉妹校の調印を行った、アメリカ・ロングメドー

高校との短期留学などの交流を推進します。 

 将来、国際的に活躍できるリーダーを育成するため、文部科学省の「スーパー・グローバル・ハ

イスクール（ＳＧＨ）・アソシエイト」の指定を最大限に生かした教育活動を推進します。 

 国公立大学への入学者数の増と就職率１００パーセントを目指し、ガイダンス機能の強化やオン

ライン講習を活用したキャリア教育を実施するなど進路支援の充実を図ります。 

 本市教育の振興と推進のための具体的な施策として、平成２９年度から５カ年の「滝川市教育推

進計画（第２期）」を策定します。 

 次に、「社会教育について」申し上げます。 

 子供が所有するスマートフォンなどネット通信によるトラブルを解消するため、中学生同士が利

用のルールについて話し合う場を設け、安全かつ健全な利用のルールが、家庭において習慣となる

よう取り組みを進めます。 

 青少年の健全育成と地域の教育力の活性化を図るため、地区育成会が中心となり、地域の住民が

協働で実施している通学合宿や、児童生徒の登下校の見守り活動など特色ある活動を支援します。 
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 さまざまな世代の自主的な学びの場をより一層充実させるため、一般財団法人滝川生涯学習振興

会との連携を強化し、若い世代や勤労者などを対象としたビジネススキルの向上に関する講座やリ

ブラーン講座と福寿大学の連携講座を実施します。 

 質の高い文化芸術の鑑賞・体験を通して児童の豊かな心や感性を育むため、音楽や演劇などの分

野の芸術家を派遣するアウトリーチ事業を小学校２校で実施します。 

 文化ゾーンの再構築に向け、教育文化施策として必要な機能・サービスのあり方に重点を置き、

市民や専門家とともに民間投資の可能性や先進事例の調査・研究を行い、検討を進めます。 

 図書館については、子供の読書普及を図るため、絵本作家による講演会やワークショップを開催

するほか、新刊本を初めとした蔵書の充実を図り、企画展示など魅力ある図書館づくりを進めます。 

 子供の図書館利用の向上と本を活用した調べ学習の実践力を高めるため、「調べる学習コンクー

ル」を実施します。 

 美術自然史館は、平成２８年９月に迎える開館３０周年を記念した企画展として、岩橋英遠が抱

いた北海道のイメージをめぐる「幕末の蝦夷探査 日本画家・岩橋英遠 松浦武四郎を描く」、陶

芸の魅力を使える「大野耕太郎 磁器の世界」、タキカワカイギュウを柱に太古の空知を探る「空

知の化石たち」などを開催します。 

 最後に、「スポーツの振興について」は、誰もが気軽にスポーツに親しむ機会を提供するため、

障がいのある方も参加できるコースを新たに設置し、「えべおつ丘陵地マラニック」を開催します。 

 市民の健康増進、世代間交流、地域コミュニティの醸成を目的としたまち自慢のパークゴルフ場

については、平成２９年度のオープンを目指し整備を行うとともに、魅力あるパークゴルフ場とし

て企画運営していくため、地域おこし協力隊制度を活用して取り組みます。 

 東京オリンピック・パラリンピック合宿誘致事業については、カヌー及びパラカヌー競技を中心

に進め、カヌー競技のオリンピック入賞経験者や現役のパラカヌー選手と市民との交流、選手発掘

などに取り組みます。 

 また、子供たちのノーマライゼーションに対する理解を深めるため、北海道教育大学岩見沢校と

連携し、障がいのある方も楽しめる「アダプテッドスポーツ」を題材とした授業を小学校で実施し

ます。 

 教育委員会といたしましては、「教育のマチたきかわ」の誇りを持って、積極的な教育行政に取

り組み、未来を開く「たきかわっ子」を育成するとともに、市民の皆様が「滝川で育ったこと」に

誇りを持ち、「滝川で子育てしたい」と思う教育行政を進めます。 

 以上、平成２８年度の教育行政執行方針について、市民の皆様の一層のご理解とご協力をお願い

申し上げます。 

〇議  長 次に、議案第９号の説明を求めます。建設部次長。 

〇建設部次長 議案第９号 平成２８年度滝川市下水道事業会計資本金の額の減少についてご説明

申し上げます。 

 下水道事業会計の固有資本金には特別会計時代の使用料の未収金が含まれており、このうち平成

２６年度に債権が消滅し、不納欠損の処理をした未収金も含まれていることから、地方公営企業法
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第３２条第４項の規定に基づき、固有資本金８億５１２万５，０００円のうち９９７万円を減少し、

繰り越し利益剰余金に振りかえ、将来の経営安定を図るための内部確保にしたいとするものでござ

います。 

 以上、議案第９号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第１４号の説明を求めます。総務部長。 

〇総務部長 ただいま上程されました議案第１４号 滝川市行政不服審査会条例につきまして提案

理由の説明を申し上げます。 

 本条例の制定の趣旨につきましては、後ほど提案させていただきます議案第１９号 行政不服審

査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例と同じく、平成２６年６月に全部改正されました行

政不服審査法の施行に伴い、制定をしたいとするもので、地方公共団体において同法に規定する審

査請求に係る諮問機関の設置を規定されていることから、滝川市行政不服審査会を設置することと

し、本条例を制定したいとするものでございます。 

 制定内容について説明を申し上げますので、議案第１４号 滝川市行政不服審査会条例１ページ

をごらんください。第１条において、行政不服審査法の規定に基づく市長の附属機関として滝川市

行政不服審査会を設置することを規定しております。 

 第２条及び第３条においては、本審査会の組織について規定しており、審査会委員の定数及び任

期について定めるほか、委員の中から会長を選出すること等について定めております。 

 第４条及び第５条においては、会議に関する規定として、会長による招集、会議の成立に必要な

出席者数について定めるとともに、会議は非公開とすることを規定しております。 

 第６条においては委員の守秘義務を規定しており、第７条においては審査会の庶務担当を規定す

るとともに、第８条においこの条例に定めるもののほか、必要な事項については会長が審査会に諮

って定める旨を規定しております。 

 最後に、附則でございますが、第１項において、本条例は改正後の行政不服審査法の施行日と同

じく平成２８年４月１日に施行する旨を、第２項において、本条例施行後及び任期満了後において

初めて開催される審査会については、その時点で会長が不在であることから、会議の招集は市長に

よって行われる旨を、第３項において、本条例施行後において初めて委嘱される委員の任期につい

ては、滝川市情報公開・個人情報保護審査会委員の残任期間と合わせることとし、平成２９年９月

３０日までとする旨をそれぞれ規定するとともに、附則第４項において、本審査会委員に対して支

払うべき報酬を規定するべく、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正することを規定しております。 

 以上を申し上げまして提案説明とさせていただきます。よろしくご審議のほどお願いいたします。 

〇議  長 議案第１６号の説明を求めます。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 ただいま上程されました議案第１６号 滝川市保健福祉部の公の施設の指定管理

者の指定に係る管理期間の特例に関する条例につきましてご説明申し上げます。 

 保健福祉部が所管いたします中央老人福祉センターにつきましては、これまで滝川市老人クラブ

連合会が指定管理者として運営、管理を行ってきたところですが、滝川市公共施設マネジメント計
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画において、施設の老朽化等を考慮し、施設の集約化を含めたそのあり方を検討することとされて

おり、今般市民会議を設置し、協議を進めているところです。これらを踏まえ、平成２８年度にお

ける中央老人福祉センターの管理期間については滝川市における公の施設の指定管理者の指定に関

する条例第５条第１項に規定されている３年を１年とする特例を定めるため、この条例を制定した

いとするものでございます。 

 施行期日は、公布の日から施行したいとするものでございます。 

 以上、説明とさせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 議案第１７号の説明を求めます。産業振興部次長。 

〇産業振興部次長 ただいま上程されました議案第１７号 滝川市産業振興部の公の施設の指定管

理者の指定に係る管理期間の特例に関する条例について提案理由をご説明申し上げます。 

 産業振興部が所管する滝川ふれ愛の里及び池の前水上公園のうち、池の前水上公園パークゴルフ

場に対し、平成２８年４月１日からの指定管理期間について、指定管理者の手続条例第５条第１項

の規定にかかわらず１年とするものでございます。理由は、株式会社滝川グリーンズみずからが立

てた第２次経営改善計画の着実な実行を確認した上でなければ、複数年にわたる指定管理期間の設

定は適切ではないと判断しており、平成２４年から単年度ごとの設定を行い、２８年度につきまし

ても同様の取り扱いをしたいとするものでございます。 

 また、滝川中高年齢労働者福祉センターサンライフ滝川に関し、平成２８年４月１日からの指定

管理期間について、指定管理者の手続条例第５条第１項の規定にかかわらず２年とするものでござ

います。理由は、雇用・能力開発機構と締結をいたしました財産譲与契約による用途指定に係る期

限が平成２９年７月３１日に到来することを踏まえ、その後の活用については滝川市財政健全化計

画において民間への譲渡等へ移行する方針が示されたことに伴い、期間を短縮したいとするもので

ございます。 

 附則１として、この条例は、公布の日から施行するものであり、２として、昨年制定した特例条

例を廃止するものであり、３として、この条例は、平成３０年３月３１日限りで失効するものです。 

 以上、議案第１７号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第１８号の説明を求めます。市民生活部長。 

〇市民生活部長 それでは、議案第１８号 滝川市地方消費者センターの設置等に関する条例につ

いてご説明申し上げます。 

 食品表示等の不正事案の多発、高齢者などの消費者被害の深刻化に対処するため、不当景品類及

び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律が平成２８年４月１日から一部施行されます。この

法改正によりまして、地方消費者行政の基盤をより強化するための施策が進められることとなりま

したが、現在業務委託により運営しています滝川地方消費者センターについて、市の機関として直

接運営する消費生活センターと位置づけるとともに、その体制強化や消費者行政職員、消費生活相

談員の確保と資質向上のために必要な事項、消費生活センターの組織運営等に関する基準について

定めるため、条例を制定したいとするものでございます。 

 それでは、条例の内容についてご説明申し上げます。第１条は、この条例の趣旨について定める
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ものです。 

 第２条は、設置規定です。消費者の消費生活における被害を防止し、その安全を確保するため、

法に基づく消費生活センターとして滝川市地方消費者センターを設置したいとするものです。 

 第３条は、名称及び位置に関する規定で、滝川地方消費者センターを滝川市役所内に設置します。 

 第４条は、職員に関する規定で、第１項では所長その他必要な職員を置く、第２項で法定の資格

試験の合格者またはこれと同等以上の知識、技術保有者を消費生活相談員として置くといたしまし

た。 

 第５条は、センターの事業に関する規定で、法に掲げる相談対応、あっせんのほか、消費者安全

の確保のために必要な消費者教育の推進、啓発、広報、講習会等の開催などの事業について規定し

ました。 

 第６条は、消費生活相談員について同一の者の再任を妨げないこと、その他の適切な人材及び処

遇の確保のための措置を講ずるとしました。 

 第７条は、相談員を含む職員の資質向上のための研修機会を確保するという規定でございます。 

 第８条は、センターの事務事業により得られた情報について漏えい防止、その他の情報の適切な

管理のための措置を講ずるという規定です。 

 第９条は、条例の施行に関し必要な事項は、規則へ委任するという規定でございます。 

 附則で、この条例の施行期日を平成２８年４月１日としたいとするものです。 

 以上、議案第１８号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第１９号、第２０号及び第２２号の説明を求めます。総務部長。 

〇総務部長 ただいま上程されました議案第１９号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例について提案理由の説明を申し上げます。 

 本条例制定の趣旨でございますが、先ほどの議案第１４号と同様に、行政不服審査法の施行に伴

い制定したいとするもので、法改正によって必要となる関係条例に係る整備を行いたいとするもの

でございます。 

 改正内容につきまして新旧対照表に基づき説明いたしますので、議案第１９号の参考資料、新旧

対照表をごらんください。本条例は、複数の条例の一部改正を１本の改正条例として条立てにより

行ういわゆる整理条例という形をとっております。 

 １ページにございます第１条関係、滝川市行政手続条例の一部改正、２ページにございます第４

条関係、滝川市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正、３ページ目にございます第５条関

係、滝川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正、第６条関係、一般職の職員の

給与に関する条例の一部改正、第７条関係、滝川市税条例の一部改正につきましては、いずれも法

の全部改正に伴う所要の文言整理を行うものでございます。 

 １ページ目に戻っていただきまして、第２条関係、滝川市情報公開条例の一部改正、２ページ目

にございます第３条関係、滝川市個人情報保護条例の一部改正につきましては、文言整理以外の部

分についてご説明を申し上げます。本市の情報公開制度及び個人情報保護制度は、それぞれ滝川市

情報公開条例及び滝川市個人情報保護条例により規定されており、不服申し立てへの対応につきま



- 25 - 

 

しては基本的に行政不服審査法に委ねられております。情報公開や個人情報保護に限らず、審査請

求がなされた場合に行政不服審査法に基づき、原則同項に規定される審理員の指名及び附属機関へ

の諮問、すなわちさきの議案第１４号により設置したいとする滝川市行政不服審査会への諮問とい

ったプロセスを経ることが求められます。一方、法では、条例に基づく処分に係る審査請求につい

て条例に定めがある場合、これらのプロセスの適用除外を認めているところでございます。情報公

開及び個人情報保護制度においては、滝川市情報公開・個人情報保護審査会が有識者等から成る諮

問機関として審理の公平性の確保等において大きな役割を担っているところでございますが、その

上さらに行政不服審査法に基づくプロセスを重ねるまでもなく、この２つの制度に関し適用除外の

規定を滝川市情報公開条例第１３条の２及び滝川市個人情報保護条例第２２条の２として追加して

おります。また、今回の行政不服審査法の改正に伴って行う改正といたしましては、開示請求等の

申請に対する処分庁の不作為について滝川市情報公開・個人情報保護審査会への諮問対象に加える

こと及び審査請求に対して全部任用するとした場合は原則同審査会への諮問を不要とする旨の規定

を滝川市情報公開条例第１３条第１項及び滝川市個人情報保護条例第２２条第１項においてそれぞ

れ加えているところでございます。 

 ３ページから７ページ目にかけて記載しております第８条関係、滝川市固定資産評価審査委員会

条例の一部改正については、固定資産課税台帳に登録された価格について不服がある場合に行うこ

とができる審査の申し出について、審査庁となる滝川市固定資産評価審査委員会において地方税法

の規定に基づく審査の手続等について定めるもので、審査決定の手続について一部行政不服審査法

の規定を準用していることから、文言等の整理を行うものでございます。 

 ６ページから７ページにかけて第９条関係、滝川市手数料条例の一部改正につきましては、審査

請求人等が審査過程等において処分庁等が提出した書類等の交付を受ける場合の手数料の額を定め

るための改正でございます。 

 附則として、第１項で、この条例は法の施行と同じく平成２８年４月１日に施行する旨を記載し

ており、第２項で経過措置を設けております。 

 以上、議案第１９号の提案説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第２０号 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整備に関する条例について提案理由の説明を申し上げます。 

 本条例の提案の趣旨でございますが、地方公務員において人事評価制度の導入等により能力及び

実績に基づく人事管理の徹底を図るとともに、地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正

する法律が平成２６年５月に公布され、一部の規定を除き、本年４月１日から施行されることから、

必要な条文の整理を行うため、条例を改正するものでございます。 

 議案第２０号参考資料の新旧対照表１ページをお開きください。職員の分限及び懲戒に関する条

例の一部改正、第１条関係でございます。改正の内容につきましては、改正地方公務員法において

勤務成績の評定が削除され、新たに人事評価が規定されますことから、所要の文言整理を行うもの

でございます。 

 次に、滝川市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正、第２条関係でございます。こち
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らは、項の繰り上げでございます。 

 次に、滝川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正、第３条関係でございます

が、改正内容は、先ほどの第１条関係の説明に加えまして、改正地方公務員法において新たに退職

管理が規定されますことから、所要の文言整理を行うものでございます。 

 次に、一般職の職員の給与に関する条例の一部改正、第４条関係でございますが、２ページをお

開きください。第１条ですが、こちらは項の繰り上げでございます。 

 第７条及び第７条の２でございますが、改正地方公務員法において職員の職務を給料表の各等級

に分類する際の具体的な基準となる等級別基準職務表について条例で定めることとされ、新たに規

定するものでありますが、２ページから４ページにかけての表の中身につきましては、現在規則で

定めております級別職務分類表のうち、標準的な職能、職務に関して規定するとともに、等級別基

準職務表に規定する職務とその複雑、困難及び責任の度が同程度の職務については、引き続き規則

により定めたいとするものであります。 

 ４ページの滝川市立高等学校教員等の定数、給与、勤務時間その他の勤務条件及び定年による退

職等に関する条例の一部改正、第５条関係でございますが、こちらは項の繰り上げでございます。 

 附則でございますが、第１項で、この条例は、平成２８年４月１日から施行するものであり、第

２項においては、職員の育児休業等に関する条例の一部改正ですので、お目通しをいただきたいと

思います。 

 以上で議案第２０号の説明を終わります。 

 続きまして、議案第２２号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一

部を改正する条例につきまして提案理由の説明を申し上げます。 

 本条例の提案の趣旨でございますが、地方公務員災害補償法施行令の一部を改正する政令が平成

２８年１月２２日に公布され、本年４月１日から施行されることに伴い、所要の整理を行うため、

改正したいとするものでございます。 

 議案第２２号参考資料、新旧対照表をお開きください。改正の内容ですが、年金たる補償のうち、

傷病補償年金と同一の事由により厚生年金保険法による傷害厚生年金等が併給される場合の調整率

等を０．８６から０．８８に改正するものであります。 

 附則でありますが、第１項で、この条例は平成２８年４月１日から施行するものであり、第２項

において、経過措置に関する規定を定めておりますので、お目通しを願いたいと思います。 

 以上で議案第２２号の説明を終わります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 議案第２３号の説明を求めます。建設部次長。 

〇建設部次長 ただいま上程されました議案第２３号 滝川市手数料条例の一部を改正する条例に

つきましてご説明いたします。 

 改正する趣旨でございますが、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行に伴い、

申請に係る手数料を定めるため、滝川市手数料条例を改正したいとするものであります。 

 改正の内容につきましては、参考資料により説明させていただきますので、新旧対照表をお開き

願います。今回追加する１３の４の項の規定は、建築物省エネ法に基づく事務のうち、本年４月１
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日から施行される誘導措置に関する３つの審査事務手数料を（１）、（２）、（３）に示す各号に

定めております。 

 まず、１ページをごらんください。第１号としての（１）は、法第２９条第１項に基づく建築物

エネルギー消費性能向上計画の認定に対する審査手数料で、省エネ性能の向上に資する建築物の新

築または増改築等を対象とした認定審査手数料が定められております。中段の同号アにおいては、

住戸に対して認定の申し出があった場合の手数料が定められております。さらに、下段の（ア）は、

住宅の戸数が１戸の場合で床面積に応じた手数料となっており、ａは床面積の合計が２００平方メ

ートル以下の場合の手数料で、４万４００円であります。また、括弧書きの金額につきましては、

民間の調査機関または評価機関で技術的審査を事前に受けた場合の手数料で、６，９００円であり

ます。以降、手数料は同様に２種類の金額を定めております。 

 続いて、２ページをお開きください。（イ）、（ウ）、（エ）、（オ）については、面積にかか

わらず、住宅の戸数に対して手数料が定められております。下段の同号イにおいては、共同住宅の

認定の申請があった場合の手数料が定められております。共同住宅の認定手数料は、共同住宅の共

用部分の床面積により、（ア）、（イ）の手数料が定められており、上記ア、（ア）から（オ）に

基づく住戸を単位とする申請手数料を加えた手数料となります。 

 ３ページをお開きください。中段、同号ウにおいては、住宅以外の用途、例えば店舗や事務所な

どの認定の申し出があった場合の手数料が定められております。（ア）は、当該エネルギー消費性

能の判断基準による申請で、床面積に対して手数料が定められております。 

 続いて、４ページをお開き願います。（イ）は、（ア）と異なるエネルギー消費性能の判断基準

による申請で、床面積に対しては手数料が定められております。中段の第２号としての（２）にお

いては、法第３１条第１項の規定に基づく性能向上計画の変更の認定手数料で、これまで説明しま

した第１号の認定を受けた後に変更があった場合の手数料が定められております。アにおいては工

事の着手予定時期及び完了予定時期の変更のみの場合で、以降イ、ウ、エについての手数料は先ほ

ど説明しました第１号同様の区分で手数料が定められております。 

 ７ページをお開き願います。下段、第３号としての（３）においては、法第３６条第１項の規定

に基づき、建築物エネルギー消費性能基準に適合している旨の認定を申請する場合の手数料で、既

存建築物等を対象とした認定審査手数料が定められております。アは住宅について、８ページ下段、

イは共同住宅について、９ページ下段、ウは店舗や事務所等の住宅以外の用途の建築物について、

エネルギー消費性能の判断基準と面積による区分で手数料が定められております。 

 １１ページをお開きください。次に、備考についてご説明いたします。今回の改正に伴い、備考

を再編することとし、第５号及び第６号は今回新たに追加した１３の４の項の規定に伴う語句を追

加したものでございます。 

 第１１項から第１５項については、今回新たに追加したいとするもので、説明いたしました１３

の４項の各号に定める手数料の算定方法について、複雑化する建築物の形態に対応するように定め

たものでございます。 

 １２ページ中段をごらんいただきたいと思います。第１６項、第１７項につきましては、旧第１
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１項及び旧第１２項を移動したものでございます。 

 附則につきましては、この条例の施行期日を平成２８年４月１日としたいとするものでございま

す。 

 以上をもちまして議案第２３号の説明を終わらせていただきます。 

〇議  長 議案第２４号の説明を求めます。教育部長。 

〇教育部長 議案第２４号 滝川市学校給食共同調理場設置条例の一部を改正する条例についてご

説明申し上げます。 

 現在滝川西小学校で工事を進めております給食調理場ですけれども、開西中学校を受配校としま

す学校給食共同調理場として新たに設置するために本条例を改正したいとするものでございます。 

 次のページ、議案参考資料をお開き願います。新旧対照表に記載のとおり、これまで学校給食共

同調理場としましては江部乙共同調理場と第三小学校共同調理場を設置しておりましたけれども、

新たに滝川市学校給食西小学校共同調理場を加えたいとするものでございます。 

 なお、附則におきまして、この条例の施行期日を４月１日としたいとするものでございます。 

 以上、議案第２４号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第２５号の説明を求めます。教育部次長。 

〇教育部次長 ただいま上程されました議案第２５号 滝川市水泳プール条例の一部を改正する条

例について説明申し上げます。 

 当該市民プールについて、施設の老朽化、費用対効果、施設の集約化等の視点から、平成２８年

３月３１日をもって廃止したいとするものであり、これに伴い、滝川市水泳プール条例を改正した

いとするものでございます。 

 改正内容について新旧対照表に基づき説明申し上げます。新旧対照表をごらんください。第２条

は、水泳プールの名称及び位置について別表第１において規定しているところですが、表から東栄

市民プールを削除した上で、表を第２条中に移動したものでございます。 

 第５条の２及び第１４条第２項については、別表第１を削除したことに伴い、これまでの別表第

２を別表としたことによる文言整理でございます。 

 水泳プールの利用料金設定基準を示す別表については、別表第２から別表として文言整理を行っ

た上で、表中の東栄プールの内容を削除したものでございます。 

 附則で、この条例は、平成２８年４月１日から施行するものでございます。 

 以上、議案第２５号の説明とさせていただきます。よろしくご審議くださいますようお願い申し

上げます。 

〇議  長 議案第２７号の説明を求めます。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 ただいま上程されました議案第２７号 滝川市指定地域密着型サービス及び指定

地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する条例の一部を改正する条例につきましてご説

明申し上げます。 

 条例改正の趣旨でございますが、平成２８年２月５日に指定居宅サービス等の事業の人員、設備
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及び運営に関する基準等の一部を改正する省令が公布されまして、平成２８年４月１日から施行さ

れます。この条例は、当該省令改正により必要となります地域密着型通所介護事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定める等のため、改正したいとするものでございます。 

 改正内容につきましてご説明申し上げますので、新旧対照表をお開き願います。１ページの目次

の改正につきましては、第２章に第３節の２として新たに地域密着型通所介護事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定めることに伴う改正でございます。 

 第１５条の改正につきましては、第６８条の削除並びに地域密着型通所介護事業に関する基準と

して追加される第６０条の６、第６０条の２８及び第６０条の２９におきまして、この条で規定す

るサービス担当者会議という文言の定義規定を適用するための改正でございます。 

 ２ページをお開き願います。第３１条及び第５５条の改正は、文言整理でございます。 

 第６０条の２から２４ページの第６０条の３８までにつきましては、第２章に新たに第３節の２

として地域密着型通所介護事業に関する基準を定めるものであります。他のサービスに関する基準

と同様に、基本方針や人員に関する基準、設備に関する基準、運営に関する基準などの規定を追加

するものでございます。 

 ２４ページをお開き願います。第６６条の改正は、法改正による介護保険法の条項の繰り下げに

伴う文言整理でございます。 

 第６８条及び第６９条の改正につきましては、第８１条においてそれらに相当する条項を地域密

着型通所介護事業の基準から準用することに伴い、削除するための改正でございます。 

 ２６ページをお開き願います。第７０条の改正は、第６８条を削除することに伴い、略称規定を

移動するための改正でございます。 

 第７２条の改正は、第７３条を削除することに伴う文言整理でございます。 

 第７３条の改正は、第８１条においてこの条に相当する条項を地域密着型通所介護事業の基準か

ら準用することに伴い、削除するための改正でございます。 

 ２７ページをお開き願います。第７４条の改正は、第７６条を削除することに伴う文言整理でご

ざいます。 

 第７５条から２８ページの第７９条の２までの改正につきましては、第８１条においてそれらに

相当する条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴い、削除するための改正でご

ざいます。 

 続きまして、２９ページをお開き願います。第８０条の改正は、第２項第５号につきましては第

８１条において第７９条の２に相当する条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに

伴う改正、第２項第６号につきましては新たに運営推進会議に諮る報告、評価、要望などの記録の

整理を義務づけるための条文の追加でございます。 

 第８１条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴う読み

かえ規定の整理のための改正でございます。 

 ３０ページをお開き願います。第１０６条の改正は、第１０９条においてこの条に相当する条項

を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴い、削除するための改正でございます。 
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 ３１ページをお開き願います。第１０８条の改正は、第１０９条において第１０６条に相当する

条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 第１０９条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴う読

みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 第１１０条の改正は、法改正による介護保険法の条項の繰り下げに伴う文言整理でございます。 

 ３２ページをお開き願います。第１１１条の改正は、文言整理でございます。 

 第１２８条の改正は、第１２９条において第１０６条に相当する条項を地域密着型通所介護事業

の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 第１２９条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴いま

して読みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 続きまして、３３ページをお開き願います。第１３０条の改正は、法改正による介護保険法の条

項の繰り下げに伴う文言整理でございます。 

 ３４ページをお開き願います。第１４９条の改正は、第１５０条において第１０６条に相当する

条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 第１５０条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴う読

みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 第１５２条の改正は、指定地域密着型介護老人福祉施設に併設される事業所の種類に地域密着型

通所介護の事業所を加えるための改正でございます。 

 ３５ページをお開き願います。第１７７条の改正は、第１７８条において第１０６条に相当する

条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 第１７８条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴う読

みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 ３６ページをお開き願います。第１９０条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用す

る条文の整理及びそれに伴う読みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 ３７ページをお開き願います。第１９１条の改正は、省令の条ずれに伴う文言整理でございます。 

 第２０２条の改正は、第２０３条において第１０６条に相当する条項を地域密着型通所介護事業

の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 第２０３条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴う読

みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 ３８ページをお開き願います。第２１０条の改正は、法改正による介護保険法の条項の繰り下げ

に伴う文言整理でございます。 

 第２２５条の改正は、第２項第５号につきましては第２２６条において第７９条の２に相当する

条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴う改正、第２項第６号につきましては

新たに運営推進会議に諮る報告、評価、要望などの記録の整理を義務づけるための条文の追加でご

ざいます。 

 ３９ページをお開き願います。第２２６条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用す
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る条文の整理及びそれに伴う読みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 第２４１条の改正は、第２４３条においてこの条に相当する条項を地域密着型通所介護事業の基

準から準用することに伴い、削除するための改正でございます。 

 ４０ページをお開き願います。第２４２条の改正は、第２４３条において第２４１条に相当する

条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 第２４３条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する条文の整理及びそれに伴う読

みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 ４１ページをお開き願います。第２６１条の改正は、第２６２条において第２４１条に相当する

条項を地域密着型通所介護事業の基準から準用することに伴う改正でございます。 

 ４２ページをお開き願います。２６２条の改正は、地域密着型通所介護事業の基準から準用する

条文の整理及びそれに伴います読みかえ規定の整理のための改正でございます。 

 最後に、附則につきまして、第１項は、この条例の施行日を平成２８年４月１日とするものです。 

 第２項及び第３項につきましては、通所介護事業者がこの条例の施行日からサテライト型指定小

規模多機能型居宅介護の事業などを開始する場合の宿泊室設置の特例に係る経過措置について規定

しているものでございます。 

 以上、説明とさせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 議案第２８号の説明を求めます。市民生活部長。 

〇市民生活部長 それでは、議案第２８号 滝川市農村環境改善センター条例及び滝川市郷土館条

例の一部を改正する条例につきましてご説明申し上げます。 

 改善センターにつきましては、平成１９年度から指定管理者制度を導入し、管理運営を行ってき

たところですが、今後ますます期待される江部乙地区に住む人のつながり、美しい自然を生かした

市民活動を応援する拠点施設としての機能を改めて再検証するため、屯田兵屋を含め、２８年４月

から施設の管理運営を市と教育委員会とするため、関係条例の一部について改正するものでござい

ます。 

 改正の内容につきましては、新旧対照表に基づき説明しますので、参考資料の新旧対照表１ペー

ジをお開き願います。 

 初めに、改善センター条例の一部改正についてですが、現行第３条は指定管理者へ管理の代行を

定める規定でございましたので、市が行うこととするため、削除するものでございます。 

 また、現行第３条の２に規定する開館時間及び休館日につきましては、直営化に伴いまして規則

で定めることとなるため、削除するものでございます。 

 ２ページをお開き願います。第５条及び第５条の２につきましては、直営化に伴う文言の整理で

す。 

 現行第６条に規定する「利用料金」を「使用料」に、指定管理者の廃止により、第６条の２に規

定する利用料金の額や納入方法についての市長承認、これが不用となるため、削除するものでござ

います。 

 これに伴いまして、現行第６条の３及び第６条の４を文言整理の上、それぞれ第６条の２及び第
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６条の３とするものです。 

 第７条から第１２条につきましては、「利用」を「使用」に、「指定管理者」を「市長」に、

「利用者」を「使用者」に、「利用場所」を「使用場所」に改め、文言整理するものでございます。 

 ３ページの現行第１３条につきましては、指定管理においてやむを得ない事情がある場合、市長

が管理することができる規定ですので、不用となるため、削除するものです。 

 これに伴い、５ページの現行第１４条を第１３条とするものです。 

 ５ページの附則第３項、別表第１から別表第４につきましても、所要の文言整理をするものです。 

 なお、各使用料及び料金区分等については変更はありません。 

 次に、郷土館条例の一部改正についてですが、７ページをお開き願います。現行第４条は、指定

管理者へ管理の代行を定める規定でございましたので、教育委員会が行うこととするため、削除す

るものでございます。 

 また、現行第７条に規定する開館時間及び休館日につきましては、直営化に伴い、規則で定める

ため、削除するものでございます。 

 ８ページの現行第７条の２につきましては、直営化に伴う文言整理の上、第７条とするものでご

ざいます。 

 現行第１４条につきましては、指定管理においてやむを得ない事情がある場合の教育委員会が管

理することができる規定でございますので、不用となるため、削除するものです。 

 これに伴い、現行第１５条を第１４条とするものでございます。 

 附則第１項で、施行期日を平成２８年４月１日に、第２項で、経過措置としてこの条例の施行前

になされた処分、手続その他の行為を改正後の条例によりなされたものとみなすことを規定するも

のでございます。 

 以上、議案第２８号の提案説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第２９号及び第３０号の説明を求めます。建設部次長。 

〇建設部次長 ただいま上程されました議案第２９号 滝川市営住宅条例及び滝川市特定公共賃貸

住宅条例の一部を改正する条例についてご説明申し上げます。 

 制定の趣旨でございますが、市が管理を行っている滝川市営住宅及び滝川市特定公共賃貸住宅に

つきまして地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、平成２９年４月から民間活力を活用し

た指定管理者制度による管理に移行することとするため、滝川市営住宅条例及び滝川市特定公共賃

貸住宅条例を改正したいとするものであります。 

 各条例の概要でございますが、参考資料により説明させていただきますので、新旧対照表をお開

き願います。 

 まず、滝川市営住宅条例の一部改正についてですが、第２条の１７は、新たに管理の代行等に関

する条を加えたいとするもので、第１項として、市営住宅の管理を指定管理者に行わせるものとす

る旨を定め、第２項として、指定管理者が行う業務を定めております。 

 第３条から第３８条までの改正は、「市長」を「指定管理者」にするなど、指定管理者移行に伴

い必要となる文言整理の改正であります。 
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 第３９条の２は、新たに市長による管理の条を加えたいとするもので、第１項として、やむを得

ない事情がある場合に市長が管理を行うことができる旨を定め、第２項として、これに伴う読みか

えを定めております。 

 続きまして、滝川市特定公共賃貸住宅条例の一部改正についてですが、第３条の２は、新たに管

理の代行等に関する条を加えたいとするもので、第１項として、特定公共賃貸住宅の管理を指定管

理者に行わせるものとする旨を定め、第２項として、指定管理者が行う業務を定めております。 

 第４条から第２８条までの改正は、「市長」を「指定管理者」にするなど、指定管理者移行に伴

い必要となる文言整理の改正であります。 

 第２９条の２は、新たに市長による管理の条を加えたいとするもので、第１項として、やむを得

ない事情がある場合に市長が管理を行うことができる旨を定め、第２項として、これに伴う読みか

えを定めております。 

 施行期日は、平成２９年４月１日を予定しております。 

 以上を述べまして議案第２９号の説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、議案第３０号 滝川市住宅改修の促進に関する条例の一部を改正する条例について

ご説明いたします。 

 今回の改正につきましては、平成２１年度から平成２７年度までの時限条例として制度運用して

まいりました滝川市住宅改修支援補助制度が市民の良質な住環境整備とともに地域経済の活性化に

寄与してきた観点から、平成２８年度も一定の需要が見込まれると想定し、制度を１年間延長した

いとするものでございます。 

 附則第１項におきまして、施行期日を「平成２８年３月３１日」から「平成２９年３月３１日」

に延長させていただき、附則につきましては、この条例の施行期日を公布の日としたいとするもの

でございます。 

 以上、議案第３０号の説明を終わらせていただきます。 

〇議  長 次に、議案第３１号の説明を求めます。市民生活部長。 

〇市民生活部長 議案第３１号 公の施設の指定管理者の指定についてご説明申し上げます。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設、扇町地区コミュニティセンターを初

めとする１０館の指定管理者の指定を行うものでございます。 

 指定管理者に管理を行わせるコミュニティセンターの名称、所在地、指定管理者となるべき団体

の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名につきましては、それぞれ議案に記載のとおりでご

ざいますので、ご確認をお願いします。 

 指定期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間でございます。 

 以上、議案第３１号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第３２号、議案第３３号、議案第３４号及び第３５号の説明を求めます。保健福

祉部長。 

〇保健福祉部長 ただいま上程されました議案第３２号 公の施設の指定管理者の指定についてご

説明申し上げます。 
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 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設の指定管理者の指定を行うものでござ

います。 

 指定管理者に管理を行わせる公の施設は、滝川市中地区児童センターでございます。指定管理者

となるべき団体は、中地区コミュニティセンター運営委員会、会長、峯村孝氏でございます。指定

期間は、平成２８年４月１日から３年間でございます。 

 以上、説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第３３号 公の施設の指定管理者の指定についてご説明申し上げます。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設の指定管理者の指定を行うものでござ

います。 

 指定管理者に管理を行わせる公の施設は、滝川市中央老人福祉センターでございます。指定管理

者となるべき団体は、滝川市老人クラブ連合会、会長、泉田千一氏でございます。指定期間は、平

成２８年４月１日から１年間であります。 

 以上、説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第３４号 公の施設の指定管理者の指定についてでございます。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設の指定管理者の指定を行いたいとする

ものでございます。 

 指定管理者に管理を行わせる公の施設は、滝川市三世代交流センター北地区分館でございます。

指定管理者となるべき団体は、三世代交流センター北地区分館運営委員会、会長、前池仁氏でござ

います。指定期間は、平成２８年４月１日から３年間でございます。 

 以上、説明とさせていただきます。 

 議案第３５号 公の施設の指定管理者の指定についてでございます。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設の指定管理者の指定を行うものでござ

います。 

 指定管理者に管理を行わせる公の施設は、滝川市身体障害者福祉センター、滝川市地域ふれあい

センター及び虹のかけ橋公園でございます。指定管理者となるべき団体は、滝川身体障害者福祉協

会、会長、谷建夫氏でございます。指定期間は、平成２８年４月１日から３年間でございます。 

 以上、議案第３２号から第３５号までの説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第３６号の説明を求めます。産業振興部次長。 

〇産業振興部次長 ただいま上程されました議案第３６号 公の施設の指定管理者の指定について

ご説明申し上げます。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設の指定管理者の指定を行うものであり

ます。 

 指定管理者に管理を行わせる公の施設は、滝川市中高年齢労働者福祉センターサンライフ滝川で

あります。指定管理者となるべき団体は、公益社団法人滝川市シルバー人材センター、理事長、宮

島忠幸氏であります。指定管理の期間は、平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの２

年間であります。 
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 以上、議案第３６号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 議案第３７号、議案第３８号及び第３９号の説明を求めます。産業振興部長。 

〇産業振興部長 ただいま上程されました議案第３７号 公の施設の指定管理者の指定についてご

説明申し上げます。 

 先ほどの第３６号と同様に、公の施設の指定管理者の指定を行いたいとするものでございます。 

 施設の名称は滝川市東滝川地区転作研修センター、指定管理者となるべき団体の名称は東滝川地

区転作研修センター運営委員会、代表者は会長、米田裕紀氏で、指定期間は２８年４月１日から３

１年３月３１日までの３年間です。 

 以上、議案第３７号の説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第３８号、こちらにつきましても先ほどの第３７号と同様に公の施設の指定管

理者の指定を行いたいとするものでございます。 

 施設の名称は総合交流ターミナルたきかわ、指定管理者となるべき団体の名称は総合交流ターミ

ナルたきかわ管理組合、代表者は組合長、梅野恭正氏です。指定期間は、２８年４月１日から３１

年３月３１日までの３年間です。 

 以上、議案第３８号の説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第３９号 公の施設の指定管理者の指定についてご説明申し上げます。 

 こちらも先ほどの第３８号と同様に公の施設の指定管理者の指定を行いたいとするものでござい

ます。 

 施設の名称は、滝川ふれ愛の里及び池の前水上公園のうち、池の前水上公園パークゴルフ場でご

ざいます。指定管理者となるべき団体の名称は株式会社滝川グリーンズ、代表者は代表取締役、岩

田伸次氏です。指定期間は、議案第１７号で提案させていただいたところですが、平成２８年４月

１日から２９年３月３１日までの１年間です。 

 以上、議案第３９号の説明とさせていただきます。よろしくご審議のほどお願いいたします。 

〇議  長 議案第４０号の説明を求めます。総務部長。 

〇総務部長 議案第４０号 公の施設の指定管理者の指定についてご説明申し上げます。 

 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、公の施設の指定管理者の指定を行いたいとする

ものでございます。 

 施設の名称は、滝川市コミュニティ防災センターであります。指定管理者となるべき団体は滝川

地区広域消防事務組合で、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名は記載のとおりでございます。

指定期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間であります。 

 以上、議案第４０号の説明を終わります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 以上をもちまして平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針、議案

第１号から第８号までの各会計予算、議案第９号、議案第１４号、議案第１６号から第２０号まで、

議案第２２号から第２５号まで、議案第２７号から第４０号までの説明を終了いたします。 

 

    ◎散会宣告 



- 36 - 

 

〇議  長 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

散会 午後 ０時１１分 
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開議 午前 ９時５９分 

    ◎開議宣告 

〇議  長 ただいまの出席議員数は、１８名であります。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

    ◎日程第１ 会議録署名議員指名 

〇議  長 日程第１、会議録署名議員指名を行います。 

 会議録署名議員は、議長において山口議員、柴田議員を指名いたします。 

 

    ◎日程第２ 議案第１０号 平成２７年度滝川市一般会計補正予算（第１０号） 

〇議  長 日程第２、議案第１０号 平成２７年度滝川市一般会計補正予算（第１０号）を議題

といたします。 

 提案理由の説明を求めます。千田副市長。 

〇千田副市長 それでは、ただいま上程されました議案第１０号 平成２７年度滝川市一般会計補

正予算（第１０号）についてご説明申し上げます。 

 今回の補正は、国の補正予算（第１号）で計上された各施策に対応するための補正のほか、他会

計繰出金、各基金の積立金など、年度末を控え、各経費の確定の見込みにより過不足の調整などの

補正が主な内容となってございます。 

 １ページをごらんください。第１条第１項で、歳入歳出の総額にそれぞれ２億８，８５９万４，

０００円を追加し、予算の総額を２１６億２，５６２万２，０００円とするものでございます。 

 第２項で、補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表によるところでございます。 

 第２条、繰越明許費でございますが、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、第２表

によるところでございます。 

 第３条、地方債の補正でございますが、地方債の追加及び変更は、第３表によるところでござい

ます。 

 ２ページから５ページまでは、第１表、歳入歳出予算補正でございますので、お目通しをいただ

きたいと思います。 

 ６ページ、７ページをお開きください。第２表、繰越明許費でございます。平成２８年度に繰り

越して使用する経費は、国の補正予算（第１号）に対応するための補正としたいとするものですが、

事業が年度内に完了しないため繰越明許費としたいとするもので、情報セキュリティ強化対策事業、

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業、子ども子育て支援システム改修事業、道営土地改良事

業負担金の４事業の総額は２億４，５５０万９，０００円となります。また、３・４・７号鈴蘭通

移転補償費につきましては、平成２７年度事業として当初予算で計上し、駅前広場の再整備に伴う

鈴蘭通の線形改良工事に伴い、必要な事業用地を取得しましたけれども、支障となる物件等の補償

契約を行いましたが、契約期間内に支障物件を移転することができないため、繰越明許費としたい

とするもので、繰越額は３，９５９万７，０００円となります。 
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 第３表、地方債補正でございます。まず、追加でありますが、情報セキュリティ対策事業債、限

度額２，２５０万円の追加につきましては、情報セキュリティ強化対策委託料の財源としたいとす

るものです。 

 次に、変更でございますが、駅前広場整備事業債、７２０万円を減額し、４，０５０万円、臨時

財政対策債、１億２，１６１万９，０００円を増額し、７億２，３３３万５，０００円、道営経営

体育成基盤整備事業債、２，８６０万円を増額し、４，９２０万円としたいとするものでございま

す。駅前広場整備事業債につきましては、ＪＲ北海道及び事業主体である北海道との協議で工事実

施年度から分割で支払う予定であった負担金を駅前広場完成年度に一括して支払うこととし、変更

となったことに伴い、減額したいとするものでありまして、臨時財政対策債につきましては発行可

能額の確定に伴うもの、道営経営体育成基盤整備事業債につきましては道営土地改良事業負担金の

増に伴うものでございます。 

 続きまして、補正の内容につきましては事項別明細書により歳出からご説明申し上げますので、

１６ページ、１７ページをお開きください。２款１項１目一般管理費、補正額３，０８１万１，０

００円の増額につきましては、情報化推進事務に要する経費の補正でございます。日本年金機構が

受けた標的型メールによる攻撃など、新たな脅威への対策として情報セキュリティーの強化を実施

し、堅牢なネットワークを構築するための環境再構築費用を補正したいとするもので、費用の一部

が総務省の地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金にて措置されるものでございます。 

 ２款１項４目財産管理費、補正額６，２５７万５，０００円の増額につきましては、庁舎等の維

持管理に要する経費１１２万５，０００円の減額につきましては燃料単価の値下がりに伴い、燃料

費を減額補正したいとするものでございます。財産取得、管理及び処分に要する経費６，３７０万

円の増額につきましては、各種基金の積立金の補正でございますが、基金利息収入及び寄附金並び

に市有地売払収入の見込み額の確定に伴い、昨年度の積み残し分とあわせて補正したいとするもの

であり、そのうち財政調整基金については今後の財政需要を鑑み、利息収入を含む４，００４万２，

０００円を積み立てたいとするものでございます。また、滝川市土地開発公社から引き継いだニュ

ータウンせせらぎの売払収入については、第三セクター等改革推進債の償還に充てるため、全額を

減債基金に積み立てたいとするものでございます。 

 ２款３項１目戸籍住民基本台帳費、補正額９１７万４，０００円の増額につきましては、その他

戸籍住民基本台帳に要する経費の補正でございます。個人番号カード等の関連事務を委任している

地方公共団体情報システム機構へ支払うための個人番号カード等関連事務交付金と職員の超過勤務

手当や郵送料などの事務費を補正したいとするもので、費用の全額が総務省の個人番号カード交付

事業費補助金及び事務費補助金にて措置されるものでございます。 

 ３款１項１目社会福祉費、補正額１億８，７２５万２，０００円の増額についてですが、社会福

祉対策に要する経費１５５万５，０００円の増額につきましては、基金利息収入及び寄附金の見込

み額の確定に伴い、昨年度の積み残し分とあわせて社会福祉事業振興基金積立金を増額補正したい

とするものでございます。年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業に要する経費１億８，５６９

万７，０００円の増額につきましては、平成２６年度の消費税率の改定に伴い、低所得者が受ける
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影響を鑑み、臨時福祉給付金事業を行っておりますが、平成２７年度臨時福祉給付金の対象者のう

ち、平成２８年度中に６５歳以上となる高齢者に対し、低所得の高齢者向けの給付金として年金生

活者等支援臨時福祉給付金を１人当たり３万円給付するためのもので、費用の全額が厚生労働省の

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付費補助金及び事務費補助金で措置されるものでございます。 

 次のページをお開きください。３款１項２目障害者福祉費、補正額１，５００万円の増額につき

ましては、障害者自立支援給付に要する経費の補正でございます。就労移行支援の利用者の増加と

あわせ、就労継続支援Ａ型事業所の新設が相次いでおり、それに伴い利用者が増加していることか

ら、訓練等給付費扶助を実績見込みにより増額補正したいとするものでございます。 

 ３款１項３目老人福祉費、補正額３，２９４万６，０００円の減額についてですが、老人措置に

要する経費６００万円の減額につきましては、施設扶助の実績見込みにより減額補正したいとする

ものでございます。北海道後期高齢者医療に要する経費２，６９４万６，０００円の減額につきま

しては、広域連合負担金の確定により減額補正したいとするものでございます。 

 ３款２項２目保育所費、補正額５，３９６万３，０００円の増額につきましては、保育所の運営

管理に要する経費の補正で、２点ございます。１点目は、公定価格の改定や入所児童数が当初予算

見込みより増加していることから、花月保育所運営費委託料を２，２４５万９，０００円、一の坂

保育所運営費委託料１，６９７万６，０００円、江部乙保育所運営費委託料１，４１５万２，００

０円をそれぞれ増額したいとするもので、財源としては入所児童数の増による保育料の増のほか、

内閣府の保育所運営費及び北海道の保育所運営費で一部が措置されるものでございます。２点目は、

平成２８年度より改定となる多子世帯やひとり親世帯の保護者負担の軽減措置に対応するため子ど

も子育て支援システム改修事業を行うため、３７万６，０００円を増額したいとするもので、費用

の２分の１が内閣府の子どものための教育・保育事業費補助金にて措置されるものでございます。 

 ３款４項１目国民年金費、補正額４８万６，０００円の増額につきましては、国民年金事務に要

する経費の補正でございます。平成２８年７月より改定となる国民年金保険料減免猶予制度とそれ

に伴う様式の変更により、国民年金システムの改修を行いたいとするもので、費用の全額が厚生労

働省の国民年金事務費交付金で措置されるものでございます。 

 ４款１項４目保健衛生費、補正額９２万円の減額ですが、墓地の運営管理に要する経費２８万４，

０００円の増額につきましては、基金利息収入及び墓地管理手数料の見込み額の確定により補正し

たいとするものでございます。中空知衛生施設組合負担金（滝の川斎苑分）でございますけれども、

１２０万４，０００円の減額につきましては、前年度繰越金の確定により減額補正したいとするも

のでございます。 

 ４款１項５目他会計繰出金、補正額１，１９３万６，０００円の増額につきましては、他会計繰

出に要する経費の補正でございます。地方交付税の確定に伴い、国民健康保険特別会計については

繰入金を増額補正、病院事業会計については減額補正したいとするものでございます。 

 次のページをお開きください。４款２項１目じん芥処理費、補正額３，０４９万５，０００円の

減額ですが、中空知衛生施設組合負担金（ごみ処理施設分）２，５７０万９，０００円の減額につ

きましては、前年度の繰越金の確定により減額補正したいとするものでございます。中・北空知廃
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棄物処理広域連合負担金４７８万６，０００円の減額につきましては、売電収入の増額見込みなど

に伴い、減額補正したいとするものでございます。 

 ４款２項２目し尿処理費、補正額９１０万４，０００円の減額につきましては、中空知衛生施設

組合負担金（衛生センター分）の補正でございます。前年度繰越金の確定により、減額補正したい

とするものでございます。 

 ６款１項４目農地費、補正額２，８６２万５，０００円の増額につきましては、土地改良に要す

る経費の補正でございます。国の補正予算（第１号）で計上されたＴＰＰ関連対策により、北海道

が実施する土地改良事業費が追加されたことを受け、滝川市の負担金を増額補正したいとするもの

でございます。 

 ７款１項１目商工業振興費、補正額１，７３６万円の減額につきましては、中心市街地活性化対

策事業に要する経費の補正でございます。栄町３―３地区優良建築物等整備事業補助金について、

平成２７年度事業の確定に伴い減額補正したいとするもので、これに伴い、財源である社会資本整

備総合交付金の減額となるものでございます。 

 ７款１項３目丸加高原健康の郷費、補正額５０万円の減額につきましては、丸加高原伝習館等の

運営管理に要する経費の補正でございます。燃料単価の値下がりに伴い、燃料費を減額補正したい

とするものでございます。 

 ８款４項５目街路事業費、補正額９６１万１，０００円の減額につきましては、駅前広場整備事

業に要する経費の補正でございます。ＪＲ北海道及び事業主体である北海道との協議で工事実施年

度から分割して支払う予定であった負担金を駅前広場完成年度に一括で支払うことに変更になった

ことから、減額したいとするものでございます。 

 ８款５項１目住宅管理費、補正額１，６８８万８，０００円の増額につきましては、公営住宅事

業特別会計繰出金の補正でございます。公営住宅建設事業の基幹事業について当初４５パーセント

で見込んでいた社会資本整備総合交付金の交付率が５０パーセントに変更して交付されることとな

ったことから、一般会計が歳入を受け、その全額を公営住宅事業特別会計へ繰り出しするために増

額補正したいとするものでございます。 

 ９款１項１目消防費、補正額１，８８２万８，０００円の減額につきましては、消防活動に要す

る経費の補正でございます。滝川地区広域消防事務組合負担金について前年度繰越金の精査等によ

り減額補正したいとするものでございます。 

 次のページをお開きください。１０款２項小学校費、１目学校管理費、補正額４３４万３，００

０円の減額につきましては、その他小学校教育の実施及び管理に要する経費の補正で、２点ござい

ます。１点目は燃料費についてですが、燃料単価の値下がりに伴い、５００万円を減額補正したい

とするものでございます。２点目は、滝川第一小学校において障がいのある児童の入学に伴い、使

用する教室の出入り口建具改修を行うため、６５万７，０００円を増額補正したいとするものでご

ざいます。 

 １０款３項中学校費、１目学校管理費、補正額３５０万円の減額につきましては、その他中学校

教育の実施及び管理に要する経費の補正でございます。燃料単価の値下がりに伴い、減額補正した
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いとするものでございます。 

 １０款４項高等学校費、１目学校管理費、補正額１４０万円の減額につきましては、その他高等

学校教育の実施及び管理に要する経費の補正でございます。これも燃料単価の値下がりに伴い、減

額補正したいとするものでございます。 

 １０款６項１目社会教育費、補正額３５万円の増額につきましては、青少年健全育成に要する経

費５万円の増額及びその他社会教育振興に要する経費３０万円の増額の補正でございます。いずれ

も基金利息収入及び寄附金の見込み額の確定に伴い、青少年健全育成基金積立金及び社会教育事業

振興基金積立金を補正したいとするものでございます。 

 １０款６項４目図書館費、補正額８８万５，０００円の減額につきましては、図書館の運営管理

に要する経費の補正でございます。燃料単価の値下がりに伴い、燃料費の減額補正をしたいとする

ものでございます。 

 １２款１項１目過年度過誤納還付金及び還付加算金、補正額１４２万６，０００円の増額につき

ましては、平成２６年度国庫補助金の事業費の確定に伴う返還金の補正でございます。 

 以上、歳出合計で２億８，８５９万４，０００円を増額したいとするものでございます。 

 続きまして、歳入についてご説明を申し上げますので、１０ページ、１１ページをお開きくださ

い。１１款１項１目地方交付税１億円の増額につきましては、普通交付税の増と他会計繰出金の整

理に伴う補正でございます。 

 １３款１項２目民生費負担金以下１８款１項８目土木費寄附金までは、いずれも歳出関連でござ

います。 

 次のページをお開き願います。１９款２項１目基金繰入金３億３，２００万円の減額につきまし

ては、減債基金繰入金９，０００万円の減額、財政調整基金繰入金２億４，０００万円の減額及び

施設整備政策基金繰入金２００万円の減額でございます。減債基金繰入金及び財政調整基金繰入金

につきましては、当初予算で見込んでおりましたが、基金繰入金を取りやめ、基金残高の確保に努

めたいとするものでございます。施設整備政策基金繰入金につきましては、歳出関連でございます

が、駅前広場整備事業の財源としていたものを取りやめるものでございます。 

 次のページをお開きください。２０款１項１目繰越金５，５９９万６，０００円の増は、補正に

必要な一般財源を繰越金で調整したいとするものでございます。 

 ２２款１項１目土木債は、歳出関連でございます。 

 ２２款１項３目臨時財政対策債１億２，１６１万９，０００円の増につきましては、臨時財政対

策債の発行可能額の決定に伴う補正でございます。 

 ２２款１項４目総務債及び２２款１項６目農林業債は、いずれも歳出関連でございます。 

 以上、歳入合計で２億８，８５９万４，０００円の増額となったところでございます。 

 以上を申し上げまして議案第１０号の説明とさせていただきます。ご審議のほどよろしくお願い

いたします。 

（何事か言う声あり） 

〇千田副市長 ちょっと訂正させていただきたいと思います。 
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 ４款１項５目他会計繰出金、補正額１，１９３万６，０００円の増額については他会計繰出に要

する経費の補正のところで、地方交付税の確定に伴い、国民健康保険特別会計については、繰入金

というふうに説明させていただきましたが、繰出金を増額補正したいということで訂正させていた

だきたいと思います。大変申しわけございませんでした。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。舘内議員。 

〇舘内議員 それでは、歳出、３、民生費、２、児童福祉費の保育所費のことについてお伺いさせ

ていただきます。 

 保育所の運営管理に要する経費のことについてお伺いさせていただきます。入所増加に伴う運営

委託料は、予算よりも何名ふえたでしょうか。また、３つの保育所については定員２８０名に対し

て何名になったかお伺いします。 

 続いて、今回の直営保育所の二の坂と中央の保育所の予算よりも何名ふえたかということ、また

市内の５つの保育所の定員は現在４６０名になっておりますが、それに対して何名ふえたかお尋ね

いたします。 

〇議  長 舘内議員の質疑に対する答弁を求めます。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 おはようございます。今の舘内議員のご質疑に対してお答えしたいと存じます。 

 まず、補正の中で３保育所、事業団のほうで行っていただいている保育所の人数、予算の補正の

人数ということなのですけれども、これは月によってそれぞればらつきがあります。それで、年間

の延べ人数を出しまして、それを１２で割るような形で、当初予算に比べますと約２６名がふえた

ような形になってございます。 

 それと、今の入所人員はというご質疑ですけれども、１月末の事業団での保育所の入所者につき

ましては２９４名でございます。１月末でございます。 

 それと、公設の保育所でございますけれども、こちらにつきましても２６名増になっているとい

う計算になってございます。全体では４６０名の定員でございますけれども、１月末現在では５０

４名の入所者となってございます。 

 以上でございます。 

〇議  長 舘内議員。 

〇舘内議員 ５０４名ということで、定員以上の保育所の利用者ということで驚いております。２

８年の１月現在の滝川市内の年齢別人口を調べさせていただいたのですが、ゼロ歳児から５歳児ま

で全員で１，６５９名いるということで、確かに子供の数は少ないようには思うのですけれども、

利用者の数がふえているのかなと私は感じております。実際保育所に勤めていらっしゃる保育士さ

んの声も聞かせていただいたのですけれども、共働きとか、本当に母子世帯が多いということも聞

いておりますし、そういう中で今の景気の動向もいろいろあると思うのですけれども、利用率は上

がっているのかなと思いますが、その点に関してお尋ねいたします。 

（何事か言う声あり） 

〇舘内議員 実際の利用率はいかがでしょうか。全体の１歳児から５歳児までの数が１，６５９名
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ということで、今現在５０４名利用しているということで、近年の利用率、全体の人口から見て実

際の保育所の利用者の数はどのように移っているか聞きたいのですが。 

〇議  長 保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 今の利用率ということでお話をさせていただきますと、入所者数が５０４名とい

うことで、１，６５９人で割り返しますと３０．４パーセントになろうかと思います。これを議員

さんがご質疑されている年齢別ではどうなのだということで解してよろしいでしょうか、例えばゼ

ロ歳児だと入所率は２０．８パーセントというようなお答えでよろしいですか。答えとしてはそう

いう答弁になるのですけれども、１歳児ですと３２．３パーセント、それと２歳児だと３１．０パ

ーセント、３歳児４０．４パーセント、４歳児２６．１パーセント、５歳児３２．２パーセント、

全体で３０．４パーセントとなってございます。 

 以上でございます。 

〇議  長 舘内議員。 

〇舘内議員 質疑の仕方が申しわけありませんでした。 

 昨年と比べてはいかがでしょうか。 

〇議  長 保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 今手元に持っている資料でございますけれども、２６年３月の数字なのですけれ

ども、それで４８７名、その前の年が４８５名という数字を持ってございます。昨年の分は今用意

しておりませんので、ご了解願いたいと存じます。 

 以上でございます。 

〇議  長 ３回で質疑は終わりになりますので、これで終わりです。 

 清水議員。 

〇清水議員 私は３点お伺いしたいのですが、まず歳入の８ページ、繰入金が３億３，２００万円

減額補正されており、その中身が１２ページ、１３ページで減債繰入金が９，０００万円、また財

政調整基金の繰入金が２億４，０００万円の減と、この歳出の財源内訳では繰入金の減というのは

１カ所、２０ページの街路事業費で２００万円というのが記載されてはいるのですが、あと一般財

源がほとんどなのかなというふうに思います。財政調整基金については、５億４，０００万円繰り

入れをしたと、財政健全化計画の中でこれを減らす努力がされ、いろんな見直しがされ、初年度で

すから、初年度というか、まだ始まっていない年度ですよね、そういう中でこれだけの繰入金の減

額補正というのが行われたその要因についてお伺いいたします。 

 ２点目は、全体を貫く灯油代の関係なのですが、灯油代の総額として、これは減額補正された部

分、あるいはそれには至っていないけれどもという部分もあると思うのですが、総額でどの程度。

灯油代でない。燃料費です。燃料費の減額の総額は幾らぐらいというふうに把握されているか、ま

た燃料費については単価契約ということで、毎月２回ぐらいでしたっけ、見積もり合わせやります

よね、そういう点で当初予算では灯油や重油で単価幾らだったものが最も安いときには幾らになっ

たのかということで、単価比較でお伺いいたします。また、この関係で指定管理代行、また普通の

委託業務における燃料費の単価が下がった場合、契約上代行負担金や委託費を下げるという契約条
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項があるのかについて伺います。 

 ３点目は、１７ページ、情報セキュリティ強化対策委託料のうち、国庫支出金で８３０万円が措

置されているわけですが、一方地方債では２，２５０万円ということで、これについての交付税措

置等があるのかどうか伺います。 

 以上です。 

〇議  長 清水議員の質疑に対する答弁を求めます。総務部次長。 

〇総務部次長 まず、繰入金の減額につきましてでございますが、全体の補正予算の中でご説明申

し上げておりますけれども、地方交付税の増、それから各一部事務組合等の負担金の減額等による

ものでございます。 

 それから、灯油代につきましてでございますが、全体で合計をいたしますと、小さいものも含め

ますけれども、約１，３００万円ほどの減額を行っておるところでございます。 

 それから、指定管理の部分につきましてでございますが、２０パーセントを超える部分を増につ

いても減についても見るということでございまして、今回は２０パーセントを超える部分というの

がほとんど金額に影響しないというような状況から、指定管理施設についての補正については行っ

ていないという状況でございます。 

 以上でございます。 

〇議  長 答弁お願いいたします。総務部長。 

〇総務部長 私のほうから情報セキュリティーの強化対策の関係の交付税の関係についてのご質疑

についてお答えをさせていただきたいと思います。 

 今回の情報化推進事業に要する経費のうち交付税につきましては、補助金、国のほうから見られ

るものが１，６００万円強という部分で、そのうち２分の１が国の補助事業ということで、残りが

２分の１という部分になるのですが、約８００万円強ということになりますが、その部分が補正予

算債で対応させていただくという形で、この補正予算債につきましては交付税で５０パーセント、

後年度でバックしてくるという形になりますので、現状２，２００万円のうち８００万円程度が交

付税対象という形になります。 

 以上です。 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 燃料単価の当初予算との単価差ということでございますが、Ａ重油で１４円、６６

円から５２円に下がっています。それから、灯油でございますけれども、１７円、６６．５円から

４９．５円となっております。 

 以上でございます。 

〇議  長 清水議員。 

〇清水議員 歳入の繰入金については、一部事務組合の負担金、また交付税増ということでご答弁

がありましたが、その内訳がわかれば、今わからなければ後で結構ですけれどもというのが１点で

す。 

 それで、その結果、財政調整基金、また減債基金、これの当初の年度末見込みが幾らに対して、
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現状というか、この補正後の残高が幾らになるかということでお伺いいたします。 

 次に、燃料費なのですが、今の単価のご答弁では６６円が５２円と、２割ということでいうと６

６円の２割というと１３．２円ですよね、１４円ということは２割以上でないかと思うのですけれ

ども、また灯油も６６．５円ですから１３．何円なので、今後ろからいろいろ言われておりますが、

これも恐らく指定管理も同じ単価でやっていると思うので、非常に微妙なことだというふうに思い

ますが、結局ぎりぎりだったけれども、２割いかなかったということなのかお伺いをしたいと思い

ます。 

 最後に、セキュリティー対策なのですが、１７ページの情報化推進事務に要する経費については、

マイナンバーが導入されて、よりセキュリティーを高めるという必要に迫られての実施なのです。

こういったところに国は２分の１は面倒見るよと、しかしこのうち１，５００万円ほどは滝川市の

一般財源で対応しなければならない。こういうことというのは、財政状態がいい自治体も悪い自治

体も交付税の不交付団体も交付団体も同様に支払うということで、国のやらなければならないこと

を地方が負担しているというふうに私には見えるのですが、こういったことがどうなのかと、地方

自治体としてどのように考えるのか、お考えを伺いたいと思います。 

〇議  長 答弁をお願いいたします。総務部長。 

〇総務部長 情報セキュリティーの関係について私のほうから答弁をさせていただきます。 

 先に、先ほどの私の答弁の中で若干訂正をさせていただきたいと思いますが、補正予算債につい

ては八百数十万円というお話をさせていただきましたが、それは対象額という部分になりまして、

実質交付税のバックについてはその２分の１という形になりますので、その点についてまず訂正を

させていただきたいと思います。 

 今回の清水議員のおっしゃられるとおり、国の制度に基づいてのＩＴといいますか、その修正あ

るいは改良という部分になりますけれども、これにつきましては国のほうで人口要件等も含めて一

定の補助金の積算をされているという部分ですので、これは全国一律でこの部分については補助対

象という形になるわけでございますが、実質この事業を進めていく上において一般財源を持ち出さ

なければならないというのは、これは事実でございます。議員のおっしゃられるとおり、国の制度

改正等に基づいて行うものについては国で負担をすべきではないかというご意見も当然我々も考え

方としては持っておりますが、現状制度的にこういう形になっているという部分もありますので、

現在昨年からもさまざまこの事業について事業費を補正させていただいておりますが、これについ

ては市長も総務省のほうに要請をしておりますが、交付税の特別交付税の対象として財源を見てい

ただくように現在も私どもとしては国のほうに働きかけをさせていただいているということですの

で、ご理解をいただきたいというふうに思います。 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 減債基金の予算残高のご質疑でございますけれども、繰り入れ前の補正前の残高見

込みにつきましては１億２，１８９万９，０００円となっております。補正予算後の残高見込みに

つきましては２億２，３７７万３，０００円となっております。 

 続きまして、指定管理施設の燃料費の部分でございますが、２割は単価構成としては超えており
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ますけれども、計算上調整後の補正額については金額的には非常に少ない金額になっておりまして、

補正をするというようなレベルではないという判断のもとで指定管理施設については補正予算とな

っておりません。 

 以上でございます。 

（何事か言う声あり） 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 答弁が二転三転して申しわけございません。 

 繰入金の内訳の部分のご質疑でございますけれども、先ほど申し上げたように地方交付税の増、

それから各一部事務組合の負担金の減でございますけれども、内訳については今手持ちがございま

せんので、まことに申しわけございませんが、数字について個別にご答弁することができませんの

で、よろしくお願いいたします。 

（何事か言う声あり） 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 何度も申しわけございません。 

 財政調整基金につきましては、補正予算前の残高見込みが５億４，２００万４，０００円でござ

います。補正後の残高については、８億２，２０４万７，０００円でございます。 

 以上です。 

〇議  長 清水議員。 

〇清水議員 １点わかりづらい答弁がございましたので、もう一度伺いますけれども、指定管理代

行部分については金額が小さいので、補正しなかったというふうに言われたというふうに思うので

すが、私がお伺いしたかったのは補正するとかしないとかでなくて、管理代行負担金の金額変更が

行われたかどうかということを確認したかったので、その趣旨でご答弁お願いいたします。 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 管理代行負担金の額が油類の変更によって調整されたかどうかということでござい

ますが、これについては調整をされていないということでございます。 

 以上でございます。 

〇議  長 それでは、ここで先ほどの舘内議員の質疑に対する答弁の訂正がございますので、こ

れを許したいと思います。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 私先ほど年度末の保育所の入所者数、昨年度の実績は手持ちがないと申しました

けれども、先ほど申しましたのは昨年度の３月末が４８７、もう一年前、２６年３月が４８５でご

ざいます。訂正させていただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

〇議  長 ほかに質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 
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〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第１０号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１０号は可決されました。 

 

    ◎日程第３ 議案第１１号 平成２７年度滝川市国民健康保険特別会計補正予算（第２ 

                 号）                          

〇議  長 日程第３、議案第１１号 平成２７年度滝川市国民健康保険特別会計補正予算（第２

号）を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。市民生活部長。 

〇市民生活部長 それでは、議案第１１号 平成２７年度滝川市国民健康保険特別会計補正予算

（第２号）につきましてご説明申し上げます。 

 今回の補正につきましては、歳出で一般療養給付費の増加見込みに伴う増額補正、後期高齢者支

援金の確定に伴う増額補正、共同事業拠出金の確定に伴う減額補正、平成２６年度分国庫支出金償

還金の確定に伴う増額補正でございます。歳入につきましては、共同事業交付金、共同事業拠出金

の確定に伴い、国及び道の負担額が確定したことによります減額補正、歳出関連による補正でござ

います。 

 １ページをお開き願います。第１項で、歳入歳出予算の総額にそれぞれ７，５３１万７，０００

円を追加し、予算の総額を５８億５，１４８万円とするものです。 

 第２項で、補正の款項の区分、当該区分ごとの金額、補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表、

歳入歳出予算補正によるところでございます。 

 ２ページ、３ページは第１表、歳入歳出予算補正、４ページ、５ページは歳入歳出補正予算事項

別明細書、総括でございますので、お目通しのほどお願いします。 

 続きまして、補正の内容につきまして事項別明細書により歳出からご説明申し上げますので、８

ページ、９ページをお開き願います。２款１項１目一般被保険者療養給付費、補正額４，５８５万

９，０００円の増額につきましては、加入者の高齢化などにより１人当たりの保険給付費額が増加

していることに伴い、一般の療養給付費の不足が見込まれることから補正したいとするものでござ

います。 

 ２款２項１目一般被保険者高額療養費につきましては、財源調整でございます。 

 ３款１項１目後期高齢者支援金、補正額８９万４，０００円の増額につきましては、支援金額の

確定により補正したいとするものでございます。 

 ７款１項１目高額医療費拠出金、補正額２９０万５，０００円の減額、３目保険財政共同安定化

事業拠出金、補正額１，４４８万２，０００円の減額につきましては、それぞれの拠出金額の確定
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により補正したいとするものでございます。 

 １１款１項３目償還金、補正額４，５９５万１，０００円の増額につきましては、平成２６年度

分の国庫支出金の償還金額が確定したことから、補正したいとするものでございます。内訳につき

ましては、療養給付費等償還金となってございます。 

 以上、歳出合計で７，５３１万７，０００円の増額となったところです。 

 続きまして歳入についてご説明申し上げますので、６ページ、７ページをお開き願います。２款

１項２目、国庫支出金の高額医療費共同事業負担金、補正額７２万６，０００円の減額、５款１項

１目、道支出金の高額医療費共同事業負担金、補正額７２万６，０００円の減額につきましては、

平成２７年度分の高額医療費拠出金の確定によるものでございます。 

 ６款１項１目、共同事業交付金の高額医療費共同事業交付金、補正額１，０６０万３，０００円

の減額、２目保険財政共同安定化事業交付金、補正額５３８万１，０００円の減額につきましては、

それぞれ平成２７年度分の交付金の確定によるものでございます。 

 ８款１項１目一般会計繰入金、補正額２，１４３万３，０００円の増額につきましては、保険基

盤安定分の確定に伴う増額、財政安定化支援事業分の確定に伴う減額によるものでございます。 

 ２項１目基金繰入金、補正額６，８０９万９，０００円の増額につきましては、保険給付費の財

源に充てたいとするものでございます。 

 ９款１項１目繰越金、補正額３２２万１，０００円の増額につきましては、補正に必要な一般財

源を繰越金で調整したいとするものでございます。 

 歳入合計で７，５３１万７，０００円の増額となったところでございます。 

 以上を申し上げ、議案第１１号の説明とさせていただきます。よろしくお願いします。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第１１号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１１号は可決されました。 

 

    ◎日程第４ 議案第１２号 平成２７年度滝川市公営住宅事業特別会計補正予算（第１ 
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                 号）                          

〇議  長 日程第４、議案第１２号 平成２７年度滝川市公営住宅事業特別会計補正予算（第１

号）を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。建設部次長。 

〇建設部次長 ただいま上程されました議案第１２号 平成２７年度滝川市公営住宅事業特別会計

補正予算（第１号）についてご説明いたします。 

 今回の補正につきましては、地域住宅計画に基づく社会資本整備総合交付金の交付額変更に係る

歳入科目の増減補正をしたいとするものでございます。 

 １ページをお開き願います。第１条、補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表、歳入歳出予算補

正によるところでございます。 

 第２条、地方債の変更は、第２表、地方債補正によるところでございます。 

 ２ページから３ページまでは第１表、歳入歳出予算補正、５ページは第２表、地方債補正でござ

いますので、お目通しいただきたいと思います。 

 続きまして、補正の内容につきましては事項別明細書によりご説明申し上げますので、８ページ、

９ページの歳入をお開き願います。４款１項１目他会計繰入金、補正額１，６８８万８，０００円

の増額補正につきましては、先ほどの一般会計の公営住宅繰出金額の補正において説明させていた

だきましたところでございますが、社会資本整備総合交付金の交付金事業の国費率の変更に伴う増

額補正でございます。国費分の増額補正に伴い、７款１項１目市営住宅事業債、補正額１，６８８

万８，０００円の減額補正とするものでございます。 

 国費分の増額、それに伴う市債の減額であり、歳入合計額につきましては８億６，９５４万７，

０００円の変更はございません。 

 以上、議案第１２号 平成２７年度滝川市公営住宅事業特別会計補正予算（第１号）の説明を終

わらせていただきます。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第１２号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 
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 よって、議案第１２号は可決されました。 

 

    ◎日程第５ 議案第１３号 平成２７年度滝川市病院事業会計補正予算（第２号） 

〇議  長 日程第５、議案第１３号 平成２７年度滝川市病院事業会計補正予算（第２号）を議

題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。市立病院事務部長。 

〇市立病院事務部長 ただいま上程されました議案第１３号 平成２７年度滝川市病院事業会計補

正予算（第２号）についてご説明申し上げます。 

 今回の補正につきましては、平成２７年第３回市議会定例会で補正の議決をいただきました中空

知医療連携ネットワーク構築事業について、このたび医療介護総合確保促進法に基づく患者情報共

有ネットワーク構築事業補助金の内示を受けたことから、資本的収入の企業債の一部を補助金に財

源振りかえを行うための補正でございます。 

 １ページをお開き願います。第１条は総則です。 

 第２条は、資本的収入の補正です。平成２７年度滝川市病院事業会計予算第４条の表に定めた資

本的収入の予定額を次のとおり補正したいとするものです。第１款第１項企業債を１，５００万円

減額し、補正後６億３，８５０万円に、第１款第２項に補助金を科目新設し、補正後１，５００万

円とするものです。 

 第３条は、企業債の補正です。１，５００万円を減額し、補正後の限度額を６億３，８５０万円

にしたいとするものです。 

 ２ページから５ページまでは、補正予算実施計画、キャッシュフロー計算書、予定貸借対照表で

すので、お目通しをお願いいたします。 

 ６ページをお開きください。資本的収入明細書についてご説明いたします。款及び項については

先ほど説明いたしましたので、目以下を説明させていただきます。第１款第１項１目企業債ですが、

先ほど申し上げました補助金の内示に伴い、１，５００万円を減額し、６億３，８５０万円に、第

２項１目補助金ですが、１，５００万円補正し、補正後１，５００万円とするものです。 

 以上、議案第１３号 平成２７年度滝川市病院事業会計補正予算（第２号）の説明とさせていた

だきます。ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 
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 これより議案第１３号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１３号は可決されました。 

 

    ◎日程第６ 議案第１５号 職員の退職管理に関する条例 

〇議  長 日程第６、議案第１５号 職員の退職管理に関する条例を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。総務部長。 

〇総務部長 ただいま上程されました議案第１５号 職員の退職管理に関する条例につきまして提

案理由の説明を申し上げます。 

 本条例の提案の趣旨でございますが、地方公務員について再就職者による依頼等の規制の導入等

により退職管理の適性を確保するための所要の措置を講ずること等をその内容とする地方公務員法

及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律が平成２６年５月２４日に公布され、一部の規定を

除き、本年４月１日から施行されることに伴い、制定をしたいとするものであります。 

 改正地方公務員法では、職員であった者であって、離職後に営利企業等の地位についている再就

職者が職員に対し、職務上の行為をするように、またはしないように依頼等をすることについては、

その影響力の行使により職務の公正な執行及び公務に対する住民の信頼を損ねるおそれがあること

から、規制することとされたところでございます。具体的には、再就職者は、離職前５年間の職務

に属するものに関し、離職後２年間、依頼等をしてはならないこと、また再就職者のうち、部長等

に離職した日の５年前の日より前についている者は、５年前の日より前の職務に属するものに関し、

離職後２年間、依頼等をしてはならないこと等とされたところであります。 

 本条例は、国からの通知に基づき、改正地方公務員法の趣旨を踏まえ、さらに再就職者のうち、

課長等に離職した日の５年前の日より前についていた者について部長等と同様の定めをするもので

あります。 

 それでは、議案第１５号をお開きください。第１条ですが、趣旨でございますので、お目通し願

います。 

 第２条ですが、先ほど説明させていただいたとおり、再就職者のうち、課長等に離職した日の５

年前の日より前についていた者は、当該職についていたときに在職していた執行機関の組織等の職

員に対し、契約等事務であって離職した日の５年前の日より前の職務に属するものに関し、離職後

２年間、職務上の行為をするように、またはしないように要求し、または依頼してはならないこと

を定めるものであります。 

 附則でありますが、この条例は、平成２８年４月１日から施行するものであります。 

 以上で議案第１５号の説明を終わります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 
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（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第１５号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１５号は可決されました。 

 

    ◎日程第７ 議案第２１号 市議会等の調査に出頭した者等の費用弁償に関する条例及び 

                 滝川市農業振興条例の一部を改正する条例         

〇議  長 日程第７、議案第２１号 市議会等の調査に出頭した者等の費用弁償に関する条例及

び滝川市農業振興条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。総務部長。 

〇総務部長 ただいま上程されました議案第２１号 市議会等の調査に出頭した者等の費用弁償に

関する条例及び滝川市農業振興条例の一部を改正する条例につきまして提案理由の説明を申し上げ

ます。 

 本条例の提案の趣旨でございますが、平成２７年９月４日に公布された農業協同組合法等の一部

を改正する等の法律において農業委員会等に関する法律及び農地法の一部改正が行われ、一部の規

定を除き、本年４月１日から施行されることに伴い、必要となる条文の整理を行うため、これら条

例を改正するものであります。 

 それでは、議案第２１号参考資料、新旧対照表１ページをお開きください。市議会等の調査に出

頭した者等の費用弁償に関する条例の一部改正、第１条関係でございます。改正の内容ですが、改

正法の施行に伴い、所要の文言整理を行うものでございますので、お目通し願います。 

 次に、滝川市農業振興条例の一部改正、第２条関係でございます。こちらも同様に所要の文言整

理を行うほか、字句の整理でございますので、お目通しをお願いしたいと思います。 

 ２ページをお開きください。附則でありますが、この条例は、平成２８年４月１日から施行する

ものであります。 

 以上、議案第２１号の説明を終わります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 
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〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第２１号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第２１号は可決されました。 

 

    ◎日程第８ 議案第２６号 滝川市介護保険条例の一部を改正する条例 

〇議  長 日程第８、議案第２６号 滝川市介護保険条例の一部を改正する条例を議題といたし

ます。 

 提案理由の説明を求めます。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 ただいま上程されました議案第２６号 滝川市介護保険条例の一部を改正する条

例につきましてご説明申し上げます。 

 改正の趣旨でございますが、平成２６年６月２５日に地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関する法律が公布され、その一部が平成２８年４月１日から

施行されます。この条例は、当該法改正により必要となる条文の整理を行うため、滝川市介護保険

条例を改正したいとするものでございます。 

 改正内容につきましては、参考資料の新旧対照表をごらんいただきたいと存じます。第４条の３

の２第１項中に引用されております介護保険法の条項の繰り下げに伴う文言整理でございまして、

第８条第２４項という条項を第８条第２５項に改める改正でございます。 

 附則でございますが、この条例の施行期日を平成２８年４月１日にしたいとするものでございま

す。 

 以上、説明とさせていただきます。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 
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 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第２６号を採決いたします。 

 本案を可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第２６号は可決されました。 

 

    ◎日程第９ 議案第４１号 教育委員会委員の任命について 

〇議  長 日程第９、議案第４１号 教育委員会委員の任命についてを議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。市長。 

〇市  長 ただいま上程されました議案第４１号 教育委員会委員の任命について提案理由のご

説明を申し上げます。 

 滝川市教育委員会委員、野地和英氏が平成２８年５月２３日で任期が満了となります。このため、

後任として蜂矢忠昭氏を任命いたしたいと存じますので、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第４条第２項の規定により本議会の同意を求めるものでございます。 

 蜂矢忠昭氏の略歴書につきましてはお手元に印刷配付のとおりでございますので、ご一読いただ

き、ご同意賜りますようお願い申し上げ、提案理由の説明といたします。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第４１号を採決いたします。 

 本案については、これに同意することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、本案はこれに同意することに決しました。 

 

    ◎日程第１０ 議案第４２号 公平委員会委員の選任について 

〇議  長 日程第１０、議案第４２号 公平委員会委員の選任についてを議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。市長。 

〇市  長 ただいま上程されました議案第４２号 公平委員会委員の選任について提案理由のご
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説明を申し上げます。 

 滝川市ほか６組合公平委員会委員、小出孝氏が平成２８年３月３１日で任期が満了となります。

このため、後任として森井智江氏を選任いたしたいと存じますので、地方公務員法第９条の２第２

項の規定により本議会の同意を求めるものでございます。 

 森井智江氏の略歴書につきましてはお手元に印刷配付のとおりでございますので、ご一読いただ

き、ご同意賜りますようお願い申し上げ、提案理由の説明といたします。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第４２号を採決いたします。 

 本案については、これに同意することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、本案はこれに同意することに決しました。 

 

    ◎日程第１１ 議案第４３号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

〇議  長 日程第１１、議案第４３号 固定資産評価審査委員会委員の選任についてを議題とい

たします。 

 提案理由の説明を求めます。市長。 

〇市  長 ただいま上程されました議案第４３号 固定資産評価審査委員会委員の選任について

提案理由のご説明を申し上げます。 

 滝川市固定資産評価審査委員会委員、好川章氏が平成２８年６月１４日で任期が満了となります。

このため、後任として白木正博氏を選任いたしたいと存じますので、地方税法第４２３条第３項の

規定により本議会の同意を求めるものでございます。 

 白木正博氏の略歴書につきましてはお手元に印刷配付のとおりでございますので、ご一読いただ

き、ご同意賜りますようお願い申し上げ、提案理由の説明といたします。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 
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 これにて質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて討論を終結いたします。 

 これより議案第４３号を採決いたします。 

 本案については、これに同意することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、本案はこれに同意することに決しました。 

 

    ◎日程第１２ 諮問第１号 平和都市宣言について 

〇議  長 日程第１２、諮問第１号 平和都市宣言についてを議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。市長。 

〇市  長 ただいまのこの平和都市宣言につきましては、昨年３月の第１回市議会定例会本会議

において窪之内前市議よりご質問いただいた際、宣言に向け取り組んでいきたいとお答えをいたし

ました。また、昨年１２月の第４回市議会定例会本会議では、木下議員より宣言実施に向けた進捗

状況に対するご質問をいただき、今回の平成２８年第１回市議会定例会本会議で提案させていただ

くことをお答えし、本日に至っております。 

 近年の世界各地における紛争やテロの頻発、また日本の近隣諸国では北朝鮮による核実験やロケ

ット打ち上げと称するミサイル発射事件など、平和を脅かす不安な出来事が幾つも見受けられます。

平和都市宣言の実施につきましては、全国の自治体の宣言率が９０パーセントを超え、道内では約

６０パーセントでございます。既に宣言を実施している自治体の多くでは、核兵器の廃絶のみに特

化した宣言文が多く見受けられます。しかし、昨今の世界情勢では、民族間や地域間の紛争、情勢

の不安定な国の内戦、ＩＳ等のテロリスト集団から諸外国に対する終わりの見えないテロ行為とい

ったさまざまな争いが頻発しております。滝川市では、北海道内の中でも国際交流を率先して進め

てきた実績があり、さまざまな国や地域から多種多様な方々が数多く訪れていただいております。

国や地域、民族、宗教、文化、歴史、思想、習慣などそれぞれ違う人々が集まるということは、ま

ずその違いを見きわめ、理解しなければなりません。そして、違うところや共通するところを発見

し、共有しながら交流を継続していく、その積み重ねがお互いを知ることとなり、信頼を築いてい

くことにつながります。全国の既宣言自治体に対して後発となる滝川市の平和都市宣言文は、核兵

器の廃絶はもとより、全ての争いのない平和な世界の実現と滝川市の美しい自然や代々受け継がれ

てきた文化や伝統といった滝川市の財産をこれからの未来を担っていく子供たちへしっかり引き継

いでいくため、滝川市ならではの宣言文としたところであります。 

 本宣言文を滝川市議会へ諮問させていただきますので、ご審議のほどをよろしくお願い申し上げ

ます。 
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 以上であります。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 お諮りいたします。ただいま議題となっております諮問第１号 平和都市宣言については、過日

の議会運営委員会において確認したとおり、本会議における質疑を省略し、総務文教常任委員会に

付託したいと思います。これに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、諮問第１号については、総務文教常任委員会に付託をいたします。 

 

    ◎休会の件について 

〇議  長 お諮りいたします。 

 議事の都合により、３月４日から３月９日までの６日間休会いたしたいと思います。これに異議

ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、３月４日から３月９日までの６日間休会することに決しました。 

 

    ◎散会宣告 

〇議  長 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

散会 午前１１時２２分 
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開議 午前１０時００分 

    ◎開議宣告 

〇議  長 ただいまの出席議員数は、１８名であります。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

    ◎日程第１ 会議録署名議員指名 

〇議  長 日程第１、会議録署名議員指名を行います。 

 会議録署名議員は、議長において山口議員、柴田議員を指名いたします。 

 

    ◎日程第２ 議案の訂正について（議案第３９号 公の施設の指定管理者の指定につい 

          て）                                

〇議  長 日程第２、議案の訂正について（議案第３９号 公の施設の指定管理者の指定につい

て）を議題といたします。 

 訂正理由の説明を求めます。産業振興部長。 

〇産業振興部長 お許しをいただきましたので、議案訂正の説明をさせていただきます。 

 ３月２日の本会議に上程され、提案理由の説明をさせていただきました議案第３９号、ふれ愛の

里及び池の前水上公園の一部に係る公の施設の指定管理者の指定についてでございますが、指定管

理を行わせる公の施設である滝川ふれ愛の里につきましては、その施設の一部である地ビール製造

施設を平成２６年１１月１日から３年間、大雪地ビール株式会社を指定管理者として指定管理を行

っていることから、本議案におきましては滝川ふれ愛の里について地ビール製造施設を除く旨の記

載をすべきところをこの記載が漏れておりました。大変申しわけございませんでした。 

 以上、議案訂正についてご承認賜りますようお願い申し上げます。 

〇議  長 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議案の訂正については、承認することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第３９号 公の施設の指定管理者の指定についての議案の訂正については、承認す

ることに決定いたしました。 

 これより訂正をいたしました議案を配付いたします。 

 

    ◎日程第３ 平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針に対する代表質 

          問                                  

〇議  長 日程第３、これより平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針に対

する代表質問を行います。 

 配付をいたしておりますプリントの順に従って行っていただきます。 

 なお、質問の時間は再質問を含めて４５分以内の持ち時間制により演壇において行っていただく
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ことになっておりますので、質問、答弁ともに要点を簡潔にするようお願いいたします。また、質

問は通告の範囲を遵守するようお願いいたします。 

 関藤議員の発言を許します。関藤議員。 

〇関藤議員 おはようございます。そして、数多くの傍聴に来られている市民の皆様、ご苦労さま

です。会派清新の関藤龍也でございます。２月、毎日のように降り続いた雪もこの３月に入りまし

て穏やかな天気が続いております。きょうも天気が大変よく、私どもの質問に対してもすかっとす

るご答弁をお願いいたします。 

 それでは、前田市政２期２年目の市政運営について、会派清新を代表しまして、滝川市市政執行

方針並びに教育行政執行方針に対し、代表質問をさせていただきます。 

 

    ◎１、市政運営の基本的な考え方 

      １、行政運営の姿勢について 

      ２、滝川市の人口ビジョンについて 

 我が国日本における過去半世紀を振り返りますと、経済においてはバブル経済を経験し、その崩

壊とともに長いデフレ経済へ突入いたしました。戦後世界に類を見ない急速な経済発展を遂げてき

た日本国は、人口増のピークを終え、少子高齢化が続き、今後８，０００万人まで減少していくと

想定されております。このような現状の中で、地方自治体の運営はますます厳しさを増し、消滅の

危機にあるとさえ言われ、国もこれといった決め手施策を打ち出せず、地方創生という自治体任せ

のような施策を進めようとしております。これからの自治体を維持し、住民の生活を守るには国任

せ、国頼みだけではなく、自治体独自の施策を住民とともに打ち出し、一体となって取り組むこと

が必要なのではないでしょうか。市長は、３０年後の滝川市の見通しを安定的な市政運営と財政健

全化、そして滝川市の展望と課題を一度見直し、市政運営に当たると言っておられます。 

 そこで、滝川市の市政執行方針並びに教育行政執行方針について、以下市長の市政運営に対する

基本的な市政について、元気な産業と活力あるまちづくりについて、豊かな資源を活かした魅力あ

ふれるまちづくりについて、誰もが住みよい安全安心なまちづくりについて、未来へはばたく子ど

もたちを育むまちづくりについて、効率的な行政によるまちづくりについて、最後に教育行政につ

いてお尋ねいたします。 

 初めに、市政運営の基本的な考え方として、市長の行政運営姿勢についてお尋ねいたします。市

長は、ことしの展望をあらわす言葉として「気」という文字に思いを込められました。そして、市

長は「気」に対する思いをいろいろな場所で市民に向け発信され、厳しい財源の中で市民の安全、

安心を守り、市民サービスに応えるため努力されていることに敬意を表するところですが、私は市

の発展のために行政と市民が一丸となって新たな挑戦をすることも必要ではないかと思います。失

敗を恐れず、市の発展のために、やる気、本気、勇気を持って行政運営に臨んでいただきたいので

すが、市長の思いを改めてお伺いいたします。 

 次に、滝川市の人口ビジョンについてお伺いいたします。滝川市人口ビジョンでは、滝川市の人

口推移が示され、平成３２年度には滝川市の総人口は３万２，０００人まで減少し、高齢化が一層
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進むと見通されており、あらゆる分野で自治体を維持していくことが難しくなります。国、道の人

口減少と地域経済縮小に対する基本計画が示されました。本市においても滝川市まち・ひと・しご

と創生総合戦略において人口減少を大幅に抑えることを目的とした施策が示されました。しかし、

国、道の計画と同様に一つ一つの施策に対する具体的な実行案が示されているようには思えません。

施策に対する具体案があれば、お示しいただきたい。 

 また、日本の人口がどんどん減少していく中で、各自治体で示されている対応策はどこを見ても

同じようなものです。本市において、以前から私がご提案している外国人を積極的に受け入れるお

考えはないのか再度お伺いいたします。外国人の受け入れに関して、私が視察した自治体において

地方創生総合戦略に外国人就学特区を盛り込んでおり、既に数年前から受け入れを地元の学校と共

同で進めており、現在３００名ほどの生徒を受け入れております。本市においても國學院大學北海

道短期大学部と共同で実施することができないのか、お考えをお伺いいたします。 

 

    ◎２、元気な産業と活力あるまちづくり 

      １、持続可能な農業のための生産基盤・体制の確立について 

 次に、元気な産業と活力あるまちづくりについて、持続可能な農業のための生産基盤・体制の確

立についてお尋ねいたします。本市においては、農業を起点とし、地域産業の取り組みを推進する

としており、食品製造業の誘致や６次産業の育成を進めるとしておりますが、今までの成果と今後

の取り組みの方針をお伺いいたします。 

 農業振興においては、新規就業者、農業後継者、農業生産法人の育成を推進するために国の助成

制度や市単独の助成を行い、就農に向けた支援を行っておりますが、今後の見込みについてお尋ね

いたします。 

 本市においては基幹産業を農業と位置づけておりますが、本市の農業就業人口は就労者人口全体

から見ると５パーセントを切っており、さらに減少の一途をたどっております。このような現状の

中で本市の基幹産業は農業と言えるのか、お考えをお伺いいたします。そして、農業振興のため、

現農業就労者に対しどのような自助努力を求められているのかお伺いいたします。 

 私は、滝川市の将来を考えたとき、新たな産業にも目を向け、雇用が生まれる新規産業の創設、

誘致も積極的に視野に入れ、検討すべきと考えますが、市長のお考えをお伺いいたします。 

 市長は、地域産業の活性化を図るため、力強い産業の育成を強化するとしておりますが、新たな

産業を見出していくための情報収集を行っておられるのか、また行っているのであれば、どのよう

な手段で行っているのかお伺いいたします。 

 

    ◎３、豊かな資源を活かした魅力あふれるまちづくり 

      １、地域おこし協力隊について 

 次に、豊かな資源を活かした魅力あふれるまちづくりを進めるために活用している地域おこし協

力隊についてお尋ねいたします。当市の産業活性化と後継者の育成を目的とし、地域おこし協力隊

制度を活用しておられますが、どのような基準で採用されているのかお伺いいたします。 
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 また、採用された協力隊の任期は３年でありますが、任期終了後においても本市の活性化のため

に継続就労していただける人材を確保しているのかお伺いいたします。 

 さらに、今年度は新規就農者確保とリンゴ栽培技術の継承に地域おこし協力隊を活用されるよう

ですが、外から見ると人手不足を補うために協力隊を活用しているようにも見えますが、中身のあ

るものになっていくのかお伺いいたします。 

 

    ◎４、誰もが住みよい安全安心なまちづくり 

      １、地域福祉・自立支援の充実について 

      ２、安心して暮らせる保健・医療環境の充実について 

 次に、誰もが住みよい安全安心なまちづくりについて、地域福祉・自立支援の充実についてお尋

ねします。先進国と言われる国において、日本の認知症対策はおくれているのが現状です。筑波大

学の研究報告によると、現在５００万人ほどの認知症患者は１０年後７５０万人まで増加すると想

定されていることから、国は認知症対策を国家戦略として進める施策を打ち出しました。本市にお

ける認知症に関するサービスの提示とはどのようなことを行うのか、また認知症ケアパスとはどの

ようなもので、普及することでどのような効果を狙っておられるのかお伺いいたします。 

 また、高齢者世帯への日常生活支援総合事業の多様なサービスの創設については、どのようなサ

ービス内容を検討されているのかお伺いいたします。 

 次に、市民が安心して暮らせる保健・医療環境の充実についてお尋ねいたします。市民の安全、

安心を守る滝川市立病院の経営状況が大変な状況になっていることが報道され、市民は大きな不安

を抱いております。収益を大きく左右する入院、外来の患者数の減少原因を特定することは難しい

とのことですが、平成２７年度の１２月現在では３億９，０００万円超の収支不足であり、次年度

においては抜本的な経営改善が必要と考えます。厚生常任委員会での報告では、既に設置された地

域包括ケア病棟の本格的な稼働、医師の増員や眼科医師の常勤化など具体策について検討や実施が

されておりますが、患者の大幅減少に対する決定的な経営改善策となるのか疑問です。新年度に向

けて、経営管理も含めた新たな組織改革や前例を踏襲しない新しい視点での市立病院運営方針を示

すべきと考えますが、お考えをお伺いいたします。 

 民間病院などでは毎月のデータを分析し、経営に生かしていると聞いております。上半期中に策

定される滝川市立病院改革ではどのような改革を考えておられるのか、現時点でのお考えをお伺い

いたします。 

 今後さらに人口減少が続くとなれば、病院経営はさらに悪化し、自治体で維持できなくなること

も想定されます。今やらなければならないことは、必要なものとそうでないものを見きわめる必要

があると思います。必要なものとして市民が安心できる医師、看護師の患者への接遇対応がありま

すが、このことについての市民評価をどのように受けとめられているのかお伺いいたします。 

 

    ◎５、未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり 

      １、滝川市で子育てしたいと思われる環境づくりについて 
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 次に、未来へはばたく子どもたちを育むまちづくりとして、滝川市で子育てしたいと思われる環

境づくりについてお尋ねします。本市で子育てをしたいと思われる環境づくりにおいてさまざまな

支援策を講じられておりますが、ほとんどがどこの自治体でも実施されている内容に思われます。

市長は、当初給食費の無償化を公約に挙げておりましたが、財政的に厳しく、今のところは断念さ

れております。しかし、現実的に多子家庭では毎月の負担が大きく、厳しい生活を強いられており

ます。そこで、例えば３子以上の子育てをされている家庭においては水道料の割引、住民税の減額

等の措置は講じられないのかお伺いいたします。 

 

    ◎６、効率的な行政によるまちづくりについて 

      １、事務等の効率化について 

 次に、効率的な行政を進めるための事務等の効率化についてお尋ねします。本市の職員は有能な

人材が多く、その職務に日々努力されていることに敬意を表します。しかし、これからの財政健全

化に向け、事務事業の見直し、効率的な事務事業の遂行を進めていく必要があることから、職員の

意識改革が必要ではないでしょうか。公務員の業務に対する意識と民間人の意識には大きな温度差

があるのも事実ではないでしょうか。そこで、職員が効率的な業務遂行をなしているか否か、その

勤務評価と人事評価を行うことは必要であると考えますが、現時点での調査で国が示している人事

評価の制度において実施している自治体の割合は都道府県で８割程度、政令都市ではほぼ１０割、

しかし市区町村では３割強となっており、地方自治体においてはこの制度はなじまないのではない

かと思われますが、本市における人事評価制度はどのように行われていくのかお伺いいたします。 

 効率的な事務事業を進めるに当たっては、そこで業務を遂行する人の意識が重要だと考えますが、

お考えをお伺いいたします。 

 

    ◎７、教育行政 

      １、基本方針について 

      ２、学校教育について 

      ３、教育環境の充実について 

 次に、教育行政についてお伺いいたします。教育の基本方針として、初めに幼少期から義務教育

課程までの教育行政についてお尋ねいたします。教育行政基本方針として知、徳、体のバランスの

とれた教育を目指しておりますが、これらの根本をなす心の教育を育てなければなりません。本市

においては、道徳教育として北海道教育委員会から開西中学校が指定を受け、実践研究等を行って

きたと思いますが、今後の研究方針についてお尋ねいたします。 

 学校現場における道徳教育については、私は道徳教育、すなわち心の教育の主体は家庭教育にあ

り、学校現場にその責任を求めるには無理があると思っております。目に見えない子供たちの心の

教育の責任は私たち大人社会にあり、それを見守るのが家庭なのではないでしょうか。学校現場に

求めるとすれば、生徒一人一人の言動に対し目配り、気配り、心配りをし、見守ることであり、学

校外で起きる社会的な問題を学校にその責任を問うには無理があると考えております。教育行政に
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おける責任体制の明確化と道徳教育に対する教育長のお考えをお伺いいたします。 

 道徳教育の研究は進められているようですが、家庭教育の研究もあわせて進め、家庭教育支援事

業を行うべきと考えますが、教育長のお考えをお伺いいたします。 

 また、本市独自の道徳教育推進事業の具体的な事業内容についてお伺いいたします。 

 そこで、学校教育と家庭教育の役割について保護者の方々に理解をしていただかなければなりま

せん。例えば保護者全員が学校に出向いていただく機会は、入学式、卒業式です。この機会に保護

者に対し講演会、勉強会等を実施してはいかがでしょうか、お考えをお伺いいたします。 

 次に、教育環境の充実についてお尋ねいたします。社会情勢が急激に変化していく中で教育環境

も大きく変化し、社会で生きていく上で必要な学力を身につけさせることが求められます。本市の

高等教育は、道内でも恵まれた環境にある地域と言えるでしょう。しかし、今後さらに進む少子化

を考えたとき、高等学校の間口減は避けられません。以前にも質問させていただきました今後の高

等学校のあり方について、高等学校の学科の見直しも視野に入れて検討しなければならないとのご

答弁をいただきました。日本社会は、今後人口減が進み、生産者人口の問題が深刻化していくと想

定されます。社会が必要とする人材育成、教育は日本社会の課題でもあることからも、社会が必要

とする人材育成の基礎教育をする新たな高等教育環境を整備していくことに対してのお考えをお伺

いいたします。 

 ２９年度から教育の振興と推進に具体的な施策として滝川市教育推進計画を策定するとしており

ますが、現段階での構想があれば、お伺いいたします。 

 以上を申し上げまして会派清新の代表質問とさせていただきます。 

（何事か言う声あり） 

〇関藤議員 大変失礼いたしました。訂正させていただきます。 

 滝川市人口ビジョンでは滝川市の人口推移が示され、平成３２年度と申し上げましたが、平成５

２年度の誤りです。失礼いたしました。 

〇議  長 関藤議員の質問に対する答弁を求めます。市長。 

〇市  長 それでは、会派清新、関藤議員からの代表質問に順次お答えをさせていただきます。 

 私は、ことし１年の展望をあらわす言葉として「気」という一文字を掲げました。「気」はいろ

いろな意味で使われています。活動のもとになる気力をあらわす元気、意気込みをあらわす言葉と

しての覇気など、前向きな例として使われる言葉も数多くある一方、気力に欠ける弱気、病をあら

わす病気など、「気」という言葉は心の持ち方の問題であり、心の置きどころをどこに持つかが重

要であると考えております。ことしの仕事始めの式の際、私から職員に対しまして常に前向きな姿

勢で仕事に取り組んでいただきたい、その思いを込めた一文字ですと伝えました。滝川市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略の着実な推進はもちろんですが、中心市街地の再生、子育て支援の充実や

教育のマチたきかわの実現など、さまざまな課題に直面しており、未来への展望を切り開いていか

なければなりません。従来のやり方にとらわれず、常にアンテナを高くして情報収集に努め、オー

ル滝川でやる気、本気、勇気を持って果敢に取り組んでいく覚悟ですので、ご理解をお願いいたし

ます。 
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 次に、滝川の人口ビジョンについてでございます。滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略にお

ける施策の具体案についてのご質問ですが、２月１７日に北海道が公表した平成２７年国勢調査の

速報値によりますと、本市は平成２２年からの人口減少率が４．５パーセントとなり、中空知管内

の市町では最も低い減少率でありました。また、国立社会保障・人口問題研究所の平成２７年時点

の推計値よりも人口が３３５人上回っており、これまでの地道な政策の積み重ねがこうした結果に

つながっているものと推察しています。総合戦略では、３つの基本目標に基づいて、それぞれの施

策、事業概要、重要業績評価支障、いわゆるＫＰＩを記載しておりますが、総合戦略の推進に当た

っては、各事業のＫＰＩを達成するために５カ年計画の中で適切な実施のタイミングや財源対策な

ども加味しながら、より効果的な事業を構築する必要があると考えています。重点プロジェクトを

初め、早期着手が可能なものについては順次具体化して取り組みを進めているところであり、就業

・移住ナビ事業や冬のしごとづくり事業等については国の地方創生加速化交付金の活用を想定して

準備を進めているところです。そのほかにも、滝川産業支援相談窓口、ＴＡＫＩ―Ｂｉｚ事業や観

光ガイドアプリの活用、産業創出促進助成事業、大学連携による人材還流促進事業、これは國學院

大學北海道短期大学部の奨学金となっております。など継続事業を含めまして２８年度に具体的に

実施をする考えでございますので、ご理解をお願いいたします。 

 次に、外国人の受け入れについてでございますが、滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略にお

いては、地域産業の育成、支援の観点から、外国人人材活用の推進を記載しており、市内企業など

の人材不足解消のため、地方創生特区の活用や外国人人材に対する日本語教育支援を想定するなど、

外国人人材の積極的な導入を目指しています。今年度は、市内を含む中空知地域の企業等を対象に

就業実態などのヒアリング、約２０社でございますけれども、行い、企業にとっての雇用の課題な

どを整理しているところであり、引き続き実態の把握に努め、外国人の就業等を含めた対応策を検

討してまいりたいと考えています。また、あわせまして、外国人技能実習制度につきましては、国

際研修協力機構、ＪＩＴＣＯといいますが、の制度や地方創生特区の活用など、企業などの課題を

踏まえ、有効な対応策についても検討してまいりたいと考えております。 

 次に、外国人の受け入れについての引き続いてのご質問でございますけれども、外国人の就学に

つきましては、東川町の事例ではこれまで１６カ国、１，３００名を超える外国人が日本語研修を

受講し、町立の日本語学校が昨年１０月に開校するなど、大変参考になる取り組みだと考えており

ます。また、これまでの地方創生のタウンミーティングや企業ヒアリングを通じて、企業などが外

国人人材を導入する上で、日本語を習得する場が近隣にあると導入の促進が図られる可能性がある

と感じているところです。國學院大學北海道短期大学部では、日本語を学ぶために訪れるタイの小

中学生を３月下旬から約１カ月間、昨年度に引き続いてモンゴルからの短期留学生を１名、また体

制が整えば國學院大學と合同で台湾からの留学生を受け入れるほか、２８年度にはベトナムからの

留学生の受け入れを検討する予定であると伺っております。大々的に研修生などを受け入れる際に

は、短大部のみならず、市全体として受け入れ態勢や周辺環境の整備が求められるところであり、

短大部とも十分に情報交換を行いながら、今後の外国人人材導入に向けた方策などについて引き続

き検討してまいります。 
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 次に、大きな２件目、１項目めの農業の問題についてでございます。これまでもご同様の質問に

お答えをさせていただきましたが、食品製造業の誘致につきましては本市の農業を生かす意味から

も重要なテーマとして取り組んでおります。しかしながら、工場の立地については一朝一夕に決ま

るものではなく、まずは地域で生産される原料の取引から始め、ご縁が深まった先に誘致実現が見

えてくるものと考えております。これまでと同様に地道な企業訪問と事業提案を継続する中で、誘

致活動に取り組んでまいります。一方、６次産業化の育成につきましては、リンゴの発泡酒が好事

例であり、市内の農業者や地元企業とのマッチングも視野に入れ、引き続き６次産業化を推進して

まいります。また、市内事業者による６次産業化については、昨年サツマイモを生産している農業

者とお菓子屋さんが連携して、国の農商工連携事業の認定を受けたところであり、今後も地域の農

畜産物を原料とする商品開発や農商工連携に対してさまざまな支援制度の活用などを通じて事業化

の芽を小さなところから育てるスタンスで取り組んでまいります。 

 次に、農業振興についての今後の見込み等についてでございますが、さきに公表されました２０

１５年農林業センサスの概数値において、全国的に既存農家の高齢化の進行や後継者不足により農

家戸数がさらに減少していることが示されました。市町村ごとの結果は今後公表される予定ですが、

当市において高齢農家の離農による戸数の減少に伴い、担い手への農地集積により１戸当たりの経

営耕地面積の増加がさらに進んでいるものと見込んでおります。このような状況において、後継者

のいない農家の経営を引き継ぐ第三者経営継承、いわゆるリレー方式を含めました新規就農者の確

保、育成、農業塾を柱とした生産技術や経営管理能力を養ってもらう場の提供による後継者支援、

規模拡大によるコスト低減や雇用の受け皿など、地域の中心的な経営体としての役割も期待できる

農業生産法人の育成を農業施策の３本柱として、今後も引き続き関係機関と連携を図りながら持続

可能な生産体制の確立を図ってまいります。 

 次に、３番目の農業が基幹産業とは言えないのではというお話と振興のための自助努力というご

質問でございます。本市の農業就業人口は年々減少傾向にあり、就業者数全体に占める割合も決し

て高くはありません。しかし、農業経営の法人化や農業関連企業の参入により、新たな雇用の拡大

や特産品の開発など、農業から発展する産業には大きな可能性があります。本市には約５，０００

ヘクタールの農地があり、農産物の生産はもちろんのこと、美しい農村景観を生み出し、菜の花ま

つりは滝川を代表するイベントの一つになっています。また、田植えや収穫体験などの教育の場と

しての機能など、農業が持つ多面的な機能は多くの市民に恩恵を与えるものであり、本市の貴重な

財産であると考え、新たな可能性を秘めた農業は本市の基幹産業ではないかと考えております。農

家自身に求められているものは、品質の高い安全な農産物を低コストで生産し、価格競争力をつけ

ることですが、現在滝川市の農家においても化学肥料や化学合成農薬を低減する安全、安心な農産

物の生産、生産コストの低減を図るための米の直播技術の導入、さらにはエゴマなど新規需要作物

の栽培など、さまざまな取り組みの努力がなされています。しかしながら、農産物の生産が天候に

左右され、収量、価格が不安定な面があり、さらにはＴＰＰなど農業を取り巻く情勢についても先

行きが不透明な状況にあります。市としては、今後も国の経営所得安定対策や基盤整備事業などを

着実に推進するとともに、さまざまな制度を活用して農家に対する支援を行い、農業振興を図って
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まいりたいと考えております。 

 続きまして、新規産業の誘致でございます。これまで鈴木副市長を中心に積極的な情報収集と企

業訪問活動を行うとともに、本市が持つ地域資源を活用できる企業への働きかけなど、食品製造業

などの企業誘致に努めてまいりました。また、地元企業の新分野進出、企業化など、産業振興や雇

用創出につながる新たな事業への支援を行う産業創出促進助成金制度を創設するとともに、ワンス

トップ型の支援窓口を設置し、地域産業の活性化を図ってきたところであります。今後とも、鈴木

副市長が４年間で築き上げたネットワークを活用しながら、積極的な企業訪問活動を行うとともに、

産業支援相談窓口、ＴＡＫＩ―Ｂｉｚ事業による市内事業者の事業拡大や企業化などの支援を行い、

地域産業の振興を図ってまいります。雇用が生まれる新規産業の誘致としては、企業名を申し上げ

ることはできませんが、流通関連企業１社及び農業関連企業１社から当市への進出のお話をいただ

いており、誘致実現に向け交渉を重ねております。 

 次に、情報収集についてでございます。力強い産業を育成、強化するためには情報収集が極めて

重要と認識しております。今までにも新たな産業の情報収集については、鈴木副市長のネットワー

クや職員派遣を実施している新日本スーパーマーケット協会、さらには今まで築き上げてきた人脈

などからの情報をもとに食品関連やエネルギー関連企業など、４年間で約２５０回訪問してきたと

ころであります。その結果、夕張ツムラの誘致や米の販路拡大、さらにはメガソーラーの誘致が実

現されたところであります。先ほども答弁させていただきましたが、今後も鈴木副市長が４年間で

築き上げたネットワークを活用しながら積極的な企業訪問活動を行い、地域産業の進行を図ってま

いります。 

 次に、大きな３件目、１項目の地域おこし協力隊でございます。その採用基準でございますが、

当市における地域おこし協力隊は、３大都市圏または政令指定都市の住民を受け入れて委嘱し、地

域活動の支援や産業の応援、住民の生活支援など地域協力活動に従事してもらい、あわせて定住、

定着を図りながら地域の活性化につなげるという総務省の推進する事業であります。観光部門では、

食による観光客誘致、江部乙地区の魅力づくりや自然体験プログラムの企画及び実施などによる観

光振興による経済効果を充実させるため、地域外の人材を積極的に受け入れ、新たな展開による地

域活性化を期待し、地域おこし協力隊を導入しました。採用基準は、基本的能力、経験やノウハウ

などを観光振興に活用できるかどうか、任期終了後の定住の可能性などを考慮し、総合的に判断す

る中で採用いたしました。採用された観光部門の２名は、戦略的な情報発信や新しい自然体験プロ

グラムの開発など、地域の魅力の創出とＰＲにおいて力を発揮しており、研修を重ね、専門的スキ

ルを高めながら、自治体職員ではまねのできない分野で活動しております。地域おこし協力隊とし

ての任期は残り１年となりましたが、ますます彼らの活動に期待をいたしております。 

 次に、任期満了後においても本市に継続就労していただけるかというご質問でございますが、観

光部門の地域おこし協力隊については選考の時点で任期終了後の定住の可能性を採用の判断材料に

含めて採用しました。また、観光部門では合同会社北海道観光まちづくりセンターに採用後の地域

おこし協力隊の指導、研修やフォローを業務委託しており、任期終了後の就労の場をどのように展

開し、確保するのか、事業化や創業などの場合においても具体的な行動計画の作成など、総合的に
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フォローできる体制を整えております。平成２８年度で任期終了を迎える観光部門の２名は、任期

終了後も地域活動の継続を考えており、定住するための準備を既に始動しているところであります

ので、活動へのご理解とご支援についてをよろしくお願いいたします。 

 さて、３番目に人手不足を補うためではないかというご質問でございますが、本市の農業の課題

であります農家戸数の減少や高齢化による担い手不足、その課題解決の一つとして地域おこし協力

隊の制度を活用し、新規就農者の確保やリンゴの栽培技術の継承と加工品などの商品開発に取り組

みたいとするものです。また、リンゴの栽培技術の継承については、「日本で最も美しい村」連合

の加盟要件の一つである地域資源となった防風林に囲まれたリンゴ畑の景観維持にもつながればと

考えております。協力隊員の受け入れ後は、相談窓口の設置や地域との交流の機会の確保、活動に

対する研修会の実施なども検討しており、ＪＡや普及センターなど関係機関とも連携して、就農に

向けた支援を行い、任期が終了した後は地域の担い手となり、定住並びに地域振興につながるよう

取り組んでまいりたいと考えております。なお、滝川ふれ愛の里における地ビール事業では、専門

性の高い技術を持った人材にお越しいただき、地ビールの醸造に従事していただいているところで

あり、こうした好事例に倣い、協力隊制度を活用してまいります。 

 次に、大きな４件目の１項目め、福祉、自立支援の中で今後の認知症ケアパス等、そのサービス

の提示についてのご質問でございますが、認知症ケアパスとは認知症の方とその家族に生活機能障

害の進行に合わせ、いつ、どこで、どのような医療、介護サービスを受けることができるのか、滝

川市における具体的な機関名やケア内容等を記載するガイドブックのことであります。認知症ケア

パスが普及することで、認知症と疑われる症状が発生した場合に医療や介護サービスへのアクセス

方法がわかります。また、どのような支援を受けることができるのかを早目に理解することができ、

その後の生活に対する安心感につながると考えています。今後ますます増加すると見込まれる認知

症の方を支えていく一つのツールとして、医療、介護、福祉の関係機関にとどまらず、市民の皆様

に積極的に普及啓発してまいります。 

 次に、日常生活支援総合事業の多様なサービスの創設についてでございますが、介護予防日常生

活支援総合事業においては、従前の介護予防訪問介護や介護予防通所介護に相当するサービスのほ

かに、それぞれの地域の実情に応じた多様なサービスを行うことが可能となっております。滝川市

におきましては、国の事例紹介や先進地の事例なども参考として、介護予防の訪問介護、通所介護

に相当するサービスや温泉教室といった既存のサービスをまず移行し、多様なサービスについては

２８年度において２９年度からの実施を目指し、検討することとしているところであり、現時点に

おいて申し上げるような具体的なサービスのイメージはまだございませんので、これらの検討を経

て実施するサービスが決まりましたら、市民の皆様にも周知を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、２項目めの安心して暮らせる保健・医療の中で市立病院の運営方針についてでございます

が、市立病院の運営方針につきましては、地域の基幹病院として必要な医療機能を整備するととも

に、さらなる経営の改善と医療サービスの向上を図るため、平成２７年度から平成２９年度を計画

期間とした中期計画を策定しております。この中期計画は、患者にもスタッフにも喜ばれるマグネ

ットホスピタルをビジョンとし、財務、患者サービス、業務プロセス、学習と成長の４つの視点で
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戦略目標を定め、取り組んでおります。また、毎年病院目標を定め、各部署で目標達成のための行

動計画を立て、取り組んでおり、平成２８年度の病院目標は、１つ目といたしまして安全、安心な

医療サービスの提供、２番目といたしまして地域医療連携の推進、３番目として職場満足度の向上

としております。これらの中期計画、病院目標に対する行動計画をしっかりと実行していくことが

経営改善につながっていくことだと考えております。また、新年度に向けて新たな組織改革は現在

のところ考えてはおりません。 

 次に、病院改革、２番目でございますが、市立病院の経営につきましては経営に係る協議、各部

門の連絡調整を図るため、部長職以上で構成する事業運営会議を毎月開催しております。会議では

毎月の患者数、診療収益の状況などについて協議を行っております。また、平成２７年５月に経営

安定化対策会議を設置し、病院経営に係る課題や諸問題を的確かつ迅速に解決するための協議を行

っております。滝川市立病院改革プランにつきましては、総務省が策定した新公立病院改革ガイド

ラインに基づき策定しますが、新改革プランの基本的な考え方は医師を初めとする必要な医療スタ

ッフを適切に配置できるよう、必要な医療機能を備えた体制を整備するとともに、経営の効率化を

図り、持続可能な病院経営を目指すもので、さらに医療法に基づき北海道が策定する地域医療構想

との整合性が求められています。新改革プランは、前回の改革プランの経営効率化、再編ネットワ

ーク化、経営形態の見直しに地域医療構想を踏まえた役割の明確化を加えた４つの視点に立ったプ

ランの策定が求められています。市立病院としては、北海道が夏ごろまでに策定する地域医療構想

の策定内容や平成２８年度の診療報酬改定の影響、３月に導入した地域包括ケア病棟の稼働状況な

どを考慮して、平成２８年度から平成３２年度までの５年間に滝川市立病院改革プランをできる限

り早い時期に策定したいと考えております。 

 次に、医師、看護師の皆様方の接遇対応についてのご質問でございますが、市立病院の接遇対策

につきましては、継続した指導と研修が必要であることから、毎年新採用職員を初め、医師を含め

た全職員を対象に接遇研修を実施しているところです。また、患者様、来院者からのお声をお聞き

するため、院内７カ所に意見箱を設置しており、毎年２５０件程度の意見が寄せられております。

ご意見の内容及び回答につきましては、１階ロビーのコミュニケーションボードへの掲示をしてい

るほか、職員への周知も行っております。ご意見の中には、職員に対する感謝の言葉もいただいて

おりますが、接遇に対する意見もあることから、職員の接遇向上と改善に向けて今後も積極的に取

り組んでまいります。 

 次に、大きな５件目の１項目め、滝川で子育てをしたいと思われる環境づくりの第３子以降等と

のご質問でございますが、多子世帯に対する負担軽減策につきましては、滝川市では現在幼稚園を

含み３人同時に利用する場合の第３子の保育所保育料は無料、第２子は半額、２つ目として３人同

時に利用する場合における第１子の学童保育料は通常の３分の１、第２子は半額、３つ目として小

学３年生までの子供の中で第３子の幼稚園入園料及び保育料は就園奨励費の支給により実質的に無

料、第２子も大幅な自己負担の減となっているほか、こども発達支援センターにおける障がい児通

所支援利用児童やファミリーサポートセンターにおけるファミリーサポート事業など、多子世帯の

保護者に対する軽減策を既に実施しているところでございます。なお、先ほどの保育所保育料につ
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きましては、本年４月より、収入制限はあるものの、同時入所でなくとも減免となるよう多子計算

に係る年齢制限が撤廃され、減免の対象が拡大されることとなります。このように国、道から新た

なメニューが示された場合には、対応を検討させていただくこととなりますが、現状では多子世帯

に対し滝川市単独で独自の割引、減額等を実施することは非常に困難と考えております。ご理解の

ほどお願いいたします。 

 次に、大きな６件目の事務等の効率化、人事評価でございますが、ご質問いただきました人事評

価や改正地方公務員法に規定のとおり、職員の任用、給与など人事管理の基礎とするため、職員が

その職務を遂行するに当たり発揮した能力及び上げた業績を評価するものとして、平成２８年度か

ら全ての自治体に実施の義務づけがされたところであります。本市においては、平成２１年度から

独自に試行を開始し、さらに改正公布後の昨年及び今年度においては、法や通知に基づく制度とす

るために、国が示す情報を活用するとともに、何より実施するのは職員自身でありますから、試行

を通じて多くの職員の意見を聴取しながら、現在制度の最終設計を図っているところであります。

目標管理型の業績評価の部分など、従来の勤務評定制度にないなじみの薄い要素もございますが、

今月下旬に予定する職員説明会のほか、実施後においても職員に十分な理解が得られ、制度が円滑

に運営されるよう取り組んでいきたいと考えておりますので、ご理解をよろしくお願いいたします。 

 次に、職員の意識改革についてのご質問ですが、私は民間出身でありますが、行政においても民

間的な発想による事務事業の効率化、節減、無駄の排除といった視点が重要になると考え、さきの

任期において民間企業感覚を取り入れた市役所改革を市政運営の基本に、民間企業研修の実施のほ

か、さまざまな取り組みを重点的に進めたところであります。意識改革は非常に重要であります。

同じ仕事をするにしても、意識の持ちようで見方もやり方も異なってきます。重要である一方で、

意識改革をどう促すか、またどのような研修方法がよいか、意識改革の効果をどう測定するかなど、

進行管理についてはなかなか難しいところもありますが、少なくとも私なりに常日ごろの職員との

対話や行動を通じて意識の変化は感じているところでありますので、効率化に向けて今後もさらに

進めてまいりたいと思っておりますので、ぜひともご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

 私からは以上でございます。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 続きまして、私から答弁させていただきます。教育長として初の代表質問答弁となり

ます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、答弁させていただきます。開西中学校が道教委から指定を受けた道徳教育推進校事業

の内容と成果、そして今後の研究方針についての質問についてお答えいたします。今年度開西中学

校では４点について道徳教育に係る実践的研究を進めてまいりました。１つ目として、道徳の時間

の授業公開及び実践発表による管内への成果の普及、そして２点目として、学校全体で重点的に取

り組む道徳教育推進週間、月間の実施、３点目として、道徳教育に係る生徒へのアンケートの実施

による事業の検証、これは年２回でございます。４点目として、道徳教育に係る先進事例の収集と

いうことでございます。この事業の成果としましては、大きく２点ございました。１点目としては、

生徒の実態把握に基づき、効果的な道徳教材を活用した道徳授業を教員が日常的に行ったり、地域
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一斉参観日、コスモスデーにいじめ撲滅集会を全校道徳として実施し、心を耕す活動を公開するな

どの取り組みを通して生徒の道徳的心情を高めてきたこと、そして２点目として、外部講師を活用

した講演会を実施し、子供の心に響く取り組みの充実を図ることができたことです。そうした取り

組みの成果は、生徒対象に行った２回のアンケートから生徒の変容として見られたところでござい

ます。今後の研究方針についてのご質問ですが、開西中学校の研究から明らかになった効果的な指

導のあり方を学習指導案などの実践集として既に市内各校に配付したところであります。今後もこ

れまで同様に市独自の道徳教育推進事業を通し、その研究成果を各学校の授業改善に反映できるよ

う取り進めてまいります。 

 次に、教育行政における責任体制の明確化と道徳教育に対する考えというご質問でございますが、

道徳教育に対する基本的な見解としましては、規則正しい生活や思いやりの気持ち、善悪の判断や

友達と仲よくし、助け合う気持ちなど、本来家庭教育の中で培われる内容も多いことから、議員さ

んのご指摘のとおり、家庭教育は言うまでもなく重要なところだと考えております。また、そのこ

とは、教育基本法にも子育てにおける家庭教育の第一義的責任について定められているところであ

り、同時に国及び地方公共団体が家庭教育の自主性を尊重しつつ家庭教育を支援する施策を講じる

よう努めることも明記されているところです。したがいまして、学校、家庭、地域が連携し、ある

いは車の両輪の関係となって子供たちを育てていくことが肝要かと考えております。道徳教育とし

ては、学習指導要領に家庭や地域の実態を踏まえ、学校における道徳教育の充実を重視するとして、

児童生徒の発達段階に応じた指導内容の重点化をすることや体験活動の推進を行うことなどが大切

なこととされております。各学校ではこうした道徳の基本をもとに教育課程を編成していますが、

教育委員会としましては執行方針の基本方針に記した知、徳、体のバランスのとれた生きる力を育

む学校教育の充実に努めるため、市独自の道徳教育推進事業を進めるほか、いじめ未然防止やネッ

トトラブル解消事業にも取り組んでまいります。 

 次に、家庭教育支援事業を行うべきとのご質問でございますが、子供の基本的な生活習慣や道徳

心はさまざまな人とのかかわりの中で身につくものであり、その最も基礎が家庭であると思ってお

ります。近年核家族化や少子化、近所づき合いの希薄化などから家庭の教育力が低下していると言

われております。言葉遣いや生活習慣、コミュニケーションなど生きていく上で必要なスキルやマ

ナーは家庭の中で親が子にしつけとして身につけさせなくてはならないものですが、親の多忙や未

熟さから十分ではないケースが見られます。滝川市では、家庭教育支援として市民から公募した家

庭の中で取り組んでほしい約束事を示した我が家のマナーの周知や基本的生活習慣の定着の取り組

みとしても評価されている地区育成会主催の通学合宿の支援、滝川市ＰＴＡ連合会と連携して研修

会の開催など取り組んでまいりました。家庭教育支援に関する取り組みに大変高い関心を持つ保護

者がいる一方で、余り興味を示さない保護者もおり、こうした無関心層に対しての対応は大変悩ま

しいところでございます。家庭の中で子供たちが健やかに生きる力を身につけられるよう、滝川市

ＰＴＡ連合会や地区育成会との連携をしながら、保護者への学習機会の提供など取り組んでいきた

いと考えております。 

 次に、道徳教育推進事業の内容の質問でございますが、本市においては平成１９年、２０年度に
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文部科学省の指定事業、児童生徒の心に響く道徳教育推進事業に取り組んだ経緯がございます。こ

の事業の成果を引き継ぐ形で、平成２１年度から市独自の道徳教育推進事業に取り組んでおり、今

年度で７年目の研究となります。事業内容についてですが、小中学校から１名委員を選出し、研究

を推進しております。そして、今年度の研究テーマは、自己の生き方についての考えを深め、主体

的に判断し、行動する心と他者を思いやり他者との関係を大切にする心を育むための授業のあり方

となっております。各委員は授業公開を行い、実践してきた研究成果を広げ、深める取り組みを行

っております。そして、委員の研究成果の集大成を発表する場として実践発表会を開催しておりま

す。さらに、本年２月２５日に行いました実践発表会には、市内教職員のほか、留萌管内の中学校

からも参加者がおり、本事業の成果を共有できたところであります。今後これらの研究成果を冊子

物や電子データ媒体で市内各校に配付し、活用を促進させるとともに、教育委員会ホームページに

おいても公開し、広く成果を発信する予定でございます。次年度も事業の推進を通し、各学校にお

ける道徳教育の一層の充実を図ってまいります。 

 次に、入学式、卒業式のような場で保護者に対し講演会、勉強会等を実施してはいかがかという

ご質問でございますが、卒業式、入学式当日はというと学校内における日程が大変立て込みますの

で、現実的には難しいと思いますが、一つの方法として議員さんのご指摘のとおり家庭教育の役割

の啓発のために講演会を開催するということは有効であると考えております。各学校では学年、学

級行事を保護者同席で開催したり、参観日等における保護者懇談会での啓発などに取り組んでいる

ところであります。また、最近の道徳の授業では保護者も巻き込んでの推進が叫ばれていることか

ら、児童と同じように道徳の授業に参加していただいたり、講師として出席していただいたり、授

業後の家庭における指導に協力をいただいたりしているところであります。今年度実施した道徳教

育推進事業における滝川第二小学校の実践では、小学校１年生の児童を対象とした友達と仲よくと

いうテーマの授業を実施した後、授業の様子を学級だよりでお伝えしながら、課題について親子で

の話題とするよう依頼し、授業で用いたワークシートに保護者の感想を記入していただくといった

取り組みを行っているところであります。さらに、講演会等についても今後検討していきたいと考

えております。 

 次に、滝川西高等学校間口削減の関係のご質問でございますが、昨年の６月以降、校内に設置し

た検討委員会で議論を重ねてきております。検討に当たっては、空知北学区の間口の状況、中学校

卒業者数の推移と進学動向、西高に対するイメージと卒業後の進路状況、平成２８年度の出願状況

などを参考に進められ、平成３０年度に向けては、生徒数が減少傾向にあっても進学希望が多いこ

とから、普通科のニーズが高いものと判断されているようでございます。ご存じのとおり、西高は

先生方の熱心な指導により生徒は礼儀や規律を重んじる伝統を受け継ぎ、学力の面でも部活動の面

でもしっかりと取り組んでおり、まさに文武両道の学校として市内外から多くの生徒が集まってき

ております。以上のことから、社会で必要とされる学力の定着やこれからのグローバル社会で活躍

できる人材を育成し、保護者や地域からの期待に応えられる学校を目指し、学科転換も視野に入れ

て学科のあり方を検討してまいります。 

 次に、滝川市教育推進計画の現段階での構想ということでございますが、教育推進計画の策定に
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係る構想のご質問ですが、本市の教育推進計画は平成２４年３月に１０年間の全体計画の中に滝川

の目指すべき教育の姿として理念と目標を掲げてスタートし、平成２４年度から平成２８年度まで

の５年間を第１期教育推進計画と位置づけ、具体的な重点施策を明確にして進めてまいりました。

また、第１期計画の策定に当たっては、滝川市の総合計画の策定時期と同じであったことから、子

育て支援の施策との連携なども含めた計画となっているところでございます。そこで、平成２９年

度からの第２期教育推進計画の策定に当たって行うこととしては、１点目として第１期の計画にお

ける施策、事業項目の達成度の検証でございます。これは、事務事業の点検、評価を外部人材も活

用して毎年度実施してきた累積がありますので、これを参考にしたいと考えております。２点目と

して、理念や目標の見直しと追加などについての検討と考えております。３点目としては、第１期

計画では施策事業項目に目標指標の数値をつける計画となっており、いわゆるＰＤＣＡサイクルを

具体化したものでありますので、目標内容の検討をしたいというふうに考えております。以上の３

点を重点として作業を開始するとともに、市民の皆さんにわかりやすいものとなるよう配慮しつつ、

学力、体力の向上やいじめ解消など、課題解決に結びつく計画となるよう検討を進めたいというふ

うに考えております。 

 私からは以上でございます。 

〇議  長 答弁が終わりました。関藤議員、再質問ございますか。関藤議員。 

〇関藤議員 ご答弁ありがとうございました。ただいまの答弁に対しまして数点再質問させていた

だきたいと思います。 

 まず、１点目に市長の「気」に対する思いを確認させていただきました。何事にも挑戦と行動を

起こしていくことが重要であり、それがなければ前に進んでいきません。市長を支える立場からも

積極的な市政運営に当たっていただけることをお願い申し上げます。 

 質問としましては、人口ビジョンについてお尋ねいたします。重点プロジェクトを一つ一つの施

策を段階的に進められていくということは理解いたしました。その内容につきましては、しっかり

と成果の出る事業内容となることをまずは期待申し上げます。その中で、就学・移住ナビ事業とい

うのがございました。これは、どのような手法で行われているのか、１点目にお尋ねいたします。 

 また、日本語教育支援ということで外国人の受け入れに関して、この点につきましては就労と就

学という両面から考えることができると思います。この場合、就学で受け入れる場合、また就労で

受け入れる場合、どのような方法があるのか、ビザの問題だとか受け入れ団体の問題等があると思

います。 

 そこで、ご答弁の中にもありました東川町の取り組みでございます。東川町につきましては私も、

昨年１０月ですか、テレビで放映されましてからすぐ視察に行ってまいりました。その結果、東川

町さん、もともとこの事業は事業としてやっていただけないかということで旭川市さんに依頼が来

たそうですが、問題であったのは受け入れるときの生徒が一堂に宿泊する施設、つまり寮、これが

ないということで、東川町さんが、たまたま東川町に北工学園という専門学校がございます。ここ

の理事長さんと話し合いをした結果、そこも日本の生徒だけではこれから少子化で生徒が集まらな

いということで、積極的に受け入れたいということで、あいている寮を活用してこの事業が進んで
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いったそうです。今現在３００名ほどの生徒を受け入れているということですが、ここで受け入れ

るときに、先ほどご答弁にもありました十数カ国から受け入れているということで、受け入れに当

たってビザの問題、そして法律的な問題がございます。そういったことで、東川町さんはこの事業

を行うための事務所をこのためだけに設置しております。本市においては、今後もし、そのような

ことが進められていった場合、事務所設置などを検討するお考えはあるのかお伺いいたします。 

 そして、次に産業の育成についてお尋ねいたします。新規産業の創設、また誘致、そして新たな

産業を見出していくための情報収集についてでございます。先ほどのご答弁でもありましたように、

鈴木副市長とともに情報収集を行い、築いてきたネットワークを活用するということでございます。

そして、地域産業の振興を図るというご答弁をいただきましたが、鈴木副市長の任期はもう今月い

っぱいで終わりなわけです。そして、鈴木副市長が持っているネットワークも限りがあるわけです。

そういった中で、今後その情報収集、そしてネットワークづくり、これは市職員がやっていかなけ

ればならないはずです。鈴木副市長がおられなくなった後、そのことについてはどのように考えて

おられるのか。滝川市にとって欲しい情報が何であるのか、それを職員がみずから考えて行動して

いかなければなりません。市長のトップセールスと同様に、職員に対しその活動をさせることがで

きるのかお伺いいたします。例えば私が１期目のときに荒木議員とともに、滝川市にとって医師不

足ということで、すぐ東京の１０大学に営業に行った経緯がございます。そういったように、滝川

市にとって必要なもの、そしてこの情報が欲しいといったときに誰かを頼るのではなくて、職員み

ずからゼロからの情報収集をするということが情報収集なのです。その点についてお尋ねしたいと

思います。 

 そしてまた、企業誘致に関しては、前にも申し上げましたが、やはり専門的なチームをつくると

いうことが必要と考えますが、お考えをお尋ねします。 

 次に、地域おこし協力隊について、ご答弁で内容は理解いたしました。その中で、観光部門で採

用されている２名、新たな地域活性化を期待し、研修も重ねているようです。しかし、市民の私た

ちから見ると、なかなか具体的にその方々がどのような活動をしているのかよく見えません。でき

ればもう少し具体的にこの２年間の活動実績があれば、お尋ねいたします。 

 次に、認知症対策についてお尋ねします。先般最高裁判所において、あの痛ましいＪＲの事故の

判決が下されました。認知症というのは、これから日本社会においても社会全体が、そして住民が

意識を持って見守っていかなければならない大きな問題と考えます。先進国にある日本は、この対

策が非常におくれているということが先般テレビでも放映されました。国は、このことに対して国

家戦略の一つとして新オレンジプランというプランを示されました。この内容については、滝川市

の認知症対策に対して精査し、参考とされたのかお伺いいたします。 

 そして、先進的な取り組みをしている事例としましては、先般もテレビで放映されました大牟田

市の事例がございます。これは、新オレンジプランにも出されている中で、非常に厚い内容でした

が、私も全部読ませていただきました。すぐ取り組めることとして、認知症というものに対しては、

先進国は徘回するということはこれを抑える、監督するという考えではなくて、逆転の発想で考え

ております。つまり認知症は徘回する病なのだと、徘回する方々を見守っていくというのが先進国
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の考え方です。そういった中で、では私たちがその意識を常に持てるかというと、今現在私たちは

元気なわけで、なかなかそこまで気が回らないわけですけれども、間違いなく１０年、１５年後、

この議場におられる方はその可能性があるわけです。そういった中で、学校教育の現場の中で認知

症を含む高齢者への理解の推進事業というのを進めております。これは、大牟田市でも行っており

ました。そして、もう一つが先ほどご答弁にもありました住民に、市民に啓発したい。これも同じ

ように大牟田市では広報活動の中で広報車、これでもって市民に周知を促しているというようなこ

とも行っております。 

 また、さらに先進国の事例を調べてまいりました。ベルギーのある都市が大変進んだ事例として

さらに住民を巻き込んでおりまして、認知症を手助けするまち、店ということで、赤いリボンがあ

りまして、これをネクタイ結びのような形にしたものが看板としてつくられている。これをまちの

協力者に対して家の前に張ってあるのです。そして、認知症、または弱者である高齢者に対して手

助けを私の店はしますよ、私の家はしますよという看板、いってみれば滝川市でいえば子供支援の

１１０番、ＳＯＳに当たるようなものだと思いますが、こういった事例はすぐ実践しようと思えば

経費をかけずできると思いますが、そのことに関してのお考えをお尋ねします。 

 次に、市立病院の改革についてお尋ねいたします。病院改革につきましては、ご答弁いただきま

したようなことを着実に進めていっていただきたいと思います。その中で私が懸念するのは、数年

前に廃院に追い込まれた、テレビでも放映になって皆さんご存じだと思います銚子市立総合病院、

この休止の問題です。私そこを調べてみましたら、休止に至るまでの経緯というのが数十項目出て

おります。その中を全部読むわけにいきませんが、数点読み上げますと、まずこの病院は日大や千

葉大学から医師を派遣されていた。平成１８年、診療報酬の値下げで経営が厳しくなる。さらに、

外来患者数、入院患者数の減少、それに対して市長は院長に対して給与削減を決定したと。そして、

そのことによってさらに医師に対しても同じようなことを行った。医師は全員引き揚げると、残っ

たのは２名。そんなようなことで、滝川も二の舞になってもらったら困るというようなことで、た

だその後に、この病院が廃院に追い込まれていった経緯としていろいろ精査して第三者機関が検証

しました。その結果、こういったことも述べられています。公立病院改革といえば経営の合理化や

経営手法の変更や再編、統廃合はもちろん否定するつもりはない。しかし、もっと根本的な大切な

ことがある。公立病院の本丸は医療に対する大きな医者の哲学であり、それが不在となり、住民参

加の不在を解消しなければならない。やはり接遇関係、いい医師の確保ということだと思います。

そういったようなことがあります。今現在滝川市において病院経営において切迫した状況にはない

ということで理解してよろしいのか、総合的にお尋ねいたします。 

 次に、新改革プランの基本的な考え方として、医師を初めとする必要な医療スタッフの配置体制

を整備するというご答弁をいただきました。今現在研修医が派遣されているところは多分杏林大学、

昭和大学かと思いますが、その大学から医師を確保するということは検討されているのかお尋ねい

たします。 

 また、毎年約250件ほどの意見が寄せられる。その中には感謝と苦情、また意見等々が寄せられ

ているというご答弁をいただきました。市立病院におけるアンケート用紙での感謝の言葉、苦情の
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割合というのはどのような割合になっているのか、また意見、苦情等についてはどのようなものが

多いのかお伺いいたします。 

 次に、人事評価制度について、これは義務づけということでございます。私は人事評価の進め方

は理解しますが、懸念するのは評価する側とされる側において納得のいくものになっていくのか、

もし評価される職員が納得のいかないものになると逆に職員のモチベーションが下がるのではない

か、効率的な業務遂行に影響が出ないかということでございます。昨年から試行的に実施されてき

ているようですが、ことし４月からの実施に当たり、１年ごとに人事評価のあり方がこれでいいの

かということを検証すべきと考えますが、お考えをお尋ねいたします。 

 次に、国が示している人事評価制度について、義務づけでございますので、もしこの基準にのっ

とってやらない場合に国からの何かペナルティー的なものはあるのかをお伺いいたします。 

 次に、道徳教育についてお尋ねいたします。初めてのご答弁ということで、余り難しいことを聞

くと困りますので、道徳教育につきましては、まず１点目、道徳教育の目的ということでいろいろ

なご答弁をいただきましたが、道徳教育というのはただ単に子供たちに感動と感謝の心、これを育

むこと、これが道徳教育だと私は思っております。ですから、開西中学校でも実践研究されてきて、

そしてさらに道徳教育がどうであるというアンケートに対して、道徳教育は好きだという割合もふ

えていると聞いております。そういった中で、これはどうしてかというと、道徳教育を外部からの

講師によって講演された内容、すなわち実際に感動と感謝をする、この気持ちを持った方が講師と

して話をするのと学校の先生が文科省から与えられた書物によって行うのとでは全く心に響く響き

方が違うはずです。よって、私は実際にその気持ちを持った、経験を持った、体験を持った方をど

んどん講師として招き入れることが必要であると考えますが、お考えをお尋ねいたします。 

 そして、最後に家庭教育についてでございますが、私も思います。家庭教育は、やはり親学であ

り、親の教育をしなければならない現状に至っております。このことに対して、ある自治体では無

関心な保護者への対応に同じように苦慮しております。その対応について自治体が提言している一

つに、自治体同士において情報の共有や協力関係を積極的に構築していくべきだと。これは、滝川

市は近隣市町村だけでなくていいのです。この問題は全国の問題です。先進的に取り組んでいる事

例がほかの遠くの地にあっても、その取り組みがどんなものかというのは今はすぐネット上で知る

ことができるわけです。よって、滝川市においても自治体間の連携等を積極的に模索していく必要

があるのではないかと思いますが、お考えをお尋ねいたします。 

 以上、再質問とさせていただきます。 

〇議  長 関藤議員の再質問に対する答弁を求めます。総務部長。 

〇総務部長 関藤議員の再質問に答弁をさせていただきます。 

 私のほうからは人口ビジョンに関する就業・移住ナビ事業についてと外国人の就学、就労に対す

るご質問、さらには東川町の事例に対する部分と、最後に人事評価の部分についてご答弁をさせて

いただきます。 

 まず、就業・移住ナビ事業の具体的な手法というご質問でございますが、人材不足につきまして

は全国的にも課題となっているところでございますが、当中空知圏域においても共通的な課題とな
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っておりますことから、就業・移住ナビ事業は圏域企業の人材不足解消等を目的としているところ

でございます。圏域の企業等で働いてもらうためには、まずは圏域の仕事の情報や魅力を知っても

らうことが必要となりますし、生活していくための暮らしに関する情報もあわせて知ってもらうこ

とが必要と考えているところでございます。それらの情報を総合的に発信するなど、求人側と求職

側のマッチングの一助となるような事業検討を行い、圏域への就業や移住、さらには地元定着の促

進を図ってまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、外国人の受け入れに関して就労と就学両面で進めることができるということで、それぞれ

就労あるいは就学はどのような方法があるのかというご質問でございますが、まず就労につきまし

ては出入国管理や難民認定法上大きく５つの形態で外国人が就労可能であるというふうに理解をし

ております。１点目につきましては、専門的、技術的分野の就労目的で在留資格を得る場合で、こ

の場合は語学教師や外国料理人など高度に専門的な職業に限られるというふうに定義されておりま

す。２点目は、日系人などの定住者や日本人の配偶者等を持つ場合など、身分に基づき在留する場

合でございます。３点目は、発展途上国への国際協力の観点から、技能実習生が在留資格を得る場

合。４点目は、特定活動のための在留資格で、外国人看護師や介護福祉士候補者、ワーキングホリ

デーなどが対象となります。最後に、５点目でございますが、留学生のアルバイトなど、本来の在

留資格の活動を阻害しない範囲内で就労が認められるものでございます。３点目に申し上げました

外国人技能実習制度では、最長３年間の技能実習が可能で、企業などが取引先企業などから受け入

れる企業単独型と商工会や中小企業団体等が受け入れる団体管理型に大別されるというふうになり

ますが、外国人技能実習制度を拡充する法案が国会で継続審議になっており、最大実習期間の延長、

現在５年間というふうに議論されておりますが、こういったこともあわせて現在議論されているほ

か、国際戦略特区諮問会議で規制緩和案が示されるなど、制度改正などの動向にも今後注視をして

まいりたいというふうに考えております。 

 ３点目の東川町の事例でございますが、日本語学校や留学生支援を担当する部署が東川町では設

置されているというふうに伺っております。本市においては、企業ヒアリング等を通じて外国人の

就労実態や企業ニーズなどを引き続き把握するとともに、議員のご質問の中にありました事務所の

設置あるいは寮等の部分でございますが、こういった受け入れ環境の整備などさまざまな観点から

今後検討を進める必要があるというふうにも認識しておりますので、受け入れ環境についても今後

検討すべき課題の一つであるというふうに認識をしているところでございます。 

 最後に、人事評価の進め方についてでございますが、人事評価の狙いは組織全体の士気高揚、公

務能率の向上、さらに住民サービスの向上というところにございます。議員の懸念はよく理解でき

ますし、業務に支障が出ては制度を運用していくということでは元も子もないということになりま

す。我々が現在考えております人事評価につきましては、期首あるいは期末などの年間で複数回の

職員面談を行う予定をしております。こうした面談の中で、目標を定め、進行管理を行い、相談を

受け、アドバイスをし、また評価についても自己申告をし、評価をする側とされる側が互いに納得

できるような仕組み、さらには万が一不満が生じた場合にはそのことについて相談できる体制も整

えようというふうに考えているところでございます。人事評価のあり方は、ご意見いただきました
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とおり常に検証していく考えでおりますし、実りある制度となるよう努めてまいりたいというふう

に考えておりますので、ご理解をいただきたいというふうに思います。 

 また、ペナルティーの部分でございますが、人事評価そのものを実施しないということは、法で

定められているということから法律違反ということになるわけでございますが、実施の方法につい

ては任命権者が定めるということになっております。ただし、法律や運用通知ではかなり細かな指

示が出ておりますから、必然的に国が示す形が理想ということにはなってきます。国に準じないこ

とでのペナルティーということは考えられませんが、法律や運用通知に基づくことが原則であると

いうふうに考えておりますので、ご理解をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

〇議  長 千田副市長。 

〇千田副市長 今の企業誘致の情報収集ということでございますけれども、関藤議員は、鈴木副市

長がおやめになるということで多分私一人では心細いという意味のご質問だと思います。しかし、

幸いなことに鈴木副市長と一緒に企業訪問していた産業振興課の職員が鈴木副市長の人脈や情報収

集の仕方など、そういうノウハウをしっかり引き継いでおりますし、行政というのは市長をトップ

に多くの職員で成り立っているわけでございます。それに、幸いなことに滝川市には議員の皆様、

市民の皆様、それに多くの滝川市出身の方もいらっしゃいます。そういう多くの人や多くの関係者

の協力もありますし、そのような人の協力をいただきながら今後も市長をトップに、市長はトップ

セールスをすると言っていますし、そういう中では産業育成の強化、また企業訪問、情報収集など

に努めていきたいというふうに考えておりますので、関藤議員につきましては今後ともよろしくお

願いいたします。 

 以上でございます。 

〇議  長 産業振興部次長。 

〇産業振興部次長 私のほうからは、観光部門で採用されております地域おこし協力隊の２年間の

具体的活動実績についでございます。ご答弁させていただきます。 

 地域おこし協力隊の２名の主な活動３点をご紹介させていただきます。１点目として、食による

観光という視点から、既存のグルメマップを宿泊者や観光客がもっと利用しやすいように、飲食店

を１軒１軒回りまして、記事の作成から、おいしさが伝わる写真撮影を行い、グルメマップを大幅

にリニューアルをしたところでございます。その結果、観光客はもとより、飲食店の方々からも大

変好評をいただいているところでございます。 

 ２点目といたしまして、江部乙エリアや丸加高原伝習館周辺の自然を生かした自然体験プログラ

ムの展開及び木育マイスターの資格を生かしたまつぼっくりミニツリーづくりやわくわく木育広場、

エコ箸づくり体験などを実施し、多くの親子連れの方々に参加をいただき、喜ばれているところで

ございます。 

 ３点目といたしましては、地域情報や協力隊の事業の情報発信の手段の一つといたしまして、Ｓ

ＮＳ、ソーシャル・ネットワーキング・サービスのフェイスブックを活用しております。地域おこ

し協力隊独自の視点による情報及び小まめな更新によりましてアクセス数がふえており、現在は一
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つの記事を投稿すれば２，０００人以上に情報が伝達されるまでになっております。 

 以上、主な３点の活動実績を申し上げ、ご答弁とさせていただきます。 

〇議  長 保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 認知症につきまして再質問をいただいておりますので、私の立場からご答弁させ

ていただきます。 

 滝川市におきましても認知症高齢者の方がふえてございます。現在のところ、普及啓発では認知

症介護予防講座や認知症サポーター養成講座の実施、また早期発見には物忘れ相談プログラムの実

施、また先月から認知症初期集中支援チームの支援が開始となったところでございます。また、認

知症の方や家族の方、地域の方の交流の場として認知症カフェを開設しているところでございます。

新オレンジプランの内容も含め、徐々に進めているところでございます。認知症の方やご家族の方

を地域で広く見守り、支えていくための普及啓発が重要であると考えているところでございます。

議員のおっしゃられる学校教育での啓蒙や地域ぐるみで認知症の方を支えられるまちを目指して、

認知症サポーター養成講座を学生の皆さんに実施することや徘回高齢者散策シミュレーションなど

も検討してまいりたいと考えてございます。認知症になってもご本人の意思が尊重され、できる限

り住みなれた地域のよい環境で暮らすことができるよう、認知症施策を推進していきたいと考えて

いるところでございます。ご理解のほどをお願い申し上げます。 

 以上です。 

〇議  長 市立病院事務部長。 

〇市立病院事務部長 私のほうから市立病院に関する再質問についてご答弁させていただきます。 

 １点目ですが、市立病院の経営状況についての再質問ですが、市立病院は平成２３年３月に新病

院を開院し、収支計画についても見直しを行ってまいりました。平成２３年度から平成２６年度ま

での決算の状況につきましては、収支計画よりもよい状況で推移をしております。経営状況を判断

する指標の一つとして資金不足比率があり、医業収益に対して資金不足額が２０パーセントを超え

ると経営健全化計画の策定が求められております。当院の事業規模から見ますと、約１１億４，０

００万円の資金不足となった場合に経営健全化計画の策定対象となります。また、補填財源につき

ましては、平成２６年度末で６億１，１３５万円となっており、収支計画上の１億９，６４６万円

より４億１，４８９万円の改善をしてきたところです。平成２７年度において３億９，０００万円

の赤字を見込むとすると、平成２７年度末の補填財源の残高は約２億円となりますが、資金不足の

発生はしないと見込んでいるところです。以上のことから、経営状況が厳しいことには変わりはあ

りませんが、今後においても健全経営に向けて職員全体で取り組んでまいりたいと考えているとこ

ろです。 

 ２点目の杏林大学、昭和大学からの医師確保に対する検討についてのご質問ですが、現在杏林大

学、昭和大学から初期研修医につきましては地域医療の研修として１カ月間、当院で研修を受けて

いただいております。当院では、２年間の初期研修終了後に後期研修医として勤務をしていただけ

るよう、内科、外科、整形外科において後期研修プログラムを作成して後期研修医の募集を行って

おります。杏林、昭和大学の初期研修医にも後期研修のプログラムをＰＲするなど、医師確保に向
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けた取り組みを行っていますが、今のところ実績としてはありません。今後も当院に勤務をしてい

ただけるよう、初期研修医や大学にも積極的にＰＲ活動を行ってまいりたいと考えております。 

 ３点目ですが、意見箱の感謝と苦情の割合というようなご質問でございますが、意見箱への投函

状況ですが、平成２５年度は２７７件、平成２６年度は２２２件で、投函された内容を意見、要望、

その他に区分しており、苦情等は意見に分類をしているところです。平成２５年度の意見の中で苦

情に関するものは４９件、１７．７パーセント、感謝に関するものは３４件、１２．３パーセント、

平成２６年度は意見の中で苦情に関するものは５９件、２６．６パーセント、感謝に関するものは

３６件、１６．２パーセントとなっております。苦情に関する内容で多いものは、職員の接遇に対

するものが一番多い状況となっております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 それでは、再質問に対する答弁をさせていただきます。 

 まず、１点目、道徳教育の目的ということでございますが、議員さんがおっしゃるように、私と

しても人としての持つべき心、やはり心を育むことだと思います。生きていること自体がすてきと

思える気持ちが育っていくということが大事だと思います。周りの人とのかかわりから、ありがと

うと思えたり、すごいなと感じたり、ごめんなさいと思えたり、ひどいと感じたり、美しさに感動

したり、あるいは誰かとともに物事に取り組んだことを通して一つのかけがえのない自分の存在を

感じたりとか、あるいは単純に真っ赤な夕焼け、あるいはヒマワリの花、そういったものに感じる

議員さんの言う感動の心、短く言うとそういった心そのものを育てることが私にとっても道徳教育

の目的だというふうに思います。道徳の解釈については難しいものもたくさんありますけれども、

私の感じ方としては、気持ちとしてはそのように思っております。 

 次に、外部講師の関係なのですけれども、確かに開西中学校の実践研究で道徳の授業が好きだと

答えた生徒が以前は６４パーセントだったのが７７．４パーセントにふえたアンケート結果も出て

おります。これは、外部講師によるものと言い切れるわけではありませんで、学級担任を中心とし

た自校の教員による日常的な授業の積み重ねや全校道徳の授業、いじめ撲滅集会、一斉参観日にお

ける授業公開など全ての道徳授業の取り組みの成果であるというふうには思っています。ただ、議

員さんのおっしゃるように外部講師の有効性、効果については私どもも十分に認識しておりまして、

過去も元コンサドーレの須田選手、あるいは大学教育研究所の先生とか、あるいはそらぷちキッズ

キャンプの関係者とか、さまざまな先生方にも一役を買っていただいているところでございます。

今後も積極的にそういった外部講師の活用についても検討してまいりたいというふうに考えており

ます。 

 次に、自治体連携の関係でございますが、ほかの自治体においても滝川市同様無関心な保護者あ

るいは困難を抱える保護者等への効果的な取り組みがなくて、家庭教育支援の展開に苦慮している

というふうに聞いております。家庭生活や社会環境の変化などから、さらに家庭のあり方が多様化

し、ますます家庭教育支援の進め方が難しくなっていくということが想定されます。教育委員会と

しましては、ほかの自治体と効果的な取り組みについての情報交換については過去もやってきては
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おりますが、さらに調査研究についての働きかけ、あるいは連携事業についても社会教育担当者会

議などを通じて投げかけていきたいというふうに思います。また、さらに議員さんがおっしゃるよ

うに対象を全国として情報収集、あるいは問い合わせ等も積極的に行っていきたいというふうに思

っております。 

 以上です。 

〇議  長 以上をもちまして関藤議員の質問を終了いたします。 

 この辺で休憩とさせていただきたいと思います。再開は１３時といたします。休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時４９分 

再開 午後 ０時５９分 

 

〇議  長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 代表質問を続行いたします。 

 木下議員の発言を許します。木下議員。 

〇木下議員 それでは、議長の発言の許可を得ましたので、会派みどりを代表しまして、第１回定

例会の代表質問を行います。木下八重子です。会派みどりは、市民目線に沿った会派活動を主に市

議会活動を行っております。前田市長は常々市民の声を聞くことに重点を置いた市政運営に傾注し

ているところに、敬意を表するところであります。会派みどりの市民目線の立ち位置と市民の声を

聞く前田市長とは、同じ思いであるとの認識を持っております。互いによい緊張関係を築き、市民

のために必要な施策を議論してまいりたいと思っていますので、よろしくお願いいたしまして、平

成２８年度の市政執行方針、予算大綱並びに教育行政執行方針について質問を行います。 

 

    ◎１、市長の基本姿勢 

      １、地域における課題について 

      ２、収納率向上について 

      ３、財政健全化計画について 

      ４、滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

      ５、滝川市総合計画について 

 まず最初に、市長の基本姿勢、地域における課題について。１、市政執行方針冒頭部分で国にお

いては１億総活躍社会の実現を目指し、新３本の矢に基づく対策が講じられているところですが、

国の動向を注視しながら、刻々と変化する社会情勢を捉え、滝川の展望と課題をいま一度見詰め直

す中で慎重に市政運営に当たってまいりますと決意を述べていますが、地域における重要課題はど

のように捉えられているのか伺います。 

 収納率向上につきまして。新年度予算歳入においては、市税、普通交付税、特別交付税が減少す

る中での予算編成には厳しさがあらわれていると思いますが、現状においては基金からの繰り入れ

でバランスをとり、予算を編成しております。歳入確保の面から市税の滞納の収納率向上が求めら
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れると考えるが、取り組み、対応について伺います。 

 財政健全化計画について。財政健全化計画のスタートとする中で、将来負担への不安払拭は優先

的に捉えていかなければならないと考えますが、市長の見解を伺います。また、計画は５カ年とい

うスパンにおいて各種事務事業の見直しを図るが、市長の任期中に計画を達成するべく、さらなる

見直しを進めていくべきと考えるが、市長の財政健全化計画への決意を伺います。 

 ４番、滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略について。滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦

略においては、地方創生ビジョンの内容に沿ったものと解するが、市民各位からの意見、声が予算

に反映するのか伺います。また、各種調査を実施し、分析を繰り返し行っているが、調査結果と戦

略テーマが適合し、滝川市として進める事業とマッチするのか伺います。 

 滝川市総合計画につきまして。滝川市総合計画は長期にわたる指針であることから、常に点検、

検証が必要と考えるが、どのようにチェックされているのか伺います。また、国の施策、方針であ

る地方創生ビジョンが主体的となっておりますが、現第４期計画との大きな相違はあるのか、基本

計画における内容との結びつきはどのようになっているのか、さらに基本計画はどの程度の進捗及

び成果として捉えられているのか伺います。 

 

    ◎２、元気な産業と活力あるまちづくりについて 

      １、農業を起点とした元気な地域産業づくりについて 

      ２、持続可能な農業のための生産基盤・体制の確立について 

      ３、力強い産業の育成、雇用の確保について 

 大きな２番目、元気な産業と活力あるまちづくりにつきまして、農業を起点とした元気な地域産

業について伺います。ＴＰＰを鑑み、農業所得向上と冬の仕事づくり対策としてハウス導入に向け

て農業系バイオマスの利用など再生可能エネルギー導入を検討するとしているが、検討内容、時期

について伺います。 

 冬のしごとづくり事業の取り組みにおける通年雇用の考え方と課題点はどのように認識されてい

るのか伺います。 

 農商工連携事業の取り組みでは、生産、加工、流通、販売の供給連携に向けて農業者が早急に実

施すべきと考えるが、具体的にいつごろまでに検討会を立ち上げるのか伺います。 

 地産地消事業の取り組みでは、６次化という言葉が見当たらないが、基本的には地元で対応して

いくのが原則と考えます。消費拡大のヒントは地元の口コミが大きいと考えるが、どのような展開

を求めていくのか伺います。 

 ２番目、持続可能な農業のための生産基盤・体制の確立について。ＴＰＰの動向を重視していく

とありますが、滝川市としての取り組み、課題は山積する中で、新規就農支援に欠かせない点とし

ては何が考えられるのか、例えば後継者問題とか休耕田の取り扱いがあると考えるが。また、滝川

農業塾についても重点的に取り組まなければならない点は。さらに、農業生産法人育成についても

行政としてどのような具体策が提示できるのかを伺います。 

 力強い産業の育成、雇用の確保について。雇用問題は深刻さを増している中で、産業創出促進助
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成金制度の実質的運営にかかわる滝川市産業活性化協議会は、制度のＰＲを含め、現状においての

課題をどのように認識しているのか伺います。また、地元投資に向けて、市長みずからトップセー

ルスとしての意気込みをどのように考えているのか伺います。 

 

    ◎３、豊かな資源を活かした魅力あふれるまちづくり 

      １、地域自ら取り組む地域振興事業の推進について 

      ２、集客・交流事業の推進について 

      ３、広域観光の推進について 

 大きな３番目、豊かな資源を活かした魅力あるまちづくり、地域自ら取り組む地域振興事業の推

進について。江部乙地区では、日本一の菜の花畑と防風林に囲まれたリンゴ畑を地域資源として

「日本で最も美しい村」連合に加盟しましたが、加盟要件の一つである樹園地振興に向け、地域お

こし協力隊に担ってもらおうとしています。最低でも５年後の美しい村連合再認定のときまでに現

状より面積が拡大する方向で今後の計画が立てられると思いますが、詳しい振興計画はいつごろ示

されるのか伺います。また、江部乙の丘陵地がリンゴの丘となれば、さらなる農業振興はもとより、

すばらしい観光資源となります。今後の市長の取り組みの決意を伺います。 

 ２番、集客・交流事業の推進について。市外から多くの来滝者が見込まれる菜の花イベントに対

する取り組み、課題の解消に向けての対策についての考え方を伺います。 

 グライダーの魅力に力を入れるようですが、イベントとしてサマースカイフェスタ２０１６の開

催に対して公益社団法人滝川スカイスポーツ振興協会への支援が薄いように感じるが、手厚い具体

的な支援を考えているのか伺います。金銭的とか人的です。 

 ３番、観光情報発信における媒体はいろいろあるが、市民みずから滝川市の魅力を発信できるシ

ステム及び市民の書き込み、ツイッターなどをＰＲ材料として扱うことは可能か。また、観光プロ

グラムにはどのようなものを考えているのか伺います。 

 広域観光の推進につきまして伺います。定住圏構想において広域連携を積極的に進めるとしてい

ますが、具体的に何と何を結びつけていくのかが見えてこない。構想内での取り組み状況はどのよ

うになっているのか伺います。 

 

    ◎４、機能的な生活基盤の充実したまちづくり 

      １、コンパクトで機能的な都市の形成について 

      ２、賑わいのある中心市街地の活性化について 

 機能的な生活基盤の充実したまちづくり、コンパクトで機能的な都市の形成につきまして。滝川

市公共施設マネジメント計画の推進とありますが、公共施設のあり方を含め、市民に十分な説明を

実施していくのは当然だと思います。その中で各施設ごとのあり方を含めた工程表があるが、この

計画を進める上でのスピード感が余り感じ取れない。再度工程表などの見直しを考えているのか伺

います。 

 賑わいのある中心市街地の活性化につきまして伺います。現行の栄町３―３地区優良建築物等整
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備事業においては、株式会社アニム滝川が実施主体として各種作業を進めておりますが、現在この

基本構想において計画的、技術的、経済的な面を含めて取り組みの課題をどのように捉えているの

か伺います。 

 

    ◎５、誰もが住みよい安全安心なまちづくり 

      １、地域福祉・自立支援の充実について 

      ２、安心して暮らせる保健・医療環境の充実について 

      ３、災害に強いまちづくりについて 

 ５番目、誰もが住みよい安全安心なまちづくり、地域福祉・自立支援の充実につきまして伺いま

す。高齢者世帯への安否確認など、高齢者見守り支援に対する基本的な考え方を伺います。また、

第６期滝川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画も平成２９年度までですが、市が公募したグ

ループホーム、ツーユニットと小規模多機能型居宅介護施設以外に本来所得に応じた介護施設の需

要が見込まれることから、民間企業が施設整備を進める上で財政支援をすべきと考えるが、見解を

伺います。 

 認知症対応型共同生活介護事業所と小規模多機能型居宅介護事業所の開設を支援するとあります

が、既存の事業所も含め行政連携はどのように考えているのか伺います。 

 ２番、安心して暮らせる保健・医療環境の充実について。少子化対策の一環として不妊、不育治

療を受けやすくするため、一般不妊治療、不育治療への助成を引き続き行うほか、妊婦の健康診査

に係る助成を継続するとありますが、対象市民に対する周知、受診率向上に向けた対策について伺

います。また、新たに日本脳炎ワクチンの定期予防接種についてもあわせて伺います。 

 ２番、新公立病院ガイドラインに基づき、滝川市立病院改革プランを上半期に策定するとしてい

ますが、歳入が前年度に比較して大幅な減になることから、事務経費の見直しを含め新ガイドライ

ンを早急に策定するべきと考えるが、市長の考えを伺います。 

 災害に強いまちづくりについて。災害に強いまちづくりに向けては、広域防災拠点となる消防庁

舎の整備や公共施設の耐震化、防災総合訓練などに取り組むとのことですが、災害時には各団体、

企業との災害応援協定が必要と考えますが、協定の締結状況と今後の考え方について伺います。 

 

    ◎６、未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり 

      １、滝川市で子育てしたいと思われる環境づくりについて 

 未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり、滝川市で子育てしたいと思われる環境づくりにつ

いて伺います。滝川市で子育てしたいと思う環境づくりを進めるに当たり、結婚、妊娠、出産、子

育てと切れ目のない支援体制の構築が急務であります。女性が活躍できる社会実現をコンセプトと

する（仮称）女性活躍推進センターについて、官民連携による施設整備の可能性を探るため、調査

研究を進めるとありますが、具体的にどのように進めるのか伺います。 

 

    ◎７、効率的な行政運営によるまちづくり 
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      １、広域連携について 

 大きな７番目、効率的な行政運営によるまちづくり、広域連携について。広域連携の重要性がま

すます高まっています。空知、中空知の広域連携においては、滝川市がさらにリーダーシップを発

揮すべきと思うが、市長の決意を伺います。 

 

    ◎８、教育行政執行方針 

      １、基本方針について 

      ２、学校教育について 

      ３、社会教育について 

      ４、スポーツの振興について 

 ８番、教育行政執行方針、１、基本方針につきまして伺います。教育長は今回初めてとなる教育

行政執行方針を発表していますが、内容について新鮮さが足りない感が否めません。教育長として

知、徳、体を基本とした滝川市の教育について率直な考えを述べるべきと考えるが、新年度に向け

て強い意志をあらわすべきではないか、伺います。 

 ２番、基本方針における平成２８年度では教育基本法の文面が削除されていますが、基本的の基

本が掲載されていないのはなぜか、新教育委員会制度は教育本来の目的を達成するための組織だが、

教育のマチたきかわを標榜するのであれば、まずもって基本方針には教育基本法を載せるべきと思

うが、見解を伺います。 

 ３、平成２７年度全国学力・学習状況調査結果について、対象となった小学校６年生、中学３年

生の教科結果においては全国平均をやや下回っている分析がなされています。そこで、学力向上策

として少人数指導、学びサポーターなどの推進をうたっていますが、家庭での学習の重要性も唱え

ています。秋田県においての各成績はトップレベルです。この取り組みは、子供たちが主体的に学

ぶ姿勢を身につけていることが証明されております。これは、いかに家庭での学習意欲が高いと思

われます。滝川市においてもできることは早急に取り組むべきと考えるが、見解を伺います。 

 同じく平成２７年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について伺います。対象は小学校

５年生、中学２年生で、全学校の児童が参加しております。結果としては、調査種目にもよります

が、ほぼ全国平均に届かないものであった。この対策として、体育協会、スポーツ団体等の支援を

要請しているが、現状において児童生徒みずから運動に親しむ傾向が希薄であると感じているが、

学校生活での体育、休み時間に関して継続的に調査種目の活動を取り入れるべきと考えるが、見解

を伺います。 

 ２番、学校教育について。学校教育では、児童生徒の能力を育むため、知識、技能の習得、力を

伸ばし、学ぶ意欲の向上とあるが、学校での指導が限られる中ではどのような工夫が必要と考えて

いるのかを伺います。 

 市独自に小学校３、４年生で導入している３５人学級、滝川市少人数学級実践事業を子供一人一

人に応じたきめ細かな指導と見守りの充実を図るため５、６年生まで拡充するお考えがあるのかを

伺います。 
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 ３、道徳教育についての市独自の道徳教育推進事業を実施するとありますが、教職員に限らず、

地域に根差す事業展開を図るべきと考えるが、見解を伺います。先ほどの関藤議員さんにもちょっ

とダブりますけれども、もう一度私から、ちょっと突っ込んだ答弁をいただきたいと思いまして、

再度質問させていただきます。 

 ４番目、滝川西高等学校においては、学校の特色である文武両道を生かした特色ある教育がなさ

れており、さまざまな活動が展開されておりますが、将来像として学科等も含めどのような未来像

をお持ちなのかを伺います。 

 ５番、このたび市内数校の小中学校が廃止もしくは統合が必要と発表されたが、教育行政方針で

小中学校の適正配置計画については十分な検討をすると述べられていますが、該当する学区の住民

などは今後の方向について大変な不安を持っております。いつごろまでに詳しい計画が住民に示さ

れるのかを伺います。 

 社会教育について。文化ゾーンの再構築の考えに賛同いたします。民間投資に触れていますが、

積極的に民間移譲に向けての対応も考えるべきと思うが、中長期的な展開の考え方を伺います。 

 最後に、スポーツの振興につきまして伺います。２０２０年東京オリンピック、パラリンピック

に向けて体制を含め準備を始めるようだが、まだ市民に対する周知が不足していると感じています。

滝川市全体の取り組みに向けて体制の確立を早急に立ち上げるべきと考えるが、見解を伺います。 

 これで会派みどりの代表質問を終わらせていただきます。 

〇議  長 木下議員の質問に対する答弁を求めます。市長。 

〇市  長 それでは、会派みどり、木下議員の代表質問にお答えをさせていただきます。 

 地域における重要課題についてでありますが、市政執行方針で申し上げましたとおり、中心市街

地の再生、高齢化社会への対応、子育て支援の充実、教育のマチたきかわの実現、財政健全化など

を当面の重要課題と捉えておりますが、あわせまして人口減少対策である総合戦略の推進に取り組

みたいと考えております。これらの課題については、それぞれ２８年度の事業として対応するもの

もございますが、継続的に取り組んでまいりますので、ご理解をお願いいたします。 

 次に、収納率でございますが、市税を滞納している方に対しては文書、訪問、電話連絡により催

告を行い、納期内に納付できない事情がある方については分割納付等のご相談に応じ、できるだけ

早い時期での完納を目指しております。ただし、納税催告を行っても連絡のいただけない方や分割

納付のお約束をしてもそのお約束を守っていただけない方に対しては、地方税法に基づき適切な対

応をとっており、預金や給与、不動産等の財産の調査を行い、差し押さえ可能な財産がある場合に

ついては差し押さえを執行し、滞納市税に充てております。木下議員のおっしゃるとおり、市税の

滞納は多くの納税義務を果たしている市民の方々に対して不公平感を招くこととなりますことから

も、今後も滞納の解消に努めてまいりたいと考えております。また、納税者の利便性を高める取り

組みといたしましては、平成２６年４月からコンビニエンスストアでの納付も開始したところであ

り、利用件数も平成２６年度の１７．８パーセントから２１．４パーセントにふえている状況で、

納期納付の向上につながっております。 

 次に、財政健全化計画についてでありますが、まず将来負担への不安払拭ということでございま
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すが、これまでも滝川市土地開発公社の清算や社会福祉施設の事業団譲渡など、できる限り将来負

担の軽減に努めてきたところであります。財政健全化指標の一つに将来負担比率があり、滝川市の

数値は全道平均と比較すると高い位置にはありますが、国が定める基準に至ることはないと考えて

おります。将来負担比率が高くならないよう努めていくことが必要だと考えておりますし、これま

で同様将来に責任を持った市政運営を行っていきたいと考えております。 

 次に、任期中に財政健全化計画を達成すべきということでありますが、見直しに時間を要するも

のもありますので、まずは計画期間内に着実に達成できるよう、全庁一丸となって取り組んでまい

りたいと考えているところです。また、できる限り早く財政健全化を達成したいという思いも持っ

ておりますので、見直し可能な事業は早く見直しできるよう努めてまいりますし、財政健全化計画

に掲載していないものについても常に事業見直しの視点を持って対応していくことが重要だと考え

ております。財政健全化を図り、将来にわたり持続可能な市政運営を目指すことは将来世代の負担

軽減にもつながることであり、責任ある世代が全力を持って進めることが極めて大切であると思っ

ております。私がその先頭に立ち、オール滝川として市民の皆さんにもご協力をいただきながら、

職員一丸となって進めていく決意でございますので、ご理解のほどをよろしくお願い申し上げます。 

 次に、創生総合戦略についてでありますが、滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定する

に当たっては、多くの市民の皆様の意見や声をお伺いするため、学生や各種団体、地域別に全２６

回のタウンミーティングを開催し、延べ３３９名の方にご出席をいただく中で、数多くの有意義な

ご意見を頂戴することができました。総合戦略は、国の長期ビジョンや総合戦略を勘案しつつ、市

民、学生、観光などの各種アンケートやタウンミーティングでのご意見を十分に踏まえ、策定に至

ったところです。重点プロジェクトに位置づけております冬のしごとづくり事業や就業・移住ナビ

事業につきましても、タウンミーティングにおけるご意見等を参考として事業構築を行い、現在は

地方創生加速化交付金の活用を想定し、準備を進めているところであります。今後も総合戦略に基

づく事業を具体的に展開するに当たっては、これまでの調査結果を確認しながら、本市にとってよ

り効果的な事業となるよう取り組んでまいりたいと考えております。また、調査結果と戦略テーマ

の整合につきましては、地域経済分析システムや各種統計調査、地域特性等の分析結果をもとに総

合戦略の３つの基本目標を設定したところであり、基本目標ごとに位置づけた施策や事業は調査結

果に合致していると考えております。 

 次に、総合計画との整合性についてでございますが、毎年度予算編成の前段としての政策形成に

向けては、総合計画の基本目標ごとに各事業等の進捗状況を把握し、政策協議等において当面の方

針を整理するほか、予算協議では政策協議の結果に基づき、事業の構築を行っています。総合計画

は、市の総合的な振興発展などを目的とした市の最上位計画であり、滝川市まち・ひと・しごと創

生総合戦略は人口減少克服、地方創生を目的とした関連計画と位置づけているものです。また、総

合戦略の３つの基本目標と各施策は、総合計画の６つの基本目標のいずれかに対応する内容となっ

ており、両計画の整合は図られております。総合計画の推進に当たっては、それぞれの基本目標に

数値目標等を掲げていないことから、必ずしも定量的な尺度で数値化していないところですが、毎

年度各部の運営方針を設定して、総合計画に基づく事業の進行管理を行っているほか、基本目標に
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対する現状と課題などを整理して議論を行い、政策形成に当たっていますので、ご理解をお願い申

し上げます。 

 次に、農業を起点とした元気な地域産業づくりの農業系バイオマスについてのご質問でございま

すが、通年型のハウス栽培の導入については、冬の仕事づくりの一環として滝川市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略の重点プロジェクトにも位置づけており、企業の農業参入や法人化の推進に力を

入れる中、通年で就業可能な雇用環境を構築するために重要な事業であると考えております。道内

各地で徐々に取り組み事例がふえてまいりました通年でのハウス栽培ですが、課題となるのは冬期

間の運営コスト、特に安価な熱源をいかに確保するかだと考えており、そのための地域資源として

本市における未利用、低利用のバイオマス資源である稲わらやもみ殻に着目したところです。現在

ボイラーメーカーとの情報交換の中から共同研究の打診もいただいているところでもあり、新年度

については各メーカーが開発しているボイラーに関する情報収集や燃料効率の検証、燃焼後の残渣

の活用など基礎的な調査に加え、事業化に向けた検討を進めてまいります。 

 次に、通年雇用の考え方でございますが、本市農業においては就業者の高齢化、後継者不足に伴

い、遊休農地の発生が懸念されるところであり、その対策として企業の農業参入や法人化の推進に

力を入れる中、通年での雇用環境を整えることが急務であるという考えのもと、冬期間の仕事づく

りを進めていきたいと考えているところです。さきの質問でもお答えしたとおり、こうした課題の

解決手法の一つとして通年型のハウス栽培の導入を検討していきたいと考えておりますし、もう一

つには農商工連携や６次産業化の推進などにより冬期間の加工業務や販売業務への従事という考え

方もあります。さらに言えば、現状においても市内の農業者が冬期間の仕事としているケースに除

雪作業のオペレーター業務、製造業における臨時雇用などがあります。このように農業以外の業務

に従事することもあり得ると思いますので、種々さまざまな可能性を視野に入れながら、年間を通

じて雇い入れることができる環境を模索してまいります。 

 次に、農商工連携についてでありますが、農商工連携事業については今までにも大手商社の農業

関連担当者が本市に訪れ、地元農業者と米やレタスの生産、加工、流通などについて意見交換を行

ってきているとともに、輸出関連商社とも連携し、台湾などへ農産物の輸出を行っているところで

あります。また、市内においては、先ほど関藤議員の質問にも答弁しましたが、リンゴの発泡酒の

販売やサツマイモによる農商工連携事業の認定など、さまざまな取り組みが既にされているところ

であります。市としても農商工連携事業の強化を図るため、昨年７月に産業振興部内に農商工連携

室を設置したところですし、今後売れる野菜づくりを進める上で生産から加工、流通、販売まで一

貫したサプライチェーンがますます重要になると思われることから、引き続き必要に応じて地域農

業者とバイヤー等との検討の場を設けていきたいと考えております。 

 次に、地産地消事業の取り組みについてでございますが、地産地消事業の取り組みについては、

滝川市、ＪＡたきかわ、滝川消費者協会などで構成される滝川地産地消ふるさとづくり協議会が中

心となり、地産地消認定店制度や地産地消グルメフェアなどの開催により地元農産物等の消費拡大

を図ってまいりました。また、口コミ効果を狙ったフェイスブックを初め、積極的に市内外に向け

たＰＲも行っており、その結果地産地消認定店も４０店舗まで拡大するなど、地産地消の意識と地
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元農産物等の認知度の向上が図られているものと認識しております。引き続き地元農産物等の消費

拡大や６次産業化の推進について市内農業者や関連事業者との連携をとりながら進めてまいりたい

と思います。 

 次に、ＴＰＰの動向の中における新規就農、農業塾等のご質問でございますが、本市が抱えます

農家戸数の減少、高齢化による担い手不足といった状況の中、新規就農には資金の調達、優良な農

地の確保、営農技術の習得といった課題への支援が不可欠であると考えております。そのためには、

１つといたしまして、国や市の助成制度を有効に活用しながら、意欲を持って地域の中に飛び込ん

でいくことのできる新規就農者の発掘、２番目といたしまして、担い手の状況や農地の出し手、受

け手などの問題について地域内で話し合いを行い、人と農地が将来にわたって安定的に継承できる

よう、地域と関係機関が一体となって新規就農者を迎え入れる体制を構築すること、この２つが重

要であると考えております。また、滝川農業塾については、今後の農業を担っていく若い後継者が

目まぐるしく変化する農業情勢の中で、生産技術の習得だけではなく、将来の農業経営者として経

営感覚を養成、ネットワークを構築していく場となることが重要であると考えておりますが、新規

作物の導入や加工の分野に女性の塾生が積極的に取り組むなど、塾における活動の幅も広がりを見

せていることから、今後も一層後継者が活動しやすく、主体的に学ぶことのできるカリキュラムを

設定していきたいと考えております。農業生産法人の育成については、地域の中心的な経営体とし

て雇用の場、農地の受け皿といった役割も期待できることから、必要に応じて法人化に向けた研修

会の開催や個別相談、専門家の招聘による経営診断等を実施していきます。 

 次に、雇用問題について、滝川市産業活性化協議会についてのご質問でございますが、産業創出

促進助成金制度は、構成団体である滝川市、滝川商工会議所、北門信用金庫などにおいて制度のＰ

Ｒや受け付け窓口を担っており、協議会においても市内における企業や新分野進出など、雇用創出

につながる事業の掘り起こしが課題であると認識しているところです。新年度においては、ワンス

トップ型の産業支援相談窓口、ＴＡＫＩ―Ｂｉｚ事業として市内事業者や創業希望者などを対象に、

経営相談や情報提供をしていくなど、地元事業者の抱える課題をともに解決する機会を設け、構成

団体等と連携する中で地元産業の活性化につながるよう努めていきたいと考えております。また、

地元への投資を呼び込むためのトップセールスについては、新たな分野への企業誘致の推進などを

含め、積極的に企業訪問や情報収集を行ってまいりたいと思っております。 

 次に、江部乙地区の菜の花等の「日本で最も美しい村」連合についてでございます。その中の樹

園地振興でございますが、地域おこし協力隊制度の活用については、リンゴの栽培技術の継承と加

工品などの商品開発に取り組んでもらうことを狙いとしています。また、リンゴの栽培技術の継承

により「日本で最も美しい村」連合の加盟要件の一つである地域資源となった防風林に囲まれたリ

ンゴ畑の景観維持及び作付面積減少の歯どめに少しでもつながればと考えております。なお、ご質

問の振興計画については、現在江部乙協議会において計画を策定しております。今後については、

協議会が主体となって計画を進める中で、市といたしましても必要に応じた支援をしていく考えで

あります。 

 次に、菜の花のイベントについてでございますが、滝川市の菜の花は市内、道内を初め、徐々に
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全国や海外への認知度も上がり、昨年は菜の花ウイークの期間中１２万３，０００人もの観光客が

訪れました。また、タイやシンガポール、香港、台湾など東アジア圏を中心とした海外からの観光

客も年々増加しております。昨年は、菜の花ウイーク期間中に滝川駅で国際課の職員による外国語

対応の観光案内所を設置するなど、インバウンド観光への対応も進めてきました。しかし、その一

方で、迷惑駐車や畑に入っての写真撮影、たばこやごみのポイ捨てなどがふえ、観光客のマナーや

モラルの低下が目立つようになっているのも事実であります。今後は、看板等による注意喚起のほ

か、ホームページやフェイスブックを通じての呼びかけ、畑周辺の巡回を行うなど、農産物や農作

業への影響に配慮しながら日本一の菜の花畑の景観維持対策を検討していきます。今後も滝川市の

誇れる観光資源として多くの観光客に感動を与えられるよう、たきかわナタネ生産組合や関係団体

の方々と連携協力を図りながら、菜の花を活用した取り組みを継続してまいりたいと思います。 

 次に、滝川スカイスポーツ振興協会への支援についてでございます。滝川のグライダーは、全国

有数の施設と運航実績を誇るとともに、東アジアの中でもここでしかできない体験飛行など、地域

の特色ある観光資源として活用してきたところです。また、サマースカイフェスタにおいては、協

会と市が共催する形で１９９４年以来通算１７回を数え、今や夏の滝川を代表するイベントとして

定着してきているところです。ご質問のサマースカイフェスタに対する市の支援の現状につきまし

ては、金銭的支援は行っておりませんが、共催団体としてテント、机、椅子等の運搬、設営作業及

び職員による運行管理を行っているところです。協会にも確認いたしましたが、現状のイベント規

模であれば会場の設営や撤去、当日のイベント対応などは協会職員や会員のボランティアで対応可

能であること、全道規模のイベントを開催する際には関係団体等の支援や助成金等を別途得られて

いることから、市への特段の支援要請は今のところ考えていないとのことでした。さらに大きな規

模のイベントを協会独自で開催する際には、協会の要請に応じて支援を検討してまいりたいと考え

ておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 次に、観光情報、また観光プログラムについてのご質問でございますが、現在滝川市の観光情報

の発信は滝川市の公式ホームページやたきかわ観光協会のホームページを中心とし、近年利用者が

急増した通称ＳＮＳ、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの一つであるフェイスブックを活

用しながら情報を発信しています。特に観光関連では、地域おこし協力隊がフェイスブックを巧み

に活用し、市内外の方々にネットワークを広げながら情報を発信しています。また、イベントなど

の開催時には、フェイスブック上でつながっている市内外の人たちが閲覧した情報の共有、拡散を

し、さらに知友人に情報が広げられている状況です。滝川市の公的なサイトやフェイスブックにて

一般の方が情報発信者として自由に発信するのは、セキュリティー上の問題や悪意を持った内容を

発信することも可能なため、現実的には難しい状況ですが、フェイスブックによる情報提供は一般

的にその効果も高く評価されていることや市民にも幅広い世代に利用されていることを踏まえ、さ

らに利用者のネットワークを広げていき、タイムリーな情報発信と情報の共有、拡散、いわゆるフ

ェイスブックでいうシェアについての積極的な呼びかけをしていきたいと考えているところです。

新年度においては、今年度の地方創生の交付金で制作中のスマートフォンに対応する観光ガイドア

プリケーションも完成することから、その活用が図られるよう情報の発信をし、アプリケーション
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内で紹介するイベントや滝川の見どころや食についても情報発信をしてまいりたいと考えています。

また、地域おこし協力隊がこの間に研修等でスキルを重ねてきた自然体験活動や情報発信の技術も

活用しながら、新たな魅力づけと観光プログラムづくりもしてまいりますので、ご理解とご協力を

お願いいたします。 

 次に、広域観光についてでございますが、広域観光についてのこれまでの取り組みとしましては、

中空知広域市町村圏組合と連携を図りながら、圏域の特産品を景品とした中空知５市５町の花火大

会、スタンプラリーを実施しているほか、砂川ＳＡ、スマートインターチェンジ開通時には「北海

道じゃらん」特集ページにおいて中空知のグルメやイベント情報を掲載して観光ＰＲを行いました。

また、砂川サービスエリアにおいて中空知大収穫祭を開催し、中空知５市５町が協力して観光客誘

致のため特産品や農産物の販売等を行ってきております。このような圏域の連携した取り組みは、

予想を上回る集客効果があったことからも、各方面から高評価を得ているところです。今後中空知

の新たな広域観光ルートを創出するためのモニターツアーの実施を検討しているほか、観光ＤＭＯ

の可能性を探るなど、引き続き定住自立圏の結びつきを深めながら広域観光を推進してまいりたい

と考えております。 

 次に、公共施設マネジメント計画についてでございますが、滝川市の公共施設マネジメント施策

は、大きく２つの点で全国から注目され、本年に入りましても総務省や内閣府から先進地としての

ヒアリングを受けているところであります。このように当市が注目されている主なポイントは、ス

ピードと政策の２点であると考えております。まず、１点目のスピードという面では、公共施設マ

ネジメント政策の取り組みの開始から調査、計画の策定、計画の実行という一連の流れのスピード

と床面積の削減実績がポイントであり、滝川市は取り組み開始の平成２４年度末から平成２６年度

末の２年間で総合福祉センターの廃止、解体、社会福祉施設の一括譲渡など、２．８万平方メート

ル、率にして７．４パーセントの床面積を削減してまいりました。この２年間で７．４パーセント

の床面積の削減という数字は、他の先進自治体と比べても全国から注目されるスピードと実績と言

うことができます。もう一点の政策という点では、他の自治体では財政面のみ着目し、施設の削減

に取り組んでいる自治体が多い中で、滝川市では人口の減少、市場の縮小、交通や商業といった民

間サービスの撤退、市民の生活環境の変化、さらなる人口の流出といった縮小のスパイラルからの

脱却には今後ますます市民の活動が重要となることを考え、市民活動の拠点の議論にあわせて、衰

退化傾向にある町内会や老人クラブの活性化の議論を行っているところがポイントであり、これら

の部分では計画の予定スケジュールからおくれが生じております。このおくれの部分につきまして

は、平成２３年からの２０年計画である都市計画マスタープランにおける拡大から集積へ、行政主

体からコミュニティ主体へという都市づくりの方向転換を公共施設マネジメント計画の１０年間に

集中的に取り組むべく進めているもので、この都市づくりの方向転換には交通や財政など幅広い要

素が絡むことや行政、市民の意識転換を図ることなど、さまざまな課題があり、着実な歩みにはな

りますが、しっかりと進めていかなければならないものと考えております。 

 ご質問にあります計画上の工程表の見直しにつきましては、財政健全化計画の進捗状況も含め、

上位関連計画の動きに合わせて計画の中間年度、平成２９年度末において必要があれば見直しを行



- 98 - 

 

うこととしておりますが、現状においては計画及びスケジュールの見直しを行うことなく進めてま

いりたいと考えております。 

 次に、栄町３―３地区の計画についてでございますが、栄町３―３地区に係る再開発事業につき

ましては、施行者であるアニム滝川において構想、設計段階を経て、工事着手という実施段階に入

ろうとしておりますが、今後予定されている工事の発注や開発区域を拡大したことによる開発コス

トの増大に伴ういわゆる身の丈開発としての収支バランスの確保が課題として考えられます。一方、

将来に向けた中心市街地の再生に向けた視点では、商業や流通のまちの象徴的地区であった栄町３

―３地区においても商業分野からの出店に至らない環境下にあることと考えており、そのためにも

長年の市民の懸案であり、滝川の顔と言うべきこの地区の再開発事業の成功が今後の中心市街地活

性化のきっかけとなるよう、官民が協調して今後も努力してまいりたいと考えております。 

 次に、高齢者への見守り支援に対する考え、また施設に対する財政支援でのご質問でございます

が、単身高齢者世帯を含め高齢者世帯が増加している中で、高齢者の異変などの情報を広く集めて

早急に対応していくことが重要と考えています。来年度高齢者見守りでは新たな取り組みはありま

せんが、友愛訪問サービス、食の自立支援事業、見守り支援センターなどの安否確認の事業をより

多くの必要な方にご利用いただけるようにしっかりと周知するとともに、企業や行政機関、地域団

体などの協力のもと行っている高齢者見守り安心ネットワーク事業において、異変の適切な察知と

通報の徹底を図るなど取り組みを強化してまいります。また、所得に応じた介護施設については、

昨年の第２回定例会での清水議員の質問で第６期計画の中で位置づけた以上の施設整備は困難であ

り、次期計画の策定の中で高齢者数や要介護認定者数の動向、高齢者世帯や認知症高齢者などの状

況を踏まえ、検討すると答弁しておりますが、整備が必要となれば、その財源についてはこれまで

同様に北海道の支援制度を活用し、費用負担の軽減を支援していくことになると考えております。 

 次に、既存の介護事業所との行政連携についてでございますが、介護サービス事業所との連携に

ついては、平成２７年度から介護保険制度が大きく変わり、地域の実情に応じて地域包括ケアシス

テムを構築していくことが求められている中で、その実現に向けては介護サービス事業所の協力と

理解が不可欠であると考えています。これまでも介護サービス事業所には徘回高齢者等ＳＯＳネッ

トワークや高齢者見守り安心ネットワークなどに参加協力をいただいているほか、また事業所ネッ

トワーク会議では介護に関する課題などの意見交換や介護制度に関する研修などを行い、顔の見え

る関係づくりに取り組んでいます。また、介護保険制度改正の一環である３月から開始した介護予

防・日常生活支援総合事業においても、滝川地域介護サービス事業者連絡協議会と協議をしながら、

その実施に向けて調整をしてきたところであり、今後も総合事業における多様なサービスの検討、

在宅医療、介護連携の推進、生活支援体制整備について介護サービス事業所の参加協力をいただき、

進めてまいります。 

 次に、不妊、不育治療、また日本脳炎ワクチンについてのご質問でありますが、不妊、不育治療

妊婦健康診査については、不妊、不育治療を受けやすくするほか、安心、安全な出産をサポートす

るため、助成を継続して実施しますが、対象市民へは市広報を初め、道内の産科婦人科医療機関へ

のポスター、チラシ配布、高校生等への健康教育の機会を活用した啓蒙等、今後も受診率向上へ向
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けて積極的な周知を図ってまいります。日本脳炎は、北海道ではこれまで予防接種を要しない疾病

でしたが、予防接種法の規定に基づき、平成２８年４月１日より定期予防接種を開始することにな

り、滝川市においても実施することになりました。現在７カ所の医療機関で実施する予定で準備を

進めているところです。対象となる方々が適正に接種できるよう、市広報、ホームページに掲載す

るとともに、定期接種対象者及び北海道の指針に基づく積極的接種勧奨対象者の方には個別に通知

書を送ることとし、接種率向上へ向けて積極的な周知を図ってまいります。 

 次に、市立病院の新ガイドラインについてでございます。滝川市立病院改革プランにつきまして

は、関藤議員のご質問でご答弁させていただきましたが、北海道が夏ごろまでに策定する地域医療

構想の策定内容や平成２８年度の診療報酬改定の影響、３月に導入した地域包括ケア病棟の稼働状

況などを考慮して、できる限り早期に策定したいと考えております。 

 次に、防災協定の締結状況等でございますが、災害の発生に備え、迅速な対応が可能となるよう

に準備態勢を整えており、その一環として民間企業等との間で災害時における協力協定を締結して

います。現在備蓄計画に基づき食料品、日用品などの備蓄を進めているところですが、大規模な災

害が発生した場合には備蓄品だけでは食料等の不足が予想されます。また、災害復旧という観点か

らも、早期復旧には関係団体、民間企業等の力が必要であり、平時から協定に基づく協力体制の構

築が重要であります。防災協定の締結状況につきましては、食料を初めとする物資の供給に関する

ものや物資の輸送や災害復旧に係るもののほか、友好親善都市の名護市、栃木市とも相互応援協定

を結んでおり、今年度は新たに３団体と協定を結び、合計３７団体となります。今後も災害時に協

力が必要となる団体、民間企業との協定締結を進め、誰もが住みよい安全、安心なまちづくりに努

めてまいります。 

 次に、仮称でございます女性活躍推進センターについてのご質問でございますが、これまでの答

弁では女性センターについてのイメージはいわゆるネウボラといった妊娠、出産、育児に関する組

織、権限を集約した施設としておりましたが、（仮称）女性活躍推進センターとなりましたのは、

滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略に描かれた姿により発展的に近づいたものとなりました。

このセンターは、地方創生の中で女性活躍推進法に基づく女性の職業生活における活躍を推進し、

女性が働きやすく、子育てしやすいまちづくりを行うことにより女性の人口流出を抑制することを

目的としており、官民連携により施設の整備、運営及び政策の推進をしていきたいと考えておりま

す。このため、このセンターは滝川市の地方創生に資する施設及び機能であると考えておりますが、

この実現には女性のニーズに的確に対応できる民間のノウハウが必要であることから、官民連携に

よる高いサービス水準の確保、さらには現在の財政状況では民間資金の投資が前提となりますので、

まずは官民連携に関する実現可能性調査を実施した上で、このセンターの構想そのものの可否及び

センターの構想内容の精査を行っていきたいと考えております。この調査に当たっては、民間資金

の投資の可能性の有無について市場性の調査を行うとともに、高いサービス水準の確保による市場

性の向上の手法などについて調査を行う予定であり、詳細につきましては現時点で未定の部分もあ

りますが、国の支援や金融機関等との連携により調査検討を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、広域連携についてでございますが、広域連携の重要性についてでありますが、滝川市の歴
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史的背景においても周辺地域と深く結びついて発展したところでありますし、これまでも消費者相

談業務や戸籍電算システムの共同運用、消防事務の広域化など、長らく広域行政に取り組んできた

行政運営の実態を踏まえて、定住自立圏の形成に取り組み、４月からは中空知医療連携ネットワー

クシステムの稼働や新十津川町からの病後児保育の受け入れなどを予定しています。現在圏域にお

ける共通課題として、雇用の機会があっても働き手が不足する雇用のミスマッチによる人材不足が

深刻な状況となっているところであり、定住自立圏構想の中心市として他市町にも呼びかけを行い、

総合戦略の就業・移住ナビ事業を５市５町が共同で準備を進めております。今後圏域の人口減少や

高齢化が進展することが見込まれる中で、私はますます広域連携の重要性は高まると考えておりま

す。ご質問のとおり、空知、中空知を初めとした広域連携に取り組みたいと考えておりますし、圏

域の発展を目指して各自治体にも積極的に呼びかけてまいりたいと考えております。 

 私からは以上であります。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 それでは、私から教育行政執行方針関係について答弁させていただきます。 

 まず、１点目、教育行政執行方針の新鮮さが足りない感があって、意志が感じられないというよ

うなことでございましたが、私としてはそうは思っておりません。知、徳、体という言い方は、学

力向上、心の教育推進、体力の向上を端的に言いあらわしたものであり、北海道の教育行政執行方

針にも合致するものであります。私としては、強い意志のもと、学力に関しては市独自の少人数学

級実践事業の継続、学びサポーターの配置のほか、学力・学習意欲向上事業の継続、学校支援地域

本部事業を活用した学習サポート事業にも取り組みますし、心の教育推進に関しては平成２１年度

から取り組んでいる道徳教育推進事業に取り組みますし、いじめ防止のための取り組みもさらに引

き続き推進してまいります。また、体力向上に向けては、学校、体育施設の改修はもとより、教育

振興会が主導する体力向上事業に取り組ませるほか、市民も巻き込んだ各種体育事業を予定してお

ります。 

 次に、教育基本法を方針に載せるべきというご意見でございますが、教育基本法は記載がなくて

も大前提となるものでありまして、毎年載せるのも逆にいかがなものかというふうにも思っており

ます。教育行政推進に当たっては、各種法令、学習指導要領にのっとり、公教育として公的な制度

にのっとった教育を推進してまいります。 

 次に、全国学力・学習状況調査結果での家庭での学習の重要性についてでございますが、家庭学

習については学習内容を確かなものとして定着させるために重要なものであり、主体的に学習に取

り組もうとする意欲の向上につながる大事なことで、学校においては家庭学習が身近なものになる

よう、学年ごとの学習時間の目安や教科ごとの学習内容を記載した家庭学習の手引を配布するとと

もに、保護者懇談会などで活用を呼びかけております。教育委員会としましても、平成２７年度か

ら新規事業として学力・学習意欲向上事業に取り組んでまいりました。滝川第二小学校をモデル校

として放課後学習を実施し、学習意欲向上を図りながら、家庭での学習習慣の確立を進めてきたと

ころであります。この学力・学習意欲向上事業について平成２８年度も滝川第二小学校を引き続き

モデル校として実施し、放課後学習の一層の充実と家庭学習の習慣化や意欲化を図る取り組みを推
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進してまいります。 

 次に、全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果の関係でございますが、それを体育、休み時間

に取り入れてはどうかというご意見でございます。その点につきまして答弁させていただきます。

２７年度の調査結果については、小学校では握力や長座体前屈などが全国平均を上回り、中学校男

子は握力や立ち幅跳びが全国平均を上回りましたが、走るなどは全体的にやや低い状況でありまし

た。各校では、調査結果を踏まえ、課題を把握し、体力向上に向けた取り組みを行っております。

特に今年度からは、滝川市教育振興会による全校共通した走力、走る力に重点を置いた取り組みを

推進しております。体育の授業開始時にランニングを行ったり、５０メートル走や３分間走などを

個々に目標を設定させて、達成状況を確認し、事後指導に生かし、さらに次のステップへと取り組

ませるなど、継続的に行っております。学校の体育授業等においての調査種目を取り入れることに

ついては、現状小学校では全学年で５０メートル走や握力等の一部の種目を実施している学校が２

校、中学校では４校全て全学年で全種目を実施しております。このような取り組みも児童生徒が体

力における課題を把握し、みずから積極的に運動することにつながるものと考えますので、体力向

上に向けて学校への情報提供を積極的に進めてまいりたいと考えております。 

 次に、学校教育で学ぶ意欲の向上でどのような工夫が必要かという部分でございますが、各校の

児童生徒の学力課題はさまざまであるため、各種学力検査の結果を分析、考察しながら、学校は校

内研究のテーマを定め、組織として授業力向上に努めております。指導力向上には何よりも授業実

践と検証が効果的であり、校内研究においては教師が授業を公開して互いに参観し、児童生徒の学

力向上に向けた効果的な指導の方策について検証を行う取り組みをしております。このように学校

は個々の教師の授業力を互いに高め合うことから、組織としての指導力の向上と授業改善を進めて

おります。さらに、各校の取り組みを全市的に教員が互いに交流し、幅広い意見をもらいながら学

校のさらなる指導力向上につなげる観点から、教育振興会では公開研究会を毎年実施しております。

組織としての指導力向上を図るためには、児童生徒の学習の実態を適切に把握することも大事なこ

とであり、学校は授業に関して子供たちから直接声を聞くアンケートも取り組んでおります。この

ような学校全体のＰＤＣＡサイクルに基づいた授業改善を推進するよう、これまで同様に各校に指

導してまいります。 

 次に、少人数学級の拡充についてでございますが、３５人学級は子供たちの確かな学びときめ細

やかな見守りの充実として本市が平成２０年度から道内でも先駆けて取り組んできた事業ですので、

その維持と拡充を図ることを目指しております。さて、ご質問の５、６年生の拡充については、平

成２８年度の執行方針では既にご案内のとおり３、４年生の対象を維持し、継続することにしたと

ころでございます。平成２８年４月の児童数の見込みから、３５人学級対象は第一小学校で３年生、

４年生、第二小学校で４年生、東小学校で３年生、以上４学級となり、４人の教員を採用する準備

を進めております。５、６年生に拡充することは、滝川の小学校では国、道の制度とあわせて全学

年での３５人学級が実現できることとなり、保護者や市民の皆さんから大きな期待が寄せられてい

ることは十分承知しております。私どもとしても拡充の意向は持ってはいるものの、残念ながらす

ぐにというわけにはいかないことから、時期については適切に今後判断してまいりたいと考えてお
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ります。 

 次に、道徳教育推進事業の関係で、地域に根差す事業展開を図るべきとのご意見でございますが、

事業内容については、繰り返しになりますが、小中学校から委員を選出し、実践発表会において研

究の成果を発信する取り組みを推進しております。地域に根差した事業の展開としましては、各学

校におきましてはこれまでも毎年１０月に実施している市内一斉参観日での道徳の授業公開、さら

に先ほどの答弁にもございましたが、道徳教材を家庭に持ち帰り、家庭において保護者と子供が道

徳の授業で学んだことについて話し合いをするようなきっかけをつくるといった取り組みも進めて

おります。また、道徳教育推進事業におきましても、家庭や地域との連携を深める道徳教育という

視点から、例えば福祉、医療関係などの講師をお招きし、命の大切さや他者を尊重する心の大切さ

など、経験に裏打ちされたお話を子供たちにしていただくといった取り組みなども今後推進してい

くことができると考えております。 

 次に、西高等学校についてどのような未来像をということでございますが、関藤議員さんの代表

質問にもお答えしましたとおり、中学生のアンケート結果や生徒の進路希望、保護者や地域からの

期待に応えられるよう、社会で必要とされる学力の定着やこれからのグローバル社会で活躍できる

人材を育成するため、より専門性を高めた学科に転換することも視野に入れて減ずる学科を検討し

ております。これまでの実績を踏まえて、普通科と商業科の併置校のよさを最大限に生かし、進学

に対応した普通教育と専門的なビジネス教育、キャリア教育と個に応じた進路指導の充実を図り、

生徒や保護者、地域の願いに応える学校を運営してまいりたいと考えております。 

 次に、適正配置計画の詳しい計画についてでございますが、ご存じのとおり適正配置計画は５年

が経過し、文部科学省の手引の内容を踏まえて今年度見直しを行いました。それらを踏まえた上で、

計画の後期５年間に当たる平成２８年度から平成３２年度には当初計画どおり新たな統廃合は実施

しないことといたしました。平成２８年度以降については、次期計画における適正規模を下回る各

学校の具体的な方向性を示すための準備期間とした上で、文部科学省の手引を考慮して検討を進め、

詳しい計画を立ててまいります。今後は、早い段階で保護者との懇談会、あるいは地域住民との懇

談会を行い、手引にもありますように学校の持つ地域的意義等を踏まえ、地域住民の理解と協力を

十分に得られるよう努め、それぞれの地域の実情に応じた教育的な視点から少子化に対応した活力

ある学校づくりのための方策を継続的に検討、実施してまいります。 

 次に、文化ゾーンの再構築の考え方についてでございますが、文化ゾーンでは老朽化に伴う改修

や設備更新が喫緊の課題となっております。教育委員会では、平成２８年度文化ゾーンの再構築に

向けてこれからの市民の生涯学習や文化芸術活動において必要な機能や行政サービスのあり方を精

査するとともに、道内外の先進地事例や勉強会を通じ、施設改修を含めた文化ゾーンの再構築に民

間の資金とノウハウを活用するＰＰＰ、パブリック・プライベート・パートナーシップの導入の可

能性を探ってまいります。ＰＰＰの実現には魅力的なゾーンであることも条件です。文化ゾーンは、

生涯学習や文化芸術活動だけでなく、人が集い、活動が生まれる新たな要素も求められます。文化

ゾーンの再構築の調査検討においては、市民や専門家と一緒に進め、文化ゾーン全体の具体的な姿、

そして再構築に必要な財源確保について今後お示ししていきたいと考えております。 
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 次に、東京オリンピック、パラリンピックに向けての体制の確立を早急にという部分でございま

すが、市としましては平成２６年度から教育委員会にオリンピック・パラリンピック合宿誘致推進

室を設置しております。専門家や関係者に直接市内のスポーツ施設や関連施設、環境等を視察いた

だくことなどにより、リオデジャネイロ大会よりパラリンピックの正式種目となるパラカヌースプ

リント競技に的を絞り、誘致活動を進めております。その活動の中で、身体に障がいのある選手に

とって大きな負担である競技艇を運搬しながらの移動の負担を軽減するため、Ｂ＆Ｇ財団の協力の

もと、パラカヌー競技艇を２艇、２８年度より海洋センターに配備することにいたしました。滝川

で合宿することのこうしたメリットを訴求ポイントとして、さまざまなルートから合宿誘致に向け

た働きかけを行っておりますが、現時点ではまだ市民の皆様にお知らせできる成果が出ておりませ

ん。これについては、今後動きが出てくれば随時お知らせしてまいりたいと考えております。あわ

せて、市民の皆様にご協力をいただくための体制づくりについても進捗の状況にあわせて検討して

まいりたいと考えておりますので、ご理解いただきますようお願いいたします。 

〇議  長 答弁が終わりました。木下議員、再質問ございますか。木下議員。 

〇木下議員 私のほうから２点ほど再質問させていただきます。 

 １点目につきましては、認知症対応型共同生活介護事業所の関係につきまして、事業所の数がふ

えるということは当然介護職員などの不足が考えられるが、介護職員のマンパワーを十分に反映で

きる体制づくりはどのように考えているのか伺います。 

 もう一点は、学校教育につきまして、少人数学級、３５人以下学級とした場合、メリットとデメ

リットの考え方を教育委員会としてどのように捉えているのか伺います。 

 以上２件です。 

〇議  長 木下議員の再質問に対する答弁を求めます。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 ただいま認知症の関係のご質問ということで、民間のパワー、マンパワーの関係

ということでご質問だったと思いますけれども、人材育成についてはそれぞれの立場で進めていた

だかなければならないことかなと思ってございます。当然施設がふえれば人がいないとその事業は

成り立ちませんので、そういった面ではそういった方の人材育成については官も民も一緒になって

進めていくべきことかなというふうには感じてございます。 

 以上でございます。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 少人数学級のメリット、デメリットのご質問でございますが、よいところとしては、

端的に言いますと学習面にしても生活面にしても子供を丁寧に見られるというふうに言われており

ます。実際に実践研究事業として導入している学校からその成果の報告を受けておりますので、そ

の報告内容についてここでお話しさせていただきたいと思います。学習時間中のみずから発表する、

しっかり聞くなどの活動が活発になり、進んで学ぶ意欲が持てたなどとアンケート結果として出て

いる。２点目として、体験活動の際に一人一人に目が行き届き、時間をかけ、個性を生かす指導や

支援ができた。３点目として、グループ学習を行う際は教室内のスペースを生かしていろいろな集

団体系をとって学習ができ、その中でリーダーやサポートする子供の活動が活発になっている。４
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点目として、家庭訪問や学級懇談会でも時間が確保され、子供の様子を保護者と共有することがで

きたといった成果が報告されております。デメリットとしては、一般的にというか、一部の意見と

して切磋琢磨がなくなり、子供たちの社会性が育たないといった意見も一部としてはございますが、

調査の検証でもそういったことはうちとして出てきておりませんし、委員会としてもそのようなデ

メリットがあるというふうには考えておりません。 

 以上です。 

〇議  長 以上をもちまして木下議員の質問を終了いたします。 

 田村議員の発言を許します。田村議員。 

〇田村議員 皆さん、こんにちは。こんにちはというよりは、お疲れさまです。新政会の田村勇で

ございますが、会派を代表いたしまして、平成２８年度市政執行方針並びに教育行政執行方針に対

する代表質問をさせていただきます。それぞれ執行方針に対する質問のため、重なるところもあり

ますが、ニュアンスを変えて、端的に具体的に質問させていただきます。早速、以下通告に従いま

して代表質問を行います。 

 

    ◎１、市政運営の基本的な考え方 

      １、各年の一文字について 

      ２、財政基盤の確立について 

 まず最初に、市政運営の基本的な考え方ですが、私の市議会議員１期目のときに林芳男市長、４

期目のときに田村弘市長、そして６期目から前田市長と３代にわたりそれぞれの市長の政治姿勢を

感じ取ってまいりました。時代の変化でリーダーシップのとり方も変わってきていますが、今の時

代の前田市長の市役所庁内と滝川市民に対するリーダーシップの考え方をお示しください。 

 ２点目は、市長の前任期の４年間に「興」、「育」、「動」、「継」の一文字を掲げ、それぞれ

思いどおりに邁進できたと思うわけですが、邁進できたかどうかをお伺いいたします。 

 ３つ目は、ことしの「気」との一文字ですが、今２期目で「気」を使うと、終わるまでまだ３期

あるわけです。それもずっとまた１字をとるのかということなのですが、市長は一気呵成に取り組

むとありますが、さきにやる気、本気、勇気と出てきましたが、ある市民の方は不気味とか不景気

とか、そういうとり方もあるということで、余りふさわしくないとも言っておりました。そのよう

な不安を払拭する意味も含め、「気」の複雑な意味合いを持ってどう市政を推進したいと思ってい

るのかを伺います。 

 ４つ目は、この一文字を先ほども言ったようにいつまで続けるかということでございますが、市

民は一文字はもうやめて、一文字でなくもっとわけのわかりやすい思いやりのある言葉を求めてい

ます。無投票当選での責任を重く受けとめ、ワンマンや自己満足にならないよう常に気をつけ、来

年は市民受けする言葉を掲げるのがいいと思うのですが、そのお考えをお聞きいたします。 

 次に、財政基盤の確立についてであります。国の補助金は、１年、２年でなくなるもの、減額さ

れるもの、単発的なものが散見されます。せめて５年スパン、１０年スパンと継続されないと次の

計画にも影響が出ると思います。そこで、持続的な財政基盤を築くための具体的な対策、施策をお



- 105 - 

 

示し願います。 

 ２つ目は、今後の財政調整基金の規模ですが、健全財政維持のために全部署が努力していること

と思いますが、平成３１年までの年次計画も含め、規模をお伺いいたします。 

 ３つ目は、一般質問でも何度か取り上げてまいりましたが、今後ますます少子高齢化により人口

が減少する中で、職員数、嘱託職員数のさらなる適正化であります。現在数は２８年度の予算審査

特別委員会参考資料の１６ページに記載がありますが、人口が減少する中での今後の見通し、適正

数、また特に共働きに対する考え方ですが、市民の関心を持っている大きなテーマでもあると思い

ます。ある自治体では、採用のときにそのことをしっかり話し、決め事を守り、混乱はないとのこ

とです。また、新規採用もスムーズに行われているとのことであります。先進視察も含め、滝川市

でもしっかり検証し、考慮すべきと思いますが、お考えをお伺いいたします。 

 ４つ目は、地方創生、補助金５０パーセントや過疎資金１００パーセント等のほか、今後有利な

補助金やそれに対する有利なテーマにはどんなものがあるかをお示しください。 

 

    ◎２、機能的な生活基盤の充実したまちづくり 

      １、コンパクトで機能的な都市の形成について 

      ２、賑わいのある中心市街地の活性化について 

      ３、住宅ストックの適正管理について 

 次に、機能的な生活基盤の充実したまちづくりで、１項目めはコンパクトで機能的な都市形成に

ついてでありますが、今回の市政執行方針にコンパクトシティに関する記載がありません。今まで

のコンパクトシティ計画は後退したのでしょうか、ほかとの関連があれば、お示しください。 

 ２つ目は、数年のうちに修繕が大規模改修となるであろう公共物件がたくさんあります。全ての

公共施設をいま一度再検討し、必要性の考慮を含め、廃止や解体、新設に対する計画をしっかり持

つべきだと思います。一例を挙げると、文化連盟を中心に９００人近い会員が活躍しています。し

かし、昨今は発表する会場がなくなりました。新十津川のゆめりあや砂川のゆう等を会場に肩身狭

く使用しています。文化都市滝川の名に恥じない５００人規模のホールを考えるべきであります。

そういう観点も含め、優先順位を考慮し、検討が必要と思いますが、お考えを伺います。 

 ２項目めは、賑わいのある中心市街地の活性化についてでありますが、大々的に取り組んだ店舗

リノベーション支援事業、思ったようには利用が伸びていません。これは、中途半端な支援のため、

やる気があっても対象が結構厳しく、利用できない人が多いわけであります。国の補助は終了した

が、市独自にでも支援のレベルアップを図ることにより税収や雇用等プラス効果があるわけですか

ら、こういうものに対する見解を求めます。 

 ２つ目は、現在９人になる地域おこし協力隊がそれぞれの場所で採用されていますが、それぞれ

の協力隊への期待の大きさ、活動業務内容、任期は１年で３年まで再雇用が可能とのことですが、

１年で終わる活動もあるのでしょうか。また、定年退職者が違う観点からかかわることも可能と思

うわけですが、地域おこし協力隊に定年退職者を採用することも可能かどうかもお聞きをいたしま

す。 
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 ３つ目は、滝川職人支援研究会も結成され、すばらしい活躍をされております。滝川クリエータ

ーズショップ匠ですが、各店収支はそれぞれであります。家主の絶大なる協力で家賃も低く抑えて

いますが、必要経費の業務用水道料、電気代、暖房料、ガス代、町内会費、アーケード負担金、除

雪代等、ほかの経費がたくさんかかります。そんなことから、経営は必ずしも楽ではないのが実態

であります。既に閉店した方もおりますが、家賃だけを安くしても経営は厳しいとのことです。今

後の支援や市のかかわり方をお示しください。 

 ４つ目は、創出支援事業で、他の地域にない付加価値の創出とありますが、今までにない期待で

きる付加価値とは何かをお伺いいたします。 

 ３項目めは、住宅ストックの適正管理についてです。１つ目は、緑町団地９棟５８戸の建てかえ

工事ですが、平成３１年度までの計画、スケジュール、補助金は５０パーセントでよいかも含めお

示しを願います。 

 ２つ目は、民間住宅の有効活用の推進を図り、滝川市住宅改修支援補助制度、この制度を２８年

度も継続するとありますが、条件は２８年度と同じかどうかをお伺いします。また、滝川市住み替

え支援補助制度についてはいかがでしょうか。また、民間空き家の解体に対する補助金制度ですが、

代執行制度は理解していますが、施設に入る人や息子さんのところに引っ越して、持ち家が空き家

になり、解体したい、そういう方が今後もふえると思います。岩見沢市では解体費の１割、上限３

０万円、札幌市では費用の３分の１、上限５０万円の制度があるということですが、滝川市の空き

家解体に対する補助金の考え方を伺います。 

 ３つ目は、中空知住み替え支援協議会ですが、７団体、滝川市、滝川建設協会、滝川地方宅建協

会、建築士会滝川分会、介護サービス事業者連絡協議会、北門信用金庫、職業訓練センターの７団

体が正会員となり、スキルアップセンターに事務所を置いて、２４０万円の市の補助金で活動して

おります。しかし、総会においても意見、提案も少なく、登録件数も伸びないのが現状とのことで

あります。市のかかわりと今後のこの事業を伸ばす展望についてのお考えをお伺いいたします。 

 

    ◎３、誰もが住みよい安全安心なまちづくり 

      １、災害に強いまちづくり 

      ２、安心して暮らせる保健・医療環境の充実について 

 次に、誰もが住みよい安全安心なまちづくりで、災害に強いまちづくりについてですが、誰もが

住みやすい安心安全なまちづくりを求めているのは当然であります。５年前の3.11、東日本大震災

による大惨事の傷跡はまだまだ深く、復興にはほど遠い現状であります。ことし２月18日、国、道、

市、地域が連携して滝川市をモデル地区として石狩川滝川地区水害タイムライン検討会第３回目が

開催されました。しかし、町内会の方の参加が少ないと聞いております。今後の検討会の開催回数

と町内の自主防衛組織の充実、それとそれに対する連携についてどのようにお考えかをお示し願い

ます。 

 ２項目めは、安心して暮らせる保健・医療環境の充実の件ですが、市立病院の経営が非常にきび

しく、病室の稼働率も低い、収支の状況も昨年に比べ４億円に迫る欠損となります。厳しい状況に
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なっています。先般の新聞に、砂川市立病院が職員を５０人増員し、４億円の必要経費を関連経費

として予算に組み入れるとのことでございます。規模は違うかもしれませんが、経営に対しての意

気込みも感じられます。滝川市立病院も総務省のガイドラインに基づく滝川市立病院改革プラン策

定だけでなく独自のアイデアを取り入れるよう、計画や今後の収支改善につながる施策をお伺いい

たします。 

 ２つ目は、私もけがで二、三の病院に入院した経験がありますが、どこの病院でも不愉快に思っ

たのは意外と強い態度をとるクレーマー的患者のいることです。ドクターも看護師さんも、患者さ

んとけんかもできない弱い立場にあります。そういうこともストレスの要因になっている一つでは

ないでしょうか滝川市立病院のクレーマー的患者に対する対応や対策、マニュアルについてお伺い

をいたします。 

 ３つ目は、滝川市立病院全般を見渡すさきの経営改善、クレーマー対策等も踏まえた経営プロジ

ェクトの必要性についてですが、総務省のガイドラインとの関連も含め、プロジェクトの必要性の

お考えをお示しください。 

 

    ◎４、効率的な行政運営によるまちづくり 

      １、広域連携について 

      ２、生涯活躍のまち構想について 

 ４件目は、効率的な行政運営によるまちづくりで、まず第１、広域連携について。体験移住者が

多い日高管内浦河町では、築４０年以上の空き家の所有者にリフォーム費用の３分の２、上限２０

０万円を補助し、リフォームした住宅は２年から４年ぐらいの間、移住体験住宅に提供しています。

入居者は、役場の移住促進係があっせんする仕組みで、大家さんには月六、七万円の賃貸料が入る

ようであります。それで移住、定住の効果も上げているということでございます。滝川市も移住、

定住に取り組んでいますが、実績が見えない。どこに何組の実績があるのか、また今後の移住、定

住の効果的な施策、支援の拡充についてお伺いをいたします。 

 ２つ目は、滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の重点事業である内閣府が進める就業・移住

ナビ事業の希望の持てる具体的な展開について滝川市における施策効果をお示しください。 

 ３つ目は、就業・移住ナビ事業と中空知定住自立圏共生ビジョンとの関連についてお示しくださ

い。 

 ４つ目は、市民の皆様には就業・移住ナビ事業がわかりづらいと思います。この取り組みが本当

に雇用のミスマッチの人手不足の解消につながるのかどうかをお伺いいたします。 

 ５つ目は、最近は社会情勢の変化もあり、特に独身男女の多くが未婚理由の統計で結婚する気は

あるが、出会いがないとの理由が圧倒的に多いそうであります。それがまた人口がふえない要因の

大きな一つにもなっているということも書かれておりました。そこで、雇用の人手不足や人口減少

の対策として滝川市が他地域に先駆けて市の信用の置ける独自の出会いの場を提供し、婚活制度を

つくり、活用すべきと思いますが、見解をお伺いいたします。 

 ２件目は、生涯活躍のまち構想についてであります。１つ目は、生涯活躍のまち構想の推進とあ
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るが、市長が従来から提唱していたプラチナタウン構想との違いは何かをお伺いいたします。 

 ２つ目は、現在政府が進めている１億総活躍社会の実現であるが、政府方針とのかかわりについ

て伺います。 

 ３つ目は、この生涯活躍のまち構想を推進するため、どのような観点から補助金の要請をしてい

るのか、また具体的な予算づけの見通しについてお示し願います。 

 

    ◎５、教育行政執行方針 

      １、これからの学校教育について 

      ２、文化ゾーンの再構築について 

      ３、パークゴルフ場について 

      ４、東京オリンピック・パラリンピックについて 

 次に、教育行政執行方針で、これからの学校教育についてであります。少子化が進む中、児童生

徒も減少することになります。今後も小学校、中学校の老朽化、統廃合を含め、適正配置計画の検

討が進むことと思われます。小中一貫校等を取り入れているところはありますが、これからの学校

教育の一環として、小中や中高でなく、小中高あるいは小中高大までの一貫校教育も進むと思われ

ます。滝川市は西高や國學院があります。ですから、小中高や、あるいは小中高大までの一貫校の

試行も可能であります。効果的な指導と今後の取り組みを伺います。 

 ２つ目は、きめ細かな指導の充実を図るとありますが、子供たちは特技を秘めた宝であります。

学習はもちろんですが、いろいろなスポーツや体育事業によって才能を伸ばす機会が大切でありま

す。以前に滝川からもスキーモーグルでオリンピックに出場した方もいます。また、今はジャンプ

やスケートにおいて北海道人が大活躍をしています。滝川の小学校、中学校でスキーやスノーボー

ド授業を実践しています。今期もスキーインストラクターの方１４名で６小学校と２中学校で延べ

１１５日支援し、実のある今期のスキー授業を終えられました。さらなる継続支援が必要と思いま

すが、今後の効果的な指導と取り組みをお示しください。 

 ３つ目は、重点目標に挙げています市独自の道徳教育とは何か、また効果的な指導方法とは今ま

でと大きく違うのか、具体策をお示し願います。 

 次の文化ゾーンの再構築については、公共施設の全部の再検討の必要性でダブっておりますので、

削除いたします。 

 ３件目は、パークゴルフ場についてであります。市長の公約の一つでありますまち自慢のパーク

ゴルフ場についてでありますが、８コース７２ホールの完成を皆が楽しみにしていると思われます

が、現在までの進捗状況をお示しください。 

 ２つ目は、ここでも地域おこし協力隊を採用して、魅力あるパークゴルフ場として企画、運営し

ていくとありますが、運営についての市や振興公社、地域おこし協力隊とのかかわりはどうなって

いるのかお示しを願います。 

 ３つ目は、後発のパークゴルフ場なので、利用者の入り込みが気になるところですが、当初計画

どおりの収支計画でよいか、計画に対して下方修正をしなくてもよいのかと変更する部分があるか
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ないかをお伺いいたします。 

 ４つ目は、既設のパークゴルフ場の維持管理、整備についての考え方ですが、既設のコースをど

うするのかを検討していれば、お伺いいたします。 

 ４件目は、東京オリンピック、パラリンピックについてでありますが、１つ目はカヌー及びパラ

カヌー競技を中心に誘致運動を進めるとありますが、カヌー及びパラカヌー競技誘致の可能性は何

パーセントぐらいあるのか、今後この誘致のための計画とスケジュール、先ほどの答弁で余りいい

答弁ではなかったのですが、これを断念するのか、それとも進めるかも含めて答弁を願いたいと思

います。 

 ２つ目は、非常に厳しい経済情勢の中で、もしカヌー競技を進めるとした場合に市民協力は本当

に得られると思うかどうかということもお聞きをしておきたいと思います。 

 ３つ目は、全国各地でいろいろな誘致運動に手を挙げていますが、滝川としてはカヌー以外の競

技で誘致の選択肢があるのかないのかを伺います。 

 以上でございます。 

〇議  長 それでは、ここで一旦休憩をさせていただきたいと思います。答弁は休憩後の再開と

いうことで答弁をいただきます。再開を２時５５分といたします。休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時４３分 

再開 午後 ２時５４分 

 

〇議  長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 田村議員の質問に対する答弁を求めます。市長。 

〇市  長 それでは、新政会、田村議員からの代表質問に順次お答えをさせていただきます。 

 リーダーシップの考え方に関する最初のご質問でございますけれども、リーダーに求められる資

質としてはいろいろな条件があるかと思いますが、実行力、判断力のほか、改革、改善できる力で

はないかと思っております。常に変化する環境に対応し、不断の見直しを行いながら、よいものは

続け、改善すべきものは見直すという決断ができることだと考えております。今後においても、市

民の皆さんや職員との対話を重視し、市民の皆さんにとって何がベストとなるのかを最優先としな

がら行政上の諸課題に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、私が使っていましたこれまでの一文字についての邁進できたかというご質問でございます

けれども、過去私が掲げましたのは「興」という字がまず最初でございますが、「興」を掲げた際

は、未曽有の震災が発生した東北の復興を願うとともに、本市の経済を興し、農業を興す意味合い

がございました。滝川農業塾を開き、農業後継者の育成を図るとともに、友好親善都市である名護

市、栃木市と災害時における相互応援協定を結び、さらなる安全、安心のまちづくりを進めました。

翌年の「育」の際は、前年にまいた種から膨らみのある事業に育てる意味合いで、中空知５市５町

による戸籍電算システムの共同運用をスタートさせたほか、就学前児童の医療費無料化や市立病院

の院内保育所設置など、子育てしやすい環境整備にも努めました。さらに、「動」の際には、これ
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まで育んできたもの、あるいは動かなかったことを動かし、新たな行動につなげる意味合いで、中

空知定住自立圏構想による共生ビジョンの策定や芦別市と赤平市の２市の消防が加わり、新たな滝

川地区広域消防事務組合としてさらなる広域化を推し進めたほか、老人ホーム緑寿園等の滝川市社

会福祉事業団への譲渡が実現しました。そして、これまで興し、育て、動かしてきたものを継いで

いきたいという思いから、平成２７年は「継」の一文字を掲げました。「日本で最も美しい村」連

合への加盟が認定され、地域の文化や美しい農村景観を守り、次世代に継承してまいります。また、

これまでの再生エネルギーへの取り組みが評価され、次世代エネルギーパークに認定もされました。

このように本市の置かれている状況をしっかりと見きわめ、早期に着手すべきもの、準備期間を経

て効果を高めるものなどに私なりに全力で取り組んできたつもりであり、今後においてもその考え

は変わりはございませんので、ご理解をよろしくお願いいたします。 

 次に、今年度の「気」の文字の意味合いについてでございますが、先ほどの会派清新の代表質問

でもお答えしたとおり、常に前向きな姿勢で仕事に取り組んでいくということをあらわすとともに、

スピード感を持って対応していきたいとの考えに基づいているものでございます。 

 そして、この一文字をもっと市民受けに考えて変えたほうがいいのでないかというご質問でござ

いますが、私の毎年の市政運営の基本的な考え方は市政執行方針において表明させていただいてい

るわけでございます。それとは別に、本市の世相や抱負、一年を展望するという意味でこれまで一

文字を掲げさせていただいたところであり、今後もこの一つの文字に込めた思いを市民の皆さんと

共有できるように努めてまいりたいと考えておりますが、田村議員ほかそのようなご意見があると

いうのは参考にさせていただきたいと思います。 

 次に、財政基盤の確立等についてでございます。財政基盤を築くための具体的な対策ということ

でありますが、持続可能な市政運営を目指し、昨年１２月に財政健全化計画を策定したところでご

ざいます。本計画は、事務事業の見直し、組織、人件費の見直し、歳入確保対策を柱としており、

この計画に基づいて新年度予算編成を行ったところでございます。それぞれの具体的な内容につき

ましては、２月１５日に開催しました全員協議会で説明させていただきましたが、事務事業の見直

しとしては３，８００万円、組織、人件費の見直しとしては平成２６年度との予算比較で一般職員

数で１７名の減、超過勤務手当は２，５００万円の減、歳入確保対策としてはふるさと納税を活用

した基金の活用で対前年度比４，７００万円の増など、反映しているところでございます。当面は

財政健全化計画を着実に実行していくことにより、安定した財政基盤を築いていきたいと考えてお

りますので、ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

 今後の財調の規模についてでございますが、財政調整基金を含む基金残高の確保については最大

限努力していかなければならない課題だと考えております。今回策定した財政健全化計画では、基

金残高が減少傾向にある中、残高が１０億円を下回らないように財政健全化を達成しているところ

でございます。今回ご承認いただいた一般会計補正予算（第１０号）におきましても、普通交付税

の算定結果や一部事務組合負担金の減額状況などを勘案し、当初予算において見込んでいた財政調

整基金と減債基金の繰り入れを取りやめ、さらに財政調整基金に４，０００万円の積み立てを行う

など、最大限基金残高の確保に努めたところです。これにより、今回の補正予算後の基金繰入金の
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予算現額は、施設整備政策基金や社会福祉事業振興基金など１億７，５００万円となったところで

す。財政調整基金の一般的な適正基準は、標準財政規模の１０パーセント程度、滝川市の場合は１

２億円と言われておりますが、まずは財政健全化計画を着実に実行することにより、財源補填的な

基金繰り入れをしなくてもよい健全財政を目指し、そこから少しずつでも基金を積み上げていきた

いと考えているところでございます。 

 数字につきましては、次長のほうからご答弁させていただきます。 

 次に、職員数の適正化というところでご質問でございますけれども、ご承知のとおり、財政健全

化計画では人口と職員数の推移についてもグラフをお示ししながら、人口減少を踏まえた組織のあ

り方に向けて３つの視点を持ちながら組織のスリム化を目指すこととしています。したがいまして、

職員数は正規と非正規問わず、全体としてスリム化の方向へ進むことが大きな目標でありますが、

人口減少とは反対に新たな業務が発生することもありますので、これまでも答弁してきましたとお

り、職員数の見直しにつきましては事務事業見直し及び機構改革とセットのもと、適正な職員数を

確保していきたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。また、夫婦共働きに

つきましては、意見はさまざまあろうかと思いますが、１億総活躍社会という時代でもありますし、

制度的には問題はないということでございますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 次に、今後の補助金等についてでございますが、財政基盤の確立に向けましては、各事業の実施

に当たり最大限の財源確保に努めていく必要があると考えております。今後予想されるテーマや補

助金等の種類というご質問ですが、施設整備関連としてスポーツセンター第１体育館の耐震改修工

事や滝川地区広域消防事務組合消防本部滝川消防署庁舎の整備では国の緊急防災・減災事業の活用

を想定しているほか、一般廃棄物最終処分場のかさ上げ整備については防衛省の補助金の活用を想

定しております。また、地域おこし協力隊の制度のように一定金額を上限とした特別交付税措置が

受けられるものもございます。地方創生関連では、国の地方創生加速化交付金、これは１０分の１

０でございますけれども、それの申請を行っており、採択された場合には２８年度の事業実施に活

用してまいりますが、今後も各省庁の補助メニューや有利な起債制度、地方創生推進交付金、北海

道の地域づくり総合交付金など有利な財源対策に努めたいと考えております。また、国の有利な支

援制度については時限措置である場合も多いことから、必要に応じて期限の延長措置をあわせて要

望してまいります。 

 次に、コンパクトシティについてのご質問でございますが、都市のコンパクト化に向けましては、

平成２２年度策定の都市計画マスタープランにおいて中心市街地の拠点機能の形成、３つのコンパ

クトタウンの形成、コンパクトタウン間のネットワーク機能の強化を基本方針とし、事業の推進を

図ってきたところです。２８年度の市政執行方針においては、栄町３―３地区優良建築物等整備事

業の支援などの中心市街地活性化や土地利用の増進や主要幹線街路を形成する泉町土地区画整理事

業、公共施設マネジメント計画の推進など、コンパクト化を推進する事業として位置づけたところ

です。また、環状線を初めとする幹線道路における自動車やバスなど公共交通の利便性を生かして

歩いて暮らすことができるよう、生活利便施設などを誘導すべく、土地利用のルールを緩和するな

どの都市計画変更を行った経緯もあり、時間を要してコンパクト化を進める部分もございます。決
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して後退したということではなく、今後も継続的に都市のコンパクト化を進めてまいりますので、

ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 次に、公共施設の検討でございますが、ご質問のとおり、滝川市では多くの公共施設の老朽化が

著しく、滝川市の財政状況の中では公共施設の維持、運営は大変厳しい状況にあります。財政上の

推計では多くの施設の維持が困難となることから、公共施設マネジメント計画の期間中を集中取り

組み期間として、それぞれの公共施設のあり方を決めていくこととしております。このような情勢

の中、総合福祉センターの廃止、解体、社会福祉施設群の滝川市社会福祉事業団への一括譲渡など

を行い、平成２４年度末から平成２６年度末までの２年間において公共施設の床面積の７．４パー

セント削減を行いました。一方で、木下議員のご質問にお答えしたとおり、公共施設マネジメント

の推進には都市計画マスタープランの理念である拡大から集積へ、行政主体からコミュニティ主体

へといった都市づくりの方向転換を進めていく必要があります。我が国が人口減少社会となり、さ

らには少子高齢化が進展していく中で、今後の地方都市においては新たな公のサービスによる暮ら

しの質の維持、向上が欠かせないものとなることから、市民活動の水準の向上は重要な政策となり

ます。このことから、都市づくりの大きな転換点に当たり、コミュニティセンターや老人福祉セン

ターなどの議論におきましては、将来を見据え、市民との協働によりこの難局を乗り越えるべく議

論を重ねているところです。このように公共施設の本来の果たすべき機能に着目し、スピード感の

出せるものはスピード感を持ち、機能を最大化させるものは最大化させるといった方針で公共施設

マネジメントを推進していきたいと考えております。 

 次に、店舗リノベーション支援事業についてでございますが、昨年の第４回定例会においても答

弁させていただきましたが、店舗リノベーション支援事業補助金につきましては国の地域活性化・

地域住民生活等緊急支援交付金に係る中心市街地にぎわい創出支援事業の一つとしてスタートした

もので、商店街では４件の空き店舗解消につながりました。この実績から、次年度におきましても

店舗リノベーション支援事業補助金を継続しつつ、拡大に努めていく所存でしたが、実質的な財源

である当該交付金が見直されたため、予算編成については調整に調整を重ねてきたところでありま

す。その結果、厳しい財政状況ではありますが、事業効果や中心市街地の動きを鑑み、店舗リノベ

ーション支援事業補助金については１７０万円を予算計上し、継続実施の運びとなりましたので、

ご理解とご協力を賜りたいと思います。 

 次に、地域おこし協力隊についてのご質問でございます。現在滝川市では７名の地域おこし協力

隊がそれぞれのステージで活躍しており、そのうち２名が商店街の活性化などに係る業務に従事し

ています。業務内容については、それぞれキャンドル職人と革職人として地域資源を生かした商品

開発、商店街イベント事業への参加、商店街の情報発信などを行うとともに、任期終了後の起業に

向けて日々業務を行っています。滝川市としましては、将来的にそれぞれのスキルを生かした店舗

を商店街に構えていただき、商店街の新たな担い手としてご活躍されるよう期待をしております。 

 定年された方が協力隊員になれるかというご質問に対しましては、産業振興部次長からお答えを

させていただきます。 

 次に、滝川クリエーターズショップ匠への支援でございますが、滝川クリエーターズショップ匠
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は、商店街で活動している地域おこし協力隊２名の活動拠点として滝川市が空き店舗を借り上げ、

整備したものです。この活動拠点につきましては、地域おこし協力隊の活動費として総務省の制度

で認められている経費のうち、店舗の家賃及び建物に係る火災保険料について支援を行っています。

地域おこし協力隊の２名には、この活動拠点においてそれぞれのスキルアップを図っていただき、

任期終了後には商店街で起業していただけることを期待しております。 

 次に、にぎわい創出支援事業についてでございます。滝川には全国からも注目を集めるものづく

り職人が多数活躍され、その商品もまた高く評価されている現状から、市内のものづくり職人で組

織する滝川職人支援研究会や図書館と連携し、滝川市でしか買えない、受けられない、味わえない

付加価値を広く認識してもらおうと各種事業に取り組んでおります。その第１弾となる事業として、

各職人の職歴や作品を紹介する冊子「物づくり物語」を昨年３月に発行したところ、メディアの目

にとまり、一部店舗が雑誌やテレビ等に取り上げられるなど、地域外にも知られることとなりまし

た。また、先月、第２弾となる事業では、持ち歩くことで動く広告となる手提げ紙袋を作成し、図

書館で配布したところ、用意した在庫が残りわずかになるなど予想以上に反響をいただいておりま

す。このほかにも、地域の将来を担う若者と商店街が連携し、商店街の付加価値や魅力を高める若

者連携商店街魅力アップ事業では高校生レストランを２日限定でオープンしましたが、悪天候にも

かかわらず多くのお客様が訪れ、またメディアの注目度も高かったことから、関係者一同励みとな

り、次回開催に向けた動きも出てきております。今後もこれら事業を通じて他の地域にない付加価

値を感じてもらえるまちのブランド化を促進し、にぎわい創出につなげていきたいと考えておりま

すので、ご支援、ご協力をお願いいたします。 

 次に、緑町団地のご質問でございますが、当市における公営住宅の整備は滝川市公営住宅ストッ

ク総合活用計画に基づき、老朽化が進み、一定の整備水準を満たしていない団地から順次建てかえ

を進めており、江陵団地、泉町団地、東町団地と計画どおり建てかえが行われております。ご質問

の緑町団地につきましては、平成２７年度から実施設計、解体工事を進め、平成２８年度は２棟１

４戸の建設工事に着手し、平成３１年度までに９棟５８戸の完成を目指して整備を進めています。

今後の公営住宅整備事業についても、昨今の社会経済情勢の変化により交付金事業の見直しが行わ

れ、公営住宅整備に対する社会資本整備総合交付金も削減される傾向にありますが、公営住宅の適

正なストック確保と整備水準の向上を目指して推進していきたいと考えております。 

 次に、滝川市住宅改修支援制度等のご質問でございますが、住宅・土地統計調査によると滝川市

の空き家数は集合住宅の戸数を含め平成２５年において約３，０００件で、平成１０年と比較する

と１．５倍となり、空き家は増加している状況にあります。滝川市は、空き家の解体のみの補助制

度はありませんが、住宅改修支援制度において、昭和５６年５月３１日以前に確認申請を受けて建

築された住宅について耐震診断を実施して、耐震力が不足しているものを解体した後に新たに建て

かえた物件に関して年に三、四件補助をしております。しかしながら、道内市町村でも空き家解体

のみの補助制度を実施している事例があることから、情報収集に努め、効果があるかどうかを調査

してまいります。 

 次に、住み替え支援協議会に関するご質問でございますが、当市において良質な住宅の長期にわ
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たる活用の促進等を図るため、生活状況に適した住宅への住みかえを行う高齢者や子育て世帯、ま

た住みかえを行うための物件として住宅を登録する高齢者に対して、平成２５年度より滝川市住み

替え支援補助事業を行い、高齢者の住みかえ誘導や子育て世帯への住宅提供等を行ってまいりまし

た。住み替え支援事業の運用にあわせて滝川市を含む市内の団体から成る中空知住み替え支援協議

会を設立し、登録物件の現況調査や売買、賃貸に係る物件の評価、市民からの住宅相談や登録物件

の情報提供、あっせん等について公平、公正な立場での住み替え支援補助事業の一部を担っており

ます。住み替え支援協議会の実績としては、平成２５年度から平成２７年度までの３年間で住宅相

談件数１９１件、住宅登録件数１０８件、成約件数８２件であり、協議会の活動が広く認知され、

住み替え支援事業にとって重要な役割を果たしていると考えております。滝川市といたしましては、

協議会の構成会員として協議会を運営するための３部会に当市建築住宅課の職員を派遣し、事業が

円滑に推進するような予算管理や情報提供を行っております。滝川市住み替え支援補助事業につい

ては、一部内容を見直し、平成２８年度においても継続できるようご審議をいただいているところ

でありますが、この事業を運用する上で中空知住み替え協議会には今まで同様に中立的な立場で物

件評価や情報発信等を行っていただき、市内にある優良な住宅の流通の拠点として市民の皆様が利

用しやすい環境を提供していただきたいと思っております。 

 次に、タイムラインと自主防災組織のご質問でございますが、石狩川滝川地区水害タイムライン

検討会は、北海道で初めてとなる水害タイムラインを作成するため昨年１０月に発足いたしました。

それぞれの検討会の出席人数ですが、発足式及び勉強会が昨年１０月３０日に開催され、出席人数

１４８名、うち自主防災組織関係者は３名、第１回検討会が昨年１１月２６日に開催され、出席人

数９５名、うち自主防災組織関係者が３名、第２回がことしの１月２１日に開催され、出席人数１

１１名、うち自主防災組織関係者が４名と連合町内会関係者が７名、第３回が２月１８日に開催さ

れ、出席人数９３名、うち自主防災組織関係者は４名と連合町内会関係者が４名となっております。

今後の検討会の予定でありますが、新年度に検討会を数回開催し、６月までに滝川地区タイムライ

ン素案を作成、７月上旬に図上訓練を行い、問題、課題を抽出した後、出水期である７月末を目途

に滝川地区タイムライン試行版の運用をする予定としております。滝川地区の自主防災組織につき

ましては、平成２７年４月１日現在５３団体の４，００２世帯で組織されており、自主防災組織率

は１８．８パーセントとなっております。一方、連合町内会組織内において自主的に防災訓練を行

っている地域もあることから、新たな自主防災組織を立ち上げないで、既存の組織をうまく活用し

た自主的な防災組織体制の構築もあわせて進めてまいります。石狩川滝川地区水害タイムライン検

討会の委員については、浸水想定区域の連合町内会及び自主防災組織の役員にお願いをしており、

ことし７月上旬に予定をしている滝川地区水害タイムライン図上訓練においても参加をお願いし、

防災関係機関との連携訓練を密に行ってまいりたいと考えております。このような連携訓練を通じ

て、自主防災組織及び連合町内会の分け隔てなく誰もが住みよい安全、安心なまちづくりを第一に

進めてまいります。 

 次に、市立病院についてのご質問でございますが、市立病院の収支改善の施策につきましては、

関藤議員のご質問で答弁させていただきましたが、平成２７年度から平成２９年度を計画期間とし
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た中期計画を策定しており、患者にもスタッフにも選ばれるマグネットホスピタルをビジョンとし、

財務、患者サービス、業務プロセス、学習と成長の４つの視点で戦略目標を定め、取り組んでおり

ます。また、毎年病院目標を定め、各部署で目標達成のための行動計画を立て、取り組んでいると

ころです。平成２８年度の病院目標は、安心、安全な医療サービスの提供、地域医療連携の推進、

職場満足度の向上としております。さらに、毎月開催している事業運営会議、平成２５年５月に設

置した経営安定化対策会議では、収支の改善について取り組んでおります。今年度は、昨年度に比

べ収支は厳しい状況ではありますが、地域の基幹病院として経営安定化に向けてさまざまな視点を

持ち、全職員で取り組んでまいります。 

 次に、クレーマー的患者への対応でございますが、クレーマー的患者に対する対応と対策につき

ましては、保安対策の実施や安全管理体制の整備を組織的に取り組むため、院内暴力等対策指針を

策定しており、院内暴力、クレームに対する対応、組織体制、予防対策について定めております。

また、患者、家族からの暴行、暴言等に対応するため、院内暴力等の対応マニュアルを整備し、暴

力の危険を感じた場合の対応についての行動指針を定めております。なお、近年においては、田村

議員がご心配しているクレーマー的な患者はおりません。 

 次に、病院経営プロジェクトの設置についてでございますが、市立病院経営プロジェクトにつき

ましては、平成２３年７月に事務部に経営管理課を新設し、市立病院の経営環境を分析、中期計画

の策定、主要事業の成果報告をまとめるなど、病院経営についての分析などの取り組みを行ってお

ります。一方、毎月開催している事業運営会議、昨年５月に設置した経営安定化対策会議でも病院

経営の安定化について全所属で取り組んでいるところです。また、診療報酬の適正な事務処理の検

討、適切な診断を行うため、ＤＰＣ、診療報酬等内部検討委員会の定期的な開催、患者サービス評

価を定期的、継続的に行い、医療の質の向上を図るため、患者サービス評価委員会の開催、経営コ

ンサルタントを講師に招き、医師を含めた若手職員を中心にＴＱＭ活動を通じた経営改善への取り

組みなど、さまざまな取り組みを行っております。今後も経営の安定化につながる取り組みを全職

員で積極的に行ってまいります。 

 続きまして、広域連携の移住、定住でございます。移住、定住につきましては、平成１７年度か

ら２４年度までは都市圏での移住相談への参加や体験つきのモニターツアー、おためし暮らしなど

に取り組み、現在はふれ愛の里コテージを活用したちょっと暮らしや企画課がワンストップ窓口と

して不動産情報の提供などを行っているところです。これまでのモニターツアー、これは３泊４日

以上でございます。ちょっと暮らし、これは１カ月未満の滞在、季節移住、これは１カ月以上の滞

在等の累積による実績は７４組１４３名、完全移住は１１組２８名となっています。なお、実績に

ついては問い合わせ等がない限りは把握できないことから、必ずしも実態に即した数字とは言えま

せんが、今申し上げた実績以外にも２５年度以降７世帯２３名の方が住み替え支援制度を利用して

市外から転入をしてきていただいております。今後の施策といたしましては、就業・移住ナビ事業

や生涯活躍のまち構想の推進等を行っていく中で移住、定住の促進を図りたいと考えております。

また、支援の拡充ということでしたが、ふれ愛の里のコテージに割安で宿泊できるちょっと暮らし

や住み替え支援補助制度を継続し、ＫＰＩ達成の観点からＰＤＣＡサイクルの中でより効果的な事
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業や支援の検討をしていきたいと考えておりますので、ご理解をよろしくお願い申し上げます。 

 次に、就業・移住ナビ事業の具体的な展開についてでございますが、地方創生加速化交付金の活

用を想定した準備を進めており、より具体的な事業構築を行っているところであります。圏域にお

ける雇用のミスマッチ等による人材不足解消のため、圏域内の多様で充実した仕事に関する情報や

幅広い暮らしの選択肢、さらには四季を通じたレジャー環境など、この圏域だからこそ実現できる

ライフスタイルを提案し、効果的な就業、移住や地元定着の促進を図り、圏域としての就業や移住

の場所として選んでいただけるような取り組みとして進めておりますので、ご理解をいただきたい

と思います。 

 次に、この事業と中空知定住自立圏共生ビジョンとの関連でございますが、まち・ひと・しごと

創生総合戦略は各市町において策定を進めている中で、広域的に進めたほうが効果的な事業につき

ましては定住自立圏構想において連携を図りながら進めていくことと構成市町とも確認していると

ころであります。中空知定住自立圏共生ビジョンには、結びつきやネットワークの強化に係る分野

におきまして圏域内への移住を促進するための情報発信を行うことが記載されており、就業・移住

ナビ事業については定住自立圏構想の会議体を活用しながら進めてきております。今後も広域連携

に係る取り組みにつきましては、定住自立圏構想における連携を図りながら進めてまいりたいと考

えております。 

 次に、人手不足の解消に役立つかどうかというご質問でございますが、現状といたしましては圏

域の市町は特に都市圏で知名度が低く、なかなか目を向けていただけないという状況にありますが、

広域的に取り組むことで単独の市町では提案できないような情報発信をすることができ、就業や移

住の場として選択される可能性が高くなると考えられます。また、地域の仕事を知ってもらうこと

で、卒業後の地元定着や進学等で圏域外へ転出した方が就職や転職時に圏域に戻ってくることも期

待できることであります。現在は、圏域の企業等を対象に就業実態などのヒアリングを行い、企業

における雇用の課題や人材ニーズなどの把握を進めており、圏域の共通課題となっております人材

不足解消に向け、より効果的な事業としていきたいと考えております。 

 次に、滝川市独自の婚活制度をつくる考えはないかというご質問でございますが、ご承知のとお

り、婚活に関するイベントはほとんどが民間主体で行われている現状でございます。そのような中

で、今年度空知総合振興局管内において地域の幅広い分野の関係者が連携し、未婚化、晩婚化に係

る地域の実情や課題を把握した上で地域資源や特性を生かした広域的な結婚支援を実施することな

どを目的に空知管内結婚支援協議会が設置され、滝川市からも協議会に参加しているところでござ

います。今年度は、２度の全体会議を経て、去る２月６日に岩見沢市を会場にＮＰＯ法人赤い糸プ

ロジェクトとの連携により、そらちｄｅ逢いまつりと題するイベントが実施され、滝川市からの９

名を含む男女合計１４４名の参加があり、全体では１３組のカップルが成立したと聞いております。

こうしたイベントにつきましては、アルコールが絡む関係などから自治体が経費を支出し、単独で

主催することは困難と考えておりますが、今回のイベントについては今年度の結果を踏まえ、次年

度に向け検討されると聞いております。また、婚活に係るイベントの開催につきましては、民間団

体に現在ご相談させていただいているところであり、こうした内容も含め、婚活に係る情報の発信
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などに努めてまいりたいと考えております。 

 次に、生涯活躍のまち構想とプラチナタウンの違いについてでございますが、まず私は２期目の

市政運営に当たり、子供、女性、教育に対する重点支援とともに、高齢者の皆様が生き生きと輝き、

暮らせるプラチナタウンをまちづくりの一つのイメージとしました。シルバー世代が今までの人生

経験を生かし、学びを続けるとともに、地域にも貢献しながら年を重ねていくことでさらに磨きを

かけてプラチナになるというものであります。生涯活躍のまち構想については、日本版ＣＣＲＣ構

想とも言われ、東京圏を初めとする地域の高齢者が希望に応じ地方や町なかに移り住み、地域住民

や多世代と交流しながら、健康でアクティブな生活を送り、必要に応じて医療、介護を受けること

ができるような地域づくりを行うことを言います。今申し上げましたとおり、プラチナタウンと生

涯活躍のまち構想の考え方は相通ずるものがあったことから、タウンミーティングなどで市民の皆

様のご意見も伺った上で、国も強力に推進している生涯活躍のまち構想を滝川市まち・ひと・しご

と創生総合戦略に位置づけたところであります。２つの名称で混乱することがないよう、今後わか

りやすい形で整理してまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いします。 

 次に、政府が昨年１１月にまとめました１億総活躍社会に向けた緊急対策では、新たな３本の矢

として、希望を生み出す強い経済、２０２０年ごろにＧＤＰ６００兆円、夢をつむぐ子育て支援、

希望出生率１．８、安心につながる社会保障、介護離職ゼロのそれぞれの目標を達成するための緊

急対策を打ち出しています。緊急対策の第２の矢関連では女性、若者、高齢者、障害者等の活躍推

進を、第３の矢の関連では高齢者の利用ニーズに対応した介護サービス基盤の確保、元気で豊かな

老後を送れる健康寿命の延伸に向けた取り組みの強化、生きがいを持って社会参加したい高齢者の

ための就労機会の確保などが含まれており、生涯活躍のまち構想とも大いに関連性があると理解を

しております。 

 次に、具体的な補助金についてでございますが、生涯活躍のまち構想、いわゆる滝川版ＣＣＲＣ

の推進におきましては、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が昨年１２月に公表した生涯

活躍のまち構想に関する手引を参考とし、２８年度は生涯活躍のまち滝川市基本計画策定に向けた

取り組みを進めたいと考えております。計画策定や調査事業については、現在国の地方創生加速化

交付金を活用すべく申請を行っているところであり、採択された場合には改めて予算の計上につい

てご審議をいただきたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

 私のほうからは以上でございます。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 答弁させていただきます。 

 まず、小中高一貫教育についてでございますが、初等教育、小学校と中等教育、中学校、高等学

校の課程を調整し、無駄を省いて一貫性を持たせた体系的な教育方式であり、これを行っている学

校が小中高一貫校であり、ほとんどが道外の私立学校でございます。公立では、東京都が全国で初

めてとなる設置主体が同じ小中高一貫校を平成３４年度に開校する予定となっております。小中高

一貫教育には、児童生徒の実態に応じた１２年間にわたる系統的、継続的な指導ができることやそ

れにより学習内容の確実な定着と総合的な学力の向上が図られること、学習内容の重複や不一致も
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避けられるなどのメリットがございます。反面、人間関係の固定化や学力差の拡大、いわゆる中だ

るみなどの課題が懸念されているところであります。今後も少子化が続き、小中学校の小規模化や

老朽化が避けられない中での適正配置における学校の存続策の一つとして小中高一貫のメリット、

デメリット、公立学校としての課題などを研究していきたいというふうに考えております。 

 次に、スキー授業の効果的な指導と取り組みについてでございますが、児童生徒の学力はもちろ

ん、体力の向上につきましても大変重要な教育課題と考えております。とりわけスキー学習は、自

然に親しみ、季節を感じられるスポーツとして、スキーにつきましては児童生徒の体力向上を図る

上で大変意義深いものであると考えております。また、スキーを含めた体育学習は、生涯にわたっ

て健康を保持、増進し、豊かなスポーツライフを実現する素地を養うことが重要とされており、そ

のためには子供たちがスポーツの基礎的な技能や知識を習得するとともに、スポーツの楽しさや成

長実感、達成感を味わうことが大切です。スキー学習につきましては、子供たちの技能には個人差

があり、基礎的な技能や知識の習得にはきめ細やかな指導が必要なことから、これまでも滝川スキ

ー協会からインストラクターのご支援をいただきながら、人的支援を厚くして可能な限り子供一人

一人の実態に応じた指導の充実を図る取り組みを推進してきたところです。スキー協会の皆様のお

力添えには大変感謝をしております。この取り組みを通して、子供たちは限られた授業時間の中で

今までできなかったことができた達成感を味わったり、スキーマナーの向上が図られたり、学年を

経るごとに技能が向上したりという成果が上がっております。今後の取り組みにつきましては、教

育委員会としましては限られた支援ではございますが、継続させていただき、引き続き滝川スキー

協会のご指導、ご支援をいただきながら、子供たちがスキーの基礎的な技術や知識を身につけると

ともに、生涯にわたってスキーに親しもうとする心情を育む取り組みを進めてまいりたいと考えて

おります。 

 次に、道徳教育推進事業に取り組む具体策についてでございますが、文部科学省の資料によりま

すと、従来の道徳の授業については読み物の登場人物の心情理解のみに偏った形式的な指導が行わ

れたり、児童生徒に望ましいと思われるわかり切ったことを発表、記述させる授業が行われたりす

る傾向があったという指摘がされております。これから求められる授業は、児童生徒同士が考え、

議論する道徳とされております。例えばさまざまな価値観を内包した教材をもとに児童生徒に考え

を書かせ、それを小グループで交流させることを通して子供みずからが違ったものの見方や意見に

出会い、新たな価値に気づいていけるような授業であります。道徳用教材としては、文部科学省よ

り「私たちの道徳」という冊子物が全ての児童生徒に配付されております。授業での使用はもとよ

り、家庭に持ち帰り、活用が図られているところでございます。「私たちの道徳」のほかにも道徳

の教材として副読本、絵本、映像資料などさまざまな形式の資料を活用しており、道徳教育におけ

る効果的な指導方法について今後とも理論に裏打ちされた授業実践を通した研究を推進してまいり

ます。 

 次に、パークゴルフ場についてでございます。まず、進捗状況についてでございますが、整備工

事につきましては、交付金の影響により計画の修正はありましたが、２７年度までに予定する工事

は順調に完了しております。２８年度は駐車場の整備、コース設置、備品等の購入を行う予定でご
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ざいます。並行してコース芝の養生、管理をしっかり行い、２９年度オープンを予定しております。 

 次に、運営体制の関係でございますが、市あるいはその他機関のお話もございましたが、当面は

市が中心にさまざまなデータ収集等を行うためにも市が直接運営の主体を担うということになって

おりまして、その他の機関については現段階では何も決まっているものがございませんので、ここ

で候補者についてどうこう言える段階ではないということでございます。そして、地域おこし協力

隊員の役割としましては、新しいパークゴルフ場を市民が楽しみながら健康増進やコミュニティづ

くりができる魅力ある場としていくこと、経験と知識を生かした施設運営を担ってもらうこと、近

接するふれ愛の里、滝川市民ゴルフ場、海洋センターといった施設との連携に積極的にかかわり、

まちおこしの一翼を担ってもらうなどを役割と考えております。 

 収支計画につきましては、直近のパークゴルフ環境、労務単価や消費税の増など関連要素を勘案

して、逐次見直しを行いながら進めております。利用者の見込みにつきましては、昨今の状況から

下方修正し、年間延べ３万人程度を見込んでおります。それを踏まえ、収支については地域おこし

協力隊制度の活用による特別交付税の収入など新たな財源も見込み、およそ２，５００万円の支出

に対して２，５００万円の収入となると推計しておりますが、１年目に利用者等のデータ収集、分

析をしっかりと行い、適宜見直しを行いながら進めてまいります。 

 次に、市が所有する既存のパークゴルフ場については、基本的には新しい施設に集約するという

ことを大きな方針として進めていきたいと考えておりますが、ただし新たなパークゴルフ場を補完

する役割の必要性、相乗効果を生む可能性など広い視点で検討していかなければならないと考えて

いるところでありまして、それらの視点を持って管理団体や指定管理者との調整、協議を進めてま

いりたいと思っております。 

 次に、東京オリンピック、パラリンピックについてでございます。カヌー競技の合宿誘致の可能

性についてですが、専門家、関係者と協議、相談を重ねておりますが、地理的に、あるいは本番で

ある東京の真夏との環境の違いなど諸要素を踏まえると合宿候補地としては厳しいという見解をい

ただいております。その中で、先般木下議員のご質問にも答弁させていただきましたが、体に障害

をお持ちの選手にとって大きな負担である競技艇を運搬しながらの移動の負担を軽減するため、Ｂ

＆Ｇ財団のご協力のもと、パラカヌー競技艇２艇を配備しました。加えて、バリアフリーのコテー

ジが近接していることや気候などメリットに感じていただける点を前面に出して、パラカヌー競技

に絞って活動を進めております。まだ断念はしてはいないということでございます。機運を盛り上

げる関連事業として、６月には第１回の北海道パラカヌースプリント選手権を滝川で開催する予定

で調整を進めているところであり、当日はパラカヌー競技の日本代表選手も出場する予定でござい

ます。また、オリンピアン、オリンピック出場経験者などもお呼びし、市民との交流を予定してお

ります。 

 市民協力についてでございますが、合宿誘致の進捗状況から、市民の皆様にご協力をいただく段

階に至っておりませんが、誘致活動を通して関係を強化している関係団体等との連携事業の実施を

予定しております。これらの関連事業については、市民の皆様にご協力をいただきながら有益な成

果を残していきたいと考えております。 
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 次に、カヌー競技以外での選択肢はないかとのご質問でございますが、合宿地として求められる

施設の機能や基準は相当に高く、応えられる競技はカヌー競技以外はないというふうに判断してお

ります。 

 私からは以上でございます。 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 私のほうから財政健全化計画での基金見込みということでのご質問にご答弁させて

いただきたいと思います。 

 平成３１年度の財政健全化計画での基金見込みにつきましては、おおよそ５億円程度ということ

で見込んでおります。先ほど答弁させていただいたとおり、今回の補正予算で繰り入れの取りやめ、

それから積み立てというのを行っております。先ほど田村議員さんのご指摘があったとおり、地方

交付税や補助金の状況というのは非常に不透明でございます。今後とも状況を見ながら、適正規模

を目指すような形で繰り入れの停止等を行っていきたいというふうに考えておりますので、ご理解

のほどよろしくお願いします。 

〇議  長 産業振興部次長。 

〇産業振興部次長 私のほうからは、にぎわいのある中心市街地の活性化にかかわる地域おこし協

力隊についてご答弁をさせていただきます。 

 定年退職者の採用につきましては、制度上可能となってございます。 

 以上でございます。 

〇議  長 答弁が終わりました。田村議員、再質問ございますか。田村議員。 

〇田村議員 それでは、今の答弁で定年退職者も協力隊に採用可能というお話だったのですが、ぜ

ひ採用できるような方法も検討していただきたいと思います。 

 それと、総合福祉センターが解体してなくなるということで、文化連盟では非常に場所探しに苦

慮しているというのが実態でございます。文化センターでは広過ぎると、そういうことから、さっ

きも質問いたしましたが、砂川だとか新十津川を利用しているというようなことを十分わきまえて、

ぜひそれに見合った施設を整備すべきだと思うし、それによって地方の方もそれを利用されるとい

う利点もあると思いますので、ぜひご検討願いたいと思います。 

 また、先ほどの店舗リノベーションの関係ですが、これは街なかのにぎわいを復活させる、ある

いは今３―３地区の開発がされる中で、ぜひとも強力に推進していくべきだというふうに思います。

そのために、家主が今まで賃貸している家賃の半分あるいは３分の１という低価格で、調べますと

固定資産税が非常にまちの中は高いわけですから、その半分は固定資産税に払っているというのが

実態でございます。ぜひ店舗を出した人が失敗しないように、ある程度の支援をすべきだと思いま

すが、見解を伺います。 

〇議  長 田村議員の再質問に対する答弁を求めます。総務部次長。 

〇総務部次長 総合福祉センターの解体に伴って、文化センターでは使いにくいということから他

市に行っているというご質問の中で、新たな施設の検討ということでございますけれども、現在公

共施設マネジメントの中でも文化ゾーンの再検討というのを行うことで考えております。その中で、
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先ほども木下議員の質問にも答弁をさせていただいておりますけれども、官民連携施設のようなも

のを検討していくことで考えておりますので、その中でいかに市民が使いやすいのか、どういう施

設を用意すると市民活動がさらに醸成されていくのかというような議論も進めながら、新たな文化

ゾーンの構築を図っていきたいというふうに考えておりますので、今直接的に新しい施設を建てる

ということではなくて、そういうソフトの使い方も含めた中での議論を進めさせていただきたいと

いうふうに考えておりますので、ご理解をお願いいたします。 

〇議  長 産業振興部次長。 

〇産業振興部次長 ただいまの中心市街地の活性化のために店舗リノベーションの件についてご答

弁させていただきたいと思います。 

 ご質問のとおり、中心市街地のにぎわいにおきましてはやはり空き店舗の解消というのが重要な

課題だというふうに考えてございます。店舗リノベーション事業の制度の部分に関して充実、拡充

を今後とも検討してまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと思います。 

 以上でございます。 

〇議  長 以上をもちまして田村議員の質問を終了いたします。 

（「議事の進行について疑義がある」と言う声あり） 

〇議  長 議事進行ですね。清水議員。 

〇清水議員 今の田村議員の再質問で文化連盟が新たな施設をという質問がございましたが、それ

のもとになる質問は恐らく削除されたのではないのかなと。つまり通告でいうと５の２は削除する

というにふうにご発言がございました。どの項目について再質問だったのか、議長、どのように整

理されていますか。 

〇議  長 私の判断でご説明をさせていただきます。 

 田村議員の質問の件名２、機能的な生活基盤の充実したまちづくり、項目１、コンパクトで機能

的な都市の形成について、この中の要旨の１と２で福祉センターの床面積の部分についての答弁が

ございました。これに伴う再質問という判断で私は受けております。 

 以上です。 

 

    ◎延会の件について 

〇議  長 お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ延会いたしたいと思います。これに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、本日はこれにて延会することに決しました。 

 

    ◎延会宣告 

〇議  長 本日はこれにて延会いたします。 

 お疲れさまでした。 
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延会 午後 ３時５０分 
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〇議  長 本会議の開会に先立ちまして、平成２３年３月１１日に発生いたしました東日本大震

います。 

〇事務局長 皆様、ご起立願います。 

  

（黙   

〇事務局長  

 

開議 午前１０時００分 

    ◎開議宣告 

〇議  長 ただいまの出席議員数は、１８名であります。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

    ◎日程第１ 会議録署名議員指名 

〇議  長 日程第１、会議録署名議員指名を行います。 

 会議録署名議員は、議長において山口議員、柴田議員を指名いたします。 

 

    ◎日程第２ 平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針に対する代表質 

          問                                  

〇議  長 日程第２、これより平成２８年度市政執行方針及び予算大綱、教育行政執行方針に対

する代表質問を行います。 

 質問の時間は再質問を含めて４５分以内の持ち時間制となっておりますので、質問、答弁ともに

要点を簡潔にするとともに、通告の範囲を遵守するようお願いいたします。 

 堀議員の発言を許します。堀議員。 

〇堀 議 員 皆さん、おはようございます。公明党の堀でございます。私は、公明党を代表して、

市政執行方針に対し質問をいたします。 

 さて、大変厳しい財政状況の中、今年度の予算編成に当たられた市長を初め所管職員に対し、改

めて敬意を表します。今年度は、地方創生元年であります。日本の人口減少に歯どめをかける国、

道、各自治体が力を合わせて取り組むことになるわけでございます。 

 それでは、通告に従いまして質問をいたします。 

 

    ◎１、市長の基本姿勢 

      １、地方創生について 

      ２、行財政改革について 

 最初に、市長の基本姿勢について、地方創生についてお伺いをいたします。本市の創生総合戦略

が策定されました。そのことに対する市長の思いを伺います。また、市長も力を入れていた日本版
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ＣＣＲＣに対しての見解を伺います。 

 行財政改革について。厳しい財政状況が続く中、継続的に財政健全化に取り組むほか、より効果

的な行政運営に努めるとありますが、市長の本気度の決意を伺います。 

 

    ◎２、元気な産業と活力あるまちづくり 

      １、農業を起点とした元気な地域産業づくりについて 

      ２、力強い産業の育成、雇用の確保について 

 次に、元気な産業と活力あるまちづくり、農業を起点とした元気な地域産業づくりについて伺い

ます。この事業は、非常に評価もし、期待もしているところでございますが、生産者が通年を通じ

て仕事があり、収入もあるという冬のしごとづくり事業、ハウス栽培の品目並びに燃料、エネルギ

ーによるコストの面での課題について伺います。 

 力強い産業の育成、雇用の確保について伺います。物産振興事業については、新日本スーパーマ

ーケット協会の協力を得ながらバイヤーのアドバイスをいただくとあるが、その商品構成、また何

社のバイヤーを考えているのか。また、いつまで職員の派遣研修を予定しているのかを伺います。 

 

    ◎３、豊かな資源を生かした魅力あふれるまちづくり 

      １、地域自ら取り組む地域振興事業の推進について 

      ２、集客・交流事業の推進について 

 次に、豊かな資源を生かした魅力あるまちづくり、地域自ら取り組む地域振興事業の推進につい

て伺います。「日本で最も美しい村」連合に加盟した江部乙地域においての観光客の増加の見込み

とそのことに対する新たな事業があれば伺いたいと思います。 

 リンゴ農家の後継者不足が懸念されているが、離農予定者はどの程度なのかを伺いたいと思いま

す。また、地域おこし協力隊制度の活用の内容とそのことで後継者不足が解消されるのかを伺いま

す。 

 集客・交流事業の推進について伺います。対外客の誘致のためのこの事業でありますが、さまざ

まな事業がある中で特に菜の花観光、ワイン×ワインＦｅｓｔａにおける人員、コスト、集客目標

を伺います。 

 

    ◎４、機能的な生活基盤の充実したまちづくり 

      １、コンパクトで機能的な都市の形成について 

      ２、住宅ストックの適正管理について 

 次に、機能的な生活基盤の充実したまちづくり、コンパクトで機能的な都市の形成について伺い

ます。昨日の木下議員の質問にもありましたが、私は公共施設マネジメント計画において、少子高

齢化、人口減少、コスト面を考えて統合や廃止も必要と思いますが、その見解を伺います。 

 住宅ストックの適正管理について伺います。民間住宅活用の推進のための補助制度が今年度も継

続されたことを評価いたします。全国的にも空き家状況がふえ続けている中、補助制度を含め今後
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の住宅の補助対策をお伺いいたします。 

 

    ◎５、誰もが住みよい安全安心なまちづくり 

      １、地域福祉・自立支援の充実について 

      ２、安心して暮らせる保健・医療環境の充実について 

 次に、誰もが住みよい安全安心なまちづくり、地域福祉・自立支援の充実について伺います。第

６期滝川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の推進によるサービスの内容を伺います。 

 成年後見事業を滝川市社会福祉協議会に委託することにより、どのようなメリットがあるのかを

伺います。 

 安心して暮らせる保健・医療環境の充実について。市立病院の件でございますが、このことは昨

日木下議員の質問にもございましたので、パスさせていただきます。 

 

    ◎６、未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり 

      １、滝川市で教育を受けさせたいと思われ環境づくりについて 

      ２、滝川市で子育てしたいと思われる環境づくりについて 

 次に、未来へはばたく子どもたちを育むまちづくりについて、滝川市で教育を受けさせたいと思

われる環境づくりについて伺います。グローバル社会における英語力は必須と考えます。そういう

意味においても、英語力向上のため開西中、江部乙中学校に英語ルームを設置するが、どのような

内容か。また、他の中学校での英語環境を伺います。 

 滝川市で子育てしたいと思われる環境づくりについて伺います。この項目も、女性活躍推進セン

ターの件ですが、昨日の木下議員の質問、答弁がございました。私としては、このすばらしい女性

活躍推進センターをなるべく早く実施されることを要望して終わります。 

 花月地域子育て支援センター、一の坂地域子育て支援センターのサービスの見直しは、どんな内

容を検討しているのか、またいつごろまでに見直しを行うのかを伺います。 

 今後の保育施設に対して、利用率やコスト面を考えていかなければならないと思うが、どのよう

に考えているのかを伺います。 

 

    ◎７、市民が活躍するまちづくり 

      １、市民が生きがいを持って活躍する地域づくりについて 

 次に、市民が活躍するまちづくり、市民が生きがいを持って活躍する地域づくりについて伺いま

す。農村環境改善センター運営管理を市の直営とするメリットと職員配置について伺います。 

 

    ◎８、効率的な行政運営によるまちづくり 

      １、事務等の効率化について 

      ２、歳入確保について 

 最後に、効率的な行政運営によるまちづくり、事務等の効率化について伺います。私は、市の仕
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事の中の大部分を占める各種の書類でございますが、そういうものの削減、また通年行われている

慣例化されている仕事の内容、これを一回見直す必要があると思っておりますが、どのような手法

を考えているのか伺います。 

 歳入確保について伺います。ふるさと納税に対する謝礼品の拡充の具体的な取り組みを伺います。

また、市民の他の自治体への寄附の状況を伺います。 

 以上をもって代表の質問とさせていただきます。 

〇議  長 堀議員の質問に対する答弁を求めます。市長。 

〇市  長 それでは、公明党、堀議員の代表質問にお答えをさせていただきます。 

 滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略については、有識者や産学官金労言などで構成される創

成会議や計２６回にわたるタウンミーティング等を経て、昨年１０月に本市の人口減少対策として

取りまとめたものです。市政執行方針でも申し上げましたとおり、総合戦略の推進は市政の重要課

題と考えており、財源の確保等も並行して行いながら、着実に進めてまいりたいと考えております。

また、日本版ＣＣＲＣに対する見解につきましては、昨日新政会、田村議員の代表質問にもお答え

したとおりでございますが、市の総合戦略にも滝川版ＣＣＲＣ構想の推進を位置づけたところであ

り、本市の地域性や資源を十分に生かした生涯活躍のまち滝川市基本計画の策定に向けまして取り

組みを進めてまいりたいと考えております。 

 次に、財政健全化に関してでございますが、これも木下議員のご質問にもご答弁させていただき

ましたが、財政健全化計画の必要性については既に各委員会等で議員の皆様へ、また機会のあるた

びに市民の皆様へご説明申し上げてきたところであります。このたび財政健全化計画を策定したと

ころですが、平成２８年度予算にも反映させながら、計画期間内に達成できるよう全庁一丸となっ

て取り組んでまいりたいと思っているところです。また、できる限り早く財政健全化を達成したい

という思いも持っているところでもあり、見直し可能な事業は早く見直しできるよう努めてまいり

ますし、財政健全化計画に掲載していないものについても常に事業見直しの視点を持って対応して

いくことが重要だと考えております。財政健全化を図り、将来にわたり持続可能な市政運営を目指

すことは、将来世代への負担軽減にもつながることであり、責任ある世代が全力をもって進めるこ

とが極めて大切であると思っております。私がその先頭に立ち、オール滝川として市民の皆さんに

もご協力をいただきながら、職員一丸となり進めていく決意でありますので、ご理解のほどをよろ

しくお願い申し上げます。 

 次に、冬のしごとづくり事業でございますが、通年型のハウス栽培につきましては冬期間の運営

コストが大きな課題であります。冬期間は温度環境を整えるための燃料費がコストを上げる大きな

要素になりますし、日照時間が少なくなるため、生育スピードも遅くなります。しかしながら、道

内で行われている好事例としては、札幌市のアド・ワン・ファームに見られるように植物工場や連

棟式ハウスのような高コストの方式ではなく、冬期間の雪に配慮した単棟式のビニールハウスで成

功しています。もちろん冬期間の生産性は落ちますし、燃料費もかかりますが、通年でコストを合

わせていくという考え方で経営をされています。このノウハウは、大手企業が苫小牧市で進めてい

るハウス栽培にも生かされていますし、本市よりも北に位置する和寒町でも地域の農業者が導入し、
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成果を出しております。ほかにも道内では通年型のハウス栽培の事例がふえておりますが、成功し

ている例はいずれも市場をきちんと確保しているということだと思います。栽培品目については、

マーケットインの発想を持って市場が求める品目を栽培することが必要だと考えておりますので、

先進事例に学び、通年型のハウス栽培の導入を検討してまいります。 

 次に、新日本スーパーマーケット協会に係る件でございますが、物産振興事業においては新日本

スーパーマーケット協会の協力により、これまでバイヤーや専門家による相談会、セミナー等を年

４回ほど開催し、既存商品の磨き上げを行っているところです。また、２月に開催されたスーパー

マーケットトレードショーにおいては市内７事業者が出展をし、延べ５００社のバイヤーと名刺交

換をしており、現在商談中の事業者もあると伺っております。事業者が直接商品に対するアドバイ

スやバイヤーとの新たなつながりを築くことも可能であり、商談のみならず、情報収集を含めて成

果を上げているものと捉えております。今後も市内事業者との情報交換をする中で、適宜バイヤー

や専門家の招聘、企業への訪問等も考えているところであり、引き続き新日本スーパーマーケット

協会の協力を得ながら、食関連産業の活性化に努めたいと思っております。なお、新日本スーパー

マーケット協会への職員派遣研修については、新年度の派遣で最後となりますが、これまで培った

関係性を維持し、情報交換等を行っていきたいと思っております。 

 次に、江部乙地域の観光についてでございますが、江部乙地区が昨年１０月に加盟承認された

「日本で最も美しい村」連合の目的とは、すばらしい地域資源を持ちながら過疎に悩む町村が日本

で最も美しい村を宣言することでみずからの地域に誇りを持ち、将来にわたって美しい地域づくり

を行うこと、さらには住民によるまちづくり活動を展開することで地域の活性化を図り、地域の自

立を促進すること、また生活の営みによりつくられてきた景観や環境を守り、これらを活用するこ

とで観光的付加価値を高め、地域資源の保護と地域経済の発展に寄与するものとされております。

このことから、ご質問の加盟を契機に観光事業にも生かすことについては、観光的付加価値を高め

ることが連合の目的の一つとなっているとともに、連合が発刊し、全国で販売されている冊子やカ

レンダーなどにも江部乙地域が紹介されるなど、観光価値が高まってきている中、市といたしまし

ても連合に加盟した江部乙地域を観光のツールとして活用できればと考えております。なお、新た

な事業については、美瑛町が中心となり、道内加盟８団体の連携のもと、写真をテーマとしたツー

リズムの構築を検討しております。 

 次に、リンゴ農家に係る件でございますが、昨日の関藤議員の質問でも答弁させていただいたと

おり、後継者不足などによりリンゴの作付面積が減少する中、その課題解決の一つとして地域おこ

し協力隊制度を活用するものであります。リンゴの栽培技術の継承については、「日本で最も美し

い村」連合への加盟要件の一つでもある地域資源となった防風林に囲まれたリンゴ畑の景観維持に

つながればと考えております。また、任期が終了した後は、地域の担い手となり、定住していただ

き、地域振興の一翼を担っていただきたいと考えております。 

 次に、菜の花イベント等についてのご質問でございますが、市内で開催されているイベントのう

ち、近年観光客が増加しているイベント、注目を浴びているイベントとして菜の花まつりやワイン

×ワインＦｅｓｔａが挙げられます。特に菜の花まつりについては、滝川市を代表するイベントに
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成長し、昨年は菜の花ウイーク期間中に約１２万３，０００人もの観光客が滝川市を訪れました。

また、外国人観光客も年々増加し、新たな対応が求められているところです。昨日木下議員のご質

問でもお答えいたしましたとおり、昨年は滝川駅で外国語対応の観光案内所を設置したほか、多言

語表記の観光パンフレットを備えるなど、インバウンド観光への対応も徐々に進めております。菜

の花まつりの開催に係る人員につきましては、菜の花まつり実行委員会の構成団体のほか、國學院

短大の学生ボランティアなど、およそ１００名の協力をいただきながら運営をいたしております。

事業の経費については、警備や誘導に係る委託料のほか、バスの借り上げ料、展望台などの設置に

係る経費など約５８０万円を超える事業費となっています。また、昨年２回目の開催を迎えたワイ

ン×ワインＦｅｓｔａは、第１回目の開催が好評を博したことから口コミによる広がりを見せ、悪

天候での開催にもかかわらず、前年度約１，５００人でございましたが、それを上回る約１，８０

０人の集客がありました。このイベントについては、まだ開催回数も少なく、小規模でスタートを

切ったことから、人員についても観光協会を初め商業観光課、産業振興課の約２０名の人員で実施

し、事業経費もチラシや看板の作成など約７０万円で実施をいたしました。今後は事業内容の充実

や観光客の満足度を高めることに重点を置き、前年度の集客数を上回るよう、実行委員会と協議を

してまいりますので、ご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。 

 次に、公共施設マネジメント計画についてでございますが、公共施設マネジメント政策の進め方

につきましては、木下議員、田村議員のご質問にお答えしたところですが、公共施設マネジメント

計画の策定の後、財政健全化計画が策定されるなど、滝川市の財政状況の悪化が著しく、公共施設

マネジメント計画の推進には少なからず影響があるものと考えております。公共施設の修繕や解体

等の予算が年々減少することも予想されることから、公共施設に関する情報の一元化に取り組み、

日常点検、施設の情報管理、横断的な視点による修繕計画の検討、保全の実施といったメンテナン

スリサイクルを確立し、効率的な維持管理体制を構築するとともに、スピード感の出せるものはス

ピード感を出し、取り組みを進めていきたいと考えております。 

 次に、空き家に対する補助制度に関するご質問でございますが、全国的に空き家は年々増加傾向

にあり、その中でも良質で長期にわたり活用できるものが多くあります。滝川市といたしましては、

空き家対策に特化した支援補助制度は設けておりません。しかし、市内の既存中古住宅においては、

市民の住環境整備の向上を目的として創設した住宅改修支援補助事業と住み替え支援補助事業によ

り住宅資産価値の向上や子育て世代への転用の促進を進め、結果的に空き家の抑制に寄与してきて

おります。住宅改修支援補助事業については、平成２１年度の事業開始から今年度までに長寿命化

改修や耐震改修で５０３件の実績があり、住み替え支援補助事業については子育て世帯が良質な空

き家への入居を促進するなど、環境の変化に伴う売買や賃貸借の活用として相談件数が１９１件、

成約数が８２件の実績となっております。このことから、この２つの事業は平成２０年度末をもっ

て制度満了でしたが、当初の目的のとおり着実に進めることが結果的に空き家防止に資するものと

して期待し、市政執行方針のとおり平成２８年度においては継続することといたしました。 

 次に、第６期の滝川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画についてでございますが、平成２８年

度は第６期計画の２年目となりますが、要介護、要支援者への居宅や施設での給付サービス、高齢
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者の見守りや生活支援、介護予防の事業など、これまで実施してきたサービスは継続し、必要な方

がサービスを利用できるようにしっかりと周知に努めてまいります。また、介護保険制度の改正に

より本年３月から実施している介護予防・日常生活支援総合事業については、２９年度からの実施

に向けて介護サービス事業者の協力を得て多様なサービスについて検討していくほか、認知症対策

については認知症サポーター養成の強化、認知症カフェの実施による認知症に対する普及啓発、２

月から実施している認知症初期集中支援チームによる早期対応の推進、認知症サービスのガイドブ

ックでもある認知症ケアパスの作成に取り組んでまいります。まだ実施に至っていない在宅医療・

介護連携、生活支援体制整備、介護支援ボランティアポイント制度については、関係機関との調整

を進め、状況が整い次第取り組みを開始してまいります。 

 次に、成年後見事業についてでございますが、議員ご質問のとおり、平成２８年度においては成

年後見制度に関する総合相談、普及啓発、市民後見人の養成、活動支援などを行う成年後見支援実

施機関、いわゆるセンター機能の設置を成年後見支援事業として４月から法人後見の受任体制が整

備される社会福祉協議会へ委託し、実施する予定となっております。ご質問にあります社会福祉協

議会へ委託するメリットでありますが、大きくは３点ございます。１点目として、社会福祉協議会

は既に日常生活自立支援事業により福祉サービス利用援助や日常的金銭管理サービスを実施し、判

断能力の十分でない方の権利を守ってきた実績があり、成年後見制度に精通した法人であること、

２点目に、市民後見人が社会福祉協議会の助言や支援を受けながら活動することができ、負担軽減

につながること、３点目に、市民後見人や地域の関係機関と連携し、財産管理や身上監護を行うこ

とにより、既に社会福祉協議会へ委託している友愛訪問サービス等の見守りの段階から後見支援ま

で切れ目のない支援が可能になることなどが挙げられます。なお、平成２７年４月現在、北海道内

では４９市町村がセンター機能を設置しておりますが、その全ての市町村が社会福祉協議会へ委託

し、実施をしております。今後におきましても、市民の皆様が地域において安心して生活できるよ

う、権利擁護体制の充実を図るとともに、支援が必要な方に必要な支援が行き届くよう、成年後見

制度の普及啓発に努めてまいります。また、堀議員もそのお一人でありますが、市民後見人養成講

座を修了された方が活動しやすい環境を整えていきたいと考えておりますので、ご理解のほどをよ

ろしくお願いいたします。 

 次に、子育て支援センターに係るご質問でございますが、新年度においては親子ひろば「とんと

ん」の閉鎖に伴い、利用者からご意見をいただきながら両子育て支援センターの運営について検討

を進めております。具体的には、ご要望の多かった自由に利用できる時間を設定する予定であるほ

か、子育て関連事業についてこどもクリニックなど小さいお子さんがご利用される施設でのＰＲに

努め、また昼食をとりたいとのご要望にどう対応できるか等につきさらに調整を進めさせていただ

きたいと考えております。また、これまで長きにわたり親子ひろば「とんとん」を運営していただ

いたＮＰＯ法人空知文化工房におかれましては、これまでに培った子育て関連事業に係るノウハウ

をご活用いただきながら、これまでと実施形態は変わりますが、多くの親子向け事業の確保に引き

続きご協力いただける見込みとなったところであります。新年度におきましては、可能なものから

４月１日以降随時取り組んでまいりたいと考えておりますが、利用者のご意見をいただきながら、
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引き続き子育て支援に努めてまいりたいと考えておりますので、ご理解、ご協力のほどをよろしく

お願い申し上げます。 

 次に、今後の保育施設に関してでございますが、ご承知のとおり財政健全化計画におきまして施

設の老朽化に加え、耐震補強が困難な施設があることから、今後のあり方について検討を進めると

記載をしております。滝川市におきましては、今後の出生率はおよそ昨年並みと見込んでおります

が、保育ニーズは依然高く、現在滝川市における保育所全体の定員４６０名に対し、１月末現在で

５０４名が在籍している状況であります。また、新年度における利用希望をひとまず２月５日で締

め切った後も連日お問い合わせをいただく状況であり、４月１日における入所児童数は今年度を上

回ることが見込まれております。このような状況の中、滝川市社会福祉事業団が運営している３保

育所を含め、市全体でどのように利用希望者を受け入れていくかにつき協議、検討を進めていると

のことでございますが、議員のおっしゃるとおり、コスト面も大変重要となりますので、状況を注

視しながら、引き続きベストな策を探ってまいりたいと考えております。 

 次に、農村環境改善センターに係るご質問でございますが、江部乙地域は多くの地域資源や人の

つながりなど、その潜在的な可能性がとても高い地域であることは言うまでもありません。今江部

乙では、まちの魅力を生かし、まちづくりに積極的に取り組む活動が芽生え始めており、人と人、

団体と団体がつなぎ合うために必要な拠点、応援できる拠点、そして活動しやすくて集まりやすい

場をつくることが求められています。市の重要な施設としてこれまでの維持管理中心の施設運営か

ら、江部乙地域のコミュニティ活動を推進するために必要な使いやすい施設の姿を描くためにも、

この施設をどのように使いたいのか、どのような機能があればよいのかなどについて地域の方の声

を聞きながらさまざまな視点から再点検し、コミュニティ拠点としてのあるべき姿をしっかりと考

えていきたいとするものでございます。また、これからの検討につきましては、江部乙支所とくら

し支援課のコミュニティ担当ほか、関係各部局と連携して進めていきたいと考えております。なお、

施設管理等につきましては、江部乙支所臨時職員の増員により担う予定になっております。 

 次に、事務の効率化でございます。書類の削減等でございますが、ご質問いただきました効率化

については、ご承知のとおり財政健全化計画では事務事業の見直しや組織、人件費の見直しに取り

組むこととし、こうした大きな見直しを進めていくためにはその土台として日々の仕事における節

減や仕事そのものの必要性や効率性を振り返ることが重要であると考えております。ご質問にあり

ます書類の削減ということでは、今年度はコピーや郵便物の節減に係る職員説明会を開催するなど、

小さなところからではありますが、例年に増しての徹底した取り組みを進めてきたところです。ま

た、仕事の見直しということでは、新年度から人事評価制度もスタートいたしますので、こうした

制度も活用しながら、仕事の棚卸し、見える化、改善、マネジメント等に効果を上げていきたいと

考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 次に、ふるさと納税の謝礼品に関する件でございますが、ふるさと納税の謝礼品については、寄

附者に関心を持っていただけるように随時追加しており、月に１度は更新している状況にあります。

この３月には滝川クラフトビール３種飲み比べセット、朝どりグリーンアスパラ、ゆめぴりか５キ

ログラム５カ月連続お届けなどを追加したところです。今後とも寄附者のご意見やどういうものに
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人気があるかなど分析をしながら、満足いただける謝礼品の提供に努めていきたいと考えておりま

す。また、現在寄附額に応じ、１万円、３万円、５万円、１０万円コースとして謝礼品を選んでい

ただいているところでありますが、新たに２万円のコースの追加も検討しているところであります。 

 次に、市民の方の他の自治体への寄附の状況についてでございますが、平成２７年度課税分でご

ざいますが、市税分が５９件、道税分が５９件、合計１１８件で寄附金額は合計で９９２万６，０

００円となっており、寄附控除額は市税分１３４万６，０００円、道税分８９万６，０００円とな

っております。 

 私からは以上でございます。 

（何事か言う声あり） 

〇市  長 済みません、１カ所訂正をさせていただきます。 

 先ほどの公共施設マネジメントの中において、中段のほうでございますが、メンテナンスリサイ

クルと言いましたが、メンテナンスサイクルのほうの間違いでございます。訂正させていただきま

す。申しわけございません。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 私からは、未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり、滝川市で教育を受けさせた

いと思われる環境づくりについてという項目の中の英語ルームを設置するが、その内容、そしてそ

の他の中学校での英語環境というご質問について答弁させていただきます。 

 滝川の将来を担う子供たちの育成に必要な教育環境を整えることは、滝川で教育を受けさせたい

との願いに応えるものであり、そのために必要な施策として、きめ細やかさをキーワードとして、

子供たちの成長の支えとなる滝川ならではの教育に力を注いでまいりました。ご質問の中学校の英

語ルームについてもその施策の一つであり、生徒たちが英語の授業を受ける際に音楽や美術などの

特別教室と同じように英語ルームに移動します。ルーム内には英語のポスター、地図など教材を配

置して、壁や空間を使った教室環境になっております。中学校のうち２校は設置済みですので、新

年度に２校設置となり、全ての中学校に英語ルームが設置されますので、生徒たちが英語への興味

関心が向上し、外国人とのコミュニケーションや英語による会話力が身につくよう取り組んでまい

ります。 

 次に、中学校の英語環境についてですが、各校に専任の英語指導助手を配置していますので、英

語教師と連携して聞く、話す、読む、書くに重点を置いて育成していきます。また、放課後には英

語ルームを活用した生徒の自発的な活動として英検学習や英語暗唱練習に励んでいる姿もあり、教

育環境を生かした取り組みとして大きく期待できるものと考えております。 

 以上です。 

〇議  長 答弁が終わりました。堀議員、再質問ございますか。堀議員。 

〇堀 議 員 ２点ほど質問させていただきます。 

 １点は、第６期の滝川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の件でございますが、国の制度が今

年度より要介護３以上が施設入所の対象になるというふうに定められました。しかし、要介護１、

２の方のご家庭なり、非常に不安を感じておられます。そのことに対する滝川市の要介護１、２の
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方の対策についてお聞きをしておきます。 

 次に、ふるさと納税の件でございますが、他の自治体のふるさと納税の実情を見てみますと、結

構高額な贈呈品が、返礼品があるわけですが、滝川市のみに限られますと、特産品に限られますと

魅力ある商品の幅が減少するのでないかというふうに考えます。そういう意味では、近隣の自治体

の農産物を滝川市が返礼品に使うということもやぶさかではないというふうに考えますけれども、

ご見解を伺いたいと思います。 

 以上です。 

〇議  長 堀議員の再質問に対する答弁を求めます。保健福祉部長。 

〇保健福祉部長 ただいまの再質問でございます。特別養護老人ホームの要支援１、２の方の特例

入所の状況についてご質問がありましたので、お答えさせていただきたいと存じます。 

 議員ご存じのとおり、平成２７年４月から特別養護老人ホームへ入所できる方は原則として要介

護３以上の方となりましたが、要介護１、２の方でありましても認知症で日常生活に支障を来すよ

うな方、また単身世帯で家族等の介護が受けられない方などについては特例入所として入所判定の

テーブルにのることは可能となっているところでございます。これまでのところ滝川市が保険者と

なっている方で特例入所として入所されている方は、今のところはございません。 

 以上でございます。 

〇議  長 総務部次長。 

〇総務部次長 ふるさと納税の返礼品に関するご質問でございますけれども、私どもの返礼品につ

きましては３月から新商品として滝川クラフトビール飲み比べセットとか、朝どりグリーンアスパ

ラ、それからゆめぴりか５キロなどの新しい商品を追加しております。さらに、地場の商品、それ

から地場で営業活動をされている方々の新しい商品についても今後とも加えるものがあれば、加え

ていくというスタンスで進めさせていただいております。ただ、いろいろな考え方がございますの

で、そのあたりについても検討しながら進めていくということになりますけれども、総務省のほう

からは返礼品が華美にならないようにという、そういう通知も来ておりますので、それらも考慮し

ながら、他の自治体も考慮しながら返礼品の選定については進めていきたいというふうに考えてお

ります。 

 以上でございます。 

〇議  長 保健福祉部長より訂正の発言がございますので、これを許したいと思います。保健福

祉部長。 

〇保健福祉部長 今議員さんのほうからご質問の中で、要支援ということで私要支援１、２の方と

いうふうに申しましたけれども、議員さんのご質問は要介護１、２の方ということで、ご質問を間

違って捉えて発言をしてしまいました。要介護１、２の方ということでご訂正させていただきたい

と存じます。申しわけございません。 

〇議  長 以上をもちまして堀議員の質問を終了いたします。 

 清水議員の発言を許します。清水議員。 

〇清水議員 おはようございます。日本共産党の清水雅人でございます。傍聴に見えられている市
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民の方、大変ご苦労さまです。きょうは、東日本大震災から５年を経過した日であります。１７万

人の方がまだ自宅を持てず、避難生活等を送っておられる。こういう中で、滝川市もふるさと大使

の瀬戸口正樹さん、また江陵中学校や、また先日のランターンフェスティバルでも東北のランター

ンが並んだことを含め、無数の支援、交流が行われています。こういったことを市と市民が協力し

てさらに進めていく、これを痛感しております。きょうの代表質問では、いわゆる格差社会と言わ

れている中で滝川市政が求められていることは何なのか、必要なことは提案もし、そして問題につ

いてはチェックをするという立場で代表質問を行います。 

 それでは、日本共産党を代表いたしまして、滝川市２０１６年度市政執行方針並びに教育行政執

行方針に対する代表質問を行います。 

 

    ◎１、市政運営の基本的な考え方 

      １、市政の推進について 

 まず、市政運営の基本的な考え方についてですが、市政の推進について。本年は「気」という字

をもって市政を推進してまいりたいと考えております。執行方針の中に書かれている言葉ですが、

中心市街地の再生、高齢化社会への対応、子育て支援の充実、教育のマチたきかわの実現、財政健

全化、これら多くの課題に気を引き締め、一気呵成に取り組む思いからでありますと述べておりま

す。市長の取り組む意気込みは評価をいたしますが、どの問題をとっても一息に仕事をなし遂げる

ことができないのが実態ではないでしょうか。市政運営の基本的な考え方が実態と乖離しているの

では市長の考え方を市民が理解することはできないと思います。学校施設の整備が再びおくれ始め

ました。また、買い物困難地域がさらに広がり、市民の負担増と収入減少が進み、大企業が史上最

大の好景気に沸く中で地元企業と労働者にその恩恵は来ていません。こういった状況ですから、現

実感のある言葉で市民に伝えるべきと考えますが、市長のお考えを伺います。 

 

    ◎２、元気な産業と活力あるまちづくり 

      １、農業を起点とした元気な地域産業づくり 

      ２、持続可能な農業のための生産基盤・体制の確立 

      ３、力強い産業の育成・雇用の確保 

 次に、元気な産業と活力あるまちづくりについて、農業を起点とした元気な地域産業づくりにつ

いて伺います。市政執行方針では、冬のしごとづくり事業については冬期間に出荷可能な農産物を

中心としたセット販売に取り組みます。また、通年栽培可能な農業ハウスの導入に向け、熱源の確

保を目的に農業系バイオマスの活用の検討などと述べています。滝川市地域創生総合戦略では、冬

を克服し、農業、食で通年雇用できる就業環境の創出を重点プロジェクトの一つに挙げ、実証試験

用ハウスの整備や滝川産農産物を活用した加工商品の開発支援など具体的な事業と重要業績評価指

標、ＫＰＩと略をいたしておりますが、指標として雇用を創出する農業関連事業２件（５年間）と

しております。そこで、ＫＰＩで挙げている２件は農業者を想定しているのか。２点目として、そ

の場合設備投資や開発経費は、政府の２０１５年度補正予算や２０１６年度の地方創生交付金関連
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の補助金と一般財源を想定しているのか伺います。 

 次に、薬用植物などの試験栽培に取り組みますとしていますが、生産者や生産者グループ、生産

者組合等への支援はどのように行うのか伺います。 

 持続可能な農業のための生産基盤・体制の確立について伺います。執行方針では、ＴＰＰ、環太

平洋パートナーシップ協定に関する今後の動向を注視しながら、将来にわたって持続可能な生産体

制を確立するための施策について述べられています。ＴＰＰをめぐる情勢について、東京大学の鈴

木教授は以下のように述べています。まず、他国も驚くほど米国に譲歩している。バイオ医薬品で

豪州が５年間を変更しないと発表するなど、大筋合意は火種を残している。疑問だらけの政府の影

響試算。ＩＳＤＳ条項で環境や健康、食の安全を守れるのか。米国の強固な不足払いに対して日本

の不十分過ぎる農家所得の下支え。農業所得に占める補助金は、日本１５．６パーセントに対し、

ＥＵ９５パーセント、農産物輸出大幅増どころか地方疲弊、食料安全保障壊滅へ。米大統領候補８

人のうち６人がＴＰＰ反対。国民への説明責任を果たさずしての批准はあり得ない。以上のような

分析をどのように考えるのでしょうか。また、本当に国益を守ろうとするのであれば、ＴＰＰに今

こそ反対を求めます。 

 次に、力強い産業の育成・雇用の確保についてですが、滝川市産業活性化協議会の産業創出促進

助成金制度を活用し、市内事業者による新商品開発や設備投資など新たな取り組みに対し、積極的

に支援などとこの制度を継続するとしています。利息補助などと違い、直接の補助金ですので、使

い勝手がよく、効果も上げております。この制度の財源は、また新年度の目標について伺います。 

 ２点目、ワンストップ型の産業支援相談窓口ＴＡＫＩ―Ｂｉｚ事業については、滝川市産業活性

化協議会の構成団体が連携し、外部専門家の協力を得ながら市内事業者に対する経営相談業務を実

施し、起業を促進すると述べています。総合戦略の重要業績評価指標、ＫＰＩでは、相談件数５年

間で５０件、そして創業件数は５年間で１０件としておりますが、創業のためのノウハウ取得や初

期投資など、資金支援などは現行の国、道、市の制度で間に合うのか伺います。 

 

    ◎３、機能的な生活基盤の充実したまちづくり 

      １、コンパクトで機能的な都市の形成について 

      ２、賑わいのある中心市街地の活性化について 

      ３、住宅ストックの適正管理について 

 次に、機能的な生活基盤の充実したまちづくりについて伺います。コンパクトで機能的な都市の

形成についてですが、泉町土地区画整理事業については、都市交通の円滑化と土地利用の増進のた

め、西２号通改良工事や整地工事を行うと述べております。昨年１２月の第４回市議会定例会で、

会派清新の柴田文男議員が凍結を、また私が中止を求めましたが、市長はこれを継続する理由とし

て凍結の判断を下すことは地域の皆様や土地区画整理審議会委員の皆様など多くの関係者の混乱を

招き、地権者の皆様の土地利用計画に大きな影響を与える。さらに、今後の交付金事業の採択にも

何らかの影響を及ぼすと考えると述べ、凍結中止については否定をいたしました。しかし、市の財

政は４年後以降に財政調整基金を５億円余り残すのが精いっぱいで、人口減少は直線的に減り続け
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ると予測され、それに比例して市税も毎年１億円近くの減収を見込んでいます。また、小中学校の

施設整備がおくれ始め、浴室なしの市営住宅解消には１５年以上かかります。公共施設マネジメン

ト方針では、公共施設の複合化、集約化を進め、必要な機能を維持しつつ、今後１０年程度を集中

取り組み期間して、公共施設を可能な限り削減すると明記しています。 

 既に廃止しても売却、譲渡、解体のめどが立たない施設として、百年記念塔、市民会館、旧林務

署、旧おおぞら幼稚園、教職員住宅、江部乙市民プール、振興公社所有の新町学生会館などがあり、

将来的に市の費用で解体しなければならない施設として旧江部乙中学校、旧東栄小学校、清掃セン

ター、粗大ごみ処理センター、有機物供給センター、旧農業開発公社倉庫、食品加工施設などがあ

り、これら解体費だけでも１０億円以上と思われます。さらに、振興公社や滝川グリーンズに対す

る６億円以上の貸し付けは、土地開発公社などのようにいずれは市民負担になる可能性が高いので

す。また、市立病院の患者が本年度大幅に減少し、２６年度に比べ４億円近い赤字拡大となり、今

後患者数が回復しなければ、一般会計からの数億円単位での独自繰り出しの可能性もあります。そ

こで、泉町土地区画整理事業は、以上のような状況の中でもこれまでの市長の答弁である将来にわ

たり人口に見合った市街地の形成のため、骨格的な幹線となる環状線の整備をするもので、優先さ

れる施策の一つ。また、土地利用における民間開発が将来にわたって誘導され、地区の発展を目指

すためにも進めていかなければならない事業であるとの認識、判断を優先するのか伺います。 

 次に、賑わいのある中心市街地の活性化についてですが、栄町３―３地区優良建築物等整備事業

については、平成３０年度の事業完了を目指して平成２８年度に工事に着手すると述べております。

この事業には約３億円の市民の血税が投入されます。民間が実施する事業への巨額の支出について

は、市民への十分な説明が必要です。日本共産党は、低所得者でも入居できる老人保健施設が７０

床建設されることから、市民の介護施設問題の解決、つまり所得がなくても低所得者でも入所でき

る施設ができるということでこの問題が解決が進むことを挙げ、賛成をしてきました。しかし、こ

れがマスコミなどで報道されるほど市民の疑問もふえております。これは、情報が少ないことから

の誤解だというふうに考えます。市として情報の周知を求めます。 

 次に、滝川第三小学校地域と市内のあらゆるバス利用者にとって栄町ジョイの閉店は深刻です。

栄町３―３地区の新築ビルや跡地への小型総合食料品スーパー誘致を市としても支援すべきと考え

ますが、市長のお考えを伺います。 

 次に、住宅ストックの適正管理についてですが、市政執行方針では居住環境の充実に向けては公

営住宅の整備のほか、民間住宅の有効活用を推進すると述べています。築４０年になるブロック構

造の市営住宅が多数残っています。これらの住宅は、窓や壁などの断熱性能が非常に悪く、結露等

による内装の痛みは多くの住戸に共通するものになっています。その実態は、自分でスタイロフォ

ームを張っている。床が抜けて、交換工事が行われた。天井裏に結露でたまった水がグラスウール

の上にたまり、バケツ数杯分の水が一気に天井から落ちてきた。白かった天井は、まるで塗装した

ように見えるほど黒くなっているなどです。そこで、ブロック住宅の結露の一斉調査を実施するこ

と、また必要に応じ床や畳の交換を行うこと、またこれまで退去時の原状復帰請求が何件かされて

おりますが、これらが適正だったのか調査を求めます。 
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    ◎４、誰もが住みよい安全安心なまちづくり 

      １、地域福祉・自立支援の充実について 

 次に、４件目、誰もが住みよい安全安心なまちづくりについて伺います。地域福祉・自立支援の

充実についてですが、まず老朽化の著しい滝川市中央老人福祉センターについては、市民会議を開

催し、高齢者施設や老人クラブの組織、活動のあり方など、機能移転に向けて検討を進めますと述

べています。機能移転と明記されたことで、大規模改修せずに他施設への機能移転を目指していま

す。カラオケ、趣味の会、マージャン、囲碁、だるま絵、舞踊など多彩な活動が行われていること、

利用人数も年間１万２，０００人を超え、１２のコミュニティ施設の平均の約１．４倍、まちづく

りセンターとの比較でも約３分の１であり、利用されている施設と言えるのではないでしょうか。

近くの中地区コミュニティセンターに仮に機能移転するとしても、学童クラブ、児童センターの利

用が固定化している現状を考慮し、応急的な改修、修繕で１０年程度継続使用する選択肢も示すべ

きではないでしょうか。 

 

    ◎５、市民が活躍するまちづくり 

      １、市民活動の推進について 

 次に、５件目、市民が活躍するまちづくりについて、市民活動の推進についてですが、長い質問

になりますが、市政執行方針ではまちの交流拠点として市民活動を推進するまちづくりセンターに

ついては、民間のすぐれた能力とノウハウを活用した管理運営を行うため、指定管理者制度を導入

しますと述べています。しかし、今回の事業は、すぐれた能力とノウハウを活用した管理運営と評

価できるものばかりではないと考えます。４月から、年末年始を除き、それ以外は無休になり、開

館日数は３０８日から３６０日程度になるなど、大きな変化が含まれています。また、現在の直営

の支出は職員費で約１，１２６万円、その他諸費で約７０１万円、合計約１，８２７万円で、正職

員２名、嘱託職員１名、臨時職員２名が主に８時半から１７時の間に業務を行い、１７時から２１

時を受け付け、管理、清掃再委託として１名がシルバー人材センターの方が従事をしております。

料金収入は１９８万円です。これに対し、新年度予算の管理代行負担金は１，３５０万円で、料金

収入を開館日数増を含め２５０万円と私は試算をいたしましたが、これを合わせた約１，６００万

円が指定管理者の収入と見込まれます。これから光熱水費、私は３３０万円と試算いたしました。

と管理委託以外の諸経費を１００万円と５００万円を引くと１，１７０万円が人件費となります。

１７時から２１時の管理、清掃を最低賃金に近い時給８００円すると残りの人件費は１，０５５万

円となります。そこで、この金額を基本に、８時半から１７時に現在並みの常駐４名の配置、休憩

１時間とする給与が例として３００万円、これは社会保険４保険料１５．１４パーセントを含め３

４５万円となります。程度の責任者は最低１名必要と思われます。他の３名は、時給８７７円、こ

れも社会保険料差し引き後は７６２円となり、ほぼ最低賃金の非正規雇用になります。これでは市

民による自主的なまちづくり活動の支援、市民の交流の場の提供、協働によるまちづくり推進など

の業務を担う労働者の低賃金化ではないでしょうか。また、年末年始以外は無休という営業は、管
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理責任や雇用にとってよいことと考えているのか、よいことと考えるのであれば、図書館に週休日

を導入し、休館日をふやしたことと矛盾するのではないでしょうか。そして、代行負担金は減らさ

ずに、週休日を設定し、施設開館日を減らし、業務に責任を持てる賃金にするよう指定管理者と話

し合うべきではないでしょうか。市長のお考えを伺います。 

 なお、ここで、先ほど紛らわしい読み方をいたしました中段の３３０万円と管理委託以外の諸経

費を１００万円とすると１，１７０万円が人件費となるということで、「と」から「と、」までを

削除いたしたいと思います。 

 次に、２７年度の市の指定管理者の賃金は、身体障害者福祉センター、中央老人福祉センター、

農村環境改善センター、１２のコミュニティ施設などはほぼ最低賃金と思われます。これらは、直

営時代に職員が行っていた人件費を最低賃金やボランティアに置きかえる同一労働の低賃金化、ボ

ランティア化ではないでしょうか。また、民間のすぐれた能力とノウハウ、発想や知恵、行動力な

どは否定しませんが、指定管理化で市内労働者の低賃金化が進むことがあってはなりません。市の

指定管理事業、委託事業における市の積算、また委託先、指定管理代行を行っている企業、団体の

賃金実態調査を行い、改善を求めます。 

 

    ◎６、効率的な行政運営によるまちづくり 

      １、事務等の効率化について 

 次に、効率的な行政運営によるまちづくりについて伺います。事務等の効率化についてですが、

平成２７年１２月に策定した財政健全化計画に基づき、事務事業や組織、人件費の見直し、歳入確

保対策を着実に進める中で、平成３１年度には財源補填に当たる基金繰り入れを行わないことを目

指し、持続可能な財政運営に向けて取り組みますと述べています。計画では人件費について組織の

スリム化として３億８００万円の削減を明記していますが、これは職員数が４０人近く減少する金

額だというふうに思いますが、正職員、嘱託職員、臨時職員の数をそれぞれどのようにする計画な

のか伺います。 

 次に、人口減少対策である滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略や滝川市財政健全化計画を着

実に推進し、まちの成長と持続可能な財政基盤の確立に向けて取り組みを進めてまいりますと述べ

ています。新年度に実施される滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の具体的内容は、国の新年

度事業に予定されている地方創生推進交付金、５年間の活用が基本になると思われます。しかし、

この種の交付金の特徴は、まず基準が狭く、自由に使える交付金にはほど遠い。そして、補助率が

１０分の１０など、自治体負担がないか低いため、費用対効果よりも申請することが優先される可

能性があります。そこで、重点事業を実施するために補助率２分の１の地方創生交付金、新年度の

この交付金を活用するのか、また活用しないのであれば、重点事業をどのように実施するのかを伺

います。 

 

    ◎７、教育行政執行方針 

      １、学校教育について 
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 最後に、教育行政執行方針について伺います。学校教育についてですが、学校施設の整備につい

ては滝川第二小学校の屋内運動場の屋根改修工事、西小学校の教室及び屋内運動場の床改修工事を

行いますと述べています。まず、滝川市が申請し、国が却下した補助金額について。２点目として、

再申請して１年後に補助事業として計画どおりの改修にしない理由について伺います。 

 ２点目は、小中学校適正配置計画、後期の２０１６年から２１年度の見直しはおくれにおくれ、

１月末に策定されました。問題は、滝川市小中学校施設整備方針、２０１１年から１５年度が終了

した後の方針が出されず、適正配置の見直しが決まるまで方針そのものがないということです。そ

こで、国から補助申請を全額却下されたことは何年ぶりなのか。また、明苑中学校は適正配置計画

の見直しの影響がほとんどないことから、また建築後３０年以上経過しているので、大規模改修に

ついては建築後２０年から３０年をめどに、改築については建築年度から４０年から５０年をめど

に整備を進めます。前整備方針に基づき、早急に整備方針を策定すべきではないでしょうか。 

 最後に、西高校について伺いますが、市政執行方針で人口減少対策である滝川市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略や滝川市財政健全化計画を着実に推進し、まちの成長と持続可能な財政基盤の確

立に向けて取り組みを進めてまいりますと述べています。持続可能な財政基盤の確立は、小中学校

の建てかえ、大規模改修に関する施設整備方針策定が先延ばしとされていることから、急務と考え

ます。そこで、財政負担の大きいものの一つとして、市立高校を市がいつまで独自に運営できるの

かという市民の疑問に教育委員会として答え、市民と情報を共有する必要があります。そこで、以

下について伺います。まず、ここに書いている数字を訂正をいたしますが、教職員６５人、嘱託職

員２人の人件費は普通交付税として国から受けておりますが、基準財政需要額と賃金その他の歳出

の差額について伺います。次に、建てかえ、大規模改修、随時修繕、設備費は全て市の負担なので

しょうか。３、パソコン、機材などの教育機器や光熱水費など運営に係る経費は全て市の負担でし

ょうか。また、基準財政需要額との差額はどの程度か伺います。最後に、交付税の内訳はほかのも

のも含めた項目になっているのか、それとも市町村立高等学校に限定されたものなのかを伺います。 

 なお、先ほど訂正してもさらに紛らわしいという感じがしたところを読み直しますので、それに

変えていただきたいというふうに思います。５件目、第１項目の第１要旨、中段になりますが、３

３０万円、これは私の試算と管理委託以外の諸経費を１００万円とすると１，１７０万円が人件費

となる、このように訂正をいたします。 

 以上で日本共産党を代表しての市政執行方針、教育行政執行方針に対する質問といたします。 

〇議  長 清水議員の質問に対する答弁を求めます。市長。 

〇市  長 それでは、共産党を代表しての清水議員からのご質問に順次お答えをさせていただき

ます。 

 昨日の会派清新並びに新政会の代表質問でもお答えをさせていただきましたが、私なりに「気」

という言葉は心の持ち方の問題であると受けとめておりまして、心の置きどころをどこに持つかが

重要であるというふうに認識をしております。課題に対して気を引き締め、一気呵成に取り組むと

いう思いは、一息に物事を推し進めるということではなくて、スピード感を持って常に前向きな姿

勢で仕事に取り組んでいくということをあらわしたものであります。国の施策の動向や経済状況な
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ど先を見通すことが困難な状況ではありますが、５年先、１０年先を見据えて今どこに力を入れて

いくべきなのかをしっかりと見きわめて取り組んでいくことが必要であると認識をしています。物

によっては熟慮を重ね、調整を図るなど、時間をかけながら進めていくことで効果を高めるものも

あるでしょうし、いずれにせよきちんと検証して次のステップにつなげていかなければならないと

考えております。引き続き、滝川のために何ができるか、何をやらなければならないかを本気で考

え、市民の皆さんとの対話を大切にしながら市政運営に当たってまいりますので、ご理解のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 次に、冬のしごとづくりについてでございますが、ご質問にございます通年型のハウス栽培の導

入や加工商品の開発支援事業に加え、農商工連携を推進していく中で雇用の創出につなげていくこ

とが当市の総合戦略における重点プロジェクトでありますので、地域農業者はもちろんのこと、市

内外の企業とも連携することでＫＰＩの達成を目指したいと考えております。また、事業を進めて

いくための財源としては、一般財源の持ち出しもあるかもしれませんが、厳しい財政状況を鑑み、

地方創生関連交付金を有効に活用するとともに、既存の国や道の制度なども十分に勉強しながら活

用してまいります。 

 次に、薬用植物の試験栽培に関しましては、地域農業者と民間企業のマッチングによる農商工連

携を探るための取り組みですので、試行段階では活用可能な国の制度や地方創生関連予算の中で実

施したいと考えておりますし、一部経費については企業からの負担も求めてまいります。数年間の

試験栽培を実施した結果として需要サイドの企業と供給サイドの生産者の双方が事業継続できるよ

うな仕組みが構築できた段階では、行政からの特別な支援がなくても契約栽培という形で実生産に

結びついていくものと考えております。 

 次に、ＴＰＰにつきましては、２月２１日に開催された空知農業を考える会主催によるＴＰＰを

めぐる情勢と今後の対応策を考える講演会につきまして、私は他の用務により出席することができ

ませんでしたが、東京大学教授の鈴木宣弘氏を講師に迎え、農業者のみならず、一般の市民の方々

も参加され、いろいろな角度からＴＰＰ協定についての分析がなされ、示唆に富んだ内容であった

と報告を受けております。ＴＰＰ協定に関しましては、昨年１２月の第４回定例会においても答弁

させていただきましたが、私はこれまでも一貫して反対の姿勢を示してきており、今後国会で議論

される中身について注視していくとともに、国会決議との整合性について徹底した検証が行われる

ことなく批准に至ることがないよう願うところであります。昨年１２月の第４回定例会で意見書を

採択された市議会の皆様と歩調を合わせ、北海道市長会などを通じで情報公開をしてしていただく

よう国に要望していきたいと思っております。また、ＴＰＰ協定により最大の影響を受けるのは北

海道の農林水産業であるという認識のもと、今後も引き続き情報収集に努めるとともに、北海道市

長会を初め、北海道、関係団体と一体となって国に対しては必要な措置や対策について要望してい

きたいと考えております。 

 次に、滝川市産業活性化協議会は、構成６団体からの負担金を財源として、助成金制度を初めと

する事業運営を行っております。平成２７年度においては、国の地方創生関連予算を活用したため、

助成金制度に係る予算を例年より増額し、取り組んできたところですが、新年度においては国から
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の交付金が見込めないため、例年どおり各団体からの負担金を財源として、平成２６年度並みの予

算を確保した中で制度運用していく考えであります。応募件数については、例年ベースの四、五件

を想定しておりますが、当制度の活用に至らなかった事業においても事業内容や事業規模に応じ、

国や道の補助金制度を活用するなど、新規事業や新分野への進出などに取り組もうとする事業者に

対し支援をしていきたいと考えております。 

 次に、産業支援相談窓口ＴＡＫＩ―Ｂｉｚ事業は、既存企業の振興はもちろんのこと、新たな事

業を起こし、企業化していただくための支援窓口として滝川市産業活性化協議会の構成団体と連携

し、それぞれが持つノウハウや知見を創業希望者に提供していきたいとするものであります。相談

内容には専門性の高い課題もあることから、国が全国に設置した経営相談所であるよろず支援拠点

など外部の支援機関や専門家とのネットワークを構築する中で対応してまいります。また、資金的

な支援に関しても、創業に向けた制度が最近ふえてきておりますし、本市では昨年１０月に産業競

争力強化法に基づく産業創業支援計画を策定し、国から認定を受けたところであり、こうした国の

制度を活用しながら、ＫＰＩの達成に向け積極的に支援してまいります。 

 次に、泉町土地区画整理事業についてでございますが、滝川市におきましては平成２７年度から

平成３１年度までの５年間を計画期間とした財政健全化計画を策定し、安定した財政運営を行うた

めにさまざまな事務事業の見直しを進めているところであります。しかしながら、泉町土地区画整

理事業については、平成２７年第４回市議会定例会で柴田議員からのご質問に対する答弁で事業の

優先度についてご理解をいただいたところであり、これまでのご質問にも答弁させていただいたと

おり、コンパクトシティの実現に向け、市の道路体系の骨格となる環状線を整備するとともに、土

地利用の増進を図る本事業は優先される施策の一つだと認識をしております。今後も滝川市の将来

の発展のために今手を打たなければならない重要な事業として、国の交付金をいただきながら引き

続き進めていかなければならないと考えているところに変わりはございません。 

 次に、栄町３―３地区の再開発事業でございますが、この事業に係る補助金につきましては、ま

ちの中心部に大きな空きビルが放置され続けることのさまざまな悪影響を次世代に先送りせずに、

国の交付金も活用しながら既存建物の除却費を主な補助対象として支援するものであります。民間

開発によってコンパクトなまちづくりに必要な都市機能が整備される事業を支援することにより、

中心市街地の再生、活性化に結びつくものと考えておりますので、引き続き市のホームページやア

ニム滝川によるプレスリリース、また市内１８団体から構成される中心市街地活性化協議会といっ

た場も通じながら情報発信に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、小型総合食料品スーパー誘致につきましては、高齢社会を踏まえたこれからのコンパクト

なまちづくりの機能の一つとして生鮮食料品や日用品を含む買い物環境の維持は重要なことと考え

ておりますが、一方で事業者の採算性が求められるのも事実であります。既に市内においては移動

販売や宅配システム、買い物バスの運行などといった新たな事業展開も図られる中で、行政として

の支援のあり方についてもさまざまなご意見があると思われます。市内公共交通環境の維持を初め、

商店街の空き店舗対策など、引き続き総合的な視点での支援を図りながら買い物環境の維持に努め

てまいりたいと考えております。 
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 次に、住宅ストック適正管理に対するご質問でございますが、建設後長期間経過しているブロッ

クづくりの市営住宅管理対応についてのご質問ですが、当市で管理しております市営住宅のうち、

簡易耐火構造住宅は管理戸数全体の４４．７パーセントに当たる８１４戸でございます。そのうち

建設後約４０年経過している団地は、本年２月末現在で７団地１１３棟４８２戸あり、全体の２６．

５パーセントとなっております。以前と現在の建設においては、材料や工法なども時代の流れに伴

って発展しており、現在建設されている団地と単純に比較できるものではありません。現在におけ

る建設団地では気密性や断熱性も向上し、また２４時間換気システムの導入もあり、総体的に見る

と入居者からの修繕の依頼は簡易耐火構造住宅の割合が高い状況ではあります。一方で、入居者の

世帯構成など生活環境によっては、結露の発生を含め修繕内容の状況につきましては平家に特化さ

れたものではなく、管理住戸全体として必ずしも経過年数と比例するものではございません。 

 まず、１点目のご質問でありますが、さまざまな修繕依頼がある中で、維持管理におきましては

実際に生活されている入居者から情報をいただき、都度現地の状況を確認し、生活に影響を及ぼす

状況の改善対応を効率的に進めるため取り組んでおります。今後につきましても入居者のご協力を

いただきながら、同様に維持管理を進めていく考えであります。２点目でございますが、基本的に

は入居前及び退去後の対応として実施しておりますが、長年生活されている住宅においては経年劣

化による傷みもあると思います。一概に年数で区別はできませんが、先ほども答弁させていただき

ましたが、現状を確認した上で、それぞれの状況に応じた対応を進めていく考えであります。次、

３点目でございますが、退去時における損害賠償金請求につきましては、退去時立ち会い検査の中

で入居者の責任において修繕が必要なものにつきましてはその場で本人への確認を行った上で請求

を実施しておりますので、適正なものと判断をさせていただいております。引き続き市営住宅維持

管理におきましては、これまでと同様に入居者の皆さんのご協力をいただきながら進めてまいりま

す。 

 次に、中央老人福祉センターにつきましては、１万２，０００人を超える利用者がいる反面、平

成２１年度以降の利用者の減少が著しく、平成２６年度の利用者数は平成２１年度の利用者数のほ

ぼ半減という状況にあります。このことは、利用者の高齢化に伴い、徐々に施設までの交通手段の

問題や施設の利便性、使い勝手が悪くなり、利用者の激減を招いているという側面もあると考えて

おります。ご質問にあります応急的な改修、修繕で１０年程度継続使用する選択肢という面では、

１０年程度の継続使用によりおよそ６，０００万円程度の改修コストが見込まれます。市といたし

ましては、現状の高齢者活動の衰退、中央老人福祉センターの利用者の減少といった傾向のままこ

れらの改修コストを投入するのではなく、中央老人福祉センターのあり方を検討する市民会議にお

きましてアドバイザーや市民の意見をお聞きしながら、高齢者活動の活性化とその拠点施設のあり

方を見出し、有効な施設投資をしていきたいと考えております。 

 次に、まちづくりセンターにかかわる件でございますが、数点ございますが、まず１点目の低賃

金化ということでありますが、指定管理者から提案があった人員体制は４名の配置で、内訳は職員

１名、パートスタッフ３名との内容になっております。現在の人員体制のうち、４月から町内会関

係、補助金関係を担う正職員の業務の担当部分が市役所に移ることを考えた場合、現行の嘱託職員
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１名、臨時職員２名の体制と大きくかけ離れた低賃金化とは考えてはおりません。次に、２点目で

ございますが、指定管理者から提案がありました年末年始を除く３５８日間、休館日を設けないこ

とにつきましては、利用者への利便性の配慮及びサービスの向上につながる取り組みと期待をして

いるところでありますし、指定管理者選定時のヒアリング時に確認を行っている中でも管理責任、

雇用の双方においても問題なく運用できるものと捉えているところです。一方、図書館はさらなる

運営の効率化を図るために週休日を設定することとしたものでありまして、ご指摘のような矛盾は

ないものと考えております。３点目の施設開館日の減と業務に責任を持てる賃金ということについ

てでありますが、年末年始以外休館日を設けないことは利用者へのサービス向上につながると評価

した点の一つであり、また人員体制と賃金の提案も十分に吟味をして選定したものであります。指

定管理者には市民活動の支援や市民の交流の場の提供により豊かな市民生活や活力ある地域社会の

実現をより効果的に行っていただけることを期待をしております。 

 次に、指定管理者制度において市が設定する管理代行負担金の基準額の算定に当たりましては、

業務の必要経費を精査し、適正な水準での設定を行っております。その範囲内で指定管理者は創意

工夫のもと、人件費のコントロールも含め、さらに効率的な運営やより満足度の高いサービスの提

供に努めるものとしており、本制度の導入が必ずしもご指摘のような状況を導いているとは考えて

おりません。なお、施設運営に必要な人員の配置並びにその給与及び賃金等は、指定管理者がみず

から判断し、決定するものであり、この場合においても労働基準法、最低賃金法等の関係法令は当

然に守らなければならないものであり、この旨は指定管理者の責務として協定書にも明確に記載を

しているところであります。指定管理者は、これらの法の定めに従うとともに、指定管理者と従事

者の間で締結される雇用契約が適正に履行され、指定管理者による施設運営が行われているものと

理解をしております。よって、積算、賃金実態調査の実施につきましても指定管理事業、委託事業

とも適正な賃金等が支払われているという前提のもとに、市として改めてこうした実態調査を行う

ことは考えておりません。 

 次に、事務の効率化についてでございますが、ご質問いただきましたとおり、財政健全化計画で

は人口減少や財政状況を踏まえた組織のあり方に向けて３つの視点を持ちながら組織のスリム化を

目指すこととし、３億８００万円の目標値を定めているところであります。昨日ご答弁申し上げま

したとおり、職員数につきましては正規と非正規を問わず全体としてスリム化の方向へ進むことが

大きな目標でありますが、具体の職員数の見直しにつきましては事務事業見直し及び機構改革とセ

ットのもと、適正な職員数を確保していきたいと考えております。したがいまして、年次的に正規

と非正規、それぞれ何人という細かな計画は立てておりませんが、目標値を達成するためには正規

職員を中心に一定程度の数をクリアすることが条件になることと考えておりますので、ご理解をい

ただきたいと思います。 

 次に、滝川市まち・ひと・しごと創生総合戦略における重点事業につきましては、現在国の地方

創生加速化交付金を申請しており、内示があれば本年度の補正予算として計上する予定としており

ます。平成２８年度に向けては、本加速化交付金の活用を想定して重点事業実施の準備を進めてい

るところであります。なお、加速化交付金を初め、地方創生の交付金の申請に当たっては必ず施策
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ごとの進捗状況を検証するための重要業績評価指標、ＫＰＩの設定が求められますので、費用対効

果よりも申請することが優先されるということではなく、十分な効果が得られるよう事業を実施し

てまいります。国が２８年度から予算化する地方創生推進交付金については、制度の詳細はまだ示

されておらず、地域再生計画を策定することが申請の要件とされていますが、地域再生法の改正に

より高率補助となることから、継続的に事業に取り組み、複数年度にわたって交付金を受けられる

可能性があります。市の総合戦略の推進に向けては、地方創生推進交付金に限らず、毎年度各省庁

が計上する補助メニューや北海道の交付金、交付税措置のある有利な起債などを最大限有効に活用

できるメニューを選択してまいりたいと考えております。 

 私からは以上であります。 

〇議  長 教育長。 

〇教 育 長 それでは、私からは教育行政執行方針に対するご質問に答弁させていただきます。 

 まず、学校施設の整備に関する質問で、国が却下した補助金額、そして再申請して実施しない理

由はというご質問についてですが、西小学校大規模改造の老朽化対策事業に工事費およそ２億１，

０００万円、そして補助金５，５３９万９，０００円を申請しましたが、国の方針とする耐震工事

を最優先するという理由のもと、採択に至りませんでした。２８年度においても国の東日本大震災

復興特別会計による全国防災事業が今年度で終了することや国の財政事情により前年度よりはるか

に小規模化されることを受け、非常に厳しい状況でありまして、平成２７年度当初予算同様の執行

方針のもと、大規模改造における老朽化対策事業などについては採択が困難との通知が来ていると

ころでございます。国の公立学校施設整備費につきましては、当初予算で２７年度の一般会計と特

別会計を合わせた２，０４９億円から、２８年度は特別会計が終了することから７０９億円と大幅

減少となっております。また、特別会計が始まる前の平成２３年度の８０５億円と比較しましても

１００億円近い減額となったところであります。学校施設環境改善交付金事業における大規模改造

は、２億円を上限、７，０００万円を下限とし、校舎外部と内部を同時に全面的に改造することを

原則とする工事であるため、市の財政事情も鑑み、今後の滝川市における小中学校適正配置を見据

えた工事内容の検討は財政健全化計画の上でも必要不可欠と考えております。平成２８年度予算で

は、耐震化のため西小学校２線校舎の未使用化を進める中、子供たちがふだん頻繁に使用する普通

教室と体育館の環境整備を一番に考え、かねてから老朽化の著しい床工事を単費にて実施するなど

必要な修繕を行いながら、無駄のない学校環境づくりに努めてまいります。 

 次に、国庫補助が全額採択されなかった事業例としましては、国の平成２６年度補正予算におい

て防災機能強化事業として２１７万円の補助申請を行った明苑中学校つり下げバスケットゴールの

改修がございます。明苑中学校につきましては、築後３７年が経過しておりますが、適正配置計画

の影響のない学校から早急に大規模改修をやるということではなく、市全体として新たな施設整備

方針の検討について今後児童生徒数の将来推計、また市の財政状況などを考慮した上で各学校に合

った教育の整備方針を示さなくてはいけないと考えております。さらに、国の学校施設環境改善交

付金の大規模改造の採択が非常に難しい状況が続く中、施設整備の財源確保にこれからも努力して

まいりたいと考えております。 
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 次に、西高等学校のご質問で４点ございました。まず、教職員の人件費を含めた高等学校費と基

準財政需要額との差についてでございますが、基準財政需要額は教職員４億６，９２０万５，００

０円プラス生徒数８，８１６万７，０００円、合計５億５，７３７万２，０００円、高等学校費、

歳出６億９，８９９万５，０００円、公債費を含めますと７億１，８７６万円、そして歳入９，４

７４万８，０００円、一般財源６億４２４万７，０００円、公債費を含めると６億２，４０１万２，

０００円、差額は４，６８７万５，０００円、公債費を含めると６，６６４万円となります。次に、

建てかえ、大規模改修、随時修繕、設備費全てについてですが、市の負担となります。次に、教育

機器や光熱水費はどうなのかという部分ですが、全て市の負担でございまして、教育機器について

は基準財政需要額の内数として単位費用の積算に含まれており、差額は９４５万８，０００円でご

ざいます。次に、交付税の積算根拠については、高等学校費の教職員と生徒のみがもととなってお

ります。 

 以上でございます。 

〇議  長 答弁が終わりました。清水議員、再質問ございますか。清水議員。 

〇清水議員 それでは、何点か再質問を行います。 

 まず、３２ページ、泉町土地区画整理事業については、第４回定例会で凍結を求めた柴田議員か

ら理解をいただいたという趣旨のご答弁がありました。それが真実かどうかは私はわかりませんが、

またただいまの答弁で答弁が繰り返されているわけです。市長は環状線という言葉を何度も使うわ

けですが、今都市計画マスタープランでは環状線、つまり西１丁目通りから自衛隊を抜けると３丁

目通りにぶつかるわけですが、これを右折すると工業高校の手前の踏切がございます。今の都市計

画マスタープランでは、ここに１０年以内に、まず道道にするということが前提なのですが、道道

にして立体交差をするという、そういう計画まで含めて環状線なのです。３０億円は下らないとい

う工事をこの１０年間に道に求めていくということ自体がまるで、人口減少が直線的に進む、また

財政がこういう状況の中で優先されるということはおよそ市民の感覚には私はほど遠いのかなと。 

 また、市長はどこかで述べられたわけですが、どこかというと一番最初です。29ページの本年は

「気」をもって一気呵成という、市政執行方針の中でこのように述べられました。物によっては熟

慮を重ね、きちんと検証を重ね、何をしなければならないかを考えていくと。だとすれば、これが

最も考えなければならないことだというふうに思うのです。これを途中で凍結をすることによるデ

メリットは６，０００万円ぐらいあるということですが、このまま先に進めば、国費とはいえ、そ

れも合わせ一般財源も１億円以上ですね、こういったことを使うと、しかもそこに新たにその土地

が整備されなければ住宅を建てるところがないとか、あるいは企業の工場をつくることができない

なんていう土地事情では滝川は明らかにないわけです。そういったことも含めて、今まさに市長が

最初に言われた熟慮すべき最大の項目ではないのかということで１点目にお伺いをしたいと思いま

す。 

 ２点目は、３３ページですが、栄町３―３地区優良建築物等整備事業、これは高林デパートと名

店ビルをまず解体、更地にして、北門信用金庫のいわゆる金融ビルというふうに呼んでおります。

これと神部病院が建設するいわゆる医療介護ビルということで、現状では医療介護棟のほうはクリ
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ニックと、その上にサービスつき高齢者住宅、サ高住です。これが５０戸分、その上に老人保健施

設７０戸ができるわけです。こういったことも今のところ市民の皆さんには伝わっていないのです。

ですから、市長が先ほど言われたようなホームページやプレス報道などでは市民になかなか伝わら

ないのです。いいものは市民もいいと言うのです。だから、私先ほど申し上げましたように、市民

に対して情報不足ですということを言っているわけですから、そういったいいものができるのだと、

それで３億円、安いではないかという、そういう話を市民に市としてしていくことについて伺いた

いというふうに思います。 

 次に、３点目としては、３５ページ、まちづくりセンターですが、年末年始を除き３６０日運営

することは利便性の向上で非常によいことだと、そういうふうに述べられました。利便性は向上す

るけれども、それと同時にいろんな困難さもあるというふうに思うのです。一番最大は、指定管理

している公共施設ですから、安全、安心なのです。それが最小限の人数で、あそこは今若い女性が

働いておりますから、きょうは子供がちょっと調子が悪いので休みたいと、そしたら急に２人体制

になるとか、そういったことがたくさんあるのです。そういうことを考えれば、そういうデメリッ

トよりも、まず１週間７日のうち６日間、安全、安心にきちっと運営していただくと、そういうこ

とが大事なのではないかと、利便性だけでないということを申し上げたいと思いますので、お考え

を伺いたいと思います。 

 最後、学校教育についてですが、これについては大変なことが答弁で明らかになったと思うので

す。これは、滝川市が一生懸命全力を尽くして学校を建てかえようとしても国の補助金が全くおり

ないと、こういう異常事態になっているということが明らかになったのではないかというふうに私

は思います。ただいまのご答弁では、老朽化による建てかえ、大規模改修、これは採択は困難。こ

れについて細かい質問は行いませんけれども、そもそも耐震改修は平成２７年度で全国の小中学校

は終わっていなければいけないのです。まだ耐震化が残っているということでもある。そのあおり

をなぜ滝川市が受けなければならないのかということもありますが、そもそも、老朽化した小中学

校を大規模改修、建てかえしなければ教育は一体どうなるのだということを本当に今の安倍政権に

対して私は強い憤りを感ずるものです。そこで、調べた中で、最後に非常に貴重な情報ですのでお

伺いしておきたいのですが、今回２７年度に採択、不採択が決まっている中で、学校統合など、そ

ういった事情がなく、単なる老朽化による大規模改修や建てかえで採択になった事例がどの程度あ

るというふうに把握をされているのかお伺いいたしまして、私の日本共産党を代表しての代表質問

といたします。 

 以上です。 

〇議  長 それでは、この辺で休憩とさせていただきたいと思います。清水議員の再質問に対す

る答弁は午後からといたします。再開は１３時といたします。休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時５２分 

再開 午後 ０時５９分 
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〇議  長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 午前中に清水議員の代表質問の再質問まで終わっておりますので、清水議員の再質問に対する答

弁を求めます。建設部長。 

〇建設部長 泉町土地区画整理事業につきましては、都市計画マスタープランの基本理念である北

のエココンパクトシティ滝川の実現を目指し、道路体系の骨格となる環状線のミッシングリンク、

道路がつながっていない状態を解消するために西２号通の整備をするものであり、重要課題と位置

づけているところであります。あわせて、３丁目通りの道道昇格につきましてもすぐに実現するも

のではございませんが、引き続き要望してまいります。また、現在市内の土地につきましては企業

進出が望める準工業地区や工業地区に地域における更地が少なくなっている現状であります。本区

画整理事業施行地域の大部分は工業地域であり、さらには３，０００平米までの商業施設が立地可

能な商業業務誘導地区第４種に指定されており、事業実施により環状線に接する新たな工業地区が

形成され、高度な土地利用が図れるものと期待をされております。これらのことを踏まえ、引き続

き進めていかなければならない事業だと認識しております。ご理解のほどをよろしくお願いいたし

ます。 

〇議  長 千田副市長。 

〇千田副市長 栄町３―３地区開発事業に係る情報発信についての再質問でございますけれども、

民間事業ということもあり、現時点としては市として説明会のような機会を設けることは考えてお

りませんが、先ほど申し上げたとおり、ホームページによる情報発信に加え、中心市街地活性化協

議会に限らず、各種会合等の機会を通じながら事業内容の周知を図ってまいりたいと考えておりま

すので、ひとつご理解のほうを賜りたいと思います。また、事業者でありますアニム滝川に対しま

しては、事業内容に係る情報が不足しているとの意見もあることから、それを十分に伝えて、より

一層の情報発信を促してまいりますので、清水議員におかれましては引き続き情報発信にご協力い

ただきますようによろしくお願いいたします。 

〇議  長 市民生活部長。 

〇市民生活部長 まちづくりセンターについてでございます。清水議員ご心配の休日につきまして

は、市として条例上基本的には週１日、水曜日、年末年始、１２月３１日から１月５日となってい

るものの、指定管理者となるＮＰＯ法人は利用者サービス、収益、それからまちづくりセンターの

設置目的であります中心市街地のにぎわいづくりのためなどを踏まえまして、積極的に提案された

ものでございます。ご質問の少ないスタッフで職員の休みなどで安全に運営できるのかどうかとい

うご質問でございます。人件費の上では常時４名ということでございますが、ＮＰＯ法人の運営体

制といたしましては登録スタッフ六、七名でシフトを組んで事業内容、それから緊急時の対応、そ

ういった場合に適切に対応したいということで提案がされてございます。ご質問の安全にというこ

とについては、十分に確保されるものと考えております。 

 以上です。 

〇議  長 教育部長。 

〇教育部長 学校改築に関しましてですけれども、特別な事情もなく補助採択された件数というご
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質問でございました。今昼休み中に手を尽くしましたけれども、残念ながら件数の把握には至りま

せんでした。 

 以上です。 

〇議  長 以上をもちまして清水議員の質問を終了いたします。 

 これをもちまして代表質問を終了いたします。 

 

    ◎日程第３ 議案第４４号 滝川市農業委員会の委員の定数に関する条例 

〇議  長 日程第３、議案第４４号 滝川市農業委員会の委員の定数に関する条例を議題といた

します。 

 提案理由の説明を求めます。産業振興部長。 

〇産業振興部長 ただいま上程されました議案第４４号 滝川市農業委員会の委員の定数に関する

条例についてご説明申し上げます。 

 農業協同組合法等の一部を改正する等の法律の施行に伴い、農業委員会等に関する法律の一部が

改正され、農業委員会委員の構成が現行の選挙による委員及び選任による委員とされているものが

全ての委員について市町村長が議会の同意を得て任命することとされ、これとあわせて委員の定数

を条例で定めるものとされたことから、この条例を制定したいとするものでございます。 

 条例の内容についてご説明申し上げます。第１条は目的規定で、農業委員会等に関する法律第８

条第２項の規定に基づき、滝川市農業委員会の委員の定数を定めることを目的とする旨を規定して

おり、第２条は滝川市農業委員会の委員の定数を現行の委員数と同数の１６人とするものでありま

す。 

 次に、附則ですが、第１項でこの条例は平成２８年４月１日から施行するものとするものですが、

第２項で経過措置として、農業協同組合法等の一部を改正する等の法律附則第２９条第２項の規定

により、この法律の施行の際、現に在任する農業委員会の委員はその任期満了の日までの間在任す

るものとされていることから、附則第３項で廃止する滝川市農業委員会選挙委員定数条例の規定は

この間その効力を有する旨の規定、第３項は滝川市農業委員会選挙委員定数条例を廃止する旨の規

定であります。 

 以上、議案第４４号の説明とさせていただきます。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 ただいま議題となっております議案第４４号 滝川市農業委員会の委員の定数に関する条例は、

予算関連議案となりますので、過日の議会運営委員会で確認したとおり、予算審査特別委員会で審

査を行うことになりますので、説明までといたします。 

 

    ◎日程第４ 議案第４５号 予算審査特別委員会の設置について            

          選任第 １号 予算審査特別委員会の委員並びに委員長及び副委員長の選任 

                 について                        

〇議  長 日程第４、議案第４５号 予算審査特別委員会の設置について、選任第１号 予算審
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査特別委員会の委員並びに委員長及び副委員長の選任についてを一括議題といたします。 

 提案の内容は配付のとおりでありますので、説明、質疑、討論を省略して直ちに一括採決いたし

たいと思います。これに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、説明、質疑、討論を省略して一括採決いたします。 

 本案をいずれも可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第４５号及び選任第１号の２件は、いずれも可決されました。 

 議案第４５号が可決されたことにより、議案第１号から第８号までの各会計予算、議案第９号、

議案第１４号、議案第１６号から第２０号まで、議案第２２号から第２５号まで、議案第２７号か

ら第４０号まで、議案第４４号の予算関連議案、以上３４件については、それぞれ予算審査特別委

員会に付託することに決しました。 

 

    ◎休会の件について 

〇議  長 お諮りいたします。 

 予算審査特別委員会の開催等により、３月１２日から３月１７日までの６日間休会いたしたいと

思います。これに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、３月１２日から３月１７日までの６日間休会することに決しました。 

 

    ◎散会宣告 

〇議  長 以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

散会 午後 １時０８分 
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平成２８年第１回滝川市議会定例会（第１７日目） 
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開議 午前 ９時５８分 

    ◎開議宣告 

〇議  長 ただいまの出席議員数は、１８名であります。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

    ◎日程第１ 会議録署名議員指名 

〇議  長 日程第１、会議録署名議員指名を行います。 

 会議録署名議員は、議長において山口議員、柴田議員を指名いたします。 

 

    ◎日程第２ 総務文教常任委員長の付託事件審査報告（諮問第１号 平和都市宣言につい 

          て）                                 

〇議  長 日程第２、総務文教常任委員長の付託事件審査報告（諮問第１号 平和都市宣言につ

いて）を議題といたします。 

 先に、付託事件審査報告を職員より朗読させます。 

〇事務局次長 総務文教常任委員長から議長宛て、付託事件審査報告。 

 事務局次長朗読する。（記載省略） 

〇議  長 次に、委員長の補足説明を求めます。関藤委員長。 

〇総務文教常任委員長 ただいま事務局において朗読された内容のとおりでありますが、審査の過

程について若干補足説明をいたします。 

 総務文教常任委員会に付託されました諮問第１号 平和都市宣言について、平成２８年３月９日

に本委員会を開催し、所管説明員の出席をいただき、説明を受け、質疑を行い、真摯かつ精力的な

審査を実施いたしました。委員からは、宣言文で使用されている文言の意味のほか、平和都市宣言

を行った後、それに基づいてどのような活動を想定されているのかという質疑に対し、今後の活動

については市民の皆さんに広報やホームページ等でお知らせするとともに、滝川市教育委員会、さ

らに校長会を通じて各学校へこのような宣言を行うに至った経緯を伝え、小学校の社会科副読本へ

の掲載やポスターの掲示などにより広く普及に努めていきたいとの答弁がありました。また、滝川

市が深めてきた国際交流の輪をさらに広げて、世界中の人々と互いの個性を理解し、尊重するとあ

るが、市民がこの深い意味を理解し、実践できるよう市が努力することが必要だと思う。具体的に

どのように進めていくのかという質疑に対し、現在実施している国際交流事業を広め、より多くの

方に参加してもらえるよう取り組むとともに、市民の方が滝川市を訪れる人たちに自分や滝川市の

ことが伝えられることが理想だと考えているので、関係所管と連携しながら取り組んでいきたいと

のご答弁がありました。 

 討論、採決の結果、本件について全会一致で可と答申すべきものと決定いたしました。 

 なお、討論の際に各会派から出されました意見の要旨につきましては、後日全議員に配付するこ

とになっておりますことを申し添えます。 

 最後に、本委員会の付託事件の審査に当たって明快なご説明、ご答弁をいただいた説明員の皆様
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に心より厚くお礼を申し上げ、補足説明といたします。 

 以上です。 

〇議  長 朗読及び補足説明が終わりました。 

 これより質疑に入るわけですが、議会運営委員会で確認したとおり、総務文教常任委員会で審査

を行っていただいておりますので、質疑を省略し、直ちに討論に入りたいと思います。これに異議

ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、質疑を省略し、これより直ちに討論に入ります。討論ございますか。柴田議員。 

〇柴田議員 おはようございます。討論に入る前に、けさ北朝鮮による弾道ミサイルが日本海に発

射されました。私は、このことに対して満腔の怒りを表明したいと思います。 

 それでは、討論に入ります。私は、会派清新を代表し、諮問第１号 平和都市宣言について委員

長報告のとおり可とすべき立場で討論いたします。 

 平和を希求することは人類全ての願いであり、世界唯一の被爆国として戦争のむごさと核の非人

間性を語り継ぐことは現代に生きる日本人の使命であります。現在の世界は、冷戦を終え、世界を

巻き込む大きな戦争が起き得る情勢ではないものの、世界各地で起こるテロリズムや宗教間対立、

また北朝鮮などによる核開発と朝鮮半島情勢の不安定化、中国の海洋進出などによるアジアの緊張

拡大など、平和を脅かす芽が世界各地で湧き出ております。滝川市のこの宣言は、全国を見ても遅

いものとなりましたが、このような世界の情勢を見るとき、まさに時節を得た高い評価を受けられ

るものであると考えております。これまで多くの私の先輩議員が求めてきた平和の礎となるべき明

文を英断を持って本定例会に提出された前田市長に対し、心から敬意を表するとともに、本宣言を

契機として世界中の子供たちの未来に平和が訪れることを祈念して、討論といたします。 

〇議  長 本間議員。 

〇本間議員 私は、新政会を代表し、諮問第１号 平和都市宣言について委員長報告のとおり可と

する立場で討論いたします。 

 美しい地球と豊かな自然を愛し、平和を願う心は、人類が永遠に持ち続けなければならないもの

です。しかしながら、世界では今もなお地域紛争やテロリズムなどにより人間の生命や尊厳を踏み

にじる行為が繰り返されており、核兵器の存在や核実験の実施は人類の未来に深刻な脅威と不安を

もたらしております。私たちは、世界で唯一の核被爆国の国民として、核兵器の恐ろしさ、戦争の

悲惨さ、平和の意義を世界の人々に訴え続ける必要があります。そして、困難も多かった歴史の中

で先人が育んできた平和な社会、文化や伝統、そして豊かな自然を次の世代につないでいくことが

今を生きる私たちの使命だと感じております。また、国際交流を得意とする滝川市民が思想や人種、

宗教、文化などの違いを超えて世界の平和を願い、行動することは大変意義深いことであります。

平和都市宣言を提案された前田市長初め職員の皆様に敬意を表し、賛成討論といたします。 

〇議  長 舘内議員。 

〇舘内議員 私は、日本共産党を代表し、２０１６年３月３日に上程され、総務文教常任委員会に
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付託されて全会一致で可決された諮問第１号、滝川市平和都市宣言についての総務文教常任委員長

報告を可とする立場で討論を行います。 

 賛成理由は以下のとおりです。第１に、宣言は世界各地では多くのとうとい命が奪われる争いが

絶えませんと述べ、続く段落でも、戦争やテロリズムなどによって多くのとうとい命が奪われるな

ど争いが絶えませんと明記しています。人命のとうとさを強調する宣言を大きく評価します。第２

に、宣言は唯一の被爆国の体験と戦争のつらく悲しい記憶をいつまでも忘れずに、核兵器と争いの

ない世界の実現について明記しています。今核兵器の所有国がふえ、所有数は１万発を超えていま

す。また、使用の可能性や核抑止力についてたびたび世界の国家首脳が発言しています。人類を滅

亡させ得る核兵器のない世界は、人類共存にとり不可避な課題です。この点で１月２８日の総務文

教常任委員会で求め、滝川原水協や新日本婦人の会などが申し入れで求めた核兵器をなくす意味の

文言が明記されたことを大きく評価します。なお、滝川市が毎年行っている８月１５日の平和祈念

式典は、平和を目指す大きな力になっています。また、毎年１月、８月に５日間ずつ滝川原水協が

市庁舎１階ロビーで行っている原爆パネル展示は３０年以上続いており、昨年からは核兵器全面禁

止、廃絶のために広島、長崎からのアピール署名用紙も置くことが認められました。道内の市町村

で庁舎で原爆パネル展示を行っている事例は珍しく、滝川市政、教育行政の健全な歩みも大きな力

になってきたことをここで再確認したいと思います。第３に、宣言は戦争のつらく悲しい記憶をい

つまでも忘れずにと明記しています。この点について参考資料は、私たちは過去の体験から、戦争

の愚かさやむなしさ、悲しみ、核兵器の恐ろしさを体験し、理解した上で、二度と起こしてはいけ

ないという反省のもとに今日がありますと述べています。過去の戦争でアジアだけでも数千万人に

上る死傷者を出した評価については、対立する見解もあります。これからも粘り強く歴史を調べ、

議論し、学ぶことを続けることが再び過ちを繰り返さない保証になります。第４に、宣言はとうと

い命を奪う争いをなくす方法論について、滝川市がこれまで深めてきた国際交流の輪をさらに広げ

て、世界中の人々と互いの個性を理解し、尊重していきますと明記しています。参考資料は、互い

の違いを知り、違いを認めた上で相手を理解する努力をする、共通すること、歩み寄る方法を見つ

けて共有し、相手との関係を築いていくことが平和につながる第一歩になると確信していますと述

べています。これは、簡単ではない方法論ですが、世界で起きている悪循環に終止符を打つ方法は

これしかありません。第５に、道内３５市中３０番目という遅い宣言ではありますが、平和を実現

する最大の力は草の根の活動です。遅い宣言だからこそ、新鮮な活動ができるとも言え、時宜にか

なった宣言です。最後に、健康都市宣言、環境都市宣言が地方行政と日常的、具体的に関係してい

ることと比較すると、平和都市宣言の実践には特に教育、生涯学習、国際交流、啓蒙活動などの実

践を意識的に行っていくことが必要です。そして、平和首長会議の活動に積極的に協力することや

平和な世界を実現しようと活動するさまざまな団体、個人と思想、信条の違いを超えて協力してい

く必要性を強調し、賛成討論といたします。 

〇議  長 ほかに討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 これにて討論を集結いたします。 
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 これより諮問第１号 平和都市宣言についてを採決いたします。 

 本件を総務文教常任委員長の報告のとおり答申することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、諮問第１号は総務文教常任委員長の報告のとおり答申することに決定いたしました。 

 

    ◎日程第３ 第１予算審査特別委員長の付託事件審査報告 

〇議  長 日程第３、第１予算審査特別委員長の付託事件審査報告を議題といたします。 

 先に、付託事件審査報告を職員より朗読させます。 

〇事務局次長 第１予算審査特別委員長より議長宛て、付託事件審査報告。 

 事務局次長朗読する。（記載省略） 

〇議  長 次に、委員長の補足説明を求めます。井上委員長。 

〇第１予算審査特別委員長 ただいま事務局において朗読された内容のとおりでありますが、審査

の経過について若干補足説明をさせていただきます。 

 第１予算審査特別委員会に付託されました議案第１号及び予算関連議案２３件につきましては、

３月１４日から１７日までの４日間にわたり特別委員会を開催し、延べ８７名の委員から１３８問

に及ぶ質疑が行われ、慎重かつ精力的な審査を行ったところでございます。 

 討論、採決の結果、議案第１号、議案第１４号、第１６号から第２０号まで、第２２号から第２

５号まで、第２８号、第３０号から第４０号まで、第４４号の２４件につきましては、全会一致を

もっていずれも原案のとおり可とすべきものと決定をいたしました。 

 なお、討論の際に会派から出されました意見の要旨につきましては、後日全議員に配付すること

となっておりますことを申し添えます。 

 最後に、委員会の審査に当たりまして精力的な審査を行っていただきました委員各位並びに適切

な答弁をいただきました理事者を初め担当職員の皆さんに厚く御礼を申し上げ、補足説明といたし

ます。 

〇議  長 朗読及び補足説明が終わりました。 

 これより質疑に入るわけですが、予算審査に当たっては特別委員会を構成し、審査を行っていた

だいておりますので、この場合、質疑を省略し、直ちに討論に入りたいと思います。これに異議あ

りませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、質疑を省略し、直ちに討論に入ります。 

 この場合、第１予算審査特別委員長の報告のうち、先に議案第１号及び議案第３１号を除く予算

関連議案の討論及び採決を行った後、残りの議案第３１号の討論及び採決を行いたいと思います。 

 これより第１予算審査特別委員長の報告のうち、先に議案第１号並びに議案第３１号を除く予算

関連議案の討論に入ります。討論ございますか。 
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（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて議案第１号並びに議案第３１号を除く予算関連議案の討論を終結いたします。 

 これより第１予算審査特別委員長の報告のうち、先に議案第１号、議案第１４号、議案第１６号

から第２０号まで、第２２号から第２５号まで、第２８号、第３０号、第３２号から第４０号まで、

第４４号の２３件について一括採決いたします。 

 本件をいずれも第１予算審査特別委員長の報告のとおり可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第１号、議案第１４号、第１６号から第２０号まで、第２２号から第２５号まで、

第２８号、第３０号、第３２号から第４０号まで、第４４号の２３件については、いずれも第１予

算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。 

 次に、第１予算審査特別委員長の報告のうち、議案第３１号の討論に入ります。 

 この場合、地方自治法第１１７条の規定により、田村議員は除斥の対象となりますが、あらかじ

め退席をされておりますので、このまま会議を続行いたします。 

 これより討論に入ります。討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 討論なしと認めます。 

 これにて議案第３１号の討論を終結いたします。 

 これより第１予算審査特別委員長の報告のうち、議案第３１号について採決いたします。 

 本案を第１予算審査特別委員長の報告のとおり可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第３１号は、第１予算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。 

 

    ◎日程第４ 第２予算審査特別委員長の付託事件審査報告 

〇議  長 日程第４、第２予算審査特別委員長の付託事件審査報告を議題といたします。 

 先に、付託事件審査報告を職員より朗読させます。 

〇事務局次長 第２予算審査特別委員長より議長宛て、付託事件審査報告。 

 事務局次長朗読する。（記載省略） 

〇議  長 次に、委員長の補足説明を求めます。柴田委員長。 

〇第２予算審査特別委員長 ただいま事務局において朗読された内容のとおりでありますが、審査

の経過について若干補足説明をさせていただきます。 

 第２予算審査特別委員会に付託されました議案第２号から第８号までの７件及び予算関連議案３

件につきましては、３月１４日から１６日までの３日間にわたり特別委員会を開催し、会計ごとに

詳細なる説明を受けた後、延べ３８名の委員から２１７問に及ぶ質疑が行われ、慎重かつ精力的な
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審査を行ったところであります。 

 討論、採決の結果、議案第６号及び第２９号の２件については賛成多数、議案第２号から第５号

まで、第７号から第９号まで、第２７号の８件については全会一致をもって、いずれも原案のとお

り可とすべきものと決定したところであります。 

 なお、討論の際に会派から出されました意見の要旨につきましては、後日全議員に配付すること

になっておりますことを申し添えます。 

 最後に、委員会の審査に当たりまして精力的に審査を行っていただきました委員各位並びに適切

なご答弁をいただきました理事者を初め担当職員の皆様に厚く御礼を申し上げ、補足説明とさせて

いただきます。 

〇議  長 朗読及び補足説明が終わりました。 

 これより質疑に入るわけですが、予算審査に当たっては特別委員会を構成し、審査を行っていた

だいておりますので、質疑を省略し、直ちに討論に入りたいと思います。これに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、質疑を省略し、これより直ちに討論に入ります。討論ございますか。清水議員。 

〇清水議員 私は、日本共産党を代表し、第２予算審査特別委員会に付託された議案についての委

員長報告のうち、議案第６号、土地区画整理事業特別会計予算及び議案第２９号 滝川市営住宅条

例及び滝川市特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例を否とする立場で討論を行います。また、

議案第２号から第５号まで、第７号、第８号の特別会計、企業会計及び議案第９号、第２７号を可

とする立場で討論を行います。 

 まず、議案第６号、土地区画整理事業会計についてです。泉町土地区画整理事業の中止を判断す

べきと考えます。まず、本事業は、自衛隊駐屯地正門前から西２号通直線部約３１０メートルの拡

幅改良と曲線部４５２メートルの新設で、西２号通のクランクを解消し、つなげること及び９．５

ヘクタールの荒れ地を整地するものです。総事業費は、特別会計で３億９，０００万円のほか、下

水道会計、中空知水道企業団など受益者負担分を加えると４億３，０００万円を超えます。反対す

る理由は以下の点です。１点目、都市計画に基づき、拡幅とクランク状態を解消するなど、都市計

画が事業を進める最大の理由です。しかし、都市計画をこのまま進めることは３丁目通りの踏切の

立体交差化などにつながるもので、時代に合いません。都市計画の道路計画の部分の見直しに向け

た市民的議論を開始することが必要です。２点目は、用地のうち８．１ヘクタールは工業地域です。

今工業地域の整備に税金をかける優先度は低いと考えます。流通団地や中央工業団地更地が数パー

セントしかないと答弁されますが、売りに出されている跡地はかなりの広さになると思います。ま

た、工業団地ではない工業用地も滝新橋に直結する中島町など豊富にあります。３点目、工場以外

の住宅や店舗が建てられると言いますが、市内の空き地はふえる一方であり、時代に逆行していま

す。４点目、保留処分地６，７００平方メートル、３，１００万円分は売れずに市の普通財産にな

り、一般財源の持ち出しになる可能性が高いこと。５点目は、街路灯の設置や維持費を地元町内会

が負担する保証はなく、設置されるまで真っ暗で安心できない状態が続きます。新たな除排雪など
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維持管理費もふえます。６点目、市の財政危機回避のため、公共施設整理統合を１０年間集中的に

行い、学校の建てかえ、大規模改修を先延ばしにし、財政健全化計画を実施しても財政調整基金は

５億円しか確保できない状況です。さらに、市立病院の医業収益は２７年度５億円以上減少し、留

萌や深川が経験した職員人件費カットを初めとした一般会計からの繰り出しの可能性も高まってい

ます。７点目、中止すれば北海道が主体している駅前広場開発事業や今後の交付金への影響がある

と再三述べられますが、それを言っていては改革はできません。以上から、必要性、優先度、財政

状況のいずれからも事業中止を求めます。 

 次に、議案第２９号についてですが、市営住宅の維持管理に関する業務を指定管理者に行わせる

ものとする内容です。指定管理に移行するための検討が不十分であり、時期尚早と考えます。理由

は以下のとおりです。１点目は、維持管理の大半を占めるものは修繕と設備管理です。２８年度予

算から見ても、修繕では６，０００万円、これに委託料を加えた９，０００万円程度が指定管理者

に発注権限が移ります。これまで市は設備、建築、電気、建具、塗装、板金、造園土木、内装、左

官など９種３９者に直接発注をしており、１０万円以上は見積もり合わせで発注していました。ま

た、エレベーター点検や雪おろし、シルバー人材センターへの退去時点検を含む委託は１０者近く

に発注しています。これらを指定管理者みずからが行うか指定管理者の権限で発注することになり

ます。指定管理化で発注先に偏りができたり発注単価が減額することは、絶対に避けなければなり

ません。これを保障する方法として千歳市方式を示してただしましたが、モニタリングと報告書に

よるチェックにとどまりました。これでは、実質的には発注の完全自由化につながります。市営住

宅の指定管理化は、毎年１億円近い額の発注の指定管理化です。この点で検討が不十分では条例改

正に賛成することはできません。なお、可決されたとしても、７月から公募して１１月には仮協定

締結をするスケジュールの前に、千歳方式を参考に発注の指定管理化のあるべき姿の検討を求めま

す。２点目は、江南団地、開西団地、東団地、緑町団地など、耐用年数を超え、損傷の激しいブロ

ック構造の住宅が多数残っている中では、代行負担金の積算も困難と考えます。３点目は、指定管

理化により民間雇用が安定し、市場が活性化するとしています。しかし、家賃決定、入居者決定、

徴収に伴う複雑な業務のほとんどが残ります。その結果、現在の職員５人体制のうち、指定管理へ

の移行は２名程度、嘱託職員報酬も１名程度と考えられ、１，５００万円程度が予想されます。管

理費、諸経費を合わせても２，０００万円程度ではないでしょうか。これでは技術職員の担ってい

る業務や事務所費、市との調整業務、市営住宅法や個人情報保護、守秘義務などのコンプライアン

ス研修などをあわせて指定管理者が経常利益を出そうとすると待ち受けているのは同一労働の低賃

金化ではないでしょうか。公営住宅の指定管理化は、道営住宅の場合地元企業が手を挙げられない

事例が多いようです。また、市町村の先行事例も１０万人以上の５市にとどまっています。民間側

でもスケールメリットがなければ受けられない事業を今滝川市が進めることは、障害が多過ぎ、時

期尚早と考えます。 

〇議  長 ほかに討論ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 これにて討論を終結いたします。 
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 これより第２予算審査特別委員長の報告のうち、先に議案第６号について起立により採決いたし

ます。 

 本案を第２予算審査特別委員長の報告のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（起立多数） 

〇議  長 起立多数であります。 

 よって、議案第６号は、第２予算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。 

 次に、議案第２９号について起立により採決いたします。 

 本案を第２予算審査特別委員長の報告のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（起立多数） 

〇議  長 起立多数であります。 

 よって、議案第２９号は、第２予算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。 

 次に、残りの議案第２号から第５号まで、第７号から第９号まで、第２７号の８件について一括

採決いたします。 

 本件はいずれも第２予算審査特別委員長の報告のとおり可決することに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、議案第２号から第５号まで、第７号から第９号まで、第２７号の８件については、いず

れも第２予算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。 

 

    ◎日程第５ 報告第１号 監査報告について                     

          報告第２号 例月現金出納検査報告について               

〇議  長 日程第５、報告第１号 監査報告について、報告第２号 例月現金出納検査報告につ

いての２件を一括議題といたします。 

 説明を求めます。田村議会選出監査委員。 

〇議選監査委員 報告第１号 監査報告についてご説明いたします。 

 地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき定期監査を行いましたので、同条第９項の規定によ

り、その結果を報告いたします。 

 監査の対象は、市民生活部のくらし支援課、市民課、保険医療課、税務課及び江部乙支所を対象

に実施いたしました。 

 監査の範囲は、平成２６年度の執行事務であります。 

 監査の期間及び監査の方法につきましては、記載のとおりでありますので、お目通し願います。 

 監査の結果につきましては、おおむね適正に執行または管理されていると認められますが、一部

に改善、検討が必要と思われる事項といたしまして、契約事務関係では契約書に記載の違約金の利

率誤りや予定価格調書がされていなかったほか、前渡資金関係では領収書の宛名が滝川市資金前渡

職員名となっていないものや前渡資金支払い内訳書の取り扱い者または管理者欄に記載漏れが散見

されたほか、他団体の経理事務関係では領収書に宛名の記載が漏れているものが散見されました。
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これらについては、関係規定等に基づき適切な事務処理をされるよう所属に対する講評において指

導及び要望をいたしました。また、軽易な事項につきましては、監査の過程においてその都度直接

事務担当職員に是正または適正な処理方を指導しておりますので、その内容は省略いたします。 

 以上、報告第１号、監査報告を終わります。 

 続きまして、報告第２号 例月現金出納検査報告についてご説明いたします。 

 地方自治法第２３５条の２第１項の規定に基づき、平成２７年１０月分から１２月分までの例月

現金出納検査を行いましたので、同条第３項の規定により、その結果を報告いたします。 

 検査の対象は、一般会計、各特別会計、下水道事業会計、病院事業会計、各基金、歳入歳出外会

計の現金、預金、一時借入金などの出納保管状況を対象に実施いたしました。 

 検査期日及び検査の方法につきましては、記載のとおりでありますので、お目通し願います。 

 検査の結果につきましては、各会計、各基金及び歳入歳出外会計とも計数上の誤りは認められま

せんでした。また、検査の過程において軽易な事項につきましてはその都度直接事務担当者に是正

または処理方を指導しておりますので、その内容は省略いたします。 

 以上で報告第２号、例月現金出納検査報告を終わります。 

〇議  長 説明が終わりました。 

 これより一括質疑に入ります。質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

〇議  長 質疑なしと認めます。 

 これにて質疑を終結いたします。 

 報告第１号及び第２号の２件は、いずれも報告済みといたします。 

 

    ◎日程第６ 常任委員会及び議会運営委員会閉会中継続調査等の申出について 

〇議  長 日程第６、常任委員会及び議会運営委員会閉会中継続調査等の申出についてを議題と

いたします。 

 お手元に印刷配付のとおり、第１回定例会以降における閉会中継続調査等の申し出がございまし

た。 

 お諮りいたします。各常任委員長及び議会運営委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査

等とすることに異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

〇議  長 異議なしと認めます。 

 よって、各常任委員長及び議会運営委員長からの申し出のとおり、閉会中の継続調査等とするこ

とに決しました。 

 ここで帰任及び派遣職員の紹介がありますので、暫時休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時４５分 

再開 午前１０時４７分 
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〇議  長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 

    ◎鈴木副市長退任挨拶 

〇議  長 ここで３月３１日で任期満了となります鈴木副市長より任期満了に伴うご挨拶がござ

いますので、お受けいたしたいと思います。鈴木副市長。 

〇鈴木副市長 ３月３１日に退任いたします鈴木です。４年間大過なく任務を終えることができま

したのは、市民の皆様、また市民の皆様を代表されるここにいらっしゃいます市議会の皆様のご理

解とサポートがあってのことと深く感謝を申し上げます。また、市長を初めとする市役所の皆様に

は、私を支える優秀なスタッフを配置していただきましたこと、また営業活動のための予算を用意

していただきましたことにつきまして御礼を申し上げます。振り返りますと、自己採点は５５点と

いう辛うじて卒業証書をいただけるというのが正直な感想でございます。再生エネルギーの分野で

は目に見える結果をお示しすることができたと思いますが、肝心の農と食では道半ば、時間切れで

心残りと申しわけない思いが入りまじっております。雇用の伴う産業の誘致をという皆様の期待を

意識して活動してまいりましたが、残念ながら目に見える結果を出せないまま、時間が来てしまい

ました。言いわけになるかもしれませんが、働き手が少ないところに働き手を必要とする産業を持

ってくるという、今にして思いますと二律背反を追いかけていたような、そのような思いもいたし

ます。一人の企業人に立ち返ってみますと、企業は投資先を選ぶときに労働力、人材が豊富で市場

の拡大が期待できる場所を真っ先に考えます。こんな当たり前のことを忘れていたのではないかと

私自身反省しております。このように申し上げますと滝川の将来には何もないように聞こえるかも

しれませんが、そんなことはございません。かつて滝川を中心とする中空知の地域には石炭という

大変貴重な資源がありました。滝川には今農地という貴重な資源がございます。ただ、農地がある

ことがすなわち強い農業を意味することとはなりません。この資源を生かすためには投資が必要で、

農業も同じだと思います。農業法人を育成し、企業との連携を通して強い農業をもっと強くするこ

と、すなわち農商工連携が滝川の産業発展にとって重要な課題になることと思っております。その

意味では、農政部と経済部が統合されて産業振興部となり、産業振興課の中に農商工連携室が併設

されたということは大変時宜を得ていることと思います。また、滝川の農業の中心である江部乙地

区が農業が育んできた美しい景観を認められて、「日本で最も美しい村」への加盟を果たしました。

これから美しい景観と強い農業に支えられた魅力ある地域に発展していくことを楽しみにしており

ます。 

 さて、私にとりまして４月からはこの滝川が第二の故郷となります。そして、第二の故郷の旧住

所は滝川市役所産業振興部産業振興課でございます。私の着任とともに発足した産業振興課が残り、

発展的に継続することは何よりの喜びでございます。もしも滝川に何か残せたかと聞かれましたら、

恐らく産業振興課というチャレンジするチームを残すことができたというふうに答えるのではない

かと思っております。そこで、最後に皆様にお願いがございます。サッカーではございませんけれ

ども、どんなにやる気のあるチームでもゴールを仕掛けるためには走り回らなくてはなりません。
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生きた情報を手にするためには、走り回るための予算、出張費が必要です。民間企業では景気が悪

くなったとき、あるいは個別の企業が財務状況の悪化に陥ったときに３Ｋという言葉がございます。

広告費、交際費、交通費のＫです。これが最初に真っ先に削減される費目となります。ただ、最後

の交通費の削減は、企業の寿命を縮めてしまうので、気をつけろと言われております。活動できな

くなれば、動けなくなれば、情報が入らなくなるからです。産業振興を促進するためには、出張費

以外にまた開発費も必要です。りんご＆ドライが商品として日の目を見ることができましたけれど

も、これも走り出すときに開発費を用意していただいたということが非常にスタートラインのいい

出発ができたことだと思っております。財政の話になりますと、健全化計画の中での厳しい予算で

すけれども、行政も議会の皆様もそろって削減で足並みがそろいますが、将来のための今の小さな

投資予算を削減することについてはどうか慎重であっていただきたいと思います。むしろこの予算

を切って産業振興ができるのかと、そのような声が聞けたらというふうに思っておりました。その

かわり、予算をつける分、所管の各部には厳しく結果を求めていただきたいと思います。このよう

に最後に何かつぶやきのようなお願い事になってしまいまして、何か締まりのない挨拶となってし

まいました。 

 改めて、４年間本当にありがとうございました。 

〇議  長 鈴木副市長におかれましては、１期４年にわたり市政の推進にご尽力をいただきまし

たことに心より厚く御礼を申し上げます。 

 

    ◎市長挨拶 

〇議  長 以上で予定されました日程は全て終了いたしましたが、市長より発言の申し出がござ

いますので、これを許したいと思います。市長。 

〇市  長 議長にお許しをいただきまして、本定例会閉会に当たりまして一言ご挨拶申し上げた

いと思います。 

 ３月２日に開会されました本定例会でございますが、本日までの１７日間、議員各位におかれま

しては代表質問を通じて熱心なご議論、また予算特別委員会等におきましては精力的にご議論賜り、

提出させていただきました議案全てに可としてご了承いただきましたことに改めて感謝とお礼を申

し上げる次第でございます。いよいよ新年度でございますので、本定例会でいただきましたさまざ

まなご意見を参考にしながら、２８年度は地方創生元年、そして財政健全化計画の第一歩というこ

とになるわけでございますので、慎重に真剣に足並みを進める所存でございますので、これまで以

上に議員各位のご指導、ご協力を心からお願い申し上げ、本定例会におきますお礼のご挨拶としま

す。今後ともどうぞよろしくお願いします。 

 ありがとうございました。 

 

    ◎閉会宣告 

〇議  長 本定例会に提案されました議案の審議は全て終了いたしました。 

 これにて平成２８年第１回滝川市議会定例会を閉会いたします。 
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 お疲れさまでした。 

閉会 午前１０時５７分 
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